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序金融仲介業 とりわ け銀行業 などに関す る産業組 織面 か らの研究 は、後述 され
るよ うに最近において米国 などで新 たな視点 によるアプ ローチ を も加 えて その
数 が増 して きた。 しか しなが ら、第2次 産業部門 と しての製造 工業 に関す る場
合 と比較す るな らば、 はるか に小 さな ものであ る。
いうまで もな く、 その理 由の一つには、 いずれの国において も当該産業 に対
する少 なか らぬ強い政府規制 ない しは自主規制 が存在 して きた ことがあ げ られ
る。 これ は、貨幣 ない しは信用秩序の制度的固有性に依 るもので あ り、 あるい
はその産業や取 引慣行などをめ ぐる歴史的経緯 に基づ くもので もあ ろう。 すな
わ ち、 このよ うな何 らかのあ る産業特性が、 た とえ ば競争 の程 度(あ るいは競
争状態)に つ いて も他産業 にお けるの とは異な ってある一定 の枠 内での競 争に
す ぎないとい うよ うな見方 を与えが ちであ ったろ うし、参入 や価格設定 にお い
て通需発生 しうる リスク も規制効果によ り企業経営上の大 きな課題 ない しは意
思決定問題 として取 り扱われ ることか ら回避 され うる傾向を もた らした ともい
えよ う。
さらに、 また別の理 由 として、産業韻織面 に関す る分析 に対 して十分な情報
が容易 に利用 可能で あったか とい う点があげ られる。産業 全体や各業態、 あ る
いは個別企業な どにおける諸指擦 の数値や取 引様式、内部組織 な どに関す る諸
資 料ない しは経営 ・統計情 報 は、必ず しも低 コス トで入手 可能で あ るとは限 ら
ず、 む しろ公表 されない ところの ものが少 な くない。 もとよ り、信用を その経
営 基盤 とする産業特性に も依拠 して、あ る範囲 ・水準 におよぶデ ータ上 の制約
はやむをえない面 もあろ う。 ただ、必要以上 の制約 について は、 これが実証分
析 に とって少 なか らぬ陰路 を構成 する可能性 を生 じるケース もある ことは指摘
されて いるところである。
さて、近年 にお ける金融業 の産業組織分析について は、 とりわ け米国 にお い
て その高 ま りを見い出す ことが できる。 それ らの うち、高 い関心が払 われてい
る一部 の最近 の研究 について は次節以降で紹 介 され る。 ただ、 従来 にお いて も、
た とえば貧用関数な どの推定や市場 集中度 の計測を は じめとす る産 業組織分折
が金融仲介業に関 して も行 なわれてお り、わが国 において も数 こそ多 くはない
が い くつかの興味 ある研究がな されてい る。
米国にお ける研究 の内容 や量的側面について、それ らが米国 での金融 自由化
の進展 といかなる関係を もつ ものであ るかは明 らか でないが、少 な くとも何 ほ
どかの インパ ク トを受 けてい ることは考え られ る。 すなわ ち、そ こでは、産業
の脱規制化や、総合金融 業化若 しくは強力な専門特化(専 業化)、 一般集 中な
どとい った新たな論点 に もとつ いて当該産業ない しは潜在的新規 市場等 にアプ
ローチする可能性が提起 されるか らであ る。
また、 この点 とも関連す るが、産 業構造 面か らみた金融 部門産 業の もつ ウェ
イ トの増大 は同 時にこれ らの産業 のあり方や経済全体 にお よぼす影響 の大 きさ
に も関連 して くるものである。 したが って、 それ らの調査 ・分折が持 つ意味 も
相対 的な役割 を増 して くるとも考え られよ う。
そこでは、従来の代表的な産 業分類になる銀行業、証券業、保険業 といった
狭義 の金融業に加 えて、信販、 クレジ ッ ト・カー ド、消費者金融(サ ラ金)な
どの業種をあげることがで きるほか、 さらに、 フ ァクタ リング、投資顧問、財
務および財形コ ンサル テ ィングなど といった新 旧あわせ た周辺 ・付帯業務の拡
大 発展 による事業化 ない し産業化(産 業創設)が 新 たな金融 部門産業 あるい
はその関連産業群 の一部 として認識 され ることにな って くる。
そ して、この傾向は、第3次 産業部門 なかで も公的お よび私的サー ビス業や
通信 ・情報関連産業 のウェイ トが増大 しつつあ るときに金融 サー ビス関連産業
自体 な らび にこれと密接に関係 す る産業 の拡大 とい う形を とって一層進展す る
ことが予想 され る。
なお、 ここにい うよ うな産業構造 の高度化について は、詳細 は別に譲 るが、
(1製造工業を中心 とする第2次 産業部門 内部 にお けるサ ービス化 のウェイ トの
増大や、②技術革新に もとつ く産業全体にお ける通 信 ・情報化、(3)消費者ない
しは需要サ イ ドにお けるニー ズの多様化等 による経済 のソフ ト化、 などの諸要
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因 の作用す るところが少 な くない。
さ らに、 それ ぞれ の経済主体についてみて も、企業 の財務部門 はもとよ り地
方 自治体や家計において も余剰資金 の効率的運用 だけでな く広 く資金 の調達か
ら運用にいた るまでの方法 やそのための情 報収集 ・分析を含 めて ヨリ低 コス ト
で資金管理 の効果を あげて行 くよ うな傾 向にあ り、 したが って非金融 部門 にお
け るこのよ うな広 義の金融行動 の ウェイ ト増 も一因 とな ってい るといえよ う。
以上のよ うな産業構造 面にお ける変化 について は、時間 として は長期にわた
る見方による もの といえ るが、技術革新 一一とりわけ金融 サー ビス ・商品 の開
発や販売に関す るソフ トな らびにハー ドの技術 について一一一はその急速な発展
と影響度か らヨリ短 かいタイム ・スパ ンでの関係をみることが不可避的 とな っ
て こよ う。
金融 部門 に関す るいま一つ のポ イ ン トは、い うまで もな く当該部門産業 のあ
り方 やその活動 に対 す る自由化 あるいは公的規制緩和の動 向である。 自由化の
進展が、また他方 で産業分類や新 たな産業発生に影響を与えた り、産業構造面
に何 らか の作 用をおよぼ した りす ることは十分考え られる ところである。 ただ、
国 内お よび海外 にお ける金融構造 ない しは金融業を とりま く経済環境の変化 に
もとつ く自由化 の動 きは、 それ 自体 が金融部門産業を全体 としてあるいは個別
企業 に対 して何 らかの方 向性 を示 したり諸効果を もた らしうるなど直接的 に関
与 す る可能性を持つ ものであ る。
そ して、 これ は、 た とえば従来 か らのいわゆ る金融仲介機関 をは じめとして
周 辺 ・付帯業務をお こな うサ ービス ・事業会社 などの金融部門産業 とそ こに属
する企業、あ るい は市場 とその構成員 にお ける効率 の増大 を はか るものであ る
と同時に、公平や公正 といった目標基準に対す る点 で もあ らか じめ若 しくは併
行的 に配慮 され た政策プ ログ ラムを ともな うところとなろう。
さ らに、 このよ うな金融部門 の産業や企業 を とりま く環境 の変化 は、新たな
競争効果 の一つ と して の集中問題を提起 するか も知 れない。 それ は、た とえば
銀行業 における主 として上位都市銀行が指向する総合銀行(な い しは金融)業
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化戦略 の進展等によ る市場集中ない しは一般集 中にいたる問題で ある。
この点 については、規制緩和 の内容や速 さとその影響 との関連 をみて 自由化
プ ログラムにフ ィー ド・バ ックさせて調整する ことのほか に、少 な くともある
一定 レベル以上の競争状態を維持す るのに有効な何 らかの競 争政 策 とその手段
の採用が検討 され ることにな ろう。
その意味において も、あるいは産 業構造 の変 化に もとつ く意味 において も、
金融 業に関す る産業研究 とりわ け産業組織分析 が果 たす役割 は、 単に産業特性
などについて基礎的情報を提 供す るばか りでな く、 ヨ リ現実 的な当該産業 ない
しは企業にお ける活性化等の問題を考え る上でのきわめて興味深 い制度的な ら
びに実証的参考情報を 与えるこ とにな ると思われ るのであ る。
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第1章 わ が 国 の 金 融 自 由 化 と 金 融 仲 介 機 関
1金 融 自由 化 につ い て
わが国におけ る金融 自由化の進展につ いては、 後にみ るよ うに近年著 しい
ものがあ る。 そ して,こ れに関す る多 くの議論や提言 もさ まざ まな観点 か ら
け
これ までに諸 種の機関 や論者た ちに よってな され て きた。
それ らは,例 えば信用秩序 の維持 をは じめ とした制 度的 枠組みに関す るも
のか ら,理 論的 分析に よる公的 規制 の効果,あ るいはマ ク ロ経 済 との関連に
おけ る金融政 策の有効性 やナ ープ ン ・マ クP経 済 と外 資移動 におけ る ものな
ど多岐 にわ たってい る。
この ことは,金 融部門 に関す る規制緩和を中心 とした金融 自由化 の動 向 と
それが与 える影響 の範 囲や大 きさが認識 され、かつ強 い関心 が払われ ている
ことを表わ してい る。
さ らにまた,金 融経 済部門の産業構造におけ る相対的 ウェイ}が 変 化 して
きた ことや,規 制体系 の強 さが その有効性 とともにいかな る緩 和 プ ログラム
の採択 として作用す るのか,な ども関心を高め る要 因 としてあげ る ことがで
きる。
さて,わ が 国にお け る金融 自由化 は,必 ず しも銀 行や証券会社 をは じめ と
した金融仲介機関 をのみ その対象領域に限定す る とはか ぎらな い。す なおち,、
規制緩和の水準や 内容 に依存 しなが ら広 く一般事業 会社な ど非 金融部 門の企
業活動に まで直接拡大 し うる ところの ものだか らであ る。
例 えば,参 入に関す る規制緩和 にあっては,あ る市場 への潜在的参 入の主
体が必ず しも他業態 におけ る金融部門企業で ある ことを保障 しない ケー スも
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あ りうるこ とは十 分予想 され る。
もとよ り,金 融 に関す る規制緩 和ない しその進展が非金融 部門 にお よぼす
影響 には,そ の ケースのほ かに も種 々多様な直接的お よび間接的効 果を考 え
ることが で きる。
そ こでは,企 業行動 の うち資金調達 と運用 を含むやや広い意味 での企業金
融や,銀 行 と企業間 の取 引様式 ない し顧 客関係 とい うもののあ り方 も影響 を
受 け ることに なる。それは,自 由化の範囲や速度に対 して逆 に何 らかの作用
を与 える もの で もある。
本章に与え られ たテ ーマは,わ が国におけ る金融 自由化の最近 の動 きを概
観 し,そ れが金融 お よび非金融 部門の企 業経 営に対 して いかな るイソパ ク ト
や課題を もた らす のか を考 え ることにあ る。
すなわち,金 融 自由化は,そ の基 本に規制緩 和に もとつ く諸効果 を内在 し,
緩和 水準の変化 に ともな う金融 構造 や市場環境へ の影響を通 じて直接的お よ
び間接的効果 を企業活動 に対 して与 える。そ こでは市場原理 に もとつ く競争
要 因が,企 業環境 の変 化の中で もと りわけ ウ ェイ トを増 してい くつかの経営
課題 に対応す る もの となる。
それは,通 信 自由化や機械 化 ・情 報化の進行 と相侯 って,さ らには債務棚
上 げ等国際金融面 での不確実性 要因の動向やそれへ の対応を も含めて,金 融
市場 を中心 とした経営諸問題 を提起す るもので あ る。そ して,そ こでは,競
争原理 が従来 以上 に重要 なキ ー ・ポ イγ トとな って くるのであ る。
H金 融 に関 す る規 制 緩 和
1.規 制水準 とその緩和
規制緩和 が もた らす市場競 争の増大 は,経 済 における社会的厚生損失の減
少程度 と関係 しうるが.他 方 では,同 時に企業 におけ る経営活動に対 して も
何 らかの変化 を生 じ うるもの とな る。
oo?
金融 の分野 に関す る規制につ いては.そ れが法令な どに もとつ く公的 な も
のか ら関 係業 界におけ る自主規制 などの私的規制 までのいずれに拘 らず ,多
方 面か ら信用 秩序 を支え金融政策の基礎的役割を担 うべ く採 用 され てい るも
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ので ある。
したが って,そ こでは、金融経済部門の活動領域お よびそれを構成す る経
済 主体や その行動がそれぞれあ る制約的要因を付与 された形で機能 してい る。
そ して,ここの よ うな金 融構造 あ るいは金融 制度面における諸 関係 の特 徴につ
いて,そ れがわ が国に固有の ものであ るか若 し くは諸外国におけ る場 合 と何
らか の共通性が あ るものかを考慮す る際,基 本的 背景条 件の比 較 を可能 とす
る何 らか の基準やそ の整合性を明示 す ることが必 要である。
また,あ る規制手段 がお よぼす効果につ いて も必ず しも単一 の規制 目標に
お け る ものだけ とは限 らず,他 への副次的 あ るいは間接的効果 も無視 しえな
い。逆 に,あ る 目標 に対 して複数の手段が用意 される ことも考 え られ る とこ
ろであ る。
ただ,実 際に規制緩和 のプPグ ラム作成 においては、個別手 段のお よぼす
効果や それを緩和 させ て生 しる変化 につ いて定量的 に検討す ることが容 易で
な い面 もあ る。例えぽ,新 規金融商 品やサ ー ビスの開発 ・販売 に よる市場変
化(各 種金融機関ないしは一般企業の行動内容と結果,市場構造,他 金融市場への影
響など)や そ れが金融政 策 の有 効性に与 え るインパ ク トな どが あげ られ る。
もと より,現 実 においては主 として関係機関や業態間 の調整 のほかに一般事
業企 業や家 計部 門へ の配慮 を も含め た形で検討 されるこ とが要 求 され るか ら,
少な くともこれ ら2変 数の増加分だけ定性的 ならびに定量的分 析が複雑化す
る こともあ りえ よ う。
さ らに、た とえば外国政府 や企業 部門 との交渉においては,情 報の量や収
集 ・解 析等の管理水準 も交渉内容や結果に関係 して くるため、 次の交渉 ステ
ップに先だ って前 の効果の分析は不可欠の もの となる。 したが って,信 用秩
序 の 維持 とい う点 を考 慮 した金融 部門の規制 水準の緩和は,こ れ らの 意味に
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お いて も,段 階的 で漸進的な もの となる傾向が強 いのであ る。
2.国 際 的側面 につい て
昨今の アメ リカをは じめ と した主要国の金融部門 自由化の動 向は,単 にわ
が 国ばか りでな く広範な地 域や国 々に対 して も影響 をお よぼす ものであ る。
それは,国 内経 済分野は もとよ り,と りわけ国際業務 ない し国際金融領域 に
関 してあては まる。
1960年代 以降 におけ る世界貿 易の拡大が示す よ うに,実 物経 済部門 の国際
化や直接 お よび間接的海外 投資 の増大 などもその背景 をなす基礎的要 因の一
部 としてあげ ることがで きる。 そ して,貿 易溝造や輸出産業に おけ る推 移 と
変 化につ いて も,例 えば 貿易収支 ない しは総 合収支の動向 と関連す る新 たな
別 の要因 とみ な し うる。
このこ とは,外 国為替市場 に おけ る各国通 貨価値(交 喚比率)と も関係 し,
変動相場制 にあ っては主 として経常収支の調整 作用や短期資本 移動の(例 え
ば時間や規模にもとつ く)影響度 な どに もかかわ る もの となる。
また,国 内 と同様に,金 融 お よび非金融 部門 におけ る取引様 式な い し一般
的 商慣 習につ いて も,企 業金融 を含む金融構造 の変化に対 して間接 的で あれ
何 らかの効 果を与 える もの と して考 えることが で きる。
さらに,例 え ばkeycurrencyに対応す る役割 や通貨 価値 自体 の大 きさ と
安定性 な ども,自 由化の進展に対応 しなが ら自国通貨が 占め る位置や影響力
に関す る基 本的指標の一部 とみ なす ことがで きる。 また,国 際 市場につ いて
は,offshoremarketない しはinternationalbankingfacilityなどの内容や規
模が 自由化 プ ログラムの進行速度 と関採 して くる。
た だ,相 互主義 の立場にお いて代表 される よ うに,国 際 金融 活動 では他国
もし くは国際機 関 との交渉に もとつ く自由化へ の要因が存在 し,そ の結果が
もた らす国 内金融 構造 への影響 はそれ 自体 ある タイム ・ラグを伴 って国際面
に反応す る場 合が少な くな い。
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欧 米諸 国 と りわ け アメ リカや イギ リスにおけ る金融改革 は,制 度的 あ るい
は歴 史的差異 こそあ るものの 日本 が参考 とす る点 が少な くない。 もとよ り,
それ には,例 えば金融市場 の種類や大 きさ,資 本蓄積の程度,企 業 や家計 な
どの部門別金融 資産残高 の大 きさをは じめ,国 際 金融取引におけ るパ フ ォー
マ ンスの大 きさや その割 合な どの違 いについて比較の基準を調整 した上 での
検討 とな るであろ う。
3規 制の 区分
わ が国では、例えば戦 後の 人為的 低金利政策にみ られ るよ うに間 接金融方
4)
式 の優位 とともに規制効果を少 な くともあ る レベ ルに保ち うる よ うな金融 シ
ステムが採用 され機能 して いた。
そ こでは、市場 原理 の拡大導 入が と りわけ金融市場や金融構造面 において
時機 尚早 とされていた。 したが って,そ の後 の構造面 におけ る諸状 況の変化
に伴 って,そ れ らに対応 した規制 効果ない しは規制水準が もた らされ ること
にな るのであ る。
規制水準 の低減が許容 され る場 合には、撤廃を含む緩和拡大が検 討 されて
よい。 そ して,プ ライス ・メ カニズムへ の方 向付けは、緩和 のあ り方を決定
す る場 合にお け る一つ の重要 な代替 案 といえる。
金融部門 に関す る規制につ いては,新 規参入や多角化 な どの参入規制,預
貸金利や各種手 数料な どの価格 規制,商 品 ・サ ー ビスの販売,サ ー ビス ・ネ
ッ ト・ワー ク,設 備投 資,広 告,企 業結 合(合 併 提携等)な どの業務 に関
す る規制,配 当,増 資,株 式保有,大 口融資,財 務管理等 に関 す る財務規制
などに大 き く区分 され る。
ただ,一 層詳 細な各種規制手段 につ いて も,そ れ ぞれ の発動 水準に もとつ
く直接的お よび間接的 効果が期 待され うるか ら,次 節 で概観 され るよ うな 自
由化 の展開が ちた らす 効果に は両者 の複 合的 な作用 による ところが大 きい と
考え られ る。
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皿 わが国におけ る金融 自由化
1そ の背景 について
おが国の金融 自由化の背景やその条件についてはす でにい くつ かの分析や
う き
説明がな されている。 したが って,こ こであ らためて取 り上 げ ることは した
いが.鞍 後金愚溝造の特徴の一部について触れてお くことに しよ う。
す なおち、復異暑済から放長軌這を歩み,昭 和40年代の高度大 衆消費暑済
への替行を もたらした要函 の一つであ る辰長指向型産茱金謹がそれであ る。
これは、民間企業都門をは しめ とした国内におけ る資宏蓄積の窪度や貿 易収
支 を中心 とす る国際収支 尻、雇用(失 美)水 準、生産能 力、国 内有効 需妄の
大 きさなどそれぞれの状態 に対 して,長 麺的に輸出振實 投資拡大 とい う政
策 目標を一貫 して金融的側面 か ら支 えるものであ った。
そ こでは、主 として規制金利体系に基疑づけ られたいわゆ る人為的 低金利
政策が採用 され、企集金融 におけ る間接金違方式 を定 着さぜ ると同時 にそれ
と椙侯 って壕 大す る設備資金需要に対応 して行なったのであ る。 もとよ り、
従前 の金融市場 は,そ の種奮や性格、畏棲な どにおいて も陰定 された もので
あ り、窪済成長に伴って、 例えぽ公社債市場におけ る社債発行の増 加な ど直
接金駐 の ウニイ トも増大 して きた ことは周知 の遺 りである.
この よ うに、企美部門甕金需要の堤 加に対 して中矢銀 行であ る日宏銭 行を
含む銭 行部門が与信拡大に よ り応 した ことは、憲 ロ指導 たど固有 の政 策手設
を援能 させ、 かつそれらの持つ役割を±き大 させ た。
しか し,こ 才tらの敢策手穀充 よぴその有効性1之、蕩 制接和 ブつグラムの内
容に もよるが綾初の実苑が もた らす諸効果か ら独立 であることが垂 しい。あ
るいは,自 由化を求める金謹誉造上の諸変化一 一例 えぽ、燕担保一 毅事業社
債の発行な ど直接金融方式 の多様化や 相対的 ウ_イ トの増夫 一 にあ っては,
一碧従来 とば異 なった有効性水準な どに直面す ることが予葱 され るのであ る。
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また,高 度経済成長に伴 う企業 お よび家計部門の資本蓄積や 金融 資産保有
増 は,自 己資金あ るいは内部資金 に よる設備投資へ と移行 した り,金 利選 好
6)
を高めた りす る傾 向を もた らした。 そ して,余 剰資金 の運用 につ いて も,手
形売 買や コールの両短 期金融 市場 と異 な り一般事 業会社が 参加 可能 な現 先
(条件付債券売買)市 場,CD(譲 渡性預金)市 場,外 貨 預金市 場 な どにお いて
と りわけ昭和50年代 以降活発 に行なわれ るよ うに なった。
ただ、 これ には,例 えぱ昭和48年10月の石油危機を経たわ が国経済 の低成
長化 に よる設 備投資 マ イン ドの低下な ども関係 している。企 業収益 に占め る
金融収益 の ウェイ ト増 加 も,運 用先の金融市場 の多様化 と規模 の拡大 と も関
連す るが,本 業 としての事 業収益の低迷に よるところに も依存 してい る。
なお,昭 和40年代の建設国債や50年代のいわ ゆ る赤字国債 といった長期の
ものを中心 とす る国債発行は,公 社債流通市場 の拡大 と発展に寄与 したが,
従来 は発行条 件の決定に際 して市場実勢が十分反映 された ものではなか った。
しか し,近 年 では消化促進のため もあって徐 々に弾 力的発行が なされ るよ う
に な った。政府短 期証券や郵便貯金 な ど公的 金融 において も市場 メカニズム
の観点 か らの見直 しや改革が議論 されてお り,効 率性 に もとつ く競争原理 や
公平性 を配慮 した制 度的取扱い な ども謁整事項 として検討 され てい る。
2.最 近 の動 向
短 期金融 市場 に お いては,市 場 金利連動型 預金(MMC)が 昭 和60年3月
7)
に新設 され,CDの 発行 も小 ロ化 され て期間縮小 も認め られ た。 このCD小
ロ化は,預 金金利の段階的 自由化の ワン ・ステ ップにほかな らな い。
さ らに,国 際面 では,60年6月 に円建BA(銀 行引受手形)市 場 が創設 され
た。海 外CP(無 担保事業債)とCDの 国内で の販売 は59年4月,短 期 ユ ーP
円CDの 海外 発 行は 同年12月に それ ぞれ認め られて い る。59年4月 には,
中長期 の対 非居住者円建 貸付が 自由化 された。 また居住者が ユー ロ円債券 を
発 行す ること も可能に なった。 そ して,こ のユーP円 債を保有す る非居 住者
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の利子所 得への源 泉徴収 税が60年4月よ り撤廃 された。
一 方,証 券 と銀行間 のいわゆ る垣根問題 につ いては,証 券 会社 に よるCD
流通 取扱 い が60年6月 に認 可 され、 円建BAの 売 買仲介 も61年4月には認
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可 され る予定 であ る。
証券業 においては,す でに主 と して家 計部門 を対 象に中期国債 ファン ドが
55年以来開発 ・販売 されてお り,56年か らは投資信託 の一種に新国債 フ ァソ
ドも企業 な どに向けて販売 されてい る。
銀行業 では,期 日指定定期 預金や新型金融 債(ワ イ ド),新型貸付信託(ビ
ッグ)な どが56年に認め られた。公共 債の デ ィー リングは59年6月か らであ
り,同 年10月には在 日外国 銀行 も行なえ るよ うに な った。 これ よ り前の4月
には,在 日外 国銀行 も国債 発行におけ る引受 シ ンジケー ト団への参加が認め
られてい る。信 託業務へ の外銀 参入は60年6月か ら現地 法人方式に よ り認め
られた。 なお,銀 行に よる海外 転換社 債発行が で きるよ うにな ったのは同年
3月か らであ る。
国債につ い ては,借 換債 と しての短期 国債発行が60年か ら行なわれる。 さ
らに,同 年10月には長期国債 を対象 とした債 券先物市場 が創設 され る予定 で
あ る。 また,同 年4月 には債券格付機関が設 立 され た。 なお,銀 行 には国債
総 合 口座,証 券会社には極度方式 に よる公共 債担保貸付が 同年6月 に認 め ら
れて いる。
さて,こ の よ うな 自由化の動 きには,い くつか の外部的 要因 も関係 してい
る。 例えば,59年5月 の 日米円 ・ドル委 員会 作業部会報 告書 もその一つ とみ
なす ことが で きる。そ こでは,米 国側の関心事項 としてその第5章 で金利に
つ いて定期預金 金利の上限撤廃や外国銀行 に よる国債 デ ィー リソグ業務を,
資 金調達 と貸付 に関 しては 国内CDや 円建BA市 場,円 転 規制,円 建対 外
貸付 を,ユ ー ロ円投資 ・銀行市場につ いては ユ ー ロ円債や 非居 庄者への利 子
所得 の源 泉徴収 税,ユ ー ・円CD,ユ ーP円 シ ンジケー ト ・・一 ンをそれ ぞ
れ記 し,さ らに,外 国金融 機関の 日本市場参入 等につ いて も触 れている。
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また,同 じ5月 に大蔵省 に よる 『金融 の 自由化及 び円の 国際 化につ いての
現状 と展 望』 にお いては,「経 済秩序の基 本で あ る信用秩序」 を考 えて 「金
融 の 自由化は……漸進的 に対 応 してい くこ とが必要」 とし,国 際金融面では
「わ が国 が 今後世 界 の金 融 セ ン ター と して 発展 す る基 盤」 作 りのため に も
「外国金融機関等 との競争 を通 じて金融 サ ー ビスの効率化」 を期 待 してい る。
そ して,金 利や金融 ・資本市場,業 務 内容,業 際 ・制度問題につ いて,現 状,
今後の展望 と対応が述べ られて いる。国際化 について も,経 常取 引面 や資本
取 引,公 的準備 において現状,展 望 と対応 が まとめ られてい る。 そ こでは、
円 ・ドル委報告 におけ る諸項 目に加 えて,自 由化へ の対応措置 として 「金融
機関及び証券 会社 の検査 の充実」や 「預金保険制度 の拡充」,「預託証券補償
基金制度 の拡充」,「合 併 ・提携等 の推進」,「金融機関 デ ィス クP一 ジ ャーの
推進」,「新 たな債券格付機関 の設立 の必 要性等 の検討」につ いて記 した上で,
「金 融の 自由化は・・…・金融 機関 、預金者、投 資家等 において 自己責 任原 則の
浸透 が図 られ ることを前提 として行政の縮小を 図 るものであ り…… また,円
の国際化 の進 展のため には,わ が国径済の良好 な ファンダメン タルズを維持
し円 に対す る国際的信認 を確保す ることが重要 であ る」 として いる。
さ らに,昭 和60年6月の金融制度調査会に よる答申においては,特 に 「健
全経営 の確保 と信用秩序 の維持」 として 自己 資本の充実な ど経営諸 比率指 導
をは しめ金融 機関の経営 危機 に合併 ・買収 ・経営 参加を他の金融機 関が行な
った り業 界内部の 自主的 努力に よる救済等 の相互援助制度や預 金保 険制度の
今後 のあ り方 な どにつ いて述べて いる。
これ らの論点 か らも うかが える ように、 自由化 の今後 の方 向につ いて は.
国際金融情 勢やその動 向な らびに諸外 国 との交渉状況等を考慮 した上 でわ が
国 の金融 構造 に適 しかつ実行可能 な選択肢 の中か ら新 たな 自由化へ のプ ・グ
ラム ・メニューが検討 ・採用 され る ことにな る。
そ して,そ こでは.国 内お よび海 外の各種金融機関 ない し公 ・私企業全般
に及ぶ市場 競争 の多様化 と高度 化が予 想 され,競 争効 果 として の効率 の増 大
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やX一 非効率 の低 減などが金融経済部門にお いて も期待 され るところ となる。
N金 融 自由 化 に お け る経 営 課 題
1外 部組 織への インパク ト
金融市 場 の自由化に よる影響 は,国 内市場だけで な く海外 の金融市場 にお
け る動 向 ども密接に関係 し,し か も自由化の背景を なす 内外 の金融構造 自体
の変動に も基本的 に依存す るものであ る。
金融お よび非金融部門の企業行動には,そ れ ら市場 構造 をは しめ とす る市
場諸要因につ いての情報が不可欠 の もの となる。 同業他社や 周辺 ・関連産業
等におけ る潜在的競争相手か ら取引様式や顧客関 係な どにわた る諸情報 は,
企 業の外部組織 の中心であ る市場 の特性 の一部分 として収集 ・管理 され るこ
とにな る。
自由化が企業 の外部組織 に与 える効果 で重要 な ものは競争効果 であ る。通
信に関す る 自由化や情報 ・機械化 の進展 とも相 俊 って金融 自由化に よる企業
間競争は一層 促進 され よ う。
金利や手 数料をめ ぐる価 格競争 は,業 種 ・業態間 の垣根や業 際業務 の開発
等に おけ る参 入規制の緩和 に よって よ り拡大 され る。 さ らに,例 えば新規金
融商品 ・サー ビスの開発 ・販売 が盛んになれば,競 合商 品 ・サ ー ビス間にお
け る価格 お よび非 価格競争 も一層 複雑に展開 され る ことが予 想 され る。
通常,規 模 の経 済が著 しい(大 きい)場 合に生 しる独 占(企 業)に 対 しては
政 府が行 な う価 格規制が有効 であ るが,そ うで ない場 合は不 完全 競争 に もと
9)
つ く社会的厚生 損失 の点か ら規制 の緩 和な いし撤廃が主張 されて い る。効果
的 な競争 の拡大 は,厚 生損失 を低減 させ ると同時 に独 占的 利潤の帰 属問題に
つ いて も消費者サ イ ドへ の分配 分を回復 させ る よ うに作用 し うるであろ う。
ただ,規 模 の経 済がさほ ど大 き くない場合に は,例 えば寡 占な ど不 完全 競
争企業 の享 受す る独 占的利 潤の大 きさに対応 して潜在 的参入者 が存在 し うる
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か ら規制の必要 はな い とい う見方 をす ることもで きる。
また,わ が国 の銀 行業 な どにおけ る市場集 中については,さ ほ ど大 きな値
10)
とな っていないが,例 えば都市銀 行に よる一層 の総合銀行業指 向や テ レ ・コ
ミュニヶ一シ ョンの進展,合 併 ・系列化の増 大な どの諸傾 向 と共に市場競争
が展開 され るな らば集 中度 の上 昇 もあ りえ よ う。
そ して,い くつ かの基準 に もとつ く市場集中度 の測定結果 が何 らか の競争
(独占禁止}政 策 の新た な発動 を要 求す ることは十分予想 され るこ とである。
そ こでは,例 えば参 入障壁 の低減をはか ることに よ って参 入へ の イ ンセ ンテ
ィブを高め潜在的 参入者 数を増加 させ るなど種 々の政策手段 が検討 され るこ
とになろ う。
2経 営課題
(1)金融部 門につい て 金融 仲介業務 に携わ る企 業について,例 えばい
わゆ る護送船 団方 式の よ うな企業環 境は消滅 し,内 外企 業の多種 市場におけ
る競争 のため経営 環境に一層 の効率 化が要求 され て くる。市場 競争 の内容 も,
コス ト低減に もとつ く価格 の弾 力化や,他 社 との企 業結合に よるものを含む
新規商 品 ・サー ビス群 の開発 ・販売,特 定顧客層 ・グル ープな どを対象 とし
たいわ ぽ相対型 多種少量販売(生 産)等 々をあげ ることがで きる。
これ らのポ イン トを可能 に し うるよ うな管理 システムの開発 ・導 入は,基
本的 にはそれ に要す る費用規模 と比 較 しなが ら進 め られ る ものであ る。ただ,
そ の領域や 水準 は長期的 に変化す るとして もた とえば総 合化あ るいは専 門化
な ど経営方針 のあ り方 に依存す る ものであ る。 もとよ り,領 域 とは.営 業に
おけ る地理的 なそれ と業務 内容 もし くは販売商品 ・サ ー ビス ・シ リーズにお
け る ものの両方 を含ん でい る。 例えば,従 来の中小企業 金融 機関 におけ る地
域 主義 とい う場 合は前者 の ケース とな る。
この ことは、市場 占有度 もし くは収益率 のいず れを よ り優先 させ るか とい
う点 とも関係す る9実 際には,企 業 としての成長戦略 の内容は その尺度に も
016
よるが企業規模に応 じて変化がみ られる。 一般的には.収 益 重視の傾向が進
む として も,そ れがために直ちに シェア争いが減退す るもので もない。 とい
うのは,新 たな参入の 可能性に対 して,既 存企業の競争力は一つの参入抑 止
要因とな り,シ 占アの大 きさはその企業の市場鏡争 力と関 係 してくるか らで
あ る。
新規商品 ・サ ービスの開発 販売 ない し市場 創設については,も し従来の
ような認可制度が廃止されると2番 手申請者への認可保留期間 も存在せず,
したが って創業者利潤の極大 化をは かるよ うな販売対策が必要 とな って くる。
この点 とも関連 して.外 国企業 との連 携や結 合は,そ れが新 たな商品
サ ービスの供給体調を生み出す場合 も含めて,そ れ らの企業行動 を通 じて競
争的 イγパク トを与えることになる。 この ことは,毎 外雨場において も同様
である。
ただ,金 融 部門企茱における規漠ない しスコープの径済が増大す る ような
ヶ一スには,あ るレペルを超えた市場集中 ない し不完全義争に対 して例えば
しけ
企業分割 などを含む何らかの新たな競争政策が検討 され ることにな る。
この規模ない しス コープの疑済に関連 す るこ とは.一 つ には 企業(内 部)
組畿ない し経営 組識のあ り方であ り.い ま一つは通信 自由化に伴 う高度 な機
械化 ・清報化への対応があげ られ る。すなおち,前 者については,労 働生産
性に も代表 されるよ うに,職 務の専門化お よび多能化を基礎 としてそれ を可
能 に し各 部門 な らびに 全体 の組織 活性 化 に結 びつ け る よ うな ○.J-T.や
OFF.J.T.等の教 育お よび人事(持 に配属)計 画の 内容 とその実行 が関漂す
る。 価格(金 利)競 争 に伴 うコス トの見直 しは,賃 金 をは じめ とす る労務費
や労務副費の ウェイ トに労働意欲を考慮す るとして も従来 よ りも低減 させ る
傾向を もたら しが ちである。他産 業 との比稜につ いては,例 えぽnon-bank
bankのよ うな ケースの出現 をは じめ労働 と資本の移動が産業間に一層増大
して速 まれぽ.そ れぞれの産業効率や企業 の経営成果に応 じた水準 に移行 し
て行 くもの と考えられ る。
o量?
また,海 外 を は じめ 新規 開拓 を含む顧 客管理や 新規 商品 ・サ ー ビスの開
発 ・販売な どの新 たな営 業政 策は,長 ・中期的視野 に もとつ く経営方針 に し
たが うもので あ りその内容に依存す る もの となる。
後 老につ いて も,基 本的 には企業 の経営方針 に沿 った長期 ビジ ョン(経営
計画)の 一部 を(主 として設備)投 資計画 として構成す るこ とにな る。ただ,
決済や媒介な ど金融 仲介の基 本的機能の実行 におけ る情報 の役割 は一層不可
欠であ るだは に.企 業 行動 に よ り有効な処理 と活用 をはか る情 報管理 のあ り
方が これ まで 以上 に重要 とな る。 しか も、それは、各企業 に共通な ものに よ
る以上に固有 な ノウ ・一ウ とそ の蓄積に依存す るところが大 き くなろ う。
(2)非金融部門 について 金融 自由化の進展は、一般事業 会社な どの民
間企業や 内外政府 ・公共団体,家 計部門等に とって も新 旧い くつか の経営課
題を与え るこ とにな る。
まず,企 業 金融 におけ る直接 金融方式が さらに拡大 され,そ れに 伴って、
家計 を も含 めた資金の貸手側 か らみ た運用の場が広 が ることが あげ られ る。
資金運用 の対 象については、金融 仲介機関をは じめ とす る金融部門企業 に よ
って多種多様 な金融 資産が 販売 され るであ ろ うが,CPな どをは じめ とした
企業金融 に よる資産 ウェイ トも増 大 しよう。そ こでは.期 間構成 も長 ・短期
にわた り変 化に富んだ商品や その組合せが提供 され るこ とにな る。
つ いで,企 業 の財務戦略 におけ る選択 領域が一層拡張す ることに より,財
務部 門の役割 は経営管理全 般に 占め るウェイ トを増す であろ う。そ の ことは
同時 に.例 えば海 外投資 に直接 ・間接に関係す る諸情報 の管理 か ら(役 員会
ないし経営会議への)意 思決 定資料 の作成に至 るまでの業務に高度 かつ広範な
作業水準が必要 とな ることを意味す る。
さらに、金融部 門企業 との取 引関係や企業結合に対 して も,金 融 自由化 の
進 展に伴 う自社 の経営 方針や戦略 の見直 しに対応す る形 で機 会費用を も含め
た コス トと比較 しなが らそ のあ り方が検討 され る。
あ る企 業 が金融 部 門に関 す る事 業に進 出(市 場参入)し た り,金 融部 門企
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業 との結 合に よ り何 らかの補完若 し くは分担 事業を行な う場合には,従 来 の
資金調達や運用 中心の市場 行動 とは異な った種類や規模の リス クに対す る準
備が要求 され る。単 なる余剰 資金運用に関す るケースであっ七 も,そ の事業
ウ ェイ トが あ る水準 をこえ る ような場合には本業 との位置づけにつ いて内部
組織構成者 の意思統一 ない し合意形成がはか られ ることになる。全 く新 しい
金融部門事業 を開拓 した り,市 場創設す るよ うな ケースが関連 会社設立 等に
よ り行 なわれ る場合 も同様で ある。
ペテ ィ=ク ラー クの法則に よるまで もな く,わ が国において も次第 に第3
次産業部門 の ウ ェイ トが高 ま って きた。産業 および企業内部 につ いて も,機
械化 ・情報化 の進展に 伴 う省 力 ・増産等の設備投資や人員配置計画 の実行 な
どに よ り内部組織 におけ るサー ビス業務ない し聞接 部門の労働比率が高 ま り
　　 マつ つ の ⇔o
特 に金融関連 業務を含むサ ー ビス部門業務の生産性 につ いては,そ の側定
尺度 をは じめ として製造工業部門 におけ るほ ど明確には表現 し難 い ものが あ
る。 したが って,内 部組織 に おいて も,企 業内各部門ご との生産性 ない しは
経営成 果に対す る貢献 度に もとつ く報酬決定が,直 接お よび間接 両部門 を区
分す ると して も,例 えば製造工業の事業部制におけ る場合ほ ど簡単 では な く
な って くる。
す なわち,こ の ことは,内 外金融諸業務におけ る専 門職担 当者を,政 府 や
国際機 関等の外 部組織 ない し関係企業へ出向 ・研修 させた り企業 内教 育を行
・な うことに よって内部養成 す るか.中 途採用 に よって充当す るか等の問題に
つ いてその方法 も含めて意思 決定 し,さ らに何 らかの基準 に よる賃金水準や
体系 を整備す るこ とに関係 して くるのであ る。
もとよ り,そ れは,現 在の企業 におけ る従業員の年令構成や いわゆ るポス
ト問題 な どと直接的 には独立 であ るが,モ ラールない しエ ミ_レ ーシ ョンと
い う観点 では 類似 の効果 を人 事 ・労務政策に対 して与え うるポ イン トといえ
るのであ る。
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V結 び に か え て
わ が国におけ る金融 自由化 とそれが もた らす い くつかの経営課 題につ いて,
ここで,い ま一つの ポ イン トをつけ加えて本章 の結びにか える ことに しよ う。
金 融 に関す る 自由化 は,本 来 の金融仲介 業務や そ の周辺 ・付帯 業務 を拡
大 ・多様化 し.そ の担 い手 であ る企 業や企業結 合の行動様式 に も影響を与 え
る もので ある。そ して,そ の結果各種市場構造 について も従来 以上の変化を
生 しさせ るこ とが予想 され る。
わ けて も,テ レ コ ミュニケーシ ョンの発達や 国際 化な どの環境変化は,
そ の規模 と水準に応 して、企 業間関係を よ り強 い企 業間結 合に導 く要因 とも
な りうる。
したが って,も し自由化が市場集中に正の効果を もた らす ので あれば,そ
こには新 たに一般集 中に対す る何 らかの配慮を必要 とす るケース も生 して こ
よ う。
金融 自由化に よる市場 競争 が,金 融効 率を高 め,企 業 のX一 非 効率(内 部
組織のスラック)を 低減 させ る効果 を もた らし,し か も自己 責任 に もとつ く
信用秩序維持 コス トの負担 を控除 して なお純便益が十 分大 きな もので あるな
らぽ よ り自由化はのぞ ま しくその展開が推進 され るであろ う。 しか し、 もし
集 中問題 が生 して くるよ うな ケースになれぽ、そ こにおいては経済的厚生 の
観点 か ら何 らかの新 たな競争 政策(手 段)の 採用 が検討 され る こ とにな る。
したが って,例 えぽ一般集 中に対す る企業結合 とその行動 も併せ て検討の対
象 とな り,そ の場 合の コス ト負担 に関す る情 報は企業お よび政府 の両者に と
って別 の意味でそれぞれ有 用な ものにな って くる。 しか し、た だ,市 場が よ
り効 果的 な競争を実現 してい るか ぎ りにお いてはその よ うな問 題が大 き くな
る ケー スは少な い といえ よ う。
1)例えば,鈴木 〔10〕などがある。
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2)制 度 の 違 い は あ る が 。non-bankbankなどは そ の 一 例 で あ る 。
3)政 府 規 制 に つ い て は 。 岩 田 ・堀 内 〔6〕,中 小 企 楽 金 融 と の 関 連 で は,拙 稿 〔ll〕参 照 。
4)本 章 で は.Gurley&Shaw〔4〕 と異 な り,企 菜 の 発 行 す る本 源 的 証 券 を 金 融 仲 介 機
関 が 購 入 して も これ を 直 接 金 融 と み な す 。
5)例 え ば,後 藤 呉 ・樋 爪 〔3〕 な ど。
6)低 成 長 経 済 へ の 移 行 に 伴 な う資 金 コ ス ト低 減 や 金 融 収 益 増 加 と い う意 識 変 化 に も 依 存
す る。
7)3億 円 が1億 円 に,3ヶ 月 か ら1プ 月 へ,発 行 枠 も 自 己 資 本 の100%ま で と な っ た。
亀)日 本 銀 行 〔7〕 に よ る 。
9)例 え ば,Shepherd&Wilcox〔8〕,Hay&M。 〔τis〔5〕 な ど 参 照 。
10)昭 和33,43.53年 度 末 の 苦 通 銀 行 累 積 預 金 シ ェ ア は,上 位3行 で25.7%,24.1%,
22.2%と低 下 傾 向 を 示 して い る。
11)ス 「 一 ブの 経 済 に つ い て は,例 え ばSpence〔9〕.BaurnQi.Panzar&Wim9〔1〕参
照 。 ま た.GiUlgan,Smirlock&MarshaU〔2〕で は,translog型費 用 関 数
塩・一・・+趣・壌 砿 昂 頴 名畝 轟 ・÷熊 縞 蜘 傾 か ら抑 ・
(yは 産 出 量,Pは 価 洛,ど.は 自 然 対 数)に も と つ く 分 証 分 析 を 試 み て い る 。
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1は じ め に
イ ンフ レーシ ョンや失業 な どの不 確実性 に関す る経済的要囚 は,家 計行動 に
対 して もそ の意思決定 に影響 を与 え うる ところの ものである。従 って,家 計に
おける貯蓄行動 に対 して も少 なか らぬ イ ソパ ク トをお よぼ してい るはず である。
家 計貯蓄 にっいては,近 年そ の資産選択 の多様化 と相 侯 って関心が高 まって
きた1)。単 に所 得か ら消費 を控 除 した残 余 としての取 り扱 いか ら,家 計の信用
や資産収 益 な どを含む観点か ら貯蓄行動が考慮 され決定 され るよ うにまで変化
した といって もよいで あろ う。
本稿は,Howard型貯蓄関数 を基 礎に,昭 和34年か ら54年までのわが国家計
部門 におけ る貯蓄 行動 に対 して,い か なる経済変数が どれ ほ どのイ ソパ ク トを
与 えていたか を実証分析す る もので ある。
い うまで もな く,家 計 部門にお ける貯蓄 は,金 融 仲介機関 を通 じて主 として
企業 部門におけ る設備投資や政府 部門 によ る公 的支出への資金需 要に向け られ
る2)。
わが国の家計 部門 の貯蓄率 が高い こ とにっいては溝 口〔9〕に よって分析され







蓄率 の高 さに関す る理 由の中 に,住 宅購入への準備 としての貯蓄が あげ られ る。
これ には、1人 当た り国民所 得水準 の上昇や都市化現 象な どに加 えてイ ソフ レ
ー シ ョソとい う要 因 も介在 して くる もので ある3》。
さらに,マ クロ ・デー タでみれば,こ れに加 えて失業 の水準 も景気 変動や所
得の動 向 と関連 して考慮 され る変数 であ る。
また,住 宅資金 はその一 部が外 部借 入れで調達 され うるが,家 計 の所得水準
や財 務内容 は外 部資金の大 きさや借 入れ条件 を決定す る際 に信用度変数 として
作用 す るであろ う。 この外部資金 調達 に対 して もイ ソフ レー シ ョンが影響 をお
よぼす。 とい うの も,家 計 には資 金 コス ト低減へ の動機が存在 し,同 時 に保有
(実物お よび金融)資 産の評価 と選 択 にはnetcapitalgainを含む収益率 を算
定せねばな らないか らで ある。
一般 に,不 確実性 の取 扱 いにっいては,各 種金融資産 の収益率 に関わ る リス
クをと り上 げて分 析す るのが ナー ソ ドックスな接近で あろ う。 た しか に,わ が
国におけ るマ ク ロ ・ベ ースで の家 計部門貯蓄 に関 して,そ のよ うな作業は必要
であ る。 しか し,そ の計量分析 に用 い るた めのデータ蓄積が不十分で制約の一
っ とな っている。
他方,こ れ までの貯蓄 行動 にお け る不確実性,イ ンフ レ期待や失業 の リス ク
な どといった ものは,マ クロ ・ベ ースでの家計 部門貯蓄 を考察す る上 で も重要
な変数であ ると考 えられ る。
本稿におけ る分 析は,ミ ク ロ ・デー タに基づ く分 析へ の準備 の役割 を も併せ
持っ もので ある。 まず,次 節 にお いて,戦 後わが国 の家計 部門 における貯蓄 の
椎移 にっいてみた あ と,第 皿節 で,家 計 貯蓄 行動 に関す るこれ までの諸研究 を
調べ る。 第IV節では,昭 和34年以降 のマ ク ・ ・デ ータによる家計貯蓄関数 の推
定 を行 な う。 そ して,家 計貯蓄 に対す るイ ソフレーシ ョンと失業 のイ ソパ ク ト





本稿 におけ る分 析の まとめで ある。
IIわ が国 の家 計貯 蓄
家計部門 にお いて,通 常 その貯蓄は家計可処分所 得か ら最終消費支出を控除
した もの とされ る。経済企画 庁に よる国民所 得統 計では,個 人企業 を含む家計
部門 の所 得に関す る受取 および支払は次 の項 目か ら構成 され てい る。
受取……雇 用老所得,営 業 余剰,財 産所 得,損 害保険金,社 会保障給 付,社
会扶助金,無 基金雇用老福祉給 付,そ の他の経常移転
支払……最終 消費支 出,財 産所 得,損 害保険純 保険料,直 接 税,罰 金 および
強制的手数料,社 会保障負担,対 家 計民 間非 営利 団体 への経常移転,無 基金雇
用老 福祉帰属 負担,そ の 他の経常 移転,貯 蓄
そ して,可 処分所 得は,支 払 の第2項 目か ら第9項 目までの和 を受取 の合計
か ら差引いた もの として定義 され る。
家計部門 にお け る貯蓄率 は,貯 蓄 を可処分所得 で除 した もの として あらわ さ
れ る。第1表 は,昭 和34年度か ら54年度 までの家計部門 の貯蓄率(R5)を百分
率表示 した もので ある。
第1表 貯 蓄 率 の 推 移(単 位:%)
年度1341351361371381391・ ・
R3115・1・ 乳・1・9・1・ τ・1・ τ・1・ τ・1・5・





昭和34年度 か ら43年度 まで の10年間 を第1期 とし,44年度 か ら53年度 までを
第 ■期 とす る と,前 者はわが 国経済 の高度成長期 であ り,後 者 はナイル ・シ ョ
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ッ ク等 を含 む 低 成 長 期 に あ た る。
R3は,第1期 にお い て は15%か ら20%ま で の値 を と り,第H期 で は17%な





これ に よ り,第1期 の方 がR3は 低 い けれ ど も安 定 的 で あ り,第II期 で は
3.4ポイ ソ ト高 い 平均 値 を と って い るが 変動 も大 きい こ とが わ か るり。
第1表 か ら見 て も,R5が20%を 上 まわ る ケ ー ス は す べ て低 成 長 期 にお い て
で あ り,高 度 成 長 期 に あ って は いず れ の 場 合 も20%未満 の値 とな って い る。 こ
の こ とは,貯 蓄 が所 得 と密 接 に 関 係 し,経 済成 長 は通 常,家 計 可処 分所 得 の増
大 を もた らす こ と と関 連 が あ る5)。
もと よ り,家 計 部 門 にお け る貯 蓄 行 動 の決 定 要 因 は,次 節 以 降 で み る よ うに.
所 得 の ほ か に もい くっ か あげ られ る。 そ して,そ れ と関 連 す る こ とで もあ るが,
家 計 の貯 蓄 に対 す る動 機 自体 に っ い て も,た と えば 日本 銀 行 に よ る 『貯 蓄 に 関
す る 世論 調 査』 や 総 理 府 統 計 局 『貯 蓄 動 向 調 査報 告 』 な どか ら うか が うこ とが
で きる。 これ らの点 に っ い て は,か っ て 溝 口〔9〕に お い て い くっ か 説 明が 試 み
られ た 。 そ こで は,主 と して わ が 国 の個 人 貯蓄 率 の高 さ に関 す る理 由 を調 べ て
考 察 が な され て い る。 そ の 中 で と り上 げ られ た ポ イ ン トの い くっか を あ げ て み
る と,α)所 得 に 占め る ボ ー ナ系 の ウ ェイ ト,(ロ)土地 ・住 宅 ・耐 久 消 費財 へ の 投
資,の 家 計 の 金 融 資 産 蓄 積,(⇒社 会{泉障 制 度,㈱ 家 族 の年 齢 構 成,な どで あ る。
α)にっ い て は,い わ ゆ る恒 常 所 得 仮 説 に基 づ く もの とい え る6)。パ ー ト ・タ
4)期 間区分は便宜的なもρ～であるが,昭和33,43,53年度末時点がいずれも景気のピークやボ ト
ムでないことと,46年8月の ドル ・ショック,47年の過剰流動性,48年2月の 「円」変動相場制







イムの労働 に よる収 入 な どを含 めて,こ れが大 きいほ ど支出 の遅れ な どによっ
て貯蓄率 を高め る働 きをす る とい う ものであ る。(ロ)では,そ の ような実物資産
の保有度が低 ければ,す なわ ち投資水準 が低い場 合にはそれ らの購入準備 のた
め の貯蓄が増大 す る。の につい て も,蓄 債が不足 して いる段階 にあ っては,金
融資産 の多様化 に対 して も何 らか の形 で貯蓄 を行 うこ とによ り資産保有増 をは
か ろ うとす る傾 向 を持 っであ ろ う。(⇒では,特 に年金制度 の内容が どの程度充
実 してい るか等 に も関 係す ることで ある。老 後の生活 保障に対 して占め る貯蓄
の重要性 は,そ の形態 の多様 化の如何 に拘 らず 依然 と して大 きな ものが あろう。
㈲ にっいては,ラ イ フ ・サ イ クル理 論 によ る説 明が考 え ら れ る。 退職者家計
(retiredfamily)の貯蓄 が低減す ることか ら,社 会 にお け るこの ような家計
の割 合 も貯蓄動 向に影響 を与 え うるもの とな るこ とがわか る。
ただ,こ れ らの議論 にっい て も,い くっかの点で最近 の家 計行動 の変化に伴
い,新 た なデー タに基づ く再検討 の余地 があ ろうと考 えられ る。 た とえば,α)
においては,家 計の中～長期 消費計画 に臨 時所 得(変 動所 得)が 組 み込 まれた
り,消 費計画 に基 づいて労 働供給 プログラムがf乍成 された りす るか らであ る。
また,、(ロ)にっ いて も,イ ンフ レー シ ョンや都市化な どとも関連 した実 物資産
の高価格化が,近 年 の消費者信用制度 の拡 充 に伴 う家計 の資金調達行動 の変化
とどの ような関係 を持 って推 移 して行 くか とい うポイ ソ トを考 えることがで き
よ う。 これ は,ま た,貯 蓄 に対 す る実 物 資産残高効果 とも関連す るもので ある。
の に関 しては,金 融市場 での商品 の多様 化が著 しく,高 収 益率金融資産の種
類 や残高が増 加 してい る。従 って,単 に貯蓄 の大 きさだけ でな く,そ の運用形
態 あ るいは金融 資産選択 をいか に決定す るか とい う問題が考 え られ るようにな
ってい る。
もとよ り,貯 蓄は将来 の消費 で ある。次 の フ ィッシ ャー ・ダイアグラムでみ
るよ うに,所 得のい くば くを現在 の消費 にあて,残 りを貯蓄す るか とい う問題
は,す なわ ち,消 費 に関す る時間選 好 を決定す る問題 にほか な らない。















準 備や予 備的 目的 のために も貯蓄 され る。 しか も,そ れ らの計画 は,イ ンフレ
ー シ ョンや失業 な ど不確実 な要因に よるイ ソパ ク トか ら独立 で あるこ とが難 し
い もので ある。
次節 では,そ のよ うな貯蓄行動 に影響 をお よぼす経 済的要因 にっいて家計貯
蓄関数 の推定 によ り分析 された諸研究例 を調べ ることにす る。
III家計貯畜行動 に関 す る諸研究
家計 の貯蓄行動 に影響 を与 え る経済変 数には,実 質所 得 をは じめ として実質
呆有 資産残高,利 子率,物 価上昇率,失 業率等 があげ られ る。
さらに,所 得 にっいπ(は,恒常所 得 と変動所得 に区分 した り,保 有 資産 も,
建物 資産 と金融 資産(と りわけ流動資産)に 区分 して実 質残 高効果 を調べた り
rる。
イ ンフレー シ ョソにっいて も,Howard〔3〕では,イ ンフ レ期 待 な どに基づ
個 人貯蓄行動へ の直接効果 と,イ ソフレー シ ョγが流動資産 の実質価値 にお
脅28
よ ぼ す 影 響 を通 じた 間 接 効果 の2経 路 に区分 して分 析 を行 って い る。
そ こ で の推 定 に お い て用 い られ た 貯 蓄 関 数 は
(1)∫=α 十 β1yP十β2yτ十γLA十δ星R十δ2π十δ3π*十δ4σ十δ5Dσ
で あ る。 こ こに,5は1人 当 た り実 質 個人 貯 蓄,ッPは1人 当 た り実 質 個 人 可処
分 恒 常 所 得,ゾ は1人 当 た り実 質 個 人 可処 分 変 動所 得,ゐAは 期 首 に お け る
1人 当 た り個 人 部門 保 有 正 味 流 動 資産 実 質 価 値,Rは 名 目利 子 率,π は期 間 イ
γ フ レー シ 。ン率(実 現 値),π*は 期 間 予 想 イ ン フ レー シ 。ン率,σ は 失 業率,
Dσ は 失 業 率 の対 前期 差 で あ る。








こ こで,主 要 先進5ケ 国(日 本,ア メ リカ,イ ギ リス,カ ナ ダ,西 ドイ ツ)
に お け る推 定 結 果 をみ て お くと,そ れ は 第2表 の よ うに な って い る。
な お,よ り単 純 な モ デル,
(2)∫=α 十 β11yP十β2こyT十γL、4
に も とつ く推 定 結 果 は,第3表 に示 され て い る。 これ に よれ ば,恒 常 所 得 お よ
び 変動 所 得 か らの 限 界 貯 蓄 性 向 は正 で有 意,実 質 残 高 効 果 は有 意 に 負 とな った。
そ して,各 国 と も共 通 の 単純 モ デ ル で個 人 貯蓄 行動 が 説 明 で き る こ とを示 して
い る。
第2表 に お い て は,こ れ らの 諸 国 で イ ン フ レー シ ョンや 失 業 の 不 確 実 性 や 一
般 的 効 果 が 個 人 貯 蓄 を促 して い る こ とを表 わ して い る。
イ ソ フ レ ー シ ョソが 個 人 貯 蓄 に与 え るイ ソパ ク トと して は2種 あげ られ て い
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第2表Howardに よ る推 定 結果(1)
国 名
カ ナ ダ 西 ドイ ツ 日 本 イギ リス ア メ リカ
パ ラ メー タ








・・(Dσ)1(織 副 一1-i(§ 號と17
R・i・ ・961・ ・971・ ・99・ ・95i・ ・84
R・1・961・ ・97・ ・9glα941・ ・82
躍11・932・ ・511・81i・ ・94・ …
一
注)()内 数字 は,∫一値,π は標本数である。
第3表Howardに よ る推 定 結 果(2)
国名
カ ナ ダ 西 ドイ ツ 日 本 イギ リス ア メ リカ
パ ラ メー タ




R・ 「髄 ・・961α971・ ・9gl・ ・931・ ・77
-
a砿1・9・1・ ユ21・ ・981…61・ ・99
-
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る。一 っは,イ ンフ レ期待や それ を反映 す る名 目長期利子率(イ ギ リスの場合
に有意 とな ってい る)に 基づ く直接的不確実 性効果 であ る。 もう一っは,正 味
流動資産 の実 質価値 に影響 をお よぼす間接効 果 であ る。 いずれ の効果が大 きい
か は国に よ り異な っている。
た だ,ア メ リカ,イ ギ リス,カ ナ ダ,西 ドイ ツでは,失 業 変数 も個人貯蓄 に
正 の効果 を与 えてい る。従 って,イ ソフレー シ ョソのみが不確実 性 を通 じて個
人貯蓄 に影響 をお よぼす唯一 の変 数ではない とい うこ とがわ か る。
さて,わ が 国にお いては,こ れ までの研究 と して斎藤=大 鹿 〔11〕による家 計
貯蓄関数 の推定 とその要因分 析 をあげ ることがで きる。そ こで は,昭 和29年か
ら50年まで の年時系 列に もとつ く家 計貯蓄関 数の推定 と貯蓄率変動 に関わ る諸
要 囚 の強 さの分 析がな されて い るη。
用 い られた貯蓄 お よび消費関数 の基本 モデルは次 のよ うに表わ され る。
(3)5珊 一α1+β1(1争デ/靴)+γ1(G-・/η+δ1瓦+aε1茜+・1・
(4)5R/靴 一・・+β・(写デ/乳)+・・(q-1/K)湖 ギ葱 ・轟 ・+塩
(5)5α/L-・ ・+β・(讐1/靴)+・・(q-1/乳)+δ・瓦+急 ・轟+・ ・




る る る る
(8)Σ αf=1,Σ β,=0,Σ γf=0,Σ δゴ=0,
f=1 .`=【 ゴ=1ま=1　ベへ
る く
Σ ε蔽=0,(々=1,…,η τ),Σ πゴ、=0
ゴ=1ゴ=1
で あ る。 こ こ に,yは 実 質 可 処 分 総 所 得,5は 実 質 総 貯 蓄,Cは 実 質 最 終 消
7)推 定においては,ク ロス ・セクション ・データと時系列データによるpoolingmethodが適用
されている。
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費 支出,3Fは 実質金融資産貯蓄,5「Rは 実質住宅投資,50は 実質その他投
資,呪 は ∫期 末にお ける金融資 産残高(純 額)(1世 帯 当た り名 目額),y,は
∫期 におけ る1世 帯 当た り実 質可処分総所 得,C、 は ご期 に お け る1世 帯 当た
り実質消費幸 出,瓦 は`期 にお ける平均 世帯人員,X乱、(々=1,一㍉アπ)は'期 に
お けるその他の独 立変数(財 産所得分配率 π,勤労所 得分配 率 ω,ジニ係数g,
失業率 π,有効求人倍率 ゴ,所得変化率 ッ,変動所 得比率 τ.建築価格P./P,全
国銀 行住宅 ロー ソ新 規貸 出Z,住 宅金融公庫 ロー ン新 規貸 出 ∠',実質利子率r,
消 費老物 価変化率 £ 家計 当た り実質所 得水準(逆 数)1/yりで ある。
昭和45年か ら49年までの総理 府統計局r貯 蓄動 向調査報告』 におけ る勤労老
世 帯の個票 デー タに もとつ く貯蓄 ・消費関数 の推定結果 は,第4表 に示 され て
い る8)。
第4表 斎藤=大 鹿による推定結果(1)
翻 変夢購 駆 曜 ■1/Y常 数項(馬
w一 糊 一騰 『騰1-4灘 騰(。 鴇
5R/y瀦1£1器1欝 一4灘 隅(。 懸
5・/Yl鋼 騰1-1鵬 一3騰ll鍔(。 隻ll;l
C/y灘 騰1£lll121まlll瀦(。亀9謝
注)()内 数字は,`一統計量,た だ し,5.は方程式の標本推定誤差,標 本数は,合 計5,793で
ある。
8)こ こでは,次 の方程式が推定され た。
(・)・ 〃 隔 ナβ・(弩 ・・/若)+ハ(α・ノr)+醐+φ1(1/K)+・…
(1・)・凡/璃+・ ・(1睾・・/兄)+為(α・ノ乳)+研 脚/L)+砺 ・


















こ こ に,α1ゴ は 新 た な 定 数 項 で あ る 。
た だ し,5F、*,5R、*,50、*,C、*,を次 の よ う に 定 義 す る。
(17)5職 一5礁 一3一 β1(1撃11/呂)一デ・(q-1/琉)一δ1呪
(18)5凡*/靴 一5瓦/耽 一∂・一 β・(与/呂 ド ・(C-1/乳)一δ・瓦
(19)5α*/靴 一5α/乳 一∂・一 β・(レ岳11/呂ド ・(G-1/靴)一δ・瓦
(2・)α ・/兄一q/乳 一 ∂・一 β・(等11/乳ド ・(c-1/耽)一融
第5表 は,(13)～(16)を昭和29年か ら50年までの暦年時系列 デ ータによ り推
第5表 斎藤=大 鹿による推定結果(2)
講 ・/鶏&4乙 君 常数項 悉～n臥
5瓦・/若 モ1腸1糊 一1鑑1-1£811一瀦 講(。 亀甥 ・ 54
5瓦・/靴 マ§甥 二1麦1811鑑;1錫1鎧1鵠 器(0腰ll206
5α・/若(難 一1儲181111£lll糊 瀦(。 騒1;251
q・/呂(鵬1-1翻1ま 乙911摺一1欄1鋸(。 蟹ll・認
注)D.W.は,グ ー ピ ン ・ ワ トソ ン 比 。
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定 された結果 の一 部であ る9》。
また,貯 蓄率変動 の要因分 析 では,昭 和29年か ら50年におけ る貯 蓄率の変動
に対 して,金 融資産残高,過 去 の消費,世 帯人員,所 得(の 逆 数),住 宅 ロー
ン,ジ ニ係数,物 価変化率 によ る各効果が どの よ うな ウェイ トを占めていたか
が比較1ωされ てお り,そ の数 量的 分析は興 味深い ものがあ る。
ここで,わ れわれが今回分 析 を行 う家計 部門 には,勤 労者家計のほかに農家,
個 人企業な どが含 まれ てい る。 いわゆ る一般家計の行動 と農 業ない しは個人企
業 の経 営におけ る行動 とは必ず し も同 じものではない。従 って,貯 蓄 に関す る
考 え方や行動様式 にっ いて も,た とえばその 目的や動 機,金 利選 好の強 さ等 に
おいてい くぶ んか の差異が見 られ るで あろ う。 しか し,そ れは,企 業部門に属
す る(規 模の大 きな)企 業 との問ほ どの もの とは なっていない し,マ クロ ・デ
ー タに基 づ く分 析 とい うユ次接近 としては 「家計」 部門に集約 され た概 念お よ
びデ ータを用 い るこ とは統計処理 の上で も許容 され うるもの と考 えられ る。
なお,こ こで,農 家 におけ る貯蓄 行動 に関す る分 析を一 つあげておこ う。
加藤〔6〕で は,わ が 国農 家貯蓄 の形成要 因 とその効果 にっいて1959年度か ら
75年度 の期 間 にわ た る分 析が な され てい る。
そ こでは,農 家貯蓄関 数の推定が 次のモデルに よ り行 われ てい る。
(22)5=∫(y,=ど」し乙Eπう,1)(=)
ここに、5は 世 帯員1人 当た り実質粗 貯蓄,Yは 世帯員1人 当た り実質粗可処
分所 得,yはyの 対 前年比(y7y-1),σは農 外所 得の農家総所 得に占め る





(・)・(・瓦/呂)一β・・(」争/呂)+…(¢ ・/琉)・・轟 …(・/呂)… 姻3〃
+ε、449,+ε、5∠P、+∠μ、ε
これより,第(ε 一1)期か ら第'期 への金融資産貯蓄率の変化は,右 辺各項 の合成果 として分析
される。斎藤=大 鹿〔11〕第4節,参 照。
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こ れ ら の 変 数 の う ち,σ に っ い て は,こ れ を 「都 市 化 率 」IDと して 都 市 化 の
程 度 を 表 わ す も の と し て い る。 こ れ は,自 宅 か ら通 勤 し て 稼 得 す る 農 外 所 得 に
も と つ く変 数 で あ る12)。






こ こ に,()内 数 字 は 標 準 誤 差 で あ る。
ま た,経 営 面 積 階 層 別 の 結 果 で は,経 営 規 模 が 大 き い ほ ど限 界 貯 蓄 性 向 も大
き な 値 を と っ て い る13)。
イ ソ フ レ ー シ ョ ソ に 関 して は,物 価 上 昇 に 伴 い 貯 蓄 の 増 加 が み られ る。 こ れ
は,小 規 模 面 積 階 層 の 方 に 強 く,主 と し て 資 産 と所 得 の 構 成 差 に よ る も の で あ
る と し て い る19。
11)加藤 〔6〕,10ペー ジ。
12)都市化は所得比 に もとつ いてお り,就 業機会の増 大などの雇用条件が仮定 されているもの と考
えられ る。 このような変数は,ま た,例 えば地域経済分析 における一般家計のパ ー ト・タイム労
働 による収入の役割 と同様 に,近 郊農業や兼業農家経営での変化 をは じめ都市化(あ るいは過疎
化)現 象が農業 の産業 構造面におけ る変化 を分析す る上 で基礎的であるが有効 な経済指漂の一っ
とみなされる ものである。












IV家 計貯蓄関数 の推 定と不確 実性のイ ンパ ク ト
われわれは,こ こで,戦 後 におけ るわが 国家 計部門 の貯蓄行動 が どの よ.うな
不 確実性 のイ ンパ ク トを受けていたか とい うことを考察す る。対 象期 間は,昭
和34年か ら54年までで あるが,第H節 でみた よ うに,こ の期 間はわが国経済の
高度 成長期 とそれ に続 く低成長期 を含む もので ある。そ こでは,例 えば イソフ
レー シ ョンや失業 とい った不 確実性 に基づ く経済的諸要因が家計貯蓄 に対 して
いかな る影響 をお よぼ していた のであろうか。当該期 間のマ ク ロ ・データを用
い て貯蓄関数 を推定 す るこ とによ り,そ れ らの分析 を試み よ う。




ここに,5Rは 家 計部門実質貯蓄,YDRは 家計部門実質可処 分所 得,RDy刀R
は家 計部門実 質可処分所 得対 前年伸 び 率,M五Rは 家計部門実質金融資産残
高19,HERは 家 計部門実質住宅 支出,RRは 実質利子率1G),RDCP!は消費
者物 価指数対 前年伸 び率,CP∫は消費老物価指数,Rσ は完全失業率,DRσ
は完全失業率対 前年 変化で ある。






15)TARは 金融資産合計(要 求払預金,定 期性預金,信 託,保 険,有 価証券の合計),44Rは 定
期 性預金である。
16)R4Rは1年 定期預金金利,R7Rは5年 もの利付'金融債応募者利回 りである。
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す なわ ち,β1に っ い て は,1よ り小 さ な正 の 値 とな る こ とは 明 らか で あ ろ
う17)。な お,高 所 得 者 層 ほ ど高 い 貯 蓄 率 を有 す る傾 向 が あ る18)。
β2は,家 計 の所 得 に 対 す る期 待 の効 果 を表 わ す もの とみ なす こ とが で きる。
ま た・い わ ゆ る恒 常 所 得 仮 説 に 基 づ く効 果 に っ い ては,RDYDRの 増 大 が貯 蓄
増 に 作用 す るか ら正 の 符 号 を もた らす で あろ うゆ。 しか し,高 度 成 長 か ら低 成
長 へ の 移 行 を含 む期 間 で は,成 長 の大 き さに依 存 す る こ とに よ り,そ の符 号 は
予 め決 定 し得 な い と考 え られ る。
γ1は,ピ グー効 果 に っ いて 調 べ るた め の もの で あ り,従 って,負 の符 号 が 予
想 され る2ω。
γ2は,資 本 形 成 の うち住 宅 の部 分 で あ るHERと 貯蓄 の 関 係 をみ る もの で
あ る。HERが 増 大 す れ ば3Rは 低 下 す る傾 向 を持 っ と考 え られ るか ら,γ,は
負 とな る こ とが 予 想 され る21)。
δ1の符 号 に っ い て は,通 常,利 子率 の 上 昇が 貯 蓄 を増 大 させ る働 き をす るた
め に プ ラス とな るで あ ろ う。
δ2は,RDCP∫ が イ ン フ レー シ ョンに対 す る家 計 の期 待 の効 果 を示 す もの と
考 え られ るか ら,そ の よ うな 予 想 が 大 き くな れ ば 生 活 の先 行 き不 安 に備 えて貯
蓄 性 向 が 高 ま り,正 の 符号 とな ろ う22)。
δ3にっ い て は,家 計が 物 価 指 数 の水 準 を ど う評 価 して 行動 す るか に 依 存す る
た め,符 号 は不 定 で あ る。 そ れ は,例 えば将 来 の価 格 水準 に対 す る予想 に よ っ












δ4では,雇 用 もしくは失業 に関す る分配効果 と恒常所 得効 果の大 きさに関係
す るほか,失 業率 の水準 ない しは不況 の程度 に対 す る家 計の評価 に も依存す る。
従 って,そ の符号 を予め決め るこ とはで きない。 失業 率が著 しく高 い水準 にあ
れ ば,失 業者の貯蓄性 向が低 いた めに負の符号 が予想 され る。 しか し,も しそ
うで なければ,あ るいは所 得効果が大 きけれ ば,Howard〔3〕において予想
され ているよ うに,正 の符号 となるで あろう。
δ5に関 しては,現 在 の失業率水準 の評 価 とも関連 す るが,DRσ が期待形成'
の効果 を持っ もの と考 え られ る。従 って,そ の増 大は,た とえば不況 の拡大 な
どに備 えるために,正 の符号 を もた らす ことが 予想 され る。
(鶉 のモデル に関す るデ ータは,各 年 ごとに次の統計資料 等 を参考 に収集 ・
整理 され た。
経済企画 庁 『国民経済計算年報』,『国民所 得統 計年報』,日本銀行 『本邦経
済 統 計』,『経 済統 計年 報』,『経済統 計月報』,『物価指数年 報』,総理府 『労
働力 調査報告』,『消費者物 価指 数年報』
推定方法は,OL5で ある。
この推定結果 は,第6表 に示 され てい る。
表 か ら読 み とられ るように,各 パ ラメータの符号や変数の説 明力 な どにっ い
ての解 釈は次 の よ うに整理す るこ とが で きる。





δ2については,推 定式 におけ る他 の変 数 との組 合せ によ り符号が変 化す る。
と りわ け、利 子率変 数が入 らない場 合 には,1%レ ベル で有意 な正の値 をとっ
てい る23)。
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第6表 マ ク ロ ・ デ ー タ
番号 ＼ 幽(β 、 β,yDR)(RDyDR)
(阻R)1(A、R)幽)
・ ・RI-49・76・(。島llll面鷺lllあ 矧(。 鷺
・i・Rl-38・2461(。矧 面努謝1認 器(。 鷲
・15Rl-54・・471(。糊6竃1劉1面 糊





















注)()内 数字は標準誤差,5Eは 方程式の標本推定誤差,DWは ダー ピン ・ワトソン比。
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に よ る 推 定 結 果
(R4R)萌(R,R)(R泌P・)(8》・)(だb)(D総 ⊥ 竺
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脅∠lo
δ・にっ い て は,表 で は1例(番 号4)し か 示 され て い な い が ,Rひ も推 定 式
に 含 まれ るす べ て の場 合 に 負,含 まれ な い場 合 に はす べ て 正 で あ った。 しか し,
δ5の数 値 は,い ず れ も10弩レベ ル で有 意 で は な か った。
これ ら9つ の パ ラ メ ー タの う ち,予 想 され た 符 号 と明 らか に異 な る結 果 を も
た ら した の は,γ2と δ1であ る。 しか し,γ2に っ い て は,そ の 数値 が10%レ ベ
ル で有 意 な もの とな って い な い 。 δ1では,R4Rあ るい はR7Rの いず れ を用
い て も,1な い し10%レベ ル で有 意 とな る ケ ー スが 多 く見 出 され た、
次 に,各 パ ラ メ ー タの 値 あ るい は 変 数 の 説 明 力 に っ い て 調 べ てみ よ う。
β1は,い ず れ の場 合 も1%水 準 で有 意 な もの とな って い る。
β2に っ い て は,い ず れ もか な り小 さい け れ ど も負 の 説 明 力 を持 って い る。
これ は,分 析 対 象期 間 が 高度 経 済 成 長期 か らオ イ ル ・シ ョ ック以 降 の低 成 長期
に わ た って い るた め の所 得 の伸 び悩 み や家 計 部 門 貯 蓄 性 向 の 動 き24)によ る もの
と考 え られ る。
γ1は,10%水準 で有 意 な値 を と る ケー ス が 殆 ん どで あ った 、 従 って,金 融 資
産 実 質 残 高 効 果 が 有 意 に存 在 した とい え る。 また,丁 五RとA4Rで は,後 者
の 方 が 説 明力 に お い てわ ず か に優 る場 合 が 多 か った。 この こ とは,ピ グー の意
味 にお い て も適 合 す る と ころ とな って い る25)。
γ2にっ い て は,す で にみ た よ うに,正 で は あ るが 説 明 力 が 低 い。 これ は,マ
ク ロ ・デ ー タ に基 づ く場 合,各 家 計 の5RとHERの ポ ジ シ ョソが 全家 計 を
合 計 した形 にお い て使 用 され る こ とに よ るた め か も知 れ な い 。 も し,そ うで あ
れ ば,ミ ク ロ ・ベ ー ス にお け る場 合 に は そ の 問 題 は 回避 され る こ とに な る。 し
か し,そ うで な い場 合 で も,ミ ク ロ ・ベ ース で γ2を 再 調 査す る意 味 を否 定 す







δ1が,上でみたよ うに,有 意 な負の値 とな った ことは予 想 を くっが えす もの
であ った。 この ことは,長 期 あ るいは短期 の実質利子率 の変動 とは逆 方向に貯
蓄が動 くことを意味す る。従 って,そ こでは,RRの 水準 に対 す る家 計部門 の
評価が特 に低成長へ の移行 を含む よ うな期間 にあ っては他期間(例 えば高度成
長期)に おけ る もの とは異 なる もの であ った と も考 え られ る。 この点 も含めて,
δ1にっ いては,ミ ク ロ ・ベースにおけ る分 析へ の課題 と して残 され る26)。ま
た,R4RとR7Rで は,両 者 にあま り差がみ られ なか ったが,説 明力ない し
推定式 重相関 係数値 におい て前者 の方がわず かに良好 な結果 を もた ら している。
δ2にっいては,負 の符号 であ るが変数 の説 明力が不十分 であ ることと,利 子
率変 数が ない場合 には1%水 準 で有意 な正の値 を とるこ とが指摘 され た。前者
においては,予 想 され た符号条件 の揚合 と異な って,例 えば あ る水準 をこえた
大 きさのイ ンフレ期待がみ られ るような場合 には消費性 向が増 大 して貯蓄 にマ
イナス効果 がはた ら くもの と考 え られ る27)。後 者 にお いては,予 想通 りの もの
であ る。 ただ,な ぜRRが ない場合 に限 られ るのか とい う点 にっいては,こ
の分析か らだ けでは情報が十分 ではない。
δ3にっいては,概 ね,10～20%水準 で有意 な正 の値 を得てい る。 これは,た
とえば現在 の物価水準 に対 して将来 の価格水準 が高 い と考 えられ るな らば,必
要 な消費 計画 に対 す る準備 のた めに貯蓄 の増大 が対応す るところ とな った こと
を意味す る。
δ4では,殆 ん どのケース にお いて,1%水 準で有意 に正の値 を示 した。 この
こ とは,所 得効果 の方が分配 効果 よ りも大 きい こ とを意 味す る。そ して,さ ら
に,Howard〔3〕の結 果 と も一致す る もので あ り,失 業率 が高 くなれば不 況







考 え られ るところで ある。
δ5に関 して は,正,負 いず れの係数値 も説 明力が きわめ て低 い もので あ っ
た。Howard〔3〕が用 いた この変 数の代 りに,有 効求人 倍率28)やその変化率,
あ るいは失業率 の対 前年変化率 を用い るこ とも考慮 され てよいであろ う。
以上 においてみた ように,今 回 の推定で は前節 で調べた諸 研究 における場 合
と同様 の結果 を示 した変 数 もあ るが,一 部の変 数にっいては異 な る結果が得 ら
れた。 それ らにっ いては,分 析対 象の範囲や期 間の違 いに もとつ くものか,あ
るいは マ クロ ・データの使用 に よる ものか,等 の原 因が考 え られ る。従 って,
家 計部門 にお け る家 計種類 の分類 とそれに基づ く統 計デ ータの収集や区分そ し
て対 象期間の区分 な どを行 うこ とに よって,一 層 明確な情報が得 られ ると同時
にそれぞれの差異分析 に も資 す る ところとなろ う.そ して,こ れ らは,あ る意
味 で ミク ロ ・ベ ースにお ける分 析への課題 ともな る もので あ る。
Vむ す び
本 稿では,わ が国 における家 計部門の貯蓄行動 にっい て,イ ソフレーシ ョン
や 失業な どの不確実性 に基 づ く経 済的要因 との関 迎 にお いて実 証分 析をお こな
った、 昭和34年か ら54年までのマ ク ロ ・デ ータ を用 いた家計貯蓄関 数の推定 を
中心 とす るこの分 析は,同 時 に ミク ロ ・ベ ースのデ ータに もとづ き不確実性 と
家計 の金融 資産選択 お よび貯蓄 行動 の分析 をお こな うため の準 備の役割 を果 た
す もので もあ った.
推定結果 にっいては,実 質所得,実 質金融資産 残高,失 業率 な どの変数 にお
い て,予 想通 りの結果 が得 られた、 と りわけ,実 質所 得 な らび に失業率 の各変
数 の説 明力は,全 変 数 を通 じて きわ めて高 い もので あ った、
また,実 質所 得変 化率,消 費者物 価指数 な どでは,殆 ん どの ケースにおいて
一 定 した符号 を示 したが,変 数 の説 明力は高 い ものでは なか った。
実 質住宅支出 と長期 な らび に短期実 質利 子率 にっい ては,予 想 とは逆 の符号
28)斎藤=大鹿 〔11〕参照。
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と な っ た 。
ま た,失 業 率 変 化 の 変 数 で は,Howard〔3〕 の よ うに は 大 きな 説 明 力 を 持
ち え な か っ た 。
物 価 変 化 率 に っ い て は,利 子 率 変 数 が 含 ま れ な い 場 合 明 確 な 正 の 説 明 力 を有
す る結 果 と な っ て い る 。
こ れ ら の 結 果 は,他 の 研 究 例 に お け る場 合 と 部 分 的 に 異 な る も の も あ り.そ
れ は,家 計 の 範 囲 や 対 象 期 間 の と り方 の 違 い,マ ク ロ ・デ ー タ の 使 用 な ど に 起
囚 す る も の で あ ろ う と考 え られ る。
こ の 分 析 か ら 得 られ た 丘ndingsは,わ が 国 家 計 部 門 の 貯 蓄 行 動 に お け る 高
度 成 長 期 か ら低 成 長 期 ま で の 期 間 の 諸 特 質 を表 わ し て い る も の と考 え られ る。
た だ,そ の 確 認 は,い くっ か の 課 題 と と も に 次 の ミ ク ロ ・ベ ー ス に お け る 分 析
が 担 当 す る と こ ろ の も の で あ る と い え よ う。
(昭和58年5月)
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第3章 家 計 に お け る 資 産 選 択 の 変 化
1家 計貯蓄の一側 面
わが国の家計 におけ る貯蓄の ウ ェイ トにつ いては,高 度 経済成長期 にやや
低下 したが低成長期 に入 ると再 び上昇 して お り,依 然 と して家計貯蓄の持つ
1)
意味 には大 きな ものがあ るといえ る。
い うまで もな く家計部門の貯 蓄は,た とえば本 源的預金 とな って企業部門
におけ る設備資金 と して投 資に用 い られ ることにな る。 したが って,低 成長
下 において,高 い貯蓄率 と低い設備投 資マイ ン ドの併存が も し貯蓄 と投 資に
関す る資 金的 イ ンバ ラ ンスを生 じるよ うな場 合には,金 融市場 にお ける価格
調 整 メカニズ ムによ ってそのバ ラ ンスを とることが期待 されて よい。
投 資主体 と しての企 業に外 国企業 な どを含 んだ りあ るいは海外への直接な
い し間接投資 を考 え るよ うなオー プ ン ・マ クロ経 済のケー スであれば.こ れ
に対応 して金融市場 に つ い て も多国間資本移動等 を含む国際性 が付与 さ れ
る。 そ こで も市場 メカニ ズムの資金配分効率 に対 す る有効 性が期待 され ると
ころ とな る。
金融 に関す る規 制緩和につ いて も,た とえ ば金利規 制の段階的緩和 とい っ
た ものが短期 の市場 金利群 においてみ られ るよ うに.金 融 市場 にお ける競争
原理の拡大は緩和 プ ログ ラムの主 要支柱の一 つ と して考 え られ るよ うにな っ
て きた。
他方,家 計 とい う経済 主体 について は,こ れが本 源的預金 の主 たる供給者
で あ り貯蓄 主体で あ るに も拘 らず,そ の参加 しうる金融市場 はきわめて限定
2)
された ものに と どま って い る。
も とよ り.そ れ に は,一 般 の家計 によ る金融取 引の内容や規模,事 業活
動,信 用度 等 々におけ る基準 の差異 に もとづ き.金 融制度 におけ る信用秩 序
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や効率 の維持 とい う点か ら企 業や公共部門等に比べて大 きな制約が課 されて
いる もの と考 え られ る。
しか るに,家 計 がその貯蓄 にお ける場合をは じめ と して最 も参加 ・行 動 し
3)
て い るのは預貯 金市場 においてであ るといえ る。そ こでは,家 計 に対 してい
くつか の業態 の金融 機関が多種 類の金融サー ビス ・商品 の販 売をお こな って
い る。 そ して,概 ね取 引単位 当 り の 金額 は小 さ く逆 に取 引件 数は多大であ
る。
この市場 に関す る規 制緩 和が どのよ うな もので あ り,ま たそれが いかな る
効果 を市場全体 な い しは 当該市場 参加者 に与え るのか とい うことは興味深い
問 題で ある。
この問いに対 してはい くつかの角度か らの考察 が可能で あろ う。われわれ
は以下 において,こ れ に関す る理論 および実証分析へ の準 備 と して先ず家計
に おけ る貯蓄 と従来 か らそれ と密接 な関連を有 して きた預貯金市場 について
のや や制度 的な考 察 を試み ることに しよ う。
∬ 家計 と金融収 益
われわれ が用 い る家計 あ るいは家計部門 とい う概念 については主 と して経
4)
済学 のテキ ス トで通 常使 われてい る意味 に もとついて い る。 そ こでは,家 計
は消費な らび に貯 蓄の主体 と して,ま た主要な生産要素 の一 つで ある労働の
供給者 た る経済 主体 として位 置づ け られてい る。
したが って,家 計の特性 につ いて考 え る場合 に も主 としてそ のよ うな主体
や行 動が規定す る もの に限定 されて くる。ただ,た とえば家計が供給す る生
産 要素について は労働 のほか に も土地 とか資本 な どがあ るわ けで,さ らに,
これ も規模は小 さいがい くば くか の投 資 も家計行動 と して お こな うことは十
分 可能な ことで あ る。
しか しなが ら,こ の ことはい わば単 純化の程度 に関す るもので あ って分析





う際には,い うまで もな く細 かな家計区分の識別 とそれ にも とつ く統計デー
タの分類 ・整理 が必 要とな る。 ただ,こ こではそのよ うなや り方 を と らず例
えば経済企画庁 の国民 所得統計 におけ るよ うに個人企業を含む 家計部門全般
を取 り扱 って考 え ることにす る。
家計は,集 合的 に もあ るいは単一(個 別)的 な意味 において も,も う一 つ
の経済主体で あ る企 業 と対比 させて考え られ る場合 が少 な くない。
それぞれ の経 済活 動について は,た とえばその 目的 には主 と して家計が与
6)
え られた予算 制約 の もとで消費に基づ く効 用最大化を はか るのに対 して.企
業 はあ る生産 費用構造 の もとで の利潤最大化を めざす とい うことが先ず指 摘
され る。 そ して,そ れには消費者 あ るいは生産者 と しての合理 的行動が前提
と され る。
このよ うな価 格理論 の基礎 的 ケースか ら少 し離れ てみ ることが ここで は要
求 され るか も知 れな い。 すなわ ち,家 計 と企業 とにおけ るそれぞれ の意思決
定に関す る も う少 し詳 しいケ ースについてで あ る。
た とえば,意 思決 定におけ る組織(家 計 も しくは企業)の 目的や その行 動
の 目標が いか な る ものであ るのか,組 織 の メ ンバ ー の違 い(質 的 および量
的)や メ ンバ ー シ ップの設定 とそ の基準,意 思決定 に対 す るメ ンバ ー間 の影
響 力の差,意 思決 定 され た 目標達成 のための実行 力すなわ ち組織 の経営管 理
7)
能 力等が どの よ うにな って い るので あろ うか とい った ことが あげ られ る。
また,`家計 は企業 のよ うに利 潤動機に もとついて行動す るもので はな い
とか,`本 来,家 計 は ゲマイ ンシ ャフ ト(Gemeinschaft)に基礎 づけ られ
8)
て お り企 業はゲゼ ル シ ャフ ト(Gesellschaft)に対応 す る経済主体 であ る'
とい うことは しば しば指摘 されてい るところであ る。
しか し.現 実 の家計や企 業を そのよ うに把 握す ることにはい く分か単純化
、、 、
の き らいが あ る。 た とえば,そ れぞ れにおける経 営管理 のあ り方 やそ の能力
9)
につ いては その基本 的機能 に共通 点や類似点 が少 な くない。
した が って,経 営管 理の一環 と しての原価管理面 の ウ ェイ トが家計 におい
て も高 まったのは主 として昭和48年10月の石油危機 を契機 とす る低成長経済
へ の移行 とそれに伴 な う実質所 得水準 の伸び悩 み(第1表)に もとつ くもの
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注)DYR,RDYRは 夫 々,実 質 家計 可 処分 所 得の 対前 年度 増 加額 と その成 長率 を
示 す。 経 済 企 画庁 『国民 所 得統 計 年 報」,『 国民 経済 計 算年 蝦』 よ り作 成 。
と は い え,家 計 に お け る意 思 決 定 や 経 営 管 理 の レベ ル ・ア ッ プ 自 体 に も 少 な
か ら ず 依 存 して い る の で は な い か.と 考 え られ る。
10)
この意味 において も,最 近 の金融商品と りわけ預貯金市場 におけ る新 商品
11)
の販売 は,家 計によ る金利選好 の高 ま りと相俊 った もので あ り,こ れと独立
で はあ りえな い ことが うか がわれ る。
とい うの も,低 成長下 にあ っては勿論 だが仮 に高度経済成長 が再 び もた ら
され ると して も新 たなエネルギ ーや資 源が許容す るものでない限 り,当 面は
経 常収入 に加えて金融資産 によ る収益 は家計 にとって 明 らか に無視 で きない
12)
所得増加要 因 と して考 え られ るか らである。
皿 家計 部門金融資産 ・負債残高 の推移
実物部門を は じめ金融部門 を も合わせた経済 にお ける資金 の流れは これを
マネー ・フロー表 と して表 わす ことがで きる。 それには い くつか の基 準によ
るものがあ るが,た とえば わが国においては,貯 蓄 と投 資を中心 と して資 金
の流 れを把 握 しよ うとす る考 え方 に基 づいた 日本 銀行 の資金循環 勘定 をあげ
ることがで きる。
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これは金融取 引表 と部門別主要金融資産 ・負ll撃祓 高 の表か ら構成 されてい
るほか,も う一 つ部門別主要金融取 引も含 まれて い る。
前者 の金融取 引表は,金 融 機関,中 央 政 府,公 社公団 および地 方公共団
休,法 人 企業,個 人,海 外 とい った各経済主体 を列 と して とり,各 種金融資
ユの
産 等を行 と して配 した ものであ る。
この うち,特 に金融機関 につ いて は,こ れを さ らに 日本 銀行,民 間 金融機
14)
関,公 的金融機関 に分 けて い る。
また,部 門別 主要金融資産負債残高 の 表 で は,各 列に時点(刀 末 ない し
は年 度末)が と られ,部 門 別には 日本 鎮行,民 間金融,公 的金融,中 央政
第2表 家計部門金融資産 ・負債残π'llの推移(単 位%,千 億円)
区 分1果 和33年礫 和38年櫟 和43{『緊和48年燦 和53年燦 有]56年
%千 億ユ　　 ユるロ　 ユヨ　ア エるロ　 ユエのむ 　ロア
要 求 払 頂 金12 .129.461.4165,4270,2304.1
らユリヨ 　　 ロヨ 　 　ロ　 う　ロら ららなむ らフロヨ
金 定雛 預金38・99L・_223・L581・ …355・6」 墨7
　 ロ　 るリヨ 　ワ　 　 ロユ 　ロ　 　ロ　
融 信 託 ・・28・427・768…66・72・2・ ・
ユむロア エユロ　 　ヨサ　 エヨゴ ユ　ロ　 　るロ　
資 保 険 …2・ ・862・2152・5339・ ・52…
エ　　ユ 　ヨサ　 ユ　ロヨ ユ　　　 ユ　ロる エ　り　
産 有 価 証 券 ・4.546.・72.8・42。 ・329.7425.2




負 借 入 金15・746…18・9357・377・ ・・ …86・9
企 業m42・143・240・527・524922・7
{言 川 受{言11.435.080.9135.7255.6318.3
　エむコ　 　むむゆ コむ　　 エ　む　 　むむロ　 　む　ロ　
合 計27 .181、Ol99.8493.01,026.01,405.2債
(指 数)(100。0)(298.9)(737。3)(1.819.2)(3.786.0)(5.185.2)
注)暦 年 ベ ー ス 。 名 目 値 。 日 本 銀 行 『経 済 統 計 年 報 」 よ り 作 成 。
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府,公 社公団 ・地方公共団体,法 人企 業,個 人の各部門が行 と して並んでい
る。
さて,こ れ らの表 における家計部門の取 り扱い にっいて はそれが対 応す る
部門別 区分 と しては個人部門 とな ってい る。 既に触 れたよ うに家計部門 と個
人部門 とで はそれぞれの内容 区分 に ど の よ う な 経済主 体が 含まれて いるか
(もしくは,含 め るか)と い うことによ って必ず しも一致 した ものを表 わす
とは限 らな い。 ただ,長 期 におけ る主 要指標数値 の推移 を把 握 す る場合 に
は,個 人部門 の計数値 の動向 を以 って概 ね家計部門のそれ とみ なす ことは可
工5)
能 であ ろ う。
16)
では,家 計 におけ る資産(金 融資産,以 下 同 じ)お よび負債 の長期的推移
について資金循環表か らながめ てみよ う。 第2表 は,個 人部門 におけ る各種
金 融資産および負債残高を主要項 目にまとめて示 した もので あ る。
先 ず,資 産 残高 の構成については,要 求払預金 と有価 証券 の比率 が低下 し
て お り,信 託,保 険,定 期性 預金の ウ よイ トが高 ま って きてい る。特に,要
求 払預金 の減少 と,信 託および保険 の増大 がめ ざま しい。
次 に,負 債残高 の推移か らは,借 入金の割合が特 に昭和40年代か ら増大傾
向を示 して いる ことが見て とれ る。 また,負 債残高全体 の伸 びが資産残 高全
体 のそれを超え る値で推移 して い ることも注 目されてよ い現象で あ る。
第3表 家計部門諸経済指標の推移(単 位,千億円,CPI,RSを除 く)
＼_隈 和33年1慶鱒 陵 和43年1置和48年腰 和53年農 和55年
家 計 可処 分 所得82・2・62・935・ ・31783・8L46・ …,7・9・6
個 人 財 産 所 得7.820.330.983.1142.0225.3
臨 鞭 奎形 成 ・…2・333・6198…38・5151・ ・
審 言灘 消齊 支 　 一蕊 ・3羅29函622.5U7・.3L376.・
欝 物 価 指 数32・ ・ …5・L676…23・4・39・ ・
家 計貯 蓄率(留 ・4…7・3・ ユ…1…9…6・9・ ・
注)家計財蓄率一家計貯蓄/家計可処分所得,消 費 者物 価指数は 昭和50年度 を
100.0とする。 日本銀行 「本邦経済統計」.「経済統計年報」 経済企画庁 「国民
所得統計年報」,「 国民経済計算年報」より作成
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なお,こ の期 間におけ る主要経済指標の うち関連 す るもの については第3
表 のよ うな 数値 を とって推 移 して いる。
わ が国 の高度 経済成長は,1人 当 り国民 所得なかんず く個人 可処分所得を
増 大 させ,個 人部門 におけ る資金運用および調達,あ るいは家計の資産選択
どい った行 動に も少なか らず影響を およぼ して きた要 因の一 つであ るといえ
る。
この うち,資 産 選択 においては,家 計が利用可能 な情 報 は そ の 収 集や整
理,分 析 な どに要す るコス ト面で の制約 によ るところ も含めて,企 業 な どと
比較 してか な り限定 されたものであ ることが多い。 そ して,そ れ はむ しろ一
般的 な現象 とな ってい るのであ る。
既 にみ たよ うに.た とえ ば利潤動機に もとつ く企業行動 と異 な って,家 計
の意思決 定や 家計行 動に影響を与え る諸要因 とそれ らの間 の ウ ェイ トにつ い
17)
て も何 らかの 固有 の特徴がみ られ るか も知れな い。
さ らに.例 えば所得によ り区分 され る家計階層(ク ラス)に つ いて も,資
本 金や売上 高,利 益率な どに基 づ く企業区分の場合 とは全 く異 質の結論 が も
た らされ ること もあ りえよ う。
す なわち,こ のこ とは,家 計部門全体か らみ る場合 とその中を詳 し く区分
してか ら調 べて い く場合 とでは,分 析方法が同 じもので あ って も得 られ る結
果 に有異差 が生 じうるか も知 れない とい うことを意味 してい る。 そ して,そ
れ は本 稿にお けるわれわれ の考 察 のケー スに もあてはま るか も知 れない。
したが って,わ れ われが2'ndス テ ップ と して 家計区分 に よ る分析を も
18)
行 な う際には,そ の点 の検 証 も加え られ ることにな るであ ろ う.
IV家 計行動 と預貯 金市 場
1価 格(金 利)規 制の緩和 につ いて
金融に関す る規 制緩和の うち価格 については,た とえば 参入な どと並んで
その主 要項 目の一 つにかぞえ られ る。
金融サー ビス ・商品の多様化 と規 模(発 行 ない しは流通 残高)の 拡大 に伴
な い,あ るいは その供給者の増大 につれ て,金 利や手 数料 をは じめ とす る諸
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価格 の形 成 ・決 定に も多 くの要因が反 映す るよ うにな って きた。そ こでは,
総 じて市場で の競 争原理 に もとつ く度 合が拡大 しつつあ るとい う傾向を うか
が うことがで きる。
さて,こ こで の価格 は,金 融仲介機関が生産 ・販売 す る金 融サー ビス ・商
品全般 におけ る価格 とい った ものではな く,そ の中の金 利 とりわけ預貯金金
利 についてで あ る。
現在 の ところでは,預 貯金市場 における金 利は 自由化 され てお らず,そ の
意味では 例えば コー ルや手形 割 引な どの短期 金融1ぽ場 におけ る自山金 利 とは
　 　
逆 に規制金 利 と して機能 して い る。
周知 のよ うに,鈴 木 〔9〕において指 摘 された戦後わが国金 融構造 の4つ
の特 徴すなわ ちオーバー ・ロー ン,オ ーバ ー ・ボ ロウイ ング,資 金偏在,間
接金 融方 式の 優位 とい った ことが らに関与 しそれ を可能 に したのはいわゆ る
人為 的低金利政 策 と呼ばれ る もので あった。 これ に対す る評価 については さ
ま ざまであ るが基本 的には概ね妥 当とす る見解 が多い。
それは,た とえば金 融市場にお ける各種資産 ない しは主 要商品に関す る個
別市場数 および それ らの規 模がい まだ小 さか ったとい う市場未発 達の環境 と
あ わせ て考 え られ るところの もので ある。
もとよ り,預 貯金市場 につ いて もその政策 的効果がお よぼ されてい るわけ
20)
であ る。仮 に金 融市場 と りわけ貸 出市場にお け る資金需要 が企業の旺盛な設
備投 資マ イ ン ドを反 映 して堅調 で大 きな もので あ る場合 で も,直 接 に市場実
勢 に もとつ いた 自由(非 規制)金 利 とな らず に基本的 に規制 され た金利体系
21)
と して作用 していたのであ る。
この政策 に もとつ く預貯金金利水準 の低位性は貸 出金 利にお けるそれと対
応す るもので あ る。 い うまで もな く貸 出金利の低水準は 企業に よ る設 備投資
の促進材 料 と しては た らき,こ れを増大 させ る要 因とな る。
一 方,家 計 に とっては,金 融市場 が未発 達で あ ったとい う要 因 も加 えて,
一般 に企業 な ど他 の経済主体 と比較 する場 合そ れが 参加 可能 で あ る市場 は限




それには,既 にみ たよ うな い くつか の家計 部門 の性格に依 るところが大 き
いが,金 融に おけ る規制緩和 が進展 して行 くな かでは,た とえ ば個別家計 自
23)
体や その取 引の規 模,家 計 クラス.家 計信用度 な どに もとつ く何 らか の基準
によ ってli∫場 参加 の拡 大がはか られ ること も考 え られ る。
ただ,上 にみ たよ うな従来 におけ る制度的背 景の もとでは,た とえば低金
利政 策に もとつ く政策効果の一つ と して便益 の帰 属に関す る問題 が指摘 され
る。 すなわ ち,主 と して金利規 制によ る利潤 の帰 属が,(i)投 資 主体であ
る企 業,(ii)金 融 仲介機関(銀 行),(m)貯 蓄 主休であ る家計,の いず
れに対 して,い か ほど もた らされたのか とい うことが それで あ る。
直接的 効果 についてみ ると必ず しも単一の経済主 体のみではな く,そ の帰
属対 象 と しては(i)お よび(il)といった複数の主体 に及 んでい る もの と
推測 され る。 ただ,そ の確 認は関連す る実証 分析への新 たな課 題の一 つと さ
れ るもので ある。
家計 にと っては,そ の貯蓄行 動や金融資産 選択を考 え るとき預貯金市場 に
お け る価格情 報は企 業におけ るそれよ りもは るか に大 きな ウェイ トを持 つ も
ので あ る。 自由化 された預貯金 金利 が現行 よ りも高い水準で推 移す るとすれ
ば規制下 において減 じられていた便益 は何が しか回復 され た水 準 に戻 りうる
24)
こと も考 え られ るので ある。
さて,預 貯金 金利 に関す る規制緩和 の もう一 つの側面 は,当 該市場 商品の
開発 ・販売を め ぐる競争水準 と関係 す るで あろ う。次 に,商 品販売 に関す る
規制 緩和 につ いて少 し考 えて みたい。
2.商 品販売規 制の緩和 につ いて
預貯金 金利 の規 制緩和すな わち 自由化が もた らす も う一つ の効果は,預 貯
金市場に おけ る新 規商品の開発 ・販売 が ます ます進 展す るで あ ろ うとい うこ
とで あ る。
それには,当 該市場の金融 サー ビス ・.商品を供給 して きた既 存金融機 関に
加 えて新 たに参入者 を誘発 した り.あ るいはサ ー ビス ・商品 その ものの多様




た とえば,期 日指定定期預金や国債 ・定期 預金をは じめ,最 近では信用金
庫 と証券会社の辿 携によ る普通 預金 ・中期国債 フ ァン ド,銀 行 と生命保険会
　の
社によ る期 日指定定期預金 ・一時払養老保険 な ど多 くの もの があ る。
もとよ り,市 場ニー ズに応 じて,既 存商品や その組合せ とか らは全 く異 質
の タイプによ る新型商品の開発 ・販売 も十分考 え られ る と こ ろ で ある。た
だ,そ の際の販売認可 に関す る規制 のあ り方 も規制緩和 プ ログ ラム全体 のな
かで何 らかの位 置づ けがな され るところの ものであ る。た とえ ば創業者利得
27)
の問題な どは これ とあわせて検討 され るポイ ン トとな るであろ う。
また,昭 和55年12月の新外為法 に もとづ き自由金利で預 け入 れ限度額 のな
い外貨建て預金 が可能 とな った。 このよ うな国際化要因 も相侯 って家 計の預
貯 金市場 にお ける需要商品の多様化は一層家 計の資産選択 の幅 を拡げて行 く
ことにな る。
新 商品の開発 ・販売 と預貯金金利の 自山化 については相互 に関連 しあいな
が ら進 展 して行 くものであ るが,家 計貯蓄 との関係か らいえば大 口預 金か ら
小 口預金へ と速やかに進む ことが期待 されてい る。
また,貯 蓄行 動におけ る資産選択の情報管理 や技 術的な レベル ・ア ップが
な され るもとでは,種 々の消費行 動によ る決済手段 や資金運 用上 の対 象 と し
て,従 来以上 に他市場 での金融サー ビス ・商 品 と比較 され なが ら当該市場 が
多様化 しつつ推 移 して行 くもの と予想 され る。
そ して,こ れに関連 して貯蓄をは じめ とす る家計行動 においては,金 融市
場の情報や取 引のために必 要 とな る費用すな わ ち市場 参加 コス トが小 さけれ
ば小 さいほ ど,あ るいは家計 におけ る金利選 好が大 きければ大 きいほ ど,預








実質家計可処分所 得の仲び率鈍化 の もとでは余剰資金の運用 益を含む金融
資産 か らの収益は長期では少 なか らぬ所得増 加の要 因と して 関心 が払 われて
くる。
・家計の金利選好が高 まり家計管理(や そのため の技 術)水 準 の向上 がみ ら
れ るもとでは,金 利 の 自由化 や新 規商品の開発 ・販売 な どとい った預貯金市
場での規制緩和が もた らす イ ンパ ク トは家計 に対 して もい くば くかの新たな
便 益を もた らす ことが考 え られ る。
他方,当 該市場 におけ る金 融サー ビス ・商 品の供給者 に とっては,新 規参
入者 との競 争を は じめ他市場 との資 金獲胃競 争に も直面す ることが予想 され
る。
それは,ま た,金 融市場 に関す るものをは じめ と して家計貯蓄行 動に要す
る情 報や取 引のための費用すな わち市場 参加 コ ス 正が 小 さ い ものであ るほ
ど,家 計部門 と しての市場 行動や成果 が相対的 に改善 され る ご と に つ なが
る。
その意味で も,テ レ ・コ ミュニケ ー シ ョンの 臼由化や機械化 な どに基づ く
高次オ ン ・ライ ン化 とい った情 報化 の進展 は,一 層家計や企 業に対 して金融
サ ー ビスの拡大 と多様化 を もた らす ことにな る。 同時 に,金 融機関をは じめ
と した金融市場 に対 して も産 業組織 面にお け る変動 効果を与 え ることが予想
され る。
したが って,家 計貯 蓄行 動 に もそれに もとつ く直接 的な い しは間接的影響
が作用す るところとな ろ う。 ただ,そ れが どのよ うな もので あ り.ま たいか
な る大 きさにな るのか とい った ことにつ いて は,例 えば預 金保険制度やその
他 の信用秩序Q維 持政策,業 界 内部 の 自主的対 応やその あ り方 等を検討す る
場 合ある程度予測 ・評価 され る もの と して も,そ れは きわめて難 しい問題で
あ り作業 とな るこ とが予 想 され る。
な お、預貯金市場 と家計行 動 につ いてナ般 化 して考 え る場合 には,当 該市
場 にお けるサー ビス ・商品の供給者 と しての金融機 関が 他方で は企 業部門に
対 して貸 出市場 において資 金の貸付 業務を お こな って い るとい うことを捨象
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す る こ とは で きな い。
す な わ ち,間 接 金 融 方 式 の もと に あ って は ,金 融 仲介 機 関 の 市場(少 な く
と も預 貯 金 な らび に 貸 出Tlf場)行動 と そ れ に よ る成 果 を通 じて 企 業 金 融 の 動
向 が 文字 通 り間 接 的 に 家 計行 動 に影 響 を与 え る こ と とな るか らで あ る。
直接 金融 方 式 の場 合 に は,た とえ ばCP(コ マ ー シ ャル ・ペ ー パ ー)発 行
に つ い て そ の 小 口 化 が 進 め ぱ 家 計 行 動 に対 して も企 業 業 績 が 直 ちに 関 係 して
くる こ とに な る。
そ の よ うな 企 業 金 融 を も含 め た形 で 家 計貯 蓄 に つ い て考 察 す る こ とは 関連
す る市 場 に お け る規 制 緩和 の 程度 に 応 じて 興 味 あ る結 論 が 得 られ るの で はな
い か と思 わ れ る。 そ して,そ れ は また 家 計 貯 蓄 行動 を も う一 歩広 い ステ ー ジ
で 分 析 す る場 合 に考 察対 象 と な って くる ポ イ ン トの一 つ とい え るの で あ る。
注
1)家計貯蓄行動については,例 えば井原 〔2〕,拙 縞 〔14〕を参照。
2)金融市場の制度的概要については,日 木銀行 〔6〕をみよ。
3)通常,預 金は商業銀行,長 期金融機関(長 期信用銀行,信 託銀行),中 小企 業金融
機関,農 休漁業金融機関によ って供給 され るが,貯 金は郵便局によ ってのみである。
4)例えば,家 庭経済や家庭経営 を扱 う家政学や家族社会学,税 務,会 計学等において
は夫 々別の観点 による定義がな され得 よう。
5)家計の定義に もよるが,通 常,生 計を営む個人 もしくは家族に基づ く世帯が単位 と
な っている。 自営業の場 合には零細～小企業主の ケー スであり,無 職者には退職 して
無業の世帯(い わゆ るretiredfamily)が含まれ る。
6)貯蓄については これを将来の 消費 と してみな され るか ら,こ れは即 ち消費者の時間
選好率 に依存す るものにほかな らない。
7)経営 とい うことばは,例 えば企業経営者の ように広 く用い られてい る。 しか し,唯
に企業に対 して個 有の ものではない。
8)いうまでもな く.こ の考え方は社会学 におけ る集団類型論の立場 に もとつ く。
9)とりわけ,家 計における省エネルギーなどの原 価意識の高ま りや企業における集団
(家族)主 義的経営 などはその表われ とい えよ う。
10)その多 くが既存商品の組合せによるものであ って,全 く異質のタイプによる新規商
品では ないとい う見方 もある。
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11)これ には・所得の仲び悩みの他 に,住 宅や耐久消費財の嘩1入,余 剰資 金の運用機 会
の増大,物 価上昇 と実質資産価値の低下,海 外市況や国際金融情 勢を 含む金融寸ll∫撮星
の増大・拡大す る金融資産ない しは商品の多様性などが関係 していよ う。 なお,瑚 知
のように,家 計所得と消費行i助についてはケインズ 〔4〕の絶対所得仮説をめ ぐり消
費関数論争が展開 された。なかで もデューゼンベ リー 〔1〕の相対所lq仮説 に関 して
ratcheteffectやdemonstrationcffcctなどが本節との関係では興ll未深い。
また、 ピグー効果については,ピ グー 〔7〕を参照。
12)低成長経済への移行に関 しては,吉 冨 〔13〕をみ よ。 また,そ れ に関する事後的一
般経済動向については,経 済企画庁 〔3〕を参照。
13)日銀預 け金,現 金通貨,要 求払預 金,定 期性預金,護 渡性頭金,非 居住者円預金 ・
外貨頂金,政 府 当座碩金,信 託,保 険,有 価証券(政 府短期証券,中 ・長期囚債,地
方債,公 社公団公庫債,金 融債,事 業債,株 式,投 資信託受益証券,外 貨債),日 銀
貸出金 ・借入金,コ ール.買 入手形 ・売渡手形,貸 出金 ・借入金(市 中貸出金 ・借入
金,政 府貸出金 ・借入金),企 業間信用,資 金運川部預託金,外 貨準備高,貿 易信
用,直 接投資,そ の他対外債権債務,そ の他,資 金過不足,合 計とな っている。
なお,竹 中 〔10〕参照。
14)金融取引表(続)に おいては,民 間金融機関を全国銀行(都 市銀行他),中 小企業
金融機関,農 林水産金融機関か らな る銀 行と投 資信託を含む信託,保 険,証 券会社に
区分 し,公 的金融機関について も郵便貯金 ・簡保 ・年 金,資 金運用 部,政 府金融機関
に区分されて いる。
15)但し,例 えば個人企業な どの うち何れかの部門における割合が長期的 に変化 して,
構成上大きな差異を生 じるよ うな場 合には両部門間の定義か らす る調整が必要 となろ
う。
16)物的資産を排除 して考え るのは,本 稿におけ るわれ われの関心が主 として金融市場
とりわけ預貯金市場に対 して向け られてい るためである。
17)例えば,土 屋蔦林 く11〕では,資 産の属性 としての安全性 や収益性,流 動性 に関 し
て予備的動機と資産動機の立場か ら個人の金融資産選択 におけ る安全資産選択モデル
を設定 してい る。
18)家計行動において利潤動機がいかな るウェイ トを 持 って い るか とい う問題ではな
く.例 えばその資 金運用と調達あ るいは金融資 産選 択におけ る金利選好の大 きさがい
か なるほどの ものであ ったか とい う問題を考え る場合で さえ,少 な くとも商品属性差
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や家計 クラス問 におけ る選好度ない しはそのパ ター ンの違い,危 険態度の差異……と
い ったものが どのようになってお り,し か もそれ らが時間に対 してど う変化す るのか
とい う基木的な検討材料力≦提起 され るであろ う。
19)頂金金利硯制と銀行業については,例 えば南 部 〔5〕をみよ。
20)貸出市場に関 しては本稿では取扱わない。なお,筒 井 〔12〕において簡明にまとめ
られてい る。
21)この ことは,貸 出市場を中心 と して信用割 当て行動をと らせ,例 えば拘束性預金の
存続に少 なか らず影響を及ぼ した。 従 って.こ れに基づ く実効金利は市場 での資金需
給をバ ランスさせ る要因の一つであ ったとみ なす こと もで きよう。
22)例えば,コ ールや手形割 引市場 はい う.に及ばず,企 業の参加可能な現先市場に も認
められていない。 またCD(譲 渡性頭金)に ついては取引額の大き さか ら一般に家計
の参加は難 しい。
23)企業規模に関す る考え方 や取扱いについては,詳 細は別の機会に譲 るがパ フォーマ
ンスの基準を調整す ることによりあ る程度まで家計規模に対 して も応用可能ではない
か と考え られ る。
24)もとより,従 来減少(も しくは失われ た)分 を回収 しうるとい う意味ではない。
25)参入の問題 については,価 格や商品販売に関する場合以上 に大 きな規制緩和効果を
与 え うるものであ るが本稿では扱わない。な お,拙 稿 〔15〕では部分的に取扱われて
い る。
26)貸付信託(ビ ッグ)や 金融債(ワ イ ド),公 債(中 期国債や同フ ァシ ド),投 資信
託(ジ ャンボ)な どはここでい う狭義の預貯金市場には含 まない。
なお,本 稿をまとめた後,斉 藤他 ⊂8〕をみ ることがで きた。特に紐合せ商品など
について詳 しい。
27)周知のように,製 造工業 部門においては特許権な どによる法 的保護が制度化 されて
い る。 しか し,・サー ビス部門 においては諸種の基準設定 に もい くつかの問題点があっ
て必ず しも容易ではない。例えば,商 品差別化 とその効果や開発関係 費用の評価 と算
定,利 益の大 きさと2次 認可 までの期間,商 品の類似性の区別な どが あげ られよ う。
なお,コ ンピュータ ・ソフ ト・ウェアなどはやや工業 部門ハー ド・ウェアに近いか も
知れないが,そ の制度的対応は現 在の ところまだ十分な もので はない よ うで あ る。
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第4章 家 計 貯 蓄 と金 融 自由化
工 は じ め に
家計貯蓄に関しては、従来よりいくつかの角度から少なからぬ議論がなさ
　
れ て きた。 それ らは、 た とえば マクロ経済に おけ る貯 蓄 と投資 のイ ソパ ラ ン
スをめ ぐる問題か ら、 ミクP面 での消費性 向の大 き さや時間選 好率な どの変
化 とい った ポイ ソ トを も含 む幅 広い経済 問題 と関 係す るもの であ った。他方
で は、貯 蓄動機につ いて の調 査 ・分 析 も継続的に お こなわれ てお り、 これ は
例 えば公 的ない し私的年 金制度 を含む社 会保障 のあ り方 との関連 に お い て
も、 あ るいは家計資産 形成 とのつ なが りにお いて も興味 あ るデ ー タを提 供す
る もの とな って い る。
しか るに、近 年 におけ る金融 の 自由化、 と りわ け金融 業に対す る規制緩和
の動 きは、 金融 仲介機 関は もとよ り一般事業会社(非 金融 部 門の企業)や 個
人 ・家計部 門の経済 活動 に対 して もさまざ まな影響 を与えず にはおかない も
のであ る。
そ こに は、企業 金融 や家計貯 蓄を も含 む金融構造 の変化が基 本的 に関係 し
てい る。それ は、高度成 長経済 か ら昭和48年10月のナイル ・シ ョックや50年
代 前半 の長期的不 況に もとつ く低成長化 と最近 におけ る安定成長型 経済へ の
移 行 とい った動 向を背景 と して、それぞれに おいて機 能 しあ るいは変化 して
きた ものであ る。
企業 金融 につ いては、従来 の間接金融方式 の優 位か ら外 国市場での債 券発
行 を含 む直接 金融方 式の増 大や、長期的不況に対す る金融費 用の抑制、資産
2)
運用 の効率化 な どをその例 と してあげ る ことがで きる。
家計 に関 して も、 た とえばその貯蓄行動に対 して大 きな影響 をお よぼす所
得 の上 昇率鈍化 とい う現 象は、 金融収益 ない しは金利選 好へ の意識が高 まる
こ ととあわせ てそ の労 働供給 プ ログラムまで を も変化 させ るのに結 びついて
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くる ものであ る。
公共 部門 におけ る 「経営 」効率化について も、従 来の費用 ・便益分 析や公
共選択問題 の観点か らす るもの も含めて公共財 ・サー ビス供給 のあ り方や行
政 コス ト節 減が検討 され る ように な って きた。
い うまで もな く、 民間企業部 門におけ る経営 の合理化いわゆ る減 量経営 の
一 一遂行は と りわ け昭和50年代前半 の不況期において顕 著であ った。 従 って、 あ
る意味 では その よ うな経 済成 長 の減速化が財政 面への制約 条件 と して付 与 さ
れ、 それ に もとつ いて政府 支 出を含む公共部門の経 済活動 とその成果に関す
る見直 しが一 般化 した もの とい って もよい。
同様 の ことは、 も う一 つの経済主体 であ る家 計(な い しは家計部門)に 対
して もか な りの程度 あては まる ものであ る。 もとよ り、家 計行動に とって、
企業活動 におけ る利潤動機 に もとつ くウニイ トの大 きさには比 較す るべ くも
ない ものがあ ろ う。
しか し、た とえば金融 の 自由化 が種 々の新 しい金融 サ ービス ・商品 の販売
を もた らしつつ あ る とき、 あ るいは家計の参加可 能な市場領域 が拡大 され る
とき、各種 のサ ー ビス ・商 品の価格をは じめ とす る市場情 報の管理 とそ の利
用は、 それに関わ る技 術 と コス ト負担 の問題 だけ でな く家 計 と して の将来に
わ た る消費計画 のあ り方に も依 存す るところが大 きい。
そ して、 それ は家計 内部に おいて意 思決定 され る長期計画 と しての生活設
計そ の ものに直結 す る ことにな るので ある。
注
1)最近のものでは、吉野 爵 などがあげられる。 もとより、家政学や社会学、政
治学の分野においてもそれぞれの接近方法で研究がおこなわれている。たとえば、
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に対 しては 、わが国 か らも深 い関心 が寄 せ られ
たQ
金 融 自由化 と りわけ金融業 に関す る規制緩 和
の問題 について は、従来 よ り、金融仲介機 関 の
行 動 か ら企業金 融 まで、主 として金融機関 ない
し企業 部門 との関連 に おいて論 じられ る ことが
ほ とん どで あ っ.た。 この問題 と家計行動 との関
連 につ いて は、 その取扱 い としては主 に家計部
門 を して本 源的預金 をなす貯蓄主体 とみて分析
す るケ ー スが多 く、 しか も家計 におけ る変 数 に
つい ては外生 的 に与件 とされ るケー スが大 部分
で あ った とい って よい。
とい うの も、金融 の 自由化 が もた らす で あろ
う直接 的ないし間接的効果につ いては、一 般 に、
家計 部門 よ りも金 融機 関や企業 部 門 にお け る場
合の ほ うがは るかに大 きな ものにな る と考 え ら






業 をともな うことが予想 され ろ。すなわ ち、い
かな るタイプの効果 を、どの ような基準で、 ど
れだけの各部門領域 ・区分について調査 ・測定
す るか とい う問題があり、 しか もそれ らのプロ
セスに おいては、比較的強 い仮定 をお くことが
少 なか らず要求されるだろ うと考 えられるか ら
である。









以上 に考慮する余地の大 きい経済的要因 となっ
て くる もの と考 えられる。
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1[金 融 自由化 のインパ ク ト
こ こ で は 、 金 融 自 由 化 と りわ け 金 融 業 に お け
ろ規 制 緩 和 の 観 点 か ら、 そ れ が 家 計 貯 蓄 行 動 に
与 え ろ イ ンパ ク トにつ いて 考 え ろ こ と に し よ う。
金 融 業 に 関 す ろ公 的 お よ び私 的 規 制 の 緩 和 に
つ い て は 、 後 者 に お け ろ業 界 内 部 の 自主 的 諸 規
制 の 削 減 ・撤 廃 等 も含 め て 、 そ の 対 象 と して お
お む ね 次 の 規 制 項 目 に 区 分 し整 理 す ろ こ と が で
き る(第1表 参 照)。
この うちA(c)につ いて は 、既 存 業 種 や 業 態 、
業 務 の 著 し い拡 大 と して 、 既 存 産 業 区 分 に と り
込 む こ と も可 能 で あ る。 た と え ば テ レ ・コ ミュ
ニ ケ ー シ ョ ン事 業 を 中 心 に、 新 規 も し くは 既 存
タ イ プ の 決 済 ・信 用 媒 介 機 能 を 備 え た 活 動 領 域














商品の販売E:一 そ の 他
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等 を考 えることもで きよう。
B(c)については、周辺 ・付帯業務やそれ に も





有効であった り、逆にある目標 に向 けて複数の
手段が用い られることも可能 である。
この ように区分された各種の規制については、
その根拠 とな ろ法令内容や行政指導のあ り方な
い し政策 スタンスがいかなる ものであ り、また
実際にそれ らの運営が どのよ うにおこなわれて
いうかによってその効果 も変化 しうるものであ
る。 したが って、規制 を緩和す る場合 に も必ず





もとよ り、 このことは家計部門に対 して も関




金融取 引 の内容 や規模 、 あ るいは 事業活動 や信
用度 等 について、 たとえば企業 と比較 して その
基準 や実態面 での著 しい差異 が存在 するならば、
その取扱 いになん らかの制約 が残存 もし くは新
たに課 され ること も十分 考 え られ る。
また、価格 については、住宅 ロー ン等 に関 す
ろ貸 出市場 の動向 も見逃 せ ない。家計 の負債残
高に対す る住宅 ローノも含 め た借 入金 の割合 は、
昭和33、43、53年末時点 でそれ ぞれ58、60、75
%で 、 その金額 も157、ll8.9、770.4(千億
円)と 増大 してい る。負債残 高 の伸 びは金融 資
産残高 の それよ りも大 きく、昭和33年末時点 を
100とす る指 数で は前者 が43年、53年末 時点 に
それ ぞれ737、3,786であったの に対 し、後者
では590、3,247とな ってい る。
価格 規制 に関 しては、従来 よ り指 摘 され て い
た社会 的厚 生損失 問題 、 あ るいは金融仲介 機 関
およ び企業 部門 に おけ る一部 利潤 の家計 部門 を
も含 め た帰属問題 な どが あ る。これについて も、
規制 緩和 が進 めば厚生損失 の程度 は減少 し、利
潤の家計 部門帰属分 もい くぶん か回復 され た水
準 にな ることが期待 され よ う。
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一 方 、参入 に関 す ろ規制緩和 は、他 の諸 規制
以上 に信 用秩序 や資金 配分効率 の問題 に関係 し
て お り、金融業 に おけ ろ規制緩和 プoグ ラムの
主要 な一部分 を占め ろ もの とい える。 しか も、
その進展 に よっては価格 をは じめ とす ろ他 の規
制項 目に直 ちに影響 を与 えうるところ とな ろ。
これ について は、家計 が参加可能 であ る金 融市
場 な い しは取引分野 に関 してその領域 を拡大 す
5ろこ と も基本的
には同様 の効果 を促 す もの とな
ろ。
縷済 の低成長化 に と もない家計 が金利選 好 を
強 め る傾 向は うかが えろが、利潤動機 に基 づ く
企業 とは異 な り、金融資産選択 において収益 性
へ の関心 は高 ま る として も、量全 性や流動性 を ・・
も企業 並 みに取扱 うよ うにな ろとは限 らない。.
それ は家計 の貯蓄行動 に おけろ動機 や 目的 と
も関係 す る ことで あ り、た とえば インフ レー シ
ョンや失業 な どといった不確実 な諸要 因 の存在
に よ う予備 的貯蓄へ の家計の評価 に も依存 す う
か らで あろ。 しか も、機械化や通 信情報化 と規
制緩和 が相 ま って進展す ろ ところで は、家計 に
とって利 用可能 な情報 の量的拡大 と質的 向上 が
期待 され、 その価格 も市場競争 の程度 に もとつ
くもの とな って くろ。
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それ には、設備 投 資 や新 規サ ー ビス ・商品 の
開発 ・販売 に関す る規制 緩和 の効 果 が関係 して
くろ。 ただ、後者 に お け ろいわ ゆ う創業 者利 得
の取扱 いについては、個 別商 品 ご とにその差別
化 や認可 期 間な どが テ ニック され う ところ とな
ろで あろ う。
規制 緩和 に もとつ く競争拡 大 効果 が 、清報 お
よび取 引 費用 を含 む市場 参加 コス トを引下 げ ろ
方 向 に作 用す れば 、その限 りにおいて、家計 が
参加可 能 とな ろ市場 領域 も一層 広 が ろことにな
ろ。それに ともなって家計 の金融 齪 轟 し、
しは貯蓄 行動 にお け ろ遺択 幅 も拡大 ・多様化す
ろこ とが期待 で きろよ うにな ろ。
家計 に よるなん らか の結 合組 織 が 、 た とえば
金 融市場 での消費 者 として の スケ ール もし くは
ス コー プの メ リッ トを経 済性 や他 の基準 に よ り
追 求 し、形成 す るこ との可能 性 も考 え られ るか
もしれ な いので あ る。
ラ主
弔 最近の動向については・ 躰 鋤 テ羅 統計局
・最近 における家計の金融資産選択 の変イヒにつ
いて」 「調査 月報」昭和59年2月 号 、参照 。
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y.結 び にかえて
家計の金融 資産選択や貯 蓄行 動におい て多様性 を もた ら しうる金融 自由化
は、他方 で金融業 におけ る企 業活動や市場構造 での効率化に寄与す るもので
あ り期待 され るところの もので もあ るとい って よい。
ただ、 その よ うな資金配分効率 の増大 やX一 非効率の低減 は、信 用制度 を
あ る レベル以上 にそ こな うこ とに基づ くコス トと対比 して考慮 され る問題 で
あ る。
家計行 動に ついて も、預金保 険制 度に対 す る家 計の 自己責任 に基づ くリス
ク負担分は 規制緩和 の進展 に応 じて拡大す る こと も十分あ り得 ることであ る。
そ こでは、 家計 のいわば総 合的長 ・短期生活 設計のあ り方が、貯蓄行動 や資
産形成 の方 針を決定 し、 当該分 野に おけ る情報 管理な どに要 す る費用 を算 定
・評価す る要因 の一 つ と して一層重要性 を増 してい くことが考 え られ る。
もとよ り、本源的預 金の担い手 であ る貯蓄 主体 と しての家計 に とって、規
制緩和が情 報や取 引のための費用す なわ ち市場参加 コス トを相対 的に より小
さな ものにす ればす るほ ど、 その市場行動 や成果 におけ る改善 の程度 は よ り
大 き くな るこ とが期 待で きる。
ただ、 いわゆ る 「垣根」を消滅 させ るよ うな サ ー ビス ・商品の開発 ・販売
があ ると して も、企業 と異 な り家計 行動におけ る安全性の基準 が、流 動性 は
ともか く収益性 に対 して著 し く大 きな ウェイ トを付与す るこ とにかな りの制
約要 因 として作用す るところ とな るはずであ る。
家 計の金利 選好 が高 ま り家計 管理(と その技術)水 準の 向上 が期待 され る
とき、 自己責任 に もとづいて行動す る家計がい かな るコス トを ど う評価 し負
担 してゆ くか とい う問題 は、 通信 ・情 報技 術の発展 や それ らの分野を も含 め
た規制緩和 の程 度 に も依存 す る ものであ り,し か も家 計ない しはそれ に よる














第5章 都 市銀行 ・地方銀行 の規模 と成長
1は じ め に
銀行業 は種 々の規制 を持つ一つ の産業 である。 金融 市場 の構造分 析に とって
市場 におけ る経済主体 を とらえて分 析す ることはその一っの アブ ・一チであ る。
金利の 自由化 をは じめ として市場 メカニズムに基づ く競争原理 の拡大 に関す る
議論が なされ て 久 しい。 このよ うな問題 を考 える際 には経済的厚生の増 大 をは
じめ政策の有効性等 を含む理論的 ない しは制度的分 析が必要 とされ る。 そ して,
そ こでは金融市場構造 とい うものが密接 なっなが りを持っ要因 として介在 して
来 る。本稿 では,こ の中か ら主 と して市場 の一構成員であ る金融仲介機関 をと
り上 げて産業組織面 か らの考察1)を行 な う。す なわち,わ が国普通銀 行(都 市
銀行 お よび地方銀 行)の 規模 と成長 に関 して,確 率 論 に基づ く接近 に よ り実証
分 析 を試み る。
企業 の規模 と成長 につ いて 長Gibratが「比 例的効果の法則(出eLawof
ProportionateE仔ect,以下LPE)」 をま とめて のち,Kalecki〔29〕,Hart&
Prais〔26〕,Simon&Bonini〔31〕をは じめ1960年代以降 に もさ らに多 くの
研究結果 が発表 さぬ て来た。 それ らの対 象&す る産業 は多 くが製造 ・工業部 門
の もので,例 えば規模 の経 済にっ いての計測や分析 がサー ビス部門(第 三 次産
セヘ ミ
業 部 門)の 産 業 と比 較 して 行 い や す い とい う面 が あ げ られ る。 統 計的 デ ー タ面
寧 本論文の作成にあたり,馬場正雄教授,蝋 山昌一助衰挽 石川常雄助教授から有益な助言 ・コ
メソ トをいただいた。記 して感謝申 し上げ る。 もちろん,本 稿に誤謬がある とすればそれは筆者
自身の責 に帰す るものである。
1)わ が国の金融 業に関する ものとしては,西 川 〔11〕,蝋山=首 藤 〔22〕な どがある。
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は もとよ り・特 に銀行 業の場合,参 入 をは じめ とす る企 業活動 への諸規制 の存
在や制度的特徴 な どに関 して分 析上制約点が少 な くない。 これ らの持つ意味や
相互関係 を解 明 し,そ の変化が どの ような影響 を与 え るか とい った ことが らを
検証す ることは重要 であ るが い くぶ んか本稿の範囲 をこえ るもので もあ って今
後 の課題 といえ る。 以下 にお いては,ま ず簡単 に銀行業 をめ ぐる環箋 の変化が
概観 された後,企 業規模 と成長 に関す る考察 に続 きLPEの テス トと銀行の成
長 に関す る計量分 析が行 なわれ る。
II銀 行を とりま く環境 の変化
企業規模 と成長 にっいてわが 国銀行業の場合 を考 えるまえに,銀 行 を とりま
く環憤 の変 化や 諸規 制の概要 にっいてなが めてお こう。'
鈴木 〔9〕の指摘 した従 来の諸特微,す なわ ち投資 ・輸出促 進のための 人為
的低金利政策 下 における民間企業部門の資金需要増 に基 づ くナ ーパ ー ・ポ ロウ
イ ング,都 市 銀行等 の 日本銀行か らの オーバ ー ・ロー ン,都 市銀行 と地方銀 行
等 との間にみ られ る資金偏在,そ して企 業金融 におけ る間接金融方式の優位 と
い った現象は,こ の よ うな主 として銀行部門に よる与信拡大 に基づ く高度経済
成長 パ ター ンが昭和48年10月の石油危機 を経 て いわ ゆる低成長型へ移行2)する
のに ともなって顕著 に変化 しつっ ある。 それは,例 えば企業部 門での資本蓄積
や財 務体 質の向上,公 的部門の経済活動に 占め る割合 の増加,金 融お よび実物
経済 部門の国際 化の進展等の要 因に よる ものであ って,企 業 に よる資金 コス ト
低減行動や公社債市場 の発展 と もか らむ直接金融方式 の割合増 加,外 国銀行 と
の競争や条件付債券売 買市場(現 先市場)の 拡大,CD発 行や新型預金等商品





本銀行調査局 〔13〕,企業金融との関連では蝿山 〔21〕,黒沢 〔5〕がある。また,現先市場につ
いては中島 〔10〕が詳しい。CDは 譲渡性預金。
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きに加えて企業 金融や資産選択の面 で証券業 との競争 も顕在化 して来た。 また,
昭和50年代に入 り発 行高が急増 した国債 は都市銀行 を中心 とす る引受 シンジケ
ー ト団に よって消化 され て来たが,市 場動向 に基づ き価格低下に よる引受銀行
な どの負担 が一時的 に増大す る傾 向 を与 えた4)。民間企業部門 にっいて も資金
の クラウデ ィング ・アウ ト効果 が指摘 され ている5)。た だ,国 債の累 積残高の
拡大 は他方で公社債 流通市場 の発 展 を促 した のであ るが,有 効 な資金配分や あ
り方 をめ ぐって財政 投融資あ るいはそれ と関連 して郵便貯 金 をも含む議論 が行
なわれて いる。 国際面 にっいては,通 貨の固定 相場制か ら変動相場制へ の移行
(「円」 は昭和48年2月14日),オイル ・マネ ーをは じめ とす る短期 資金 の移動
と国際収支 の関係,外 債発行の増 加,カ ン トリー ・リス クへの対 応な どが あげ
られ る。 さ らに,米 国 をは じめ諸先進国経済の インフ レーシ ョン基調やそれ に
関連 した金利高 の傾 向は通貨 レー トの乱高下 な どの一因 ともな ってい る。
一方,銀 行業 内部 では従来 よ りも一層経営効率化へ の努力が要求 され て いる。
コス ト低減や融資行動 の再検討が,例 えば機械化に よる人件費や経費の節減,
情報管理や顧客 サー ビスの拡充,融 資先 としての優良企業や系列企業の確保 と
開拓,対 個人取 引の拡大 とい った よ うに行 なわれ、営業 内容 に も広が りがみ ら
れ る。 また,資 金偏在 に関連 して都市銀行 を中心 とした,中 小金融機関 までを
も含む資金 の流れや経営上のっ なが りも単 に資金系列 としてだ けでな く証券業
を も含む金融仲介業 におけ る効率 性 の観点か ら検討 され るテーマ といえよ う。
しか し,例 えば合併等 による再 編成 を考 えてみ る として も,産 業 としての 「効
果的競争」6)の維持 とい う問題か ら 企業 におけ る経 営 目標 の調整 とい った こと
までい くっかの段階 にわた る問題が考 え合や され るこ とになるであろ う。
次 に,普 通 銀行に対す る規制にっ いてみ る と,そ の対象 は参 入,店 舗,利 子,
ヘ へ
配 当な どに及んでい る7)。銀行 法 をは じめ,外 国為替 お よび外 国貿 易管理 法な
4)昭和5簿3月 期決算より原価法に加え低価法も可能毎 。た.国賃発行条件が市場実勢を+分




どの法的 規制 とそれ に基づ く大蔵省や 日本銀行 による行政指導,さ らに全 国銀
行協 会連合会 や全国地方銀行協会等に よる自主規制 があ る。参 入は銀行法 に よ
り大 蔵大 臣 の免許が必要 であ るし,合 併 ・廃業 ・解 散 ・増 資 ・役員の兼職 も認
可事項 とな って い る。 さ らに,大 蔵大臣は資産内容の悪化 によ り必要 とあれば
預金者 保護 のた め業務 の停止等 の命令 をなす こと漸 可 能である8)・店舗 の設置
も認可 事項 で,こ の認可権は銀行 を監督 ・指導す る上 で有効 であ るが,機 械化
店 舗の導入 をは じめ営業形態 の変化 に対 してサー ビスや競争の状態,経 営効率
等の観点か らの対 応が考慮 され るようにな って来た。 全国銀行協会連合会 では,
預金 に関す る 自主規制,設 備投資の調整,銀 行融資 に関す る共 同準 則の設定 な
どを行 な ってい る。 しか し,金 融 の自由化 の進展 に伴 な って これ らも大 き く変
化 して行か ざるをえない。 なお,日 本銀行 との関係にっいてみ る と,業 態調査
やその改善 ・合理 化 な どの指導が行なわれ,日 本銀行 の金融政 策 は 預 金 ・割
引 ・貸付,有 価証 券売買等の取引 を通 じて行 なわれ ている。 周知 の よ うにその
政策 手段 も準 備預金操作,貸 出(金 利)政 策,債 券売 買操 作 とこれ らの補完 と
して の窓 口指導が あ る9)。
この よ うな種 々の規 制等は預金者保護 をは じめ金融政策の有効性 の維持 のた
め銀行経 営にお け る健全性のチ ェックやサ ー ビスの向上,過 当競 争の防 止等 を
も目的 とした,い わば枠組み の役割 を果たす もの とい える。 しか しなが ら,既
にみた よ うな環 境 の諸変 化が この枠組みのあ り方や 内容 にっ いて も少 なか らぬ
影響 を及ぼ して来 てい る。効果 的競 争の進展や産業 の効率性 の増大 が議論 され
る上 で,当 該産業 の組織 的特微 を把握す ることは一っ の基礎的 役割 を担 うもの










産業組織 の研究 にお いて企業 の規模 と成長に関す る分析はな じみ のあるテー
ツの一つ にあげ られ る101。
企業 の活動 を例 えば期首 と期末 とい った異な る2・時点で区切 って期首 にお け
る規模分 布が期末 では どのよ うに変化 しているか,ま た企業の規模に よる成長
の差異は どの程度 み られ るのか とい うような問題が出発点 として考 え られ る。
これ らの問題 を考 える場 合,規 模 や成長 を測 り表わす基準 として の最 も適 した
共通 の尺度 を見出 し難 いこ とが指摘 され る。 それ は産業に よって企業やその活
動 の性格が 異な るか ら、 どの産業 に も等 し くふ さわ しい尺度 を選定す る ことが
容易 でないためで ある。 しか しなが ら,こ の こ とは とりわけ異 なる産業 にわた
る分 析の場合 には考慮 され るべ きであるが次節 における実証分析では同一産業
での企業 を対 象 とした もので あ るか ら,数 個の尺度 を用 いて比較す るに とどめ,
それ 以上 の考慮 は払 わない。 また,こ こでい う成長 とは規模 の拡大 を意味す る
か ら,も し企 業規模 が小 さ くな るよ うな場 合その企業は負の成長 をしているこ
とになる。
企業 の規模 と成 長に関 して,GibratのLPEとい う仮説 を中心 に考 えてみ よ
う。 これは 「期 首におけ る企 業規模のいかんにかか わ らず特定期間 での与 え ら
れた比例的規模 変化 の確率は同 じであ る」 とい うもので,Ijiri&Simon〔28〕
では 「期待成長 率が現在 の規模 と独立 である」 とい って いる。 ここで,企 業規
模分布 にっ いてみ る と,所 得 な ど他 のい くっか の経済変量 の分布 と同様 に近 似
的 に対 数正規分布 となるこ とが示 されて.いる1P。なかで も・Hart&Prais〔26〕
は1885年か ら1950年にわた る英 国企業 の規模分布が概ね対数正規 に フィッ トす
もペ モ
る結 果 を得 た。 そ して対 数 正規 分 布 が 対 称 的 ロ ー レン ツ曲線 を生 じる こ とに よ





この 対 数 正 規 分 布 の説 明 にGibratらが 用 い た の がLPEで あ る。
い ま・ 雇 用 者 数 な どの企 業 規 模 の 尺度 で あ る経 済 変 量 の 初期 値 をX 。,tステ
ップ後 の値 をX・,nス テ ップ後 の 最終 値 をX.,ε を確 率 変 数 とす る と,第
tス テ ップで は 変 量 の変 化 は 既 知 の 値X… の 関 数 φ(Xr、)の 確 率 的 比 例 部
分 とな る。 す なわ ち,
(1)X,-X,-1=ε,φ(X,一1)
こ こで,集 合{ε,}は 互 い に独 立,ま た{X,}と も独 立 であ る。 い か な る ス テ
ップ で の 変 化 も φ(X)=1の 場 合 又 は,自 明 な ケ ー ス φ(X)=0を 除 き既 知 の
値 とは 独 立 で な い。 さて,変 量 の変 化 が,変 量 の小 期 間 で の 値 の 確 率 的 比 例 部






こ こで,各 ス テ ップで の効 果 が 小 さい と仮 定 す る と近 似 的 に次 式 を得 る。
(5)IogX鷲=10gXG十 ε1÷ε2十… 十ε霜
中 心 極 限 定理 よ り,logX.が 漸 近 的 正 規 分 布 とな る こ とか ら,X.は2パ ラ メ
ー タ を持 っ 漸 近 的 対 数 正規 分 布 と な る13)。
この よ,うに,企 業 規 模 変 化 を生 じる要 因 は 確 率 変 数 と して 考 え られ る。 これ
には,前 節 で み た よ うな環 境 要 因 をは じめ企 業 の 経 営 管 理 に お け る 対 象 事項
(財務,生 産,販 売,資 材,ち労 務,R&D(研 究 ・開 発),広 報 等)お よ び そ
の管理能力(例 ネば企業家精神に基づく経営者資質など)といった諸要因が含
まれ る。 す な わ ち,企 業 成 長 は これ ら さ ま ざ ま な要 因 の 確 率 過 程 が 結 合 され た
効 果 に依 存 す る;と に な る。 さ らに,Singh&Whittington〔32〕に よ れ ば
LPEに お け る成 長 は 相 互 に独 立 に 作用 す う 多 く の 機i会操 作(chanceopera-
13)Aitchison&Brown〔23〕,pp.22-23.
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tion)要因 の累 積 効 果 か ら導 出 され る純 粋 に確 率 的 な現 象 とみ な され る。 これ
に つ い て,Kalecki〔29〕で は、Gibratが示 した経 済変 量 の 対 数 正 規分 布 が 確
率 的 シ 。 ッ クの み に影 響 され る場 合 で あ り,時 間 と共 に変 量 の対 数 値 の標 準 偏
差 が 不 断 に 増 大 す るのは 現 実 的 で な い と指 摘 した 。 そ して,与 え られ た 変 量 の
対 数 値 の 標 準 偏 差 に お け る変 化 が か な りの程 度 収益 性 や 財 務構 造 な どに基 づ く
経 済 的 作用(economicforces)によ って 決定 され る とい う仮 定 の も とに,あ
る条 件 下 で は標 準 偏 差 が増 大せ ず に一 定 とな る こ とを示す な どLPEの 理 論 的
検 討 を行 な って い る。 また,Steindl〔33〕に よれ ば,こ の よ うな 経 済 変量 が示
す 対 数 正規 型 の 統 計的 分 布 に は対 数線 形 を示 す パ レー ト法 則が あ って,こ れ が
例 えば 所 得 な どの フ ィ ッ トには 非常 に良 好 で あ るが 一 般 に それ は分 布 のupper
tailにお い て で あ る。 企 業 規 模分 布 で は 大企 業 間 にお いて 成立 す る場 合 で あ り
中 間 レ ン ジで はLPEが よ り良 好 な フ ィッ トを示 す と して い る。 先 のIliri&
Simon〔28〕で は,LPEの 最 も単 純 で且 っ 強 い形 は,い か な る大 きさの 変 化 を
もた らす 確 率 も企 業 の 現 在 の絶 対 規 模 と独 立 で あ る とい う単 純 マ ル コフ過 程 に
よ って年 々の 企 業 規 模 変 化 が支 配 され る とい う仮 定 下 の場 合 で あ る と して い る。
そ して,均 衡 規 模 分布 は,fが 大 きい どき近 似的 に,
(6)F(f)=ん 一('+P
で 与 え られ る。 但 し,F(∫)は規 模f以 上 の 企業 数,ρ は 参 入率 に基 づ く定 数,
.Aは ρ と異 な る定 数 で あ る14)。(6)の対 数 形 は,
(7)log.F(∫)=一(ρ十1)log∫十α(α は定 数)
とい う線 形 関 係 とな り,観 測 され た 企 業 規 模 分 布 は これ に よ くフ ィ ッ トす る こ
とが 示 され た。 さ らに,彼 らは,LPEの 強 い形 を各 規 模階 層 に お け る企 業 群
14)Simon&Bon諭〔31〕では,ユール分布をf(s)=kB個ρ+1)(但し,f(s)dsは規模Sの企
業の確率密度,B(s,ρ+1)はs,(ρ+1)のベータ関数でkは 正規化定数.ρ は パラメータで
・-
1量豊 ・Gは 特定期間のあ・産業 に属 す・全企業め資産の繍9は その期間中1こ最槻
G
模 クラスに参入 した企業 に帰属す る純成長部分)'で与 えてい る.9/Gが 一定の とき.分 布㈲の
upperta…1はユール分布 に近似される.
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の規模 に関す る期 待百分率変化が階層 の大 きさ と独立 であ る とい う弱い仮定 に
置 きか えた場合 に得 られ る分布が`個 別企業 に対す る期待変 化率 は過去 の期 間
での変化 と独立 でな く,少 な くとも短期 間にわた る成長率間 に系 列 相 関 が あ
る'こ とと斉合的 であ る と考 え,シ ミ_レ ーシ ョンによ り個別企業 の成 長率 に
系列相関 を認 めた場 合 にユール分 布が導 き得 られ る ことを示 した。
次に,Hart&Prais〔26〕におけ る企業成長 に関す る実証分 析にっいて なが
めてみ よ う。 彼 らの主た る論点は 「企業成長がいか に産業集 中に影響す るか」
であ り,「 もし,LPEに 基づ く成 長パ ターンが何 ら の 制約 もな く成立す るな
らば,そ の産業 における集 中は通時的 に増大す るだ ろ う」 とい うものであ った。
彼 ちの分 析では,ま ず企業規模 の関 係が 次式 で表 わ され る。
(8)エ,+1=∫,+ε,+1
但 し,エ は企業 規模 の対数値,ε は平均 ゼ ロ,分 散 σ2の正規分 布 をなす確率
変数 で エ と独立 であ る。 もし,す べ ての企業 の成長 が(8)に よる ものな らば.
2時点 での企業規模散布 は次式 で与 え られ る。
(9)τz(エ,+1)=v「(ユ㌔)十(ア、2
ここで,τz(のは エの分散 で通時的 に増大す るもの とす る と,n期 間後 の企業
規 模分散 の増大 は πσ2と なる。 また,企 業規模 におけ る変化が全 企業の平均
規模 か らの偏差 と共 に体系的 に変化す る傾向を持っ と仮定すれば,t時 点での
いか な る規模 クラスの企業 も('十1)時点では対数正規分布 をす るが その平均
規模は全企業 の平 均規模 によ り近 づ くだ ろ う.こ れ は,例 えば財務的基準 によ
り決定 され る何 らかの最適規模が 毛しある.ならば,そ れ よ り小 さな企 業は通時
的 にその規模 まで増大 し,そ れ よ り大 きな企業 はそ こへ戻 る傾 向があ るだ ろ う
とい うこ とであ るρ この こ とを最 も単純 な形 で表 わす と,(8)を 線 形関係 で
置 きか えて,
(10)エ,+、一コピ,+基=β(ユ7ξ一三云`)+ε,+1
ここで,β は回帰係数,ε は残差,至 は傘業規模 の幾何平 均の対数値 であ る。
この βにっ いて,β〈1な らば平均値へ の回帰的 傾向が み られ,平 均 よ り小 さ
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な 規 模 の 企 業 成 長 率 が大 きな もの を上 まわ る。 β=1の と きに は 両 者 は 同 じ大
きさ の成 長 率 を持 っ 。 β>1の 場 合 は 回帰 的 傾 向 は み られ ず,大 規 模 企 業 の成
長 率 の方 が 大 きい と考 え られ る。 なお,2時 点 に お け る分 散 の 関 係 は,
(11)V(.エ,+1)=β2▽てエ、)+σ、2
とな り,β が1よ り十 分小 さい と きは 散 布 が 通 時 的 に 増 大 す る必 要 は な く,実




分 散,従 って 産 業 集 中度 は β〈 ρな らば 減少 す る であ ろ う。 また,β>!の と
きは 常 に増 大15)する で あ ろ うが,そ れ は(10)に お け る解 釈 と矛 盾 しな い。 彼
らの 検 証 結 果 で は,1885年か ら1950年まで の う ち第2次 大 戦 を含 む1939年か ら
1950年の期 間 を除 い てLPEが 概 ね 成立 し,そ の結 果 と して産 業 に お け る集 中
が 増 大 傾 向 を示 した。 逆 に1939年か ら1950年の期 間 で は小 規 模 企 業 の 成 長 率 の
方 が 大 き く,集 中 を下 げ る効 果 を持 った。 そ して,新 しい 産 業 や 企 業 の生 成 ・
参 入 も集 中 の増 大 化 を相 殺 す る よ うな効 果 を持 っ だ ろ う と述 べ て い る。
この ほ か の い くつ か のLPEの 検証 で は,Simon&BoDin玉〔31〕が1955年
か ら1956年の 期 間 で の米 国 大 企業500社を対 象 に して上 のHart&Prais〔26〕
と同 様 のLPE成 立 等 の 結 果 を得 て い る。Hart〔25〕では,1931年か ら1954年
の 英 国 に お け る紡 績 業 な ど4っ の 業 種 グル ー プの うち平 均 にっ い て は す べ て上
と同 様 の 結 果 で あ った が,分 散 にっ いて は2グ ル ー プがLPEと 不 斉 合 的 で あ
った。 また,Hymer&PashigiaD〔27〕ほ1946年か ら1955年の期 間 の 米 国 大
企 業1,000社を2精 分 類 の産 業 に分 け て 調 べ,平 均 成長 率 は 企 業 規 模 と相 関 し





(但 し,GFは 企 業 成 長 率,5Fは 企 業 の 総 資 産,RFは 企 業 の 産 業 内 最 大 企 業
に 対 す る規 模 比 率,Gzは 産 業 成 長 率,Dは 産 業 内 で の企 業 成 長 率 の 標 準 偏 差,
∫ は 産 業 内 で の平 均 企 業 規模,Cは 集 中 比 率)と い うモ デ ル を用 い て3桁 お よ
び2桁 分 類 の産 業 に お け る企 業 デ ー タ を対 象 に よ り詳 細 な 分 析 を行 な った。 そ
こで は3桁 分 類 の場 合 と2桁 分 類 の場 合 とで は必 ず し も同 じ結 果 が 得 られ て い
ない。 次 に,Mans丘eld〔30〕で は,次 の モ デ ル,
(16)⑤ 」`+4=σ}」¢,∠)⑤ノ
(5,」`,3ぼノ材 は 第f産 業 の第 ノ企 業 に お け る時 点t,ご+4で の 規 模,¢ ノ(`,の
は5、ノ と独立 な分 布 をす る確 率 変 数)を 用 い て 分 析 が 行 な われ て い る16'。(16)
の 意 味 す る と ころ は,そ の対 数 形 よ り,
(17)ln5ξノ+4=鷲¢,∠)+1n5,ノ+πz,ノ(`,の
(γ、(t,∠)は1n研」(t,のの平 均,毘 げα,の は 平 均 ゼ ロの等 分 散 的 確 率 変 数)
で あ る。 この 結 果 は,LPEが10ヶ 一 ス の う ち4ケ ー ス に お い て は成 立 しなか
った。 また,5}ノ材/51ノの分 散 が5、ノ と負 の関 係 に あ った こ とか ら,小 企業 ほ
ど よ り高 い成 長 率 と,そ の よ り大 きな 変動 を持 っ 傾 向 が あ る こ とが うか が え る。
しか し,最 小 効 率 規 模 よ り大 きな企 業 の み を対 象 に した場 合 に はLPEが 成立
した。
さて,Singh&Whittington〔32〕では,1948年か ら1960年の期 間 に っ い て
工 業,建 設 業,流 通 業 を含む 英 国上 場 企 業2,000社を対 象 に そ れ ら を21の産 業
グル ー プ に分 け てLPEの 検 証 が 行 な われ て い る。 まず,期 首 規 模 ク ラス別 の
分 析 では,平 均 成 長 率 と規 模 が 正 の関 係 に あ り.成 長 率 の 分 散 が 規 模 と負 の関
係 に あ る こ とが 見 出 され た。 次 に,期 首 と期 末 の 規 模 に っ い て は,第f企 業 の
ヘ ミ






で表わ され る。LPEが 有効な らば,
(19)1095f、=α、十う。1093∴,_1十lo9εゴ,
(logε、 は平均 ゼ ロの等分散的確率変数)
これ よ り,そ の分析結果は大企業 の方が よ り大 きな成長率 を持つ ことを示 した。
これは上の結果 と整 合的 であ り,LPEが 成立 しない結果 を得た こ とにな る。
わが国に関す る検 証例 では,今 井 〔2〕にお いて大正7年 か ら昭和4年,昭
和28年か ら38年の鉄鋼業 と大正3年 か ら昭和5年,昭 和28年か ら38年の綿紡,
化学 工業等 を対 象に生産高 を尺度 としてHart&Praisモデルに よ り計測 され
てい る。 結果 は殆 ん どの場合 に β〈1と な って いる。 さらに,馬 場 〔15〕にお
いては昭和34年か ら44年の製造工業 主要企業356社を11の産業に分けて資産合
計に よ り計測が行 なわれ,β>1が3業 種,β〈1が2業 種,残 り6業 種お よび
製造工業全体 では β の推定値が ほぼ1と な る結果が 得 られてい る。 また,新
庄 〔7〕におけ る昭和32年か ら52年の製造業521上場企業 を対象 とした,総 資産
に基づ く推定結果 では前半期 β〈1(但 し,上 位100社では β>1,101～200位
では β=1,201～521位では β〈1),後半期 はいずれ も β>1と な った。昭和
37年か ら47年の同886社では β〈1,昭和42年か ら52年では β・=1とい う結果が
得 られ てい る。 では,次 に,わ が 国の銀行業 の場合 にっ いて調べてみ よう。
IVわ が国銀行業 の場 合
わ が国の銀 行業 にお ける成長 にっ いては,一 般 に大規模銀行,特 に大 企業 を
多 く融資先 にかか える都市銀行 の方が よ り高 い成長率 を持 ってい るとみなされ
が ちである。 まな,他 方では,諸 規制 の効 果やいわゆる銀行 の 「横並び」意識
等 によ り,規 模の大小 にかかわ らず 同 じ成長率 を有す るのではないか とも考 え
られた りす る。 こ こではそれ らの検討 も含めて,わ が国銀行業 にお ける成長が
規 模 とどの よ うな関係にあ るのか にっ いてLPEの 検証 を行 ない,さ らに利 益
等の成長に関す る分 析 を試み る。
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第1表 普 通 銀 行 数(単 位:行)
嚇 区分 欝 露 計(普通銀行)備 考
昭和33年度下厭 ・262174鯨 河内,東都を除く
昭和43年麟 末Al・2627・1整 太脳 き・埼玉は地銀に含む
Bl・26・}72・ 墓翻 欝 鵬 ≒敷 薩騰 辮
昭秘 ・年度下期末 ・21・・172鯨 みちのく,縄 琉球を除く
大蔵省 『銀行局金融年報』より作成
まず,規 模 の 尺 度 には,利 益,預 金,店 舗 数,従 業 員 数,資 本 金 を と る。 期
間 は,昭 和34年か ら43年を第1期,昭 和44年か ら53年を第II期とす る。 対 象 と
す る金 融 機 関 は普 通 銀 行(都 市 銀 行 お よび 地 方 銀 行)で 第1表 お よび 第2表 に
み る よ うに そ の数 は第1期74行,第 π期72行 で あ る。 分 離 や合 併 を含 む 参 入 や
退 出 にっ い て は,昭 和33年以前 と比 べ て これ らの期 間 に お い て 発 生 した 数 が 少







(9は 成 長 率,8、 は&.1と 独 立 な 確 率 変 数)を 用 いて ク・ス セ ク シ ョン ・デ ー
タ に基 づ く計 量 分 析 を行 な う。 まず,LPEの テ ス トの あ と,期 間成 長率 と規
模 との 関 係 をみ る。 そ して,成 長 の 持 続性(persistence)を利 益 な どの 尺 度 に
っ い て調 べ る。 デ1一タは大 蔵 省 『銀 行 局 金 融 年 報』 昭 和34,4生54年 版 よ り各
行 別 に収 集 して 用 い られ た。
17)普通銀行としては,第1期 で河内,東 都,第H期 では沖縄,琉球.青和(み ちのく).第一お

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































これ らの計測結=果は第3表 お よび第4表 に示 され ている。 まず,LPEテ ス
ド8)において,普 通銀行 全体 を対 象 とした場 合,第1期 ではCA(資 本金)に
っ いて β の推定値が0.994であ り,30%レベルで も1と の有意 差が な くLPE
が成立 した。 しか し,他 の尺度の場合 いずれ も有意に β〈1で あ った。 これ は,
小規模銀行 の方が よ り大 きな成長率 をあげた ことを示 している。 また,尺 度別
の有意水 準はDP(預 金)とNE(従 業員数)が0.1%,BR(店舗数)が0.5%
であ るのに対 してPR(利 益)で は10%であ った。第n期 にっいては,い ずれ
の尺度 も β〈1と な った。 しか も,有 意水準は どれ も0.1%であ った。 次に,
普通銀行 を2っ の グル ープ(都 市銀行 と地方銀行)に 区分 した場合 をみ る と,
第1期 では都市 銀行 のNEで β=0.952とな ってLPEが 成立 した。 しか し,
CAで は β=1.929とな り,さ らにPRで も βニ3250とな ってそれ ぞれ10%,
0.1%レベルで有意 差 を持 った。 なお,β の推定値 が有意 に1よ り大 きか っ た
のはすべての場合 を通 じて これ ら2ケ ースのみであ った。DPお よびBRは 共
に1よ り小 さい β であ った。地 方銀行 の場合にLPEが 成立 した のはCAで
あ る。 他 の尺度 ではいずれ も β〈1と な ってい る。第H期 にっいては,都 市銀
行 も地方銀行 も共 に どの尺度にお いて も1よ り小 さな β の推定値が得 られて
い る。
これ らの結果 を ま とめ る と,LPEが 成立 したのは第1期 の 普通銀行全体 と
地方銀行 におけ る資 本金の場 合お よび都市銀行 におけ る従業 員数の場 合であ っ
た。 また,第1期 の都市 銀行 における利益 と資本金 の場 合は,大 規模行の方が
よ り高 い成長率 を持 つ こ とを示 した。 しか し,残 りの場 合は,第H期 のすべて
の ケースを も含 めて,い ずれ も小 規模行 の方 が よ り大 きな成長率 を有す る こと
を意味 している。
さて,こ れ らの うち第1期 の都市 銀行におけ る利 益につ いては,上 位 都市銀




発 な設備投 資のためのお う盛 な資金需要が あ った こ とや,個 人ない しは中小企
業 に比 べて取 扱 うロッ トも大 き くて効率的 であ った こ とな どが考 え られ る。 加
えて,地 方銀行等が資金の出 し手で都 市銀行がそれ を取入れ る とい う資金偏在
構造 に も基づ いて いる。同 じ く資本金にっいて も,大 規模行 ほ ど低 い預金成長
・率 のた め(β=0920)より高い資本金成長率が対応す るところ とな った もの と
考 え られ る。従 って,こ うい った現象は低成長期へ の移行 や直接 金融方式の進
展等企 業金融 をは じめ銀行 を と りま く環箋要 因の変化 に伴 ない第H期 において
は.見られ な くな っている(い ずれ も β〈1)。次 に,第1期 普通銀行全体 と地方
銀行 におけ る資本金 をみる と,上 に述べた都市銀行 におけ る資 本金の持つ ウ ェ
イ トが地 方銀行 に よって薄め られ,都 市銀行 と地 方銀行 を合 わせた場 合には有
意 に β=ユ とな って い る。前節 でみた よ うな諸 規制の存 在に加 えて銀行の 「横
並 び」意識が普通銀行 と地方銀行 におけ る資本金お よび都市銀行 におけ る従業
員数 の場 合に顕 著 にあ らわれ た と考 えられ る。 かつ ての1県1行 主義の影響 も
あ って地 方都市 に本拠 を置 きその地 方 を代表す る金融機関 であ る地方銀行間 に
お いて,配 当規制 はあ るものの規模 を表 わす 代表的 な尺 度 の 資 本 金 に の み
LPEが 成 立 した こ とは興味 深い こ とであ る。 営業 ない し は 経 営戦略上重要な
変 数 で もあ る店 舗数(や その配置)お よび従 業員数(や 人材 の配分 ・教育等)
は,例 えば店 舗規 制等に対応 しっっ経 営成 果 としての預金 そ して利益 に結 びつ
く。 もとよ り,資 本金 も資本 コス トや 自己資本比率等 に関係す る財務変数 であ
って利 益や預金 との結 びっ きはあ るが店舗数や従業 員数 の場 合ほ どの重要度は
持た なか ったの では ないか と推測 され る。 他方,都 市銀行 におけ る従業員数の
場 合,相 対的 に店舗数成長率の高 い地方銀行 に比べて都市銀行 が従業 員数 を営
業 規模 な どに応 じて比例的 に増大 させた もの とみ な され る。 第 ■期 については,
優 良企業や大企業 な どの財務行動 をは じめ環 境諸要 因におけ る変 化が地方銀行
よ.りも都市銀行 に大 きな収益面へ の影響 を与 えた。 さ らに,こ れ には店舗行政
とも相 侯 って資本金や従業 員数そ して預金の成長 が関係 して来た もの とみ られ
る。 また,戦 後 の いわゆる護送船 団行政 におけ る 「中小企業 金融 機関 の経営 の
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安定性 を重要視す る」2ω側面 が,第1,■ 期 のすべて の場合 を 通 じ店舗数成長
率 において β〈1と な ってあ らわれた とも考 え られ る。 同 じ く預金 にっ いて も
全 ケースにおいて β〈1と な ってお り,こ れは堀 内 〔19〕における 「都市銀行
預金の長期 的 シェア ・ダウン傾向」 と整合的 でそれ を裏づけ る もの といえ る。
さ らに、用い られ た尺度 の範囲において,と りわ げ第H期 では,概 ね銀行業 に
お ける集中は低下 傾向 を示す であろ うと推測 され る。
この ように,規 模の大小にかか わ らず同 じ成長率 を持つ とか あ るいは大規 模
銀行ほ ど高い成長率 をあけ る とい うケースは一部 の少数例 であ るこ とがわか っ
た。上 であげた ことが らのい くっかは当該産業 を中心 とした貸 出市場 におけ る
需給関数 の推定 をは じめ,銀 行経営 におけ る機械化 と人件費比率 な ど費用関数
や利益 をめ ぐる分 析,あ るいは各規模尺度 の相互関係や財務 ない しは経営上 の
ウェイ トにっ いての調査 ・分析等 に よ り一層詳細 な説 明が与 え られ よ う。
なお,こ こで期間成長率 と規模 との関係にっ いて回帰分 析の主 な結果 をあけ
てお こう。 まず,第1期 普通銀行 では期 首規模 にっいてみ るとき利益成長率は
従業員数 とのみ 負で他 とは正の関係 にあ る。 この符号関係は預金,店 舗数,従
業 員数 の各成長 率の場 合に も同様 であ った。 また,特 に決定係数の高か った も
の としては,利 益 と預金の各成長率が従業 員数 とそれ ぞれ 負,従 業員数成長率
が店 舗数 と正,そ して店舗数成長率 と利 益が正の関係 を示 した ことである。他
方,都 市 ・地 方銀行 別の場合,都 市銀行では利 益成長率 はす べての期首規模変
数 と正,預 金成長率 はす べて と負であ った。後 者は資本金 との場 合に最 も大 き
な決定係数 とな ってい る。地方銀行 では預金成長率 はすべて と負で店舗数 との
関係 が最 も強 く,利 益成長率はいずれ も決案 係数が極 めて小 さか った。第H期
では普通銀行 に肉駆 て利益 預金 の各成長 率は店舗数 とのみ負の関係で他の変
数 とは正であ った。都市 ・地方銀行別 では,都 市銀行につ いて利益 預金の各








普 通 銀 行700.6260・0320.8500.9150.0140.9850.8350,0290.923
鞭 行9一 α407α075α782一α445α880幡 α363α062α8051
地方銀 行 …63-一 ・9・9・3α ・-988・838・ ・3-2・1
注)GPR～GNEは.利益～従業員数の期聞成長率を表わす。都市銀行の9行は,富士,住友,
大和,協和 北海道拓殖で,地方銀行に埼玉を含む。*R2値。
定 係数が小 さか った。
次に,成 長の持続性(persistence)にっ いてみ ると,こ れ は第1期 に高い成
長率 をあげた企業が続 く第H期 において もまた高 い成長率 を持 っ傾向が あるか
ど うか を調べた ものである。最 も強い形のLPEに おいては企 業の成長率間 に
系列 相関が存在 しない。 しか し,企 業成長 に関す る近年 の経済 モデルの多 くは
企業 が その効用関数や資源等の制約条件に依存 して長期の安定成 長経 路 を選択
す る と仮定 され るような定常 状態 モデルであ って,そ こでは企業 の成長率 に高
い持続性 が提起 され てい る21)。では,こ れ ら2っ の考 え方のいずれが現実 に よ
り妥 当 なのだ ろうか。 まず,普 通銀行全体 におけ る回帰分 析 の結 果では,利 益
成長 率 をは じめ預金,店 舗数,従 業員数の各成長率 の回帰係数(b)は すべて
正 で,し か も0.1%レベ ルでゼ ロとの有 意差 を持 った。 次に,都 市 ・地 方銀行
別の場合,都 市銀行 におけるbは 利 益成長率 が負,店 舗数成長率 が 正 で 共 に
α1%レベルで有意 であ ったが,預 金成長率 では負で有意差 が な く,従 業員数
成長 率は負 で30%レベ でレで も有意 差が認め られ なか った。 これ ら預金 と従業 員
じヘへ
数 の 各 成 長率 の場 合,R2=0.035および0.150とい う共 に小 さ な値 で あ った。 地
方 銀 行 で は,利 益 成 長 率 をは じめ預 金,店 舗 数,従 業 員 数 の各 成 長 率 のbは い
ず れ も正 で,し か も0.1%レベ ル で有 意 とな って い る。
21)Singh&V駈tdngton〔32〕参1寒iし
o只9
推定結果 この よ うに,少 くとも店舗数 成長率 においては明確
GNEな 正の持続性が み とめ られた。 利 益成長率 にっ いて は
司 ・E(s)国 都磁 行で負・ 他の場合1・は正備 続性が艦 された.
0.8660っ300.g23また,預 金 と従 業 員 数 の各 成 長 率 で は都 市 銀 行 にお い
矧 ・一 伽 離 膿 ご難 灘1最 鷺 冴鶴
　・1α・251　81るように・このような系列一 一 みたLPE
三私 三菱 東海 三荒 不成立の有力な一因 として考え られ る もの であ る。
これ までにみて来た分析手法に よる 推定や それ に よ
って得 られた フ ァイ ンデ ィングにっ いて は次 のよ うな限界や問題点が考 え られ
よう。 まず,分 析の対象 を普通銀行 に限定 したた め,中 小企業金融機関や長期
金融機関,政 府 系金融機関等に関す る情 報が除かれ てい るこ とがあげ られ る。
これは,Gormanも指摘す るよ うに,企 業規模の大 小 をどこで線 を引 いて区別
す るか22)とい うこ とに も関連す る。 それ と同時 に,地 域間の特性差 も無視 し難
い もの とな って来 る場合 もあ ろ う。 それは営業エ リアが一応全国型の普通銀行
(特に都市銀行)に 対 して相互銀行や信用金庫等 の中小企業金融機関 の場合 に
は地 方銀 行の場合 よ りも一層特定地域 の経 済状 況に影響 され 易いか らであ る。
なお,金 融機関 の競争の程度 も地域 特性 に含まれ る。合 併の効果 にっいては,
第1,H期 共 に何 ら考慮 しなか ったが成長 に与 える影響 はサ ンプル数が少 ない
だけに費用関数 な どに基づ く分析 をは じめ別 の角度か らの接近が よ り有効 と思
われ る。 次に,規 模 の尺度の うち利益 にっ いて は海外店舗 の貢献に よる差異は
データ面か ら無視 され ざるを得 なか った。預金 につ いて も長 ・短期な どその種
類別構成 による差 異は考慮 され なか った。 また・店 舗では国 内計 のみ でな く・
それ をい くっか の地 方 ブ ・ックに区分 して分 析 を発展 させてみ る ことは一 層意
味 のあ るところであ ろ う。 これ とも関連す るが ・規制の効果 に関 す る一層 立入
った分 析は これ か らの主要な課 題の一 つ とい える。 さ らに,機 械化の進展 によ
22)〔26〕,pL183.
静0
る営業 お よび管理部門 での省力効 果 を どう取扱 うか とい うこ とは従 業員数 に関
連 した テーマ となろ う。 これは,広 くサ ー ビス産業 にお け る規模の経済性23}と
も関係す るものであ る。用い られ た モデルについ てはMans丘eld〔30〕も述べ
てい るよ うにそれ 自体 やや単純 な きらい もあ ろ うが産業 の長期 的構造 に関す る
分 析 での6rststepとしての有用性 をそ こな うものではない。 また,集 中度 を
導入 して分析す る ことか ら得 られ る情報の効用 は単に構造分 析 の面 に とどま ら
ない ものが あ ろうと考 え られ る。
Vむ すびに代え て
本稿においては,わ が国金融 市場 の長期的構 造分析の1っ のス テ ソプとして,
主要 な民間金融機関である普通銀行(都 市銀 行お よび地方銀行)を 対象に規模
と成長 に関す る分 析 を行 な った。 その結果,高 度成長期 を含 む昭和34年か ら43
年 までの期間で普通銀 行全体 にお いて資本金 を規模尺度 とす る場 合 な ど一部 の
ケースにおい て比例的効果 の法則が成立 した。 また,同 じ期 間の都市銀行にお
い て利益お よび資本金 を尺度 とす る場 合 にのみ大規模銀行 の方が よ り高い成長
率 を持っ ことが示 された。 しか し,第II期(昭 和44年か ら53年まで)の すべて
の場合 をは じめ大部分 のケースでは小規模銀行 の方が よ り大 きな成 長率 をあげ
る結果 とな ってい る。次 に,成 長の持続性(persistence)にっ いては殆ん どの
場 合 においてみ とめ られた。 例 えば,利 益成長率 では普通銀 行 において正の値
で有意 に存在 してい る。
一般 に大企業 を取 引先 に多 く有す る都市 銀行 あるいは大規 模銀行 の方が よ り
高 い成長率 を持 ってい るとみ なされが ちで あ り,ま た,他 方 では,諸 規制の存
在や銀行 の 「横並 び」意識等 に よ り規模の大 小にかかわ らず 同 じ成長率 をあげ
るのでは ないか とも考 えられた りす る。 しか しなが ら,本 稿 で得 られた フ ァイ




規 制 の効 果 を は じめ集 中 等 の 問 題 を含 む さ らに 詳細 な 調 査 や 分 析 の進 展 が 今
後 の課 題 とされ よ う。 そ して,そ れ らが持 っ 意 味 は 「金融 の 自由 化」 が市 場 メ
ヵ ニズ ムに基 づ く効果 的 競 争 ない しは産 業(金 融 業)の 効率 化 を よ り促進 す る
の に と もな って 一 層 大 き くな る もの と思 われ る。
(昭和56年12月)
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1は じ め に
企 業 の規 模 と成 長 に っ い て は,市 場 集 中 との 関 連 をは じめ とす る さま ざま な
研 究 が これ ま で に な され て きたD。 しか し,そ れ ら の多 くは,製 造 工 業 部門 を
対 象 と して お り,第3次(サ ー ビス)産 業 部 門 を対 象 と した もの は きわ めて 少
ない 。 と くに,わ が 国 の 金融 業 に 関 して は,皆 無 に近 い と言 っ て よい で あ ろ う。
そ の理 由 と して は,パ フ ォー マ ソス の計 測 にっ い て の 問 題 や,統 計的 デ ー タ の 、
と り方 ない しは そ の利 用 可 能 性,産 業 規 制 や 制 度 的 特 徴 の問 題 な ど を考 え る こ
とが で き る。
しか し,わ が 国 の銀 行 業 の よ うに,参 入 規 制 等 に よ り,長 期 的 に産 業 内企 業
数 が 固 定的 で あ る こ とは,「 比 例 的 効 果 の法 則(LawofProportionateEEect
以 下,LPE)」 の 検 証 とい う角 度 か ら企 業 規 模 と成 長 に 関 す る分 析 を 行 な う上
で,却 って都 合 が 良 い とい う面 もあ る。
以 下 で と り上 げ る銀 行業 は,普 通 銀 行2)(都 市銀 行 お よび地 方 銀行)を 対 象
に して い る。 これ は,金 利 を は じめ と した 金 融 の 自由化 に は金 融 業 に対 す る産
業 規 制 の緩 和 も含 まれ,従 って,競 争 の 拡 大 が あ る とす れ ば,そ れ に よ る市 場
構 造 の変 化 を分 析 し比 較 す る上 に も,過 去 に お け る変 化 を整 理 して お くこ とが,
フ ァー ス ト ・ス テ ップ と して考 え られ るか らで あ る。





市場構造 の変化 は,当 該産業 におけ る集中や効率 の変化 と関係 して くる。 そ
して,そ れ らはまた,企 業 の規 模 と成 長にかかわ りを持っ ものであ る。
本 稿では,主 に,地 方銀 行 を対象 として企業系列 に関す る立場 か らの分 析 を
試み る。す なわ ち,地 方銀 行 を,都 市銀行 との結 びっ きの強 さか ら,そ の系列
グル ニプとそ うでな い グル ープとに区分す る。 そ して,収 益性 をは じめ とす る
諸指標 において,い ず れの グルー プが統 計的 に よ り大 きなパ フ ォーマ ンスを示
してい るか を調べ るた めに,クPス ・セ クシ ョソ ・デー タに もとつ く計量分 析
をお こな う。
まず,次 節 におい て,銀 行系 列 にっ いて考察 し,続 いて,地 方銀行 の グルー
ピングがお こなわれ る。第皿節 では,そ の両 グル ー プを対象 に,収 益性お よび
市場 占有度 に関す るt一 テス トと,規 模の尺度 についてのLPEテ ス ト,Per-
sistenceテス トがな され る。 第IV節は,本 稿におけ る統計的 テス トによる分析
のま とめであ る。
II銀 行系列につ いて
1予 備 的 考 察
本稿 におけ る企業系列 とは,銀 行系列 のこ とであ る。 これは,都 市銀行 と地
方銀、行間の資金 の流れ(資 金系 列)を 媒介 とす る企業(す なわ ち銀行)間 結合
の一形態 であ る。ただ し,後 述 され るよ うに,そ の資金系 列は都市銀行が地方
銀行 の株式 をあ る大 きさを超 えて保有 す ると きに成立 す ることが仮定 され る。
都市銀行 の銀 行系列 に対す るincendveは,資金ルー トの安定化 と地域情報
の収 集にあ り,地 方銀行 のそれ は,融 資ル ー トの確保 と安 定化 に加 えて国際業
務 に関す る取引及 びノ ウ ・ハ ウを含む情 報の収集 にあ ると考 え られ る。
ヘギ モ
周知 のよ うに,地 方銀行 の業務 内容は,概 ね都市銀 行の もの と同 じであ る3》。
しか し,営 業エ リア(例 えば,店 舗網)に っい てみ ると,後 者は主 と して都市
圏お よび海外 で あるのに対 して,前 者 は地 方都市お よびその周辺地域が 中心 と
3)〔13〕,第3章参照。
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な って い る。 そ して,こ の 地 域 性 の 差 異 は,顧 客 な い しは取 引 そ の もの にお け
る性 格 の差 異 と密 接 に関 連 す る。
戦 後 の わ が 国 金融 構造 に お け る諸 特 徴4)と もか らむ ポ イ ソ トと して,企 業 集
団 が あげ られ る。 銀 行 の顧 客(特 に.貸 出 先)構 成 を比較5)す る と き,都 市銀
行 の有 力 な融 資先 と して の企 業 集 団 は,地 方 銀 行 に は 見 出せ な い もの であ る。
そ して,鈴 木 〔18〕の 指 摘 したa伍nityは,こ の 企 業 集 団 の 行動6》と も関 連 して
存 続 した もの と考 え られ る。
この よ うな背 景 の も とで,資 金 の 流れ は,地 方銀 行 か ら都 市 銀 行 へ の方向 を
持 っ。 都 市 銀 行 に お け る貸 出η 資 金 の源 泉 は,自 行 の 預金 や 日本 銀 行 か らの借
入 と並 ん で,短 期 金 融 市 場8)からの調 達 に よ る もの な どが あ る。 都 市お よび地
方 銀 行 を短 期 金 融 市 場 でみ る と,前 老 が 資 金 の 主 た る取 手 で あ り,後 老 が主 な
出 し手 とな って い る。
こ の よ うな 傾 向 は,と りわ け,高 度 経 済 成 長 期 に お い て顕 著 で あ ったが,そ
れ は われ われ の分 析対 象期 間 の 第1期(昭 和34年～43年)に あ た る もので あ る。
第H期(昭 和44年～53年)に お いて は,企 業 金 融 に っ い て も,直 接 金融 方














8)コ ール,手 形売買,現 先(条 件付債券売買),CD(譲渡性預金)の 各市場。
9)企 業な どが本源的証券 を発行 して資金調達 をお こな う方式。 しか し,そ の証券 を銀 行な ど金融
仲介機関が購入す る場合,こ れ を間接金融 とする解釈 もあ る(例えば,Gurley&Shaw〔4〕参照)。
10)不確実性への対応 として,銀 行借入 ルー トは残 されて も,そ の相対的 ウェイ トは低下 した とみ
なされる。,しかし,例 えば設備資金 を内部資金でまかなえるとい うのは,経 営計画ひいては リス
クへの態度にも依存するが,優 良企業 など一 部分の企業に限 られよう。
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眼行 に とって有 利 な貸 出先の減少 を意 味す る と同時に,貸 出条 件の悪化 を導 く
鏡争増大 の要因 とな る』 それは,国 際業務や個人 ・家計 との取 引面 において も,
よ り広範囲 でキ メの細 かい(顧 客 ニーズに対応 した)金 融 サー ビス の供給が要
求され ることを意味す る。 また,企 業の資産運用の多様化や家 計の資産選択に
おけ る変化mは,経 済の低成長化 と相侯 って,資 金 の流れに関 して も影響 を与
えず にはおかない。 都市圏 におけ る都市銀行 と地方銀行間の競争の高 ま りや,
収益性重視へ の経 営戦略 の強化 な どもそ のあ らわれで ある12)。
金融業 におけ る規 制緩 和は,例 えば,配 当や頭貸金利に関 す る場 合,直 接に
銀行収益 と関係 し,目 標 調整 を含む経 営全般の管理能力 と市場競 争 メカニズム
を通 じて将 来の収益性 や市場 占有 度に も強 く影 響 をお よぼす もので ある。同様
に,そ れは銀行系列 に対 して も少 なか らぬ イソパ ク トを与 える もの である。 そ
して,今 後 の規 制緩和 に伴 って,そ れ らにかかわ る定性的 ない しは定量的分析
を行な う上 に も,こ れ まで の銀行系列に関 して調べて整理す るこ とは基礎的で
はあ るが有意味 な情報 を与 える もの と考 えられ る。
2地 方銀 行の区 分
地方銀行 は,そ の規模 か らみて下位都市銀行に準ず る もの もあれば,地 域性
な どの点で相互銀行 ない しは信用 金庫に類似す る とみ られ る もの もあ るな ど多
岐 にわた ってい る。その経 営戦 略にっい て も,そ れぞれ におけ る外 部環境 とそ
の変化の もとで内部組織 においてな され る意思 決定に よって差異 を生 じる。従
って,銀 行系列 に対 して も,さ ま ざまな態度 が考 えられ よう。 しか しなが ら,
ここでは,資 金系列 .としての関 係におけ る都市銀 行 と地方銀行 のっ なが りの強








地方銀行 を2っ の グルー プに区分す るとき,一 方 を系列 ンル ープ,他 方 を独
立(非 系列)グ ル ー プとよぶ ことにす る。
各地方銀 行の発行済株式保有者 の うち,上 位10者の大株主 のなかに都市銀行
もしくは長期信用銀行,信 託銀 行恥 が見出 され る場合,そ の地 方銀 行 を系列 グ
ルー プに属す る もの とみなす。そ うでない場合 は,独 立 グル ープの メンバー と
す る。 この区分 に もとつ く各 グル ープの銀行数 は,各 期別に,第1表 に示 され
ている。
株主お よび株式保有率 に関 す るデー タは,各 行 『有 価証券報告書』,経 済調
査協会 『都市銀行融資系列 と地 方銀行 の関 係』,同 『金融機関の投融資 地
方銀行編一 』,日本経済新聞社 『会社年鑑』,同 『会社総鑑』 に よ り,各 行別
に収集 ・整理 された。
なお,地 方銀 行Aの10大株 主中に,他 の地方銀行Bが あらわれた場合,Bが
第1表 地方銀行の区分と行数 系列 グル ープに属 してい るな らば,
「 謹 」 第 瑚 第側 通 期Aも 同 じく系　uグ・レ7プ嘱 す る
系列グループ1・ ・1・ ・1・8も の とした・ また・Bカ・独立 グ・レ
傘立グループ1・ ・i・71・4一 プの・ン・・一であ る場合 には・
計1621・ ・132・ つ の都 綴 行系 企類 団による
注)第1期 には,河 内,東都を含まず。Aの 株 式 保有 率 が3%を 超 え るな
第H期には,埼玉,み ちのく,沖縄,琉球を










洋,中央,日本の専業7信 託銀行)も,概 ね都市銀行ないしはその関係する(特に,6大)企 業
集団とのっなが りから,都市銀行に準じた取り扱いが妥当と考えられる。
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せ た 。 そ うで な い 場 合,Aを 独 立 グル ー プの メ ンバ ー とみ な した.
両 グル ー プの 行 数 に っ い て は,系 列 グル ー プに属 す る地 方銀 行 数 が増 加 す る
傾 向 に あ る15)。しか し,こ こで は表 わ され て は い な い が,第H期 の 後 半期 間 に
お け るそ の増 加 率 は 低 下 して い る。 地 方銀 行 を と りま く環 境 の変 化 を背 景 に,
両 グル ー プの間 に どの よ うなパ フ ォー マ ソス に お け る差 異 が み られ るの で あ ろ
うか?次 節 で は,そ の よ うな問 題 を中 心 に分 析 が 行 なわ れ る。
III統 計 的 テ ス ト
第1期 お よ び 第H期 に お け る両 グル ー プの パ フ ォー マ ソス に関 す る分 析 は,
以 下 の3っ の統 計 的 テ ス トに よ って 行 な わ れ る。
以 下 で使 用 され るデ ー タ は,大 蔵 省 『銀 行 局 金 融 年 報 』 昭 和34,44,54年版
よ り各行 別 に貸 借 対 照 表 お よび 損 益 計 算 書 等 に も とづ き収 集 ・整 理 され た16)。
ま た,参 入 お よ び退 出 の効 果 に っ い て は,サ ソ プル数 が 少 な い17)だけ に 他 の接
近 が よ り有 効 と考 えて,特 に考 慮 され な い。
1t一 テ ス ト
こ の テ ス トは,収 益 性18),市場 占有 度,そ れ に成 長 率 に関 しで,両 グル ー プ
の平 均 値 の差 の検 定 を,Studentのt一分 布 を用 い て行 な う もの で あ る。
前 節,第1表 で み た よ うに,各 グル ー プの 行 数(N)が,第1期22,40,第
II期43,17であ るか ら,一小 標 本 法 に よ る検 定 法 を採 用 す る19)。そ こで は,変 数,
・一 》(XrX,一(μ 一 μ2)N
一1)∫21+(N2-1)、㌔》NIN・鶏 轟 謬・-2)
15)も とより,実 際には各10年間 を通 じて,常 に同一のグル ープに所属す るものばか りとは限 らな
い。従 って,各 後半5年 間 を中心 に,株 式保有率の推移な どに もとついた区分がなされ,そ れ に
より作成 された各 グループは各期 とも10年全期間 を通 じて同 じメンバ ーか ら構成され るもの とみ
なす。
16)なお,昭 和33,43.53年度末ペースの財務諸表数値であるが,こ れ らの時点 はいずれ も景気 が
天井 もしくは底の状態 にあ る時期では ない。
17)地方銀行 としては,第1期 で河内(住 友),東 都(三 井),第H期 では沖縄,琉 球,青 和(み ち
の く)が ある。埼玉は,第1期 のみ地方銀行扱いとした。
18)収益性(利 益率)は,パ7オ ーマンス測定に関する代表的指標 として考え られ る。 なお,Heg-
gestad〔8〕参照。















































































































































































































































































































































































































































































































































は,自 由度(N1+N2-2)のStudentの`一 分 布 に 従 う こ とが 知 られ て い る2・)。
た だ し,瓦,μf,Nf,52,(f=1,2)は,それ ぞ れ,第iグ ル ー プ の標 本 平均 値,
母 集 団 平均 値,標 本 数,標 本 不 偏 分 散 で あ る。
収 益 性 お よ び市 場 占有 度 の指 標 には,そ れ ぞ れ,預 金利 益 率(RPR),預 金
シ よ ア(SDP)を とる。 また,成 長 率 は,規 模 の尺 度2Dであ る利 益(PR),預
金(DP),店 舗 数(BR),従 業 員数(NE)の 期 間 成 長 率(そ れ ぞ れ,GPR,GDP,
GBR,GNEと 表 わ す)に 加 え て,預 金利 益 率 の期 間成 長率(GRPR)を と る。
これ ら,RPRか らGRPRま で の変 数 は,す べ て確 率 変 数 と して考 え られ て
い る22)。
さて,こ れ らの 諸 変 数 の各 々に っ い て,両 グル ー プの いず れ が(あ る確 率 水
準 の も とで)有 意 に 大 きい の で あ ろ うか 。 あ るい は,両 グル ー プ間 に は差 が な
い の で あ ろ うか 。
これ らの 検 定 結 果 は,第2表 お よび 第3表 に示 され て い る。 表 に お い て,
t-valueの符 号 が 負 で あ る もの は,系 列 グル ー プの 平均 値 の 方 が 独 立 グル ー プ
の それ よ りも小 さい こ と をあ らわ して い る。
まず,利 益 率 に っ い て み る と,第1期 の期 首 お よび期 末 と もに,独 立 グル ー
プの 方が 大 きい が,第H期 で は 両 グル ー プ間 に有 意 な 差 が み られ ない 。 次 に,
シ ェ アで は,全 時 点 に お い て独 立 グル ー プの方 が大 きな値 を も ってい る こ とが
わ か る。
成 長 率 の結 果 で は,第H期 に お い て,GRPRを 除 く4変 数 が 系 列 グル ー プ
の 方 に有 意 に大 きな値 を与 え て い る。 しか し,そ のGRPRと,第1期 で唯 一
有 意 な差 を両 グル ー プに もた らせ たGBRの2ケ ース は,逆 に独 立 グル ー プの
値 の 方 が大 きか?表 。 た だ,GRPR(第II期)も,期 首 と期 末 のRPRを み る
と,両 グル ー プ の 第 ∬期 末 に お け る収 益 性 に有 意 差 を与 え るほ どの もので は な





第3表 成 長 率 に お け
築 区 分M、ANI器1瞥_N器 腔
期 系 列 グ ル ー プ0・9381・012α9731・4610・508α551
独 立 グ ル ー フ●0.7670.327571.3930.43760
第 区 分GRPR,_GPR
HM・AN・mE統ltも 窒eM・ANI・m畔 も聖e
期 系列 グループ α… α126-238由・868α3371.67ぽ
独立 グループ0.5930204580.6950.41758
注)第2表 の注)参照。
さて,こ れ らのテス ト結 果に よ って観察す るか ぎ りでは,系 列 グルー プの独
立 グル ープに対す る優 位性 はみ られず,む しろその逆 であ る。 これ に よ り,独
立 グル ープに,い わば経 営の独立性 を維 持 しうるに足 る基盤,す なわ ち独 自の
有 力な貸出先や効率的 な経 営管理 システ ムな どに もとつ く強い競 争力 を備 えた
ものが多い と考 え られ,逆 に系 列 グル ープでは,他 に有 力な貸 出ル ー トを持 た
ず,経 営基盤 も弱 い ところは系 列 のメ リッ トを享受で きるど しで も,独 立 グル
ー プにお よぶ ところまではいかなか った もの と考 えられ る。
また∫ 独立 グルー プの優位性が,第1期 では顕著で あるのに,第II期で縮小
傾向 にあるのは,環 境 の変化 もあ って独立 グル ー プのパ フ ォーマ ソスが 低下 し
た こ とに もよるが,系 列 の効集が系列 グル ープの低下に対 して下支 えの役割 を
果た し,そ のた めに両 グル ープの差が縮小 した こと もあげ られ よ う。
この こ とは,収 益 性や成長性 にっ いて別 の角度 ヵ・らみ ることに よって考 える
こと もで きる。 それ は,.グル ープの安定性 に関す る もので ある・各 グル ープのロギ ミ
分 散(第2,3表 にお け る標準 偏差 を2乗 すれば各 グル ー プの不 偏分 散 を得 る)
にっいてみ る と,第1期 では収益性や成長性 の分 散値は独立 グル ー プの方が小
さい場 合が多い のに対 して,第H期 では遡 こ系 列 グル ープの方 が小 さ くな って
い る。小 さな分散値 は,そ の グル ー プの収益や成 長 におけ る安 定性 が高い こと
望02










を意 味 す るか ら,こ の分 散 は 安定 性 の 指 標 と して考 え られ る もので あ る23)。
これ に よ り,高 度 成 長 期 よ り も低 成 長 期 に お い て,系 列 グル ー プ の持 っ 安 定
生の メ リッ トが 系 列 の効 果 と して あ らわ れ,系 列 加 入 へ のincentiveを高 め た
もの と考 え られ るの で あ る。
2LPEテ ス ト
LPEと は,「 どの よ うな 規 模 の企 業 も同 じ比 例 的 規 模 変 化 の確 率 を有 す る」
とい う仮 説 で あ る。
わ が 国金 融 業 に お け るLPEテ ス トは,前 稿 〔22〕に お い て,普 通 銀 行 を対 象
に して行 なわ れ た、 そ こで は,資 本 金 な ど一 部 の ケー ス でLPEが 成 立 した
　 ら
〔β=1)24)が,預金 な ど多 くのケースでは小規模銀行 の方が大 規模銀 行 よ りも
　 　
高い成長率 をあげ る こと(β<1)が 示 された。 そ して,β〈1で あ るとき,集
中は低下す るであろ うと推察 され た25)が,たとえば預金にっい てみれ ば,そ れ
は第4表 によって確認す るこ とが で きる。
℃、 『、
23)中 谷〔12〕では,リ ス ク ・シェア リングの視点か ら企業集団 を扱 っている。
24)LPEの 強い形 での成立には,残 差に系列相関がな く,`分散が一定 と仮定 された。 本稿 でも,
同 じ仮定が置かれ る。












注)SDPは 預金 シェア(単 位,%),HIは 百分比 シェアの2乗 値,い ずれ も累積値。
さ て,こ こ で は 地 方 銀 行(系 列 グル ー プお よ び 独 立 グル ー プ)が 対 象 で あ り,
推 定 式 も前 回 と同 じHart&Prais型 モ デ ル,
X、,f+、-Xε+1=β(X、.,-X`)+ε、.`、且
を 用 い る。 但 し,X,.、は,時 点 ご に お け る第 」 企 業 の 規 模 の 対 数 値,Xは,
企 業 規 模 の 幾 何 平 均 の 対 数 値,β は 回 帰 係 数 ε は 残 差 で あ る 。 推 定 方 法 は,
OLSで あ る。
規 模 の 尺 度 に は,預 金,店 舗 数,従 業 員 数,資 本 金(CA)(以 上,ス ト ッ ク
変 数),お よ び 利 益(フ ロ ー 変 数)を と る。
これ らの 推 定 結 果 は,第5表 に ま と め られ て い る 。
LPEが 成 立 し た の は,第1期 両 グ ル ー プ に お け る 資 本 金,第H期 で は 系 列
グ ル ー プ の 資 本 金 と独 立 グル ー プ の 預 金 の あ わ せ て4ケ ー ス に お い て で あ っ た。
　
残 りの ケースは,す べ て β〈1と な ってい る。
前回のLPEテ ス トは,普 通銀 行(都 市銀行 お よび地方銀行)を 対象 とした
ものであ ったか ら,今 珂 はその地方銀行 を2グ ル ープにbreak《iownした ものヘベ 　
ともい える。 両者 を比較す ると,β の符号 はす べ て同 じであ るが,そ の値 にっ
いて,1と の差 の有意水準はいずれ も前 回の地 方銀 行全体 におけ る携 合 の方が
高 くな ってい る。































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を は じめ と して,系 列 グル ー プの有 意 水 準 の方 が 独 立 グル ー プ よ り高 い ケ ース
が 多 い こ とが あ げ られ る。 特 に、 第H期 で は資 本 金 を除 く4変 数 にっ い て あ て
は ま る。 この こ とは,`小 規 模 銀 行 の 方 が よ り高 い成 長 率 を あげ る'と い うこ と
が,第II期 で は 独 立 グル ー プ よ り も系 列 グル ー プに お い て統 計的 に よ り明 確 に
い え る こ とを意 味 す る。4変 数 の うち,有 意 水 準 の 差 が 大 きい ものは,預 金,
利 益,従 業 員 数 で あ る。 す な わ ち,こ れ ら3変 数 を通 じて,系 列 グル ー プ銀 行
の特 性 な い しは 系 列 の効 果 が,と りわ け小 規 模銀 行 に よ り大 き く作用 した とい
う こ とが い え る で あ ろ う。 しか しなが ら,そ れ に もか か わ らず,先 の テ ス トで
み た よ うに,収 益 性 と市 場 占有 度 に関 す る独 立 グル ー プの優 位性 を系 列 グル ー
プ の それ に変 え る ほ どの ものに は な らな か った の で あ る。
3Persistenceテス ト
こ の テス トは,成 長 率 の持 続 性 を調 べ て,成 長 率 間 に系 列 相 関(serialcor-
relatlon)があ るか どうか をみ る もので あ る。 も し,系 列 相 関 が 存 在 す れ ば ,
そ れ はLPE不 成 立 の有 力 な 一 因 と して考 え られ るか らで あ る26)。
対 象 とす る のは,第1期 お よ び第H期 の2期 間 を通 じて 同 一 の グル ー プ に所
属 す る地 方銀 行 で,そ の 数 は,系 列 グル ー プが18行,独 立 グル ー プが14行の 合
わ せ て32行で あ る。
推 定 式 は,前 稿 〔22〕と同 じSingh&Whittington型モ デ ル,
9。,=a+b・&、.1+ε、。1
を用 い る。 こ こで,8は 成 長 率,ε,は&.1と 独 立 な確 率 変 数 で あ る。 推 定 方
法 は,OLSで あ る。
この推 定 結 果 は,第6表 に示 され て い る。
系 列 グル 直 プ粒 よ び独 立 グル ー プに お け るbの 推 定 値 とゼ ロ との差 の有 意 水
準 は,表 示 され て い るGBRを 除 け ば,GPRが40%お よ び有 意 差 な し,GDP
が30%,25%,GNEが25%お よ び有 意 差 な し とな って い る。 先 のLPEテ ス
トに お いて,両 グル ー プ の β が 両 期 間 と 屯1よ り有 意(1な い し5%水 準)
26)Singh&Whittlngton〔17〕参照。
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に小 さか ったBRに っいては,こ のPersistenceテス トで も両 グループのb
が1%お よび5%の 水準でゼ ロとの有意差 を持 った.
このよ うに,す くな くとも店 舗数成 長率 において 明確 な正 の持続性が存在 し,
それ に よって店舗数 におけ るLPEが 不成立 とな るこ とが確認 された。
以上 の3つ のテス トにおいてみ た ように,独 立 グル ープの優 位性が第1工期 に
おいて低減 してお り,し か も,同 期 の系列 グル ープがLPEテ ス トで よ り高 い
有 意水準 を示 した こ とな どか ら,銀 行系列の効果 をうかが うこ とが で きる。 こ
のよ うな系列 の効果 に関す る理論 的お よび実証的分 析は今後の課題 の1っ にあ
げ られ る。 また,以 上 のよ うな確 率論的接近は,た とえば`系 列 加入(な い し
は成立)の 決定条 件'や`短 期 金融市場 の拡大 と国際化'な どとい った 問題27)
を扱 うよ うな別 の角度 か らのアプ ローチによ って補完 ・対照 され ることで,よ
りそ の有用性 を増 す もの と考 えられ る。
さ らに,系 列 の対象 にっいては,中 小企業金 融機関 や政府系 金融機関にまで
拡張 してみ ること も考 え られ る。 ただ し,そ れ を証券業 や保険 業 にまで拡げ る
と,資 金 系列 の観点 に業種の差異 を どう調整 して取 り扱 うか等 の問題 を生 じる。
また,企 業 集団 との関係 も,「 層大 き く影響 して くるために,無 視 しが たい も
の とな って こよ う。 しか し,こ れ らは企業活動 におけ る主 として財 務的 側面 を
通 じて一 般集中の問題等 を考 え る際 に有 力な ヒソ トを与 えるにちがいない と思
われ る。
資金配 分の効率に関 しては,銀 行系列 によ ってそれが 低減 した り,あ るいは
当該産業ない しは企業(銀 行)活 動 にお け る非効 率が増大 した りす るこ とにつ .
なが るのか どうか を金融 の自由化 の進展 とともにみ て行 くこ とには大 きな意味







本稿 では,株 式保有 の観点か ら地 方銀 行 を系 列 グル ー プと独立 グル ー プとに
区分 して,両 グル ー プを対象 に,3種 類 の統 計的 テス トをお こな った。 それは,
資金系列 に もとつ く主 として都市銀行 と地 方銀 行 との銀行間関 係 を銀行系列 と
して とらえ,そ れ によ る区分が両 グル ープにおけ るパ フ ォーマ ンスに どのよ う
な差異 をもた らしてい るか を調べ るた めであ った。
そ の結果,収 益性 にっい ては,第1期 では独立 グル ープの方が 優位で あるが,
第H期 でと両者 間 に差がみ られ ない。市場 占有度 にっいては,両 期 を通 じて,
独立 グルー プの方が大 きな値 を示 した。成長率 にっいては,第H期 を中心 に系
列 グルー プの力が大 きな値 を有 す るケースが 多か った。
次に,両 グルー プにおけ る銀 行の規 模 と成長 に関 しては,両 者 とも第1期 資
本金 な どでLPEが 成立 したほか は,い ずれ も β〈1で あ った。 しか し,第H
期 の利益 な ど系列 グルー プの有意水準 の方が高い ケースが多い こ とが示 され た。
Persistenceテス トでは,す くな くとも店舗 数成 長率 において,両 グル ープ
共 に明確 な正の持 続性が見出 され てい る。
このよ うに,収 益性や市場 占有度 の指標が意味す る範囲 にお いて,独 立 グル
ー プに属す る地方銀 行の方が系列 グル ープの ものよ りも全体 として優 れたパ フ
ォーマンスをあげ た ことがわか る。 他方,独 立 グル ー プに対 して系列 グループ
の規模 と成長にっい て得 られた大 きな値 か らは系 列 の効果 をうかが うことがで
きよ う。 しか し,別 の見方 をすれば,系 列 の効果 が ある として も,両 グループ
間 におけ る優位性 の立場 を逆転 させ る ことにはいた らなか った のであ る。
ただ,第H期 におけ る収益お よび成長面 での系 列 グル ー プの よ り高い安定性
は,低 成長経 済 にお け る長期的企業 戦略 の上 で系列 の効果 の1っ として評 価 さ
れ うるものであ る。
系列 の効果 に関 す るよ り詳細 な分析 は,,費用 分 析 をは じめ とす る他 の アプロ
ーチを も援用 してな され る ところの今後 の課恋 とい える。そ して,そ れ は産業
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組 織 に 関 し て 金 融 的 側 面 に お け る情 報 を 与 え るが ゆ え に,金 融 市 場 の 構 造 分 析
を 進 め る 上 で 有 意 味 な,興 味 深 い も の に な る こ と と思 わ れ る。
(昭和57年8月)
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1.規 制 と効 果 につ い て
あ る産 業 ない しは そ の産 業 に属 す る企 業 が営 む経 済 活動 に対 す る規 制 には ,
大別 して.公 的 規 制 と私 的規 制 が ある。
前 者 は,中 央 齢 さ び地 方 自治 体 の 政府 に よ る法 令 ない し行 政 指 導 な ど に も
とつ く もの で あ るo
他 方,業 界 内 都 に おい て,そ の構 成 メ ンバ ー に よ って とり決 め られ,行 左
わ れ る よ う左 自主 的 規 制 は,後 者 に 属 す る もの といえ る。
この よ う 左規 制(公 的 左 ら びに 私的 規 制)が 持 つ 目的 と して は,さ ま ざ ま
な もの が考 え られ る。
まず,産 業 に お け る経 済 活 動 が 効率 的 に,且 つ,公 正 に営 まれ る よ うな,
い わば枠 組 み を付 与 す る こ とが あげ られ る。 これ は,単 に,あ る産 業 の パ フ
ォー マ ンス が経 済 全 体 に 対 して高 い ウ ェイ トを有 す る場 合 だ け で な く,逆 に,
小 さ な産業 に お い て も,妥 当 す る こ とで あ るQ
次 に,経 済 主 体 の うち,あ る特 定 の グ ルー プ を保 護 し,そ の 利 害 を調整 す
る機 能 を もた せ る場 合 で あ る。 これ は,経 済環 境 にお け る あ る変 化 に対 応 す
る個別 企 業 レベ ル の行 動 に対 して だ け で 左 く,そ れ が属 す る産 業 内部 に おけ
る意 見 調整 や意 思 統 一 な どの レベ ル に も影 響 を与 え うる もの で あ る。
規制 の 目的 を達 成 す るた め に は,そ れぞ れ の 目標 に対 して と られ る ところ
の諸 手 段 が有 効 に作 用 す る こ とが要 求 さ れ る。 したが っ て,手 段 が.も し副
次的 な マ イナ ス の効 果 を もあわ せ持 つ場 合 に は,他 の方 法 に よっ てそ れ を回
避 あ るい は補 償 す るか.ま た は,そ の手 段 自体 の不 採 用 も し くは行 使 水 準 を
低 減 す る こ とに な って,そ れ らは,規 制 の コス トの 一 部 分 を構 成 す る。
また,規 制 の 目的 が達 成 され維 持 さ れ て い る よ うな場 合 に も,そ の こ と自、、 、
体 が何 らか の機 会 費 用 を支 払 うこ とに 左っ て い る の で あれ ば,そ の コス ト負
担 の問 題 が生 じよ う。
規 制 の効 果 に つ い て,そ れ が,い か な ろ形 で,い か ほ どの大 き さ だけ達 成
され た の か とい う測 定 は,規 制 の あ り方 に対 す る検 討 を行 な う上 で の参 考 資
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料 を提 供 す るだ け で な く,規 制 の コス トを め ぐって,そ の算定 や負担 の配 分
を考 察 す る際 に も有 意味 な役 割 を与 え る もの と な る。
もと よ り,規 制 の あ らゆ る効 果 につ い て,そ れ らをす べ て把握 し,且 つ,
測 定 す る とい うこ とは,き わ め て困 難 な作業 で あ る。 あ る特 定 の 効果 に的 を
しぼ っ た と して も,規 制 の諸 手段 の有 効 性 や,そ れ ら相 互間 の 関 係 につ い て,
大 きさ を もあ わ せ て貢献 度 を明 らか にす る の は,大 変 興味 深 い こ とでは あ る
け れ ど も非 常 に難 しい点 が 多 い こ とと予 想 さ れ る。
た だ,規 制 に おけ る諸 手 段 に よっ て もた らされ た結 果 につ い て,規 制 の効
果 が存 在 した もの と して と らえ,産 業 ない しは そ れ に属 す る企 業 の行 動 や パ
フ ォー マ ンス を分 析 す る こ とは 可能 で あろ う。
た とえば,参 入 規 制 に よっ て,産 業 内企 業 数 が概 ね固定 的 で あ る よ うな場
合,そ れ を出発 点 とす る よ う左分析 が考 え られ るで あ ろ う。1)
本稿 にお い て は,銀 行 業 に おけ る政 府 規 制 の効果 の 測定 に関 す る考 察 を試
み る。
周 知 の よ うに,銀 行 業 は,金 融 仲 介 業 の 一 つ で あ っ て,証 券 業 や保 険 業 な
ど と同様,あ る い は そ れ以 上 に,種 々の規 制 を有 す る一産 業 で あ る。
規制 につ い て も,各 種 の法 的 規 制 や大 蔵省,日 本 銀 行 左 ど に よ る行 政 指 導,
業 界団 体 を中心 に調 整 され た 自主 規 制 な ど,さ ま ざま 左規 制 が 左 され てい る2)
そ れ らは,と りわ け,銀 行 業 の持 つ 「信 用 創造 」 を は じめ と した金 融 仲 介
機 能 とい う ものの 重 要 性 ない しは特 殊 性 に由来 す る とこ ろが少 左 く左 い。 い
1)た とえば,拙 稿 「銀行 の規 模 と成 長 一 「比例 的 効 果 の法 則 」 の統 計 的 テ
ス トー」 『経 済 論叢 』第129巻 第4・5号,参 照 。
2)銀 行 業 に関 す る規制 につ い て は,蝋 山 昌一 「銀 行 業 に対 す る規制 の性 格
と脱規 制 の 可能 性 」 『我 が 国 に わ け る政 府規 制 緩 和 の あ り方 に関 す る調査
報 告 』公正 取 引委 員 会,お よび岩 田 規 久 男 ・堀 内 昭 義 「わ が国 銀 行 業 にお
け る公的 規 制 」 一 橋 大 学経 済 研 究所DiscussionPaperSeriesNa61,
な どに お いて,既 に研 究 が進 め られ てい る。
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わ ゆ る護 送 船 団 方 式 な どは,そ の よ うな考 寿方 の あゐ 一 つQ延 長 線 上 に あ ら
わ れた帰 結 と して も考 え られ る。
しか し左が ら,そ の よ う左方 式 は,経 済 環 境 の変 化 に 伴 い,単 に 社 会 的
厚 生 損 失 を もた らす に と どま らず,再 分配 効 果 や 当該 産 業 の.X一非 効 率 を も
生 じる可 能 性 が全 く無 い もの で あ る とは限 らな い 。
この こ とは,規 制 下 の 当該 産業 に おけ る企 業 行 動 が も.たち∫す結 果 を直接 に
観 測 して調べ て み る こ とに より,そ の分析 の 第1次 接 近 が可 能・と なろ う。
これ まで に 左さ れ た,こ の種 の研 究 対 象 ぱ殆 ん どが 製 造 工 業 部 門 ρ産 業 で
あ り,第3次(サ ー ビス)産 業 部 門 につ い て は きわ めて 少 左い 。特 に.わ が
国 に おけ る研 究 例 は 皆無 とい っ て よい で あ ろ う。そ れ は,統 計 的 デ ー タ の
と り方 や利 用 可 能 性,あ るい は 当該 産 業 の諸 特 質 な どに も依 っ,てい る もの と
考 え られ る。
われわ れ は,ま ず,次 節 にお い て,わ が国 銀 行業 を め ぐる規 制 に つ い て,
若干 の考 察 をお こ 左 う。 第3節 で は,多 くの規 制 が なさ れ て い る銀 行 業 につ
い て,社 会 的厚 生損 失 や再 分 配 効 果 左 どを計 測 した ア メ リカ の研 究 を考 察 し,
わが国 にお い て計 測 す る際 の問 題 点 左 どを検 討 す る こ とに した い。
2.わ が 国 銀 行 業 にお け る政 府 規 制 と その 区 分 に つい て
わが国 にお け る銀 行 業 の経 済 活 動 に関 して と られ てい る規 制 に つ い て は,
そ れ らをい くつ か の グル_ブ に区 分 して渚 察 す る こ とが で き る.3)
こ こで は,銀 行 業 とい う産 業 に関 す る組 織 的 側 面 を調 べ て行 く こ と もあ っ
て,規 制 の種 類 分 け を,次 の よ うに行 っ てい る。
i)参 入 に 関 す る規 制
3)規 制 の 内容 に つ い て ま とめ た もの 乏 して,た とえ ば,公 正 取 引委 員 会
「政 府 規 制 産業 に関 す る調 査 報 告(W)(銀 行 ・証 券)」 左 どが あ る。
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(a)新規 参 入 に関 す る規 制
(b)「垣 根 」 問 題 に関 す る観制
iの 価 格 に関 す る規 制
(a)預金 金 利 に関 す る規 制
(b)貸出金 利 に関 す る規 制
iii)営業 活 動 に関 す る規 制
(a)新規 商 品 販 売 の認 可
(b)設備 投 資 に関 す る規 制
(c)広告 活 動 に関 す る規 制
iv)財務 管理 に関 す る規 制
(a)配当 に関 す る規 制
(b)増資 に関 す る規 制
(c)株式保 有 に関 す る規 制
(d)大口融 資 に関 す る規 制
V)そ の他 の規 制
もと よ り,銀 行 業 に対 す るす べ ての 規 制 が,必 ず しも これ らの グ ル ー プに
明 確 に 区分 され る とは か ぎ ら左い 。そ れ に,あ る規 制 手段 が,複 数 の規 制 目
標 に対 して採 用 さ れ る こ と もあ り得 るで あろ う し,単 一 の 目標 に対 して複 数
の手 段 が と られ る こ と も可 能 で ある 。
主 と して,4グ ル ー プ に区 分 され た規 制 に つい て,そ の大 まか な特 徴 を産
業 組 織 との関 連 に お い て少 しなが め てみ るこ とにす る。
まず,Dに っ いて は,(a)が.銀行 業 に対 して,他 産 業 に属 す る企業 も し
くは 新規 設立 企 業 が.新 た に参入 す る こ とに関 す る規 制 で あ るの に対 し,(b)
は,同 じ銀行 業 を営 む企 業(銀 行)が.専 門 の異 な る他 の業 態 分 野 に参 入 す
る よ う左場 合 に お け る規 制 で あ る。 したが っ て,た とえ ば金 融 仲 介 業 の1つ
で ある証 券 業 を営 む企業(証 券 会 社)が.い わ ゆ る銀 行 業 務 を開 始 す る こ と
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に関 す る規制 につ い て は,こ こで の区 分 か ちす れ ば,(a)に属 す る・もの と左 る
の で あ る。 この点 につ い て は,い わ ゆ る垣 根 問 題 とい う もの の 代 表例 が,証
券 会 社 と銀 行 との間 に澄 け る業 務 内 容 の区分(た とえ ば,銀 行 に よる国債 販
売 と,証 券 会 社 に よる国 債担 保 金 融 を め ぐる問 題 な ど もこれ に起 因 してい る)
に基 づ く もの と して,と り上 げ られ る場 合 が 少 な くない が,こ こに おげ る取
り扱 い は,そ れ とは少 し意味 を異 に してい る。
さ て,上 の(a)につ いて は,銀 行 藁 を営 む た め に必要 な諸 種 の条 件 付 与 が あ
っ て.そ れ が参 入障 壁 を形 成 す る と同 時 に,信 用 制度 の確 保 お よびそ の維持
に対 して有 効 に作用 す る と ころ とな っ てい る。
しか しなが ら,実 物 経 済(非 金融)部 門 に わ け る環 境 の変 化,、と りわけ 企
業 金融 面 に 語け る変 化 は,経 済 の 国際 化 と相 侯 っ て金 融 経済 部 門 に おげ る 自
由化 へ の動 きを促 す 要 因 と な っ て い る 。銀 行 業 に 澄い て も,資 金 配 分 の効
率 化 が.当 該 産業 あ るいは これ に属 す る企 業(銀 行)自 体 の非 効 率 を低 減 し
て,促 進 され る こ とが一 層 強 く求 め られ る ことに 左 る。
した が っ て,そ こ では,た とえ ば預 金保 険 制 度 の拡 充 ・整 備 左 ど を含 む準
備 の も とに,よ り効 率 的 な信 用制 度 左い しは広 範 囲 の金融 仲 介 機 能 の制 度 化
が検 討 され る こ とに な る と考 え られ る。
(b)につ い ては,業 態 別 も し くは専 門 化規 制 が,そ の 目標 とす る と ころ と乖
離 して い な い か,あ るい は規 制 の改 編 が必 要 とされ て い 左い か.等 を考 え る
こ とが で きる。
と りわけ,中 小企 業 金 融 や,消 費者 金融 を含 む対個 人 部 門金 融 の分野 につ
い て,金 融 サ ー ビス供 給 者 数 の増 大 と もか らん で,い わ ゆ る適 切 な 「垣根 」
の あ 妨 が検 譲 れ よ う.4)
この こ とは,(a)とも関係 す る もの で あっ て,金 融 商 品 の新 規 開 発 夢 よび販
売 が多様 化 し促 進 され る よ うな場 合 には,業 態 間 の区別 や業 種 間 の 区 別 とい
っ た金 融 仲 介 機 関 間 の区 分 自体 が変 化 すゐ こ とに っ 左が り,市 場 な い しは産
4)長 ・短 期 金 融 や信 託 業 務 な どの取 り扱 い につ い て も同様 で あ る。
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業分 野 に おけ る何 らか の新 しい分 類 基 準 の 作 成 が必 要 と な る こ と も考 え られ
る。
海 外 に於 け るわ が国 の金融 仲 介機 関 問 の競 争 は,大 企 業 と りわけ上 位 都 市
銀 行 と4大 証 券会 社 を中心 に,日 本 国 内 に 澄け る 「垣 根 」 とは 異 な る現 地 国
に よる規制 の も とでの金融 仲 介 業務 に関 して お こな われ てい る。
海 外 市場 に おい ては,欧 州 や 米国 系 の多 国 籍企 業 を含 む外 国 大企 業 との競
争 が不 可 避 的 で あ るが,近 年 では,サ ー ビス貿 易 の問題 に澄 い て,日 本 国 内
市場 で の(証 券 業 務 を含 む)金 融 の 自由化 に対 す る諸 外 国 か らの 発 言 が活 発
に 左さ れ る よ うに 左 っ た。 これ は,国 内 に 鉛 い て も,国 際競 争 力 の 発現 が必
要 と なる こ と を意 味 してい る。
次 のiD価 格 に関 す る規 制 は,主 と して預 貸 金 利 の設定 に関 す る もの で あ
る。
金融 サ ー ビス の生 産 お よび販 売 に おい て,銀 行 業 が行 っ て い る よ う な 資
金 の受 け入 れ(預 金業 務)お よびそ の貸 出 し(貸 付 業 務)に 関 す る価 格 す な
わ ち金 利 は,市 場 に おけ る需 給 実 勢 にの み依 存 して決 め られ る の では な く,
殆 ん どが規制 され た もとで の対顧 客 取 引 に よ り決定 され てい る もの で あ る。
そ こに お い ては,た とえ ぱ,拘 束 性預 金 の存 在 の も とで正 味 貸 出 金利 が市
場 を バ ランス さ せ る もの で あ る とい った よ う左 こ とを も含 め て考 え る こ とが
で きるo
そ の ほ か の,銀 行 業 が取 り扱 う金 融 サ ー ビス の う ちの周 辺 ・付 帯 業務 に関
す る もの の価 格 に つ い て も,概 ね同 様 で あ る 。 た だ,い わ ゆ る 非 価 格 競
争 につ い ては,取 引 関係 の 如何 に も依 る が,正 味 価 格 へ の組 込 み が な され て
い る もの とみ なす こ どが で き る。 しか し,企 業(銀 行)の 対顧 客 取 引 にお け
る短 期 的 戦 略 で は,非 価 格 競 争 の コス ト左 い しは リス クの負 担 が,必 ず し も
価 格 転 嫁 され ない場 合 も考 え られ るで あろ う。
さて,(a)につ い て は,銀 行 預 金 に おけ る金 融 商 品 の増 加 を含 め て,と りわ
け証 券 業 左 どに よ り開 発 し販 売 され る商 品 の多様 化 な どに よっ て,金 融 資 産
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選 択 の幅 が拡大 さ れ つ つ あ る。 この こ とは ・預 金 金利 に わけ蚤 舞劃 緩 和くない
しは 自由 化 へ の大 き な要因 の一 つ に あげ られる。
た だ,そ の よ うな傾 向 が続 くと して も,少 な くと も経 費率 左 どの点 か らす
れ ば ・ そ の 自由 化 の順 序 は大 ロ預 金 か ら小 ロ の もの へ とい っ た 向 き と な
るo
しか も,そ れ は,企 業(銀 行)収 益 に直 接 に 関係 す る こ とが らで ある か ら,
(b)を含 む他 の諸 領 域 に おけ る規 制 の あ り方 と連 結 して検 討 さ れ る もの で あ る
とい っ て よい。
他 方,(b)に於け る緩 和 につ い て は,企 業 金 融 左い しは一般 企 業 の財 務戦 略
にお け る諸 変 化 や国 際 金融 と りわけ外 国 金 融 機 関 の動 きに お い で,従 来 の い
わ ゆ る間接 金 融 方 式 か ら銀 行借 入比 率 を減 じる よ うな方 式 へ の移 行 を促 す傾
向 が み られ る。5)その ため.規 制 緩 和 の程 度 は,(。)功 も(b)の方 が♀ い とい
う見 方 もあっ て,た とえ ば,ブ ライ ム ・レー トを下 ま わ る金 利 で の貸 付 も少
数 例 では あ るが 行 な われ る こ とが あ る。
(a)に語 け る緩 和 を含 めれ ば,一 層 そ うで あ るが,少 な くと も(b)におけ る緩
和 に つい て で も,銀 行収 益 に対 して直 接 的 影 響 を与 え る こ とと 左 り,個 々の
銀 行経 営 に お け る体 質改 善 に対 して,よ り効 率 的 経 営 を徹底 す る要 因 の1つ
と左 り得 よ う。
それ は,銀 行 とい う企 業 レベ ル に お け る効 率 を高 め るだ け で 左 く,貸 出 市
場 を通 じて,銀 行 業 とい う1つ の産 業 に 於 け る効 率 を も高 め る効 果 を持 つ こ
とにつ 左が る もの といえ るの で あ る。
iiD営業 活 動 に関 す る規 制 は,主 と して3つ に区 分 さ れ る。
も とよ り,以 下 の3項 目は,他 のDか らiv)ま で の諸 規 制 と関連 し合 っ
、、'、
5)企 業 が 発 行 す る証 券 を銀 行 な ど金 融 仲 介 機 関 が 購 入 す る よ う左 場 合,こ




て,銀 行行 動 にお け る営 業 活動 を規 制 す る と ころ とな っ て い る もの で あ る。
さ らに,銀 行 に よる金 融 サ ー ビス の生 産 お よび販 売 とい う行 動 は,概 ね そ
の大 部分 が銀 行 の営 業活 動 の対 象 とな り うる もの と もい え よ う。
しか し,こ こで は,生 産 面 に おけ る商 品 開 発,店 舗 や機 械 化 を含 む設 備投
資.販 売 面 に おけ る広 告 ・宣 伝 とい った営 業 活 動 の3点 に つい て の規 制 を考
え る ことにす る。
これ らは,い ず れ も他 の産 業,と りわけ証 券 業 や保 険 業 な ど とい う他 の金
融 仲 介 業 をは じめ,情 報 ・通 信 サ ー ビス業 な どの第3次(サ ー ビス)産 業 と
の関 連 ある いは比 較 に お いて 共通 す る性格 を備 え た ポ イ ン トで あ る と も考 え
られ るか らで あ る。 す な わ ち,例 え ぱ商 品 自体 が有形 の もの よ りは ソフ ト ・
ウ ェア な ど無 形 の もの が 多 く,電 子 情 報機器 を含 む機 械 化 に よ り人的 労 働 資
源 の節減 が営 業 活動 にお い て進 展 してい る。 特 に,顧 客取引 に関す るものを含
め て情 報 管 理 業 務 に つ いて は著 しい もの が あ る。 そ して,こ れ ら一連 の ノ ウ
・ハ ウを含 め て,取 引全 体 に おけ る商 品 ない しは企 業 活動 が持 つ 「信 用 」 の
重要 性 は,単 に営 業 戦略 だ け で な く,長 期 経 営 戦 略 の あ り方 に も影 響 を お よ
ぼ す ところ の もの と 左っ てい る。
まず,(a)新規 商 品 販 売 の認 可 につ い て は,金 融 商 品 の開 発 お よびそ の販 売
に おけ る1つ の ポ イ ン トと して,い わ ゆる創 業 者 利 得 を あげ る こ とが で き よ
う。
これ は,近 年,外 国 と りわけ米 国 にお い て顕 著 で あ る と ころ の各 種 金融 商
品 の多様 化 を は じめ,わ が国 の金 融 市場 をめ ぐる環 境 の変 化 や実 物 経 済 部 門
に おけ る構 造変 化 な ど と も関連 す る もの で あ る 。 す な わ ち,新 規 商 品 に対 す
る需 要 は,金 融 ない しは経 済 の国 際化 や 自由化 が進 む ほ ど潜 在 的 に増 大 す る
、 覧 、
で あろ う し,ま た,そ の供 給 に対 す る促 進 力 と もな り得 る もの と考 え られ る。
金 融 市場 に おけ る需 要 側(顧 客)の ニー ズ に適 応 す る よ う左商 品 の開 発 ・
販 売 に お け る効果 的 競 争 の拡 大 は,市 場 夕(おけ る効 率 を高 め る か ぎ りでは,
の ぞ ま しい もの と して評価 さ れ うる。
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しか し,こ こで は,い くぶん か視 点 を変 え て開 発 者 に帰 属・ず る創 業者 利 得
に つい て少 し考 え て み よ う.
通 常,製 造 工 業 部 門 にお い ては,こ の よ うな利 得 は,た とえ ば特 許 権 な ど
の法 的制 度 に もとつ い て保護 され てい る。 しか しな が ら,商 品 そ の ものが概
ね有 形 で は ない サー ビス 産業 と りわ け金融 業 に お い て は,そ の商 品 属 性 か ら
生 産 者 に よる製 品 差 別 化 の識 別 や効 果 が,必 ず し も期 待 され え 左 い側 面 を持
って い る。
さ らに,利 得 そ の ものの 大 きさが どの程度 の もの で あ るか,と い うことに
っ い て も,そ の 商品 の開 発 に要 した 費用 をい か に算 定 す るの が 妥 当 で あ るの
か,と い う問 題 を内在 してい る。 しか も.そ こでは,当 該 商 品 の み の開 発 に
関 わ る費 目 やそ の大 きさ が必 ず し も明瞭 で あ る とは 限 らない 。
した が っ て,単 に創 業 者 利得 を保 証 す る こ とが 目的 で あ る 左 らば,創 業 者
に よる販 売 の み を認 可 して,他 社 に よる販 売 に対 して認 可 を一与え 左けれ ば よ
い.し か し,も しか りに第1番 目の 申請 者 を して創 業 者 で あ る と特 定 しえ た
と して も,2番 目か らの 申請 者 に与 え る認 可 ま で の期 間 の長 さ を い か に決 定
す るの か,と い う問 題 が残 さ れ る こ とに 左 る。 そ の決 定 に関 す る基 準 に加 え
て,商 品間 に類 似 性 が あ る場 合 の取扱 い につ い て も考 慮 が必 要 と 左る で あ ろ
う6
(b)設備 投 資 に関 す る規 制 につ い て
この 「設 備 投 資 」 の中 に,わ れ わ れは 「店 舗 設 置」 を も含 め て考 え てみ た
い。 とい うの は,近 年 にお い て は 「店 舗 」 そ の ものが,い くつ か の種 類 に区
分 され,そ れ に よっ て,た とえ ば統 廃 合 や 売 買,移 転 等 に おけ る 「店 舗 」 の
単位 の比 率 計 算 が行 左 われ る よ うに 左っ たか らで あ る。 さ らに,機 械 化 の進
展 一 これ が,い わ ゆ る 「ミニ店 舗 」 等 の 出現 を促 進 させ,「 比 率 換 算 」 を
導 く要 因 の一 つ で あ ったが一 自体 は,い うま で も左 く設 備 投 資 の 中 心
で あ るけ れ ど も,従 来 にお い て は各 営 業店 で 左さ れ て い た業 務 を全 社 的 に集
中 して担 当 ・処 理 す る こ とを可 能 に して い る 。 そ の か ぎ りに カ い て.あ る意
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味 で は間接 部 門 の ウエ イ トが 高 ま り,営 業店 で は人 件 費 を含 む経 費削 減 効 果
が(当 該 間 接 費用 の負 担 配 分増 を上 回 って)生 じる こ とが考 え られ る。
この よ うに,機 械 化 と店 舗 とい う関 係 は,た とえ ぱ テ レ ・コ ミュ ニケ ー シ
。ン な どに お け る 自由化 や利 用 可能 性 の拡 大 が進 めぱ,一 層 多 様 化 す る こ と
が予 想 され る。 す で に,米 国 な どで試 み られ て い る よ うな フ ァ ー ム ・バン キ
ング や ホー ム ・バ ン キ ング とい っ た新 た な設 備 ・方 式 に よる営 業 が 普及 す れ
ぱ,単 に個 別 企 業(銀 行)だ け で な く業態 ご との企 業(銀 行)群 に よる共 同
の設 備 投 資 も,一 層 行 な われ る よ うに 左 るで あ ろ う。
また,機 械 化 や 高度 情 報 サー ビス産 業 の進 展 に対 応 し うる企 業(銀 行)と,
そ うで 左い もの との間 に生 じる格 差 の拡 大 が,規 制 の緩和 に と もな って,一
層 進 む こ と も予 想 され る。 そ の よ うな場 合,市 場 効 率 に つ い て は,個 別 市場
に お け る集 中 をは じめ企 業 間 な い しは業 態 間 に お け る規 模 の経 済 な どの測定
に も基 づ く新 た な規 制 ブ ・グ ラム に よって チ ェ ック さ れ る こ とが 考 え られ る。
この こ とは,同 時 に,1)に おけ る 「垣 根 」 問 題 やiv)の 各 項 目 に も共通
す る側 面 で あ る。 しか も,銀 行経 営 とい う点 にわ い て相 互 に関 連 しあっ て い
る もの で ある。 した が っ て,こ こに も,各 手 段 の 目標 に対 す る位 置 づ け や関
係,そ の有効 性 などを含 めて 「規制の効果 」を測 定 す る こ との容 易 で 左い こ とが
うか が わ れ るの で あ る。
(c)広告 活動 に関 す る規 制 に つ い ては,業 態 が同 じで あれ ば同 種 の金 融 商 品
を取 り扱 っ てい る こ と もあ っ て,消 費 者 に対 して差 別 化 さ れ た製 品 を広 告 ・
宣 伝 す る とい うよ う左 ケー ス は考 え られ 難 い こ とが あげ られ る。
と りわ け,iDに 澄け る価格(金 利)規 制 の もとに あ って は,店 舗 サー ビ
ス や景 品 な どに も とづ.く非 価 格 競 争 のPRと 左 る と ころが 大 き く,場 合 に よ、、へ
っ ては過 当 競 争 を生 じる結 果 と左 りが ち で あ る。
しか しなが ら,商 品 の 多様 化 や銀 行 業 に おけ る周 辺 ・付 帯 業 務 の拡 大 は,
個 別 企 業(銀 行)に よる金融 サ ー ビス の供給 に お い て,差 別 化 の余 地 を拡 げ
る要 因 と左 り得 る もの で あ る。 そ の か ぎ りでは,広 告 ・宣伝 の本 来 の機 能 が,
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効果 的 競 争 を促 進 す る こ とに な る と考 え られ る わけ で,広 告 活 動 に関 す る規
制 の緩 和 は 有意 味 で ある といえ よ う。
1V)財務 管理 に関 す る規 制 に お い て は,主 と して以 下 で あげ る4項 目に し
ぼ っ て考 え てみ る こ とが で きるQ
も と より,銀 行 も利 潤 動 機 を有 す る一 つ のgoing-conce胆 で あ る。 し
か も,多 数 の顧 客 を取 引 先 に有 して 与 信 業 務 を行 う信用 創 造 に お げ る担 い
手 の一 つ で あ るQ
した が っ て,そ の経 営 に対 す る規 制 は,顧 客 保 護 を含 む信 用 制度 そ の もの
の維 持 ・発展 を 目的 と して お こ左わ れ る。 と りわけ,財 務 管 理 は経 営 管理 に
齢け る主 要 部分 を占 め る もの とい え る。従 っ て,こ れ に対 す る規 制 の持 つ 意
味 は銀 行経 営 に対 す る もの に含 まれ る こ とに な る。 そ れ らは,大 別 す る と,
個別 銀 行 の財務 面 に おけ る健 全 性 と,取 引 先(顧 客)を 含 む他 の経 済 主 体 に
対 す る直接 的 影 響 力 とに関 す る規 制 とい え る。
まず,(a)配当に 関 す る規 制 で あ る が,配 当 が利 益 処 分 の一 項 目 で あるか ら,
これ は同時 に利益 処 分(の あ り方)に 関 す る規 制 で もあ る とい っ て よい.
配 当 に おけ る他 行 との競 争 が過 ぎれ ば,収 益 に対 して何 らか の許 容 さ れ う
る よ う左水準 を超 え た配 当 を行 う傾 向 に な り や す い 。 これ は,銀 行 経 営 に
とっ て,あ る意 味 では マ イナス の財 務 的 効 果 を生 ぜ しめ る こ と と な る。
他 方,配 当 に関 す る規 制 が強 く左さ れ て い る よ う左場 合 には,株 主 に対 す
る配 当 の最 大 化 や,そ れ に基 づ く企 業(銀 行)の 市場 価 値 総 額 の最 大化 につ
い ては,銀 行 経営 に於 い て フ ァー ス ト ・プ ライ オ リテ ィを得 るた め の イン セ
ン テ ィブ を低 減 させ る こ とに結 び つ く。
た しか に,わ オ三国 にお い ては,い わ ゆ る企 業 経 営 が 「所 有 」 と 「経 営」 の
、 、
分離 が進 ん だ もとで行 わ れ て い る,と い う こ と も指摘 され ては い る。 した
が って,そ こで は,た とえば 米 国 に お け る よ うな株 主 の経 営 に 対 す る強 い発
言 力(な い しは,そ の 行 使)に 基 づ く,「 所 有 」 者 と 「経 営 」 者 間 にみ ら
れ る地 位 の差 とい っ た もの が見 られ 左 い。 む しろ,後 者 の方 が逆 に優 位 で あ
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る と考 え られ て い る・ それ は,生 命 保 険 会 社 な どの 機 関 投 資 家 を は じめ企
業 間 に お け る,い わ ゆ る安定 株 主政 策 に 対 す る企業 行 動 が もた ら した効 果 に
よる ところ が少 な くない。
この よ うに,少 左 く と も配 当 面 か らの利 潤 最 大 化 に対 す る要請 圧 力 に上限
が あ る とい うこ とは,配 当以 外 の 面 へ の要 請 が大 き くな るか ,あ るいは利 潤
最 大化 動機 が い くば くか減 じる よ うな ケ ース を も導 き得 よ う。
そ して,も し,そ れ に もとつ く企 業 行 動 の結 果,あ る水 準 を超 え る よ うな
人件 費 左 どを含 む経 費 の増 加 と 左 る場 合 に は,企 業 活動 に お い て ,い わゆ る
X一 非 効 率 を含 む,効 率 低 下 に結 び つ くこ とが考 え られ る。
この こ とは,「 護 送 船 団 行 政 」 とい わ れ て い る状 況 の もとで は ,単 に配 当
に 関 す る規制 に よる効果 に と ど ま らな い。 しか も,既 にみ た よ うに,他 の諸
規 制(手 段)の 効果 と結 合 した複 合 的 左要 因 に も依 存 す る こ とが考 え られ る。
なお,企 業(銀 行)に お け る経 営 目標 に関 す る分析 に っ い て は,別 の機会
に譲 りた い。
(b)増資 に関 す る規 制 は,(a)とも関連 す る こ とが らで あ るほか に,増 資 に よ
る資 本 金 の規 模 が拡 大 す る こ とに よって,資 不金 を基準に した各種 の銀行財務 数
値 や営業 面 で の諸 数値 の 水 準 が変 化 す る こ との効 果 を規 制 す る 目的 が ある 。
その ほ か,増 資 そ の もの の方 法 につ い ての規 制 ・左 どが あ る。
銀 行 に お け る資 本 金 の 増 加 分 は,店 舗設 備 や機 械 化 の た めの 投 資 資金 とな
るケ ー ス もあ るが,貸 出 に向 か うもの も多 い。
銀 行 業 に おけ る規 模 の経 済 につ い て は,わ が 国 の場 合,主 と して高度 成 長
期 に あ っ て は小 さい け れ ど も正 の存 在 が見 出 さ れ て い る。 しか しなが ら,規
模 の尺度 や期 間 の と り方,あ る い は計 測 対 象機 関 の選 定 な どに よっ て,そ の
、、 、
大 きさ も変 わ り得 る もの と考 え られ る。
さ らに,銀 行 行 動 に お い て,預 金 を含 む調 達 資 金 を,従 来 の よ うに主 と し
て貸 出 に のみ 向 け ず に,営 業 外収 益 の増卯 左 どを意 図 した行 動 を一層 許 容 し
うる よ うな規制 の緩 和 が 進 む場 合 に は,資 本 金 の増 大 に 対 して も よ り大 き左
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イ ン セ ンテ ィブ を生 じる ことに 左 る と予 想 され る。
(c>株式保 有 に関 す る規制 につ い て は,た とえば 銀 行 持 株会 社 といっ た よ う
な,非 銀 行 部門 の 企業経 営 に対 す る 銀 行 に か る 発 言 力 の強 化 ない しは支配
を防 ぐ効 果 を持 つ もの で あ る。
と りわ け,上 位 の都 市銀 行 を は じめ とす る有 力 左大 規 模 銀 行 が有 す る顧 客
・取 引 先 には ,旧 財閥 系 の大 企 業 や そ の 関連 企業 左 どが少 な くな い。 それ ら
の企 業 群 は,当 該 銀行 をそ れぞ れ 軸 と した銀 行 一企 業 グ ル ー プ を構 成 してお
り,単 に資金的 取 引 を通 じた結 び つ きだ け で 左 く,情 報 の 交 流 を基礎 と して
各 企 業 レベ ル にお け る事 業 活動 に 資 す る と ころ とな っ てい る。6)
ただ,こ の規 制 に よ り,そ の よ うな企 業集 団 な い しは そ の所 属 企 業 に対 す
る,株 式 保有 に 基 づ く銀 行 の 直 接 的 支 配が制 限 され る こ とに な って い る。
した が って,こ の 面 に おけ る規 制 の緩 和 に つ い て は,「 そ れ が 銀 行 と企 業
(他 の銀 行 を も含 む)と の間 に おけ る株 式 保 有 の程 度 を通 じた経 営 支配 力 の
大 きさ に影 響 を及 ぼ す な らば,そ の許 容 水 準 を どの よ うに評価 す る か」,と
い う問 題 が十 分 に検 討 され る とこ ろ と な ろ う。
(d)大口融 資 に関 す る規 制 は,あ る特 定 の企 業 やそ の関連 企 業 に 対 して一 定
限度 を超 え る大 口融 資 が 貸 倒 れ 等 に よ る リス ク を増 大 させ る た め 。財務 面
か らこれ を避 け よ うとす る 目的 で行 な わ れ て い る。 同 時 に,(c)でみ た よ う左
銀 行 貸 出 を通 じて,企 業 に対 す る過 度 の影 響 力 を チ ェ ック す る効 果 も併 せ て
持 っ て い る。
た だ,前 者 に つ い ては,た とえ ば預 金 保 険 左 どの制 度 を拡 充 ・整 備 す る こ
とに よ り,銀 行 の 倒 産 が 生 じた場 合 に お け る影 響 を減 少 させ る こ とは可能 で
ある。 む しろ.海 外 向.け融 資 を含 む大 ロ ある いは 継 続 的融 資 が もた らす こと
ρ
に 左 り得 る よ うな資 金配 分 に おけ る非 効率 が も しあ る とす れ ば,こ の面 での
6)こ の点 に関 連 して,銀 行 間 の系 列 に関 す る分 析 と して,拙 稿 「企 業 成 長
と企 業系 列 一 わ が国銀 行業 の場 合 一 」 『経 済 論 叢 』第131巻 第1・2号
な どが あ る。
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規 制 緩 和 は,銀 行 の経 営 管 理 に 於 け る審 査 能 力 左い しは リス ク ・マネ ジメ ン
トの技 術水 準 を向 上 さ せ る こ とに もつ な が る で あろ う。 そ れ は.一 方 では国
内 市 場 に おい て,銀 行 業 の産 業 組 織 に お け る諸 変 化 を ひ きお こす 競 争 増大 要
因 の1つ と もな り得 よ う し,他 方 では と りわ け海 外 市 場 に 語け る国 際 競争 力
の強 化 要 因 の1つ に もあげ られ る もの で あ る。
また,後 者 に 関 しては,銀 行 ない しは,そ の資 金 的 なつ なが り を媒 介 と し
て構 成 さ れ る企 業 集団 の行 動 と,一 般 集 中 との関 係 を調 べ て分 析 す る ことが,
(c)にお け る場 合 と同様 に,こ の 面 に むけ る規 制 緩 和 の プ ログ ラ ム作 成 に あた
っ て考 慮 され,ま た,そ の 一 部 分 を構 成 す る もの と して考 え られ る。
銀 行 業 に お け る市場 集 中 につ い て も類 似 の こ とが い え る で あ ろ う。 た だ,
いず れ に齢 い て も,銀 行 業 に関 す る諸 規 制 の緩 和 が競 争 制 限的 左産 業 の特 質
を競 争促 進 的 なそ れ に変化 させ る1つ の大 き 左要因 と左 る,と い うこ とが い
え るで あろ う。 しか し,同 時 に,機 械 化 等 を含 む 「金融 に おけ る変 革 」 の著
しい進 展 の もとでの 競 争過 程 を経 由 した結 果,集 中度 の高 ま りを生 じる可能
性 が 少 左か らず あ る の では な い か と も予 想 され よ う。 そ こでは.専 門 化規 制
の緩 和 に よる 「垣 根 」 の低 減 な い しは撤 廃 の程 度 に も依 るけ れ ど も,か りに
イ コー ル ・フ ッテ ィン グの よ う左(撤 廃 の)ケ ー ス とな る に して も,個 別銀
行 が持 つ それ ぞ れ に比 較優 位 の あ る(と 考 え る)分 野 や業態 に特 化 した り,
あ るい は ウ ェイ トをか け る よ う左営 業 戦 略 が と られ てい るは ず で あ る。 そ し
て,た とえば 「棲 み分 け」 を含 ん だ上 で の さ ま ざま な形 態 に も とつ く企 業 間
関 係(銀 行 間 結 合)が 構 成 さ れ る こ とが考 え られ る で あ ろ ラ。 したが って,
当 該 産業 に 澄 け る効 率 を高 め る た め の効 果 的 競 争 を促 進 させ る場 合,そ の よ
うな新 しい 市場 構 造 ど行 動 様 式 が規 制緩 和 の 進 展 に伴 って どれ ほ ど変 化 し,
どの よ うな相互 関 係 を持 つ こ とに な った か,等 を分 析 ・評価 す る こ との持 つ
意 味 は 一 層大 き く左 る もの と考 え られ る。
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3.規 制 の 効果 に 関 す る 測定 に っ いて
(n規 制 の 効果 とそ の 測定
規 制 の効果 を測 定 す る場 合,こ れ ま で に も触 れ た よ うに,ま ず 次 の諸 点
に っ い て整理 して お くこ とが,予 備 的 ス テ ップ と して考 え られ る。
そ れ らは,
a.規 制 の 目的
b.各 規制 左い しは そ の手 段 の内 容
c。 個別規 制 ない しは そ の手 段 に よる 目的 な い しは 目標 の達 成度 を測 定 す
るた めの 指 標 も し くは基 準
d.企 業(銀 行)行 動,市 場 構 造 於 よび成 果 に おけ る,規 制 に 基 づ く イ
ン バ ク ト
e個 別 規 制 の主 た る効 果 と副 次 的 効 果 訟 よび他 規 制 に よる波 及効果
な どで あ る。
しか し,実 際 に ゑ こな わ れ て い る各種 の規 制 措 置 に つい てみ る と き,こ
れ らの事項 全 て に対 して明 確 左説 明 や解 答 を出 す こ とは容 易 左 こ とでは 左
い。 と りわけ,銀 行 業 の よ うに,長 期 間 に わ たっ て さ ま ざ ま な規制 が 左 さ
れ て きた産 業 に 澄 い て は,そ れ ら複数 の規 制 に よる い わ ば相互 作 用 の ゆえ
に,た とえ ば あ る規 制 のみ に基 づ く効果 を特 定 しさ らにそ の 大 きさ を計 測
す るの は困 難 左作 業 とな る場 合 が少 左 くな い.
た だ,上 のdに 於け る ポ イ ン トに つい て.銀 行 業 の ある1つ の業 態 を と
り出 して,そ の産 業 組織 に関 す る分析 を お こ ない,そ れ に よ り,規 制 の効
果 に関 す る測 定 へ の ア ブ ロー チ を試 み る とい うことは 可能 と考 え られ る。
そ こで,次 に,米 国 に 公 い て分析 され た,銀 行業 に おけ る厚 生 損 失 お よ
び 再 分配 効 果 に関 す る研 究 に つ い て なが め て み る こ と にす る。
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(21米 国 に 於 け る研 究 例
こ こ で は,S.A.Rhoadesに よ っ て 行 わ れ た 米 国 の 銀 行 業 に 関 す
る 分 析 を と り上 げ る.7)も と ・ り,わ が 国 と 米 国 に 姉 て は ,金 融 敵 関
す る制 度 の 違 い を は じ め と して 多 く の 考 慮 す べ き 点 が あ る。 しか しな が
ら・ 規 制 の 緩 和 が 著 しい 米 国 の 銀 行 業 に つ い て の 産 業 組 織 的 研 究 の 分 析 方
法 や 分 析 結 果 は,金 融 経 済 面 で の 諸 々 の 差 異 を控 除 し て も,わ が 国 に 澄 い
て 規 制 緩 和 が な さ れ て い く場 合 に は 十 分 参 考 に な り 得 る も の が あ る と い
っ て よ い で あ ろ う。
Rhoadesの 研 究 は,独 占 に よ る厚 生 損 失 と再 分 配 効 果 於 よび ア ウ ト ・
プ ッ トの 抑 制 に つ い て,米 国 銀 行 業 に お け る デ ー タ に 基 づ き 実 証 分 析 し
た もの で あ る 。
次 に,そ の 論 点 お よ び 内 容 を整 理 して 記 して み る。
i)研 究 の ね らい と問 題 意 識
a.米 国 の 銀 行 業 に お け る 独 占 に よ る厚 生 損 失 の 計 測 は,こ れ ま で 行
わ れ て 澄 ら ず 今 回 の 分 析 が 初 め て で あ る 。(製 造 工 業 に お・い て は,
Harberger8)(1954)やSchwartzmang)(1959)以 降,多 くの
研 究 が な さ れ て い る。)
b.銀 行 業 に あ っ て は,(同 種 の 金 融 サ ご ビ ス が 生 産 ・販 売 さ れ て い る









c.銀 行(業)は,消 費 者 に 対 して そ の 金 融 サ ー ビス を 直 接 に販 売 して
い る。 同 時 に,他 産 業 へ の与 信 を行 な う こ と に 基 づ く銀 行 業 に 語 け る
独 占 の2次 的 効 果 を持 つ 。
d.独 占 に よ る ア ウ ト ・プ ッ トの 抑 制 に 関 す る 計 測 は 可 能 で あ る。
の 分 析 の 枠 組 み に つ い て
a.銀 行 業 に 詮 け る 多角 化 や 多 地 域(広 域 的)営 業 に も とつ く分 析 上 の
問 題 は,対 象 機 関 を単 一 銀 行(unitbank)に 制 限 し,地 域 に つ い
て もSMSA10)規 び,。u。tyを 対 象 と す る こ と に 功 軽 減 挫 し
は 回 避 す る こ と が で き る 。
b.厚 生 損 失 の 計 測 に はr,広 告 費 を も算 入 して 澄 こ 左 う。
c.独 占 に よ るX一 非 効 率 が どの 位 に 存 在 す るか を み る た め に,organi-
zationalslackの 指 標 と して 従 業 員 数 を,highwageに は 賃
金 支 払 額 を と り,競 争 的 市 場 と独 占 的 市 場 を 比 較 して 調 べ る。
d.製 造 工 業 で は,constantcostsが 仮 定 さ れ る が,実 際{(は 産 業
に よ っ て そ う で な い 場 合 が 少 な くな い 。 し か し,銀 行 業 に あ っ て は,
実 際 に お い て もrelativelyconstantcostsで あ る か ら,同 じ
constantcostsの 仮 定 が お か れ る 。11)
liD計 測 に つ い て
a.厚 生 損 失 を め ぐ る説 明 は,標 準 的 左 マ ー シ ャル 型 需 要 曲 線 と共 に図
示 され る 。 図 に お い て,
ACc:(競 争 市 場)平 均 費 用 曲 線
ACm:独 占 者 平 均 費 用 曲 線
AR:、 平 均 収 入 曲 線
10)StandardMetropolitanStatisticalArea
11)Dugger(1974)やMurphy(1971)に よ れ ば ,以 前 で は 銀 行 業 に お
け る 規 模 の 経 済 が 少 し確 認 さ れ た が,最 近 に お い て は そ の 有 意 左 もの は 見
ら れ な い.と して い る 。
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MR:限 界 収 入 曲 線
P:価 格
Q:ア ウ ト ・プ ッ ト(量)
で あ る。
競 争 市 場 に あ っ て は,
P=Pc,Q=Qc
で 生 産 が お こ な わ れ,独 占 市 場 で は,
P=PmlQ=Qml
に 齢 い て 生 産 が 左 さ れ る 。
した が っ て,
△FGD:独 占 に よ るdeadweightwelfareloss
口PmlFGPc:消 費 者 か ら独 占 者 に 対 す る再 分 配
と な る。
こ こ で,独 占 者 がhighercostsを 認 め る と す れ ば,そ の 平 均 費
用 曲 線 は,ACcか らACmへ と シ フ トす る。
そ こ で は,
P=Pm2,Q=Qm2
に お い て 生 産 が 行 わ れ る か ら,deadweightwelfareloss

















b.再 分配 効果 は,す な わ ち独 占利潤 に関 す る もの にほ か 左 ら左い。 こ
L
の 計 測 は,次 の2つ の 方 法 が 考 え られ る 。






こ こ に,πi:第i市 場 に お け る利 潤
πC:競 争 的 市 場 に お け る利 潤
πmi:第i市 場 に 齢け る独 占 利 潤
πu.s.:米 国 に お け る銀 行 業 の 総 独 占 利 潤
A:資 産 残 高






こ こ に.πi/Ai:第i市 場 に お け る 資 産 収 益 率
CRi:第i市 場 に お け る 集 中 度
X:他 の 説 明 変 数
で あ る 。
ま た,第2式 に お け る20は,上 位3行 に よ る預 金 の 集 中 度 に つ
い て,そ の 最 低 水 準 が20パ ー セ ン トで あ っ た た め.そ の 水 準 に あ
る 市 場 を銀 行 業 に お け る 競 争 的 市 場 とみ 左 し,こ れ との 差 に 基 づ き
利 潤 率 を算 出 し よ う と す る た め の もの で あ る 。
c厚 生 損 失(deadweightwelfareloss)に っ い て は,Hotell-
ing(1938)に も と つ く定 式 化 に よ り,
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W・ 一 去 ・△ ・ ・△,
1=万.△P'△q・(△P/△P)(q2/q2)(P/P)
一 ÷ ・△ ・・・…(1/,q)(,/,)(△,/△,)
一 去 …m・ ・(1/TR)・ ・
と あ らわ す こ とが で き る 。
こ こ に,TR:総 収 入
e:需 要 の 価 格 弾 力 性
で あ る 。
な お,こ こ で は,先 例 に 従 っ て,e=-1.0と して 分 析 が 進 め ら れ
て い る 。
i>)分 析 に 関 す る デ ー タ に つ い て
a.対 象 と さ れ た 金 融 機 関 は,単 一 銀 行6,500行 て,そ の 預 金 残 高 の
平 均 は1,700万 ドル と小 規 模 左 もの で あ る 。
ま た,そ れ ら の営 業 地 域 は,2,466のcountyの 中 で1,635,
お よ び,281のSMSA中194と な っ て い るo
b、 収 入 お よび 支 出 に 関 す る デ ー タ は,利 潤 お よ び 費 用 が 長 期 均 衡 状 態
を近 似 す る よ うに,1969年 か ら1978年 の10年 期 間 に わ た り
各 行 別 に収 集 さ れ て い る 。
c.X一 非 効 率 の 存 在 や,そ れ が 厚 生 損 失 の 計 測 に算 入 さ れ る べ きか を
調 べ る た め に,.対 資 産 支 出 比 率 を算 出 す る。 支 出 項 目 に つ い て は,土
地 付 建 物,家 具 お よび 備 品,給 料 お よび 福 利 厚 生,等 で あ る 。
d.organizationalslackの 指 標 と しで,従 業 員 数 を と る 。 これ
は,Williamsonが い う よ う に り 競 争 に 直 面 して い な い 市 場 の独 占
者 はslackを 拡 大 す る で あ ろ う,と い う こ と に基 づ く も の で あ る 。
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e.X一 非 効 率 の 大 き さ を 出 す た め に,広 告 費 が 用 い られ た 。
f.独 占 に よ る 再 分 配 効 果 お よび 厚 生 損 失 を 計 測 す る た め の 利 潤 に 関
す る デ ー タ は,税 引 後 純 利 益 と証 券 利 益 於 よび 損 失 を各 行 別 に 総 資
産 の 百 分 率 と し て,1969年 か ら1978年 の10年 期 間 の 平 均
値 と し た もの で あ る 。
g.集 中 度 の 指 標 に は,各 市 場 に 於 け る上 位3行 の 預 金 集 中 比 率 が 用
い ら れ て い る 。
〉)分 析 結 果
a.市 場 支 配 力,費 用,広 告 費 に 関 す る 重 回 帰 分 析 の 結 果 は,次 の よ う









こ こに,NE/TA:対 総 資 産非 利 子 支 払 比 率
MN:連 邦準 備 制 度加 盟 ダ ミー
U:単 一銀 行制 度 の州
L:限 定 支店 制 度 の州
MS:市 場 に おけ る預 金 残 高 規 模
.T/(T+S):定 期 預 金 と貯 蓄 預 金 に 占 め る 定 期 預 金 比
率
G:銀 行 の預 金残 高成 長 率
HC:単 一銀 行 が.独 立 の ものか,あ る銀 行 持 株会 社 所
有 の もの か の判 別 変 数
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で あ る。 回 帰 係 数 値 の 下 の(,)内 数 字 は,t一 値 で あ る。
これ よ り,CRの 回 帰 係 数 が 統 計 的 に 有 意 で 左 い こ とか ら,銀 行 業
に お け るX一 非 効 率 はprevalentで な い.と し て い る。
ま た,こ こ で は 示 さ れ て い な い が.広 告 費 の大 き さ と 市 場 構 造(集
中 度)に は 有 意 な関 係 が み られ な い 結 果 を得 て い る。
し た が っ て,X一 非 効 率 や 広 告 費 を 独 占 に よ る厚 生 損 失 の 増 加 要 因
と す る必 要 は な い,と して い る 。
b.再 分 配 効 果 の 計 測 結 果 に つ い て は,第1の 方 法 に よ る独 占 利 潤 は,








こ こに,Y/TA:対 総 資 産 税引 後 純 利 益率
で ある。
これ に も とつい て算 出 さ れ た独 占利 潤 は,13億 ドル で ある。
c.厚 生 損失
第2の 方 法 に もとつ く独 占利潤 額 を 用 い て算 出 す る と,1、190万
ドル とい う小 さ 左値 で あ った。 なお.上 の 再分 配 効 果 に つ い て は,銀
行 業 に おは るL978年 の国 内 利益 総 額 の13パ ー セ ン トにのぼ る も
の で あ る。










ここに,LTI/TA:対 総 資 産 個 人 貸 出 額 比 率
で あ る。
これ よ り,独 占 に よ る個 人 貸 出 へ の 減 少 効果 が確 認 され た。
金 額 で表 示 す る と.273億 ドル とな り,個 人 貸 付 合 計 の16パ ー
セ ン トにの ぼ る大 きさ と左 っ て い る。
VI)結論 にお い てRhoadesは,次 の諸 点 を述 べ て い る。
a.独 占に もとつ く厚生 損 失 は小 さ い もの で あ った。
b.独 占に よる再 分 配 効果 は,逆 に大 きな値 とな っ て い る。
c.消 費者貸 付 に対 す る,独 占 に よる制 限 効果 につ いて も,大 き左値 が
計 測 さ れた 。
d.合 併政 策 に対 す る(市 場)構 造 ア ブ ロー チは 支持 さ れ る。
e.銀 行 利 潤 に 対 す る独 占力効 果 が大 きい た め,競 争 を め ぐる論 点 は,
合併 政 策 と同 様 に,法 律 制定 に対 す る評 価 と関 連 して考 慮 され る もの
で あ る。
f.銀 行業 に 澄け る独 占 の2次 効果 の 有 無 は,本 研 究 か らは決 定 で き左
しへo
Rhoadesによる この研 究 に つい て は,主 要項 目 に関 す る算 出方 法 の詳
細 や,変 数 の と り方 あ るいは重 回帰 分 析 の計 測 や そ の 解析 な どに関 して,
い くつか議 論 の余 地 が あ る と も考 え られ る 。 しか し,多 くの規 制 が 左 され
てい る産業 で あ る と ころの銀 行 業 に お い て,そ の 布場 構 造 一 成 果 に関 す る
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この よ うな分析 は,規 制 の効 果 や緩 和 につ い て考 え る場合,興 味 深 く且 つ
意味 の大 き左 ものが あ る とい え る。
{3)わ が国 に お・け る試 み に つ い て
上 でみ た よ うなRhoadesの 分析 を,わ が国 に む け る 銀 行 業 に 対 して
そ の応 用 を試 み る こ とは 興味 あ る こ とで あ る。 しか しなが ら,日 米 間 に お
け る金融 制 度 をは じめ と した 金融 経 済 に関 す る違 い や,わ が国 に 於け る分
析 に必 要 左デ ー タの利 用 可 能 性 等 を考 慮 す る と,そ の応 用 は か 左 り限 定
され た もの とな らざ るをえ な い。
も と よ り,厚 生 損 失 をは じめ とす るRhoadesが と り上 げ た 主 要項 目の
計 測 につ い ては,彼 の よ う左 タイ ブ以 外 に も別 の ア ブ ロ ー チ を 試 み る こ
とが 可能 で ある か も知 れ 左い 。
しか し,わ が国 の銀 行 業 に関 して,上 の よ うな分 析 は殆 ん ど見 あた らな
い とい っ て よい。
こ こでは,Rhoadesタ イ ブの分析 に準 じて,わ が国 に 齢 け る 再分配 効
果 の測 定 に関 す る一 つ の接 近 を試 み る。
まず,地 理 的 市場 に つい て は,countyやSMSAに か わ っ て,統 計的
デ ー タの利 用 可 能性 か ら,47の 都 道 府 県 を単 位 と した。
次 に,単 一銀 行 に か わ っ て,信 用 金 庫 を と り上 げ る。 そ の理 由 は,一 部
の 上位 金庫 を除 き,概 ねそ の本店 所 在 地 の あ る都道 府 県 内 が営 業 エ リァ と
な っ てい る こ と と,次 の表 で見 る よ うに他 の中小企 業 金 融 機 関 と比 較 して,
そ の業態 の規模 が 小 さす ぎな い こ と左 ど に よる もの で あ る。
ま た,対 総 資 産税 引後 純 利 益率 に代 わ っ て,対 預 金 税 引 後 純 利 益 率
亀.、
(RPRSS)を 用 い る 。
推 定 式 は,Rhoades型 モ デ ル
RPRSS=a十b・CRi
で あ る 。
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主 な 民 間 金 融 機 関 の 規 模
(a,b.単 位,百 億 円)
a.預 貯 金b.貸 出 金c.企 業 数d.店 舗 数
都 市 銀 行9,717&04613a714
地 方 銀 行6,7394,958635,675
信 託 銀 行6385927316
長 期 信 用 銀 行a399肇1.878354
相 互 銀 行a965a403713,846
信 用 金 庫3,782a8334615,637
信 用 組 合966752476a56g
労 働 金 庫33721047495
商 工 中 金616寮588193
囲 楽 債 券 を 含 む 。a,bは 昭 和57年 度 末,c,dは 昭 和55年 末 時 点
の もの で あ る 。
資 料:日 本 銀 行 『経 済 統 計 月 報 』,大 蔵 省 『銀 行 局 金 融 年 報 』他
デ ー タ は,以 下 に お い て 使 用 さ れ る変 数 の もの を も含 め て,昭 和54年
3月 末 の数 値 で あ り,日 本 銀 行 『都 道 府 県 別 経 済 統 計 』,金 融 図 書 出 版 社
『全 国 信 用 金 庫 財 務 諸 表 』,経 済 企 画 庁 『県 民 所 得 統 計 』,通 産 省 『工 業
統 計 表 』に 基 づ き,各 庫 別 澄 よ び 都 道 府 県 別 に 収 集,整 理 さ れ た 。
上 式 のOLSに も と つ く推 定 結 果 は,次 の よ うに 左 っ た 。
RPRSS=0.008799-0.001638・S3DPS2
瓦2=0、0365(1.6540)
た だ し,集 中 度 変 数(CR)は,S3DPS2と 表 わ さ れ て い る 。
な お・,RPRSS・=PRS/DPS
S3DPS2=S3DPS/100
PRS:信 用 金 庫 税 引 後 当 期 利 益(昭 和53年 度 分)
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DPS:信 用 金 庫 預 金
S3DPS:信 用 金 庫 預 金 に 占 め る 上 位3庫 の シ ェ ァ(パ ー
セ ン ト表 示)
で あ り,回 帰 係 数 値 の 下 の()内 数 字 は,t一 値 で あ る 。
こ の よ うに,集 中度 変 数 の 回 帰 係 数 が,マ イ ナ ス の 値 を と る 結 果 と な っ
た 。12)
そ こ で,独 立 変 数 をS3DPS2か ら,S3DPS3む よびS3DPS4に 変
え て み るo
こ こ に,S3DPS3=S3DPS2。DPS/DPT
S3DPS4=S3DPS2・DPS/DPP
DPT:民 間 お よび 政 府 金 融 機 関 の 預 金
DPP:民 間 金 融 機 関 の 預 金
で あ る 。
そ の 結 果 は,
RPRSS=qOO785-0.000023・S3DPS3
12)こ の こ と は,逆 セ(,信 用 金 庫 の 数(NFS)が 多 い と こ ろ で は ,信 用 金
庫 の 利 潤(PRS>が 大 きい の で は な い か とい う こ と を推 測 さ せ る 。 そ し
て,そ れ は,次 の 回 帰 分 析 の 結 果 に よ っ て 確 認 す る こ と が で き る 。
PRS=-L54340十 α58506・NFS
豆2=0.859(16.7928)




と な り,大 企 業 の 多 い 地 域 で は,利 潤 も大 き い こ とが うか が え る 。 しか し,
信 用 金 庫 の 顧 客 ・取 引 先 と し て は,大 企 業 で な く中 小 企 業 で あ る か ら,説





と 左 り,い ず れ の 場 合 も,集 中 度 変 数 の 説 明 力 於 よび 回 帰 式 の 決 定 係 数 が
大 き く低 下 す る と こ ろ と な っ た 。
あ る 意 味 で は,こ の 程 度 の 集 中 度 変 数 の 修 正 で は 左 く,む し ろ各 市 場 に
お け る 民 間 金 融 機 関 全 体 の 中 で の 上 位3企 業(金 融 機 関)に よ る数 値 を使
用 す る こ と も1つ の 方 法 で あ る。 しか し,都 道 府 県 単 位 に よ る 市 場 の と り
方 に お い て は,デ ー タ の 利 用 に限 界 が あ る 。
次 に,従 属 変 数 に 関 す る 修 正 を試 み る.信 用 金 庫 従 案量 召ん 当 グの利 瑠




で あ っ たo
PRS=-0.07405十 〇.00028-NFT
頁2=0.780(141500)
と な っ て,説 明 力 が 増 大 す る 。 こ れ は,企 業 数 が 多 い 地 域 ほ ど,信 用 金 庫
利 潤 も大 き くな る こ と を示 し て い る 。
次 に,県 内 純 生 産(NNPPREF)と,県 内 総 人 口(NPOP)を 用 い た





で あ っ た 。 こ れ は,都 市 部 な ど の,人 口 が 多 く,経 済 活 動 水 準 が 高 い地 域
ほ ど,信 用 金 庫 と い っ た 中 小 企 業 金 融 機 関 の 利 潤 に 対 して も,有 意 な 正 の




NES:信 用 金 庫 従 業 員 数
で あ る。
しか し,こ の 結 果 に お け る 数 値 は,必 ず し もそ の ま ま 受 入 れ 難 い 問 題 を
持 っ て い る よ うに 考 え ら れ る 。13)
と い うの は,百 人 当 た りの 利 潤率 で な く,百 人 当 た りの 利 潤(APRS)に
よ る 推 定 結 果 は,
APRS=0,16775-0.04356・S3DPS2
R2=0.0634(2.0279)
て あ り,単 に,信 用 金 庫 利 潤 の 場 合 で も,
PRS=14.7316-15,73800。S3DPS2
百2=0.3374(4.9415)
と な っ て い る 。 い ず れ も,集 中 度 変 数 が 負 の 回 帰 係 数 値 を と っ て い る か ら
て あ る。
13)も し,こ の 結 果 を用 い て,再 分 配 効 果 の 計 測 を 於 こ な う と,以 下 の よ う
に な る 。
上 の 結 果 で は,百 入 当 た り利 潤 率 に 関 して,信 用 金 庫 に 齢 け る 集 中 度 変 数
の 回 帰 係 数 が 正 で,し か も α1パ ー セ ン ト水 準 で有 意 と な っ た こ と を意 味
す る 。
した が っ て,百 人 当 た り独 占的 利 潤(APRSM)は,
APRSMi=0.001261・(S3DPS2i-0.211)・DPSi
と な る 。b"
こ こ で,右 辺 の0.211は,Rhoadesに 従 っ て,最 も集 中 度 の 低 い 市
場 を 競 争 的 市 場 と して と らえ る,と い う こ と に 基 づ く もの で あ る 。






す な わ ち,約93億 円 と な り,信 用 金 庫 総 利 潤(年 間)の 約4.6パ ー セ ン
トに相 当 す る 。
しか し,APRS=PRS/NES
で あ る こ と か ら,百 人 当 た りで は 左 く,信 用 金 庫 全 体 の 独 占 的 利 潤(PRSM)
に つ い て み る と,市 場 ご と に,
PRSMi=APRSMi-NESi
と 左 る。




とな る。 しか し,こ の 約a773億 円 は1.明 らか に大 きす ぎ る値 で あ る と
考 え られ る。
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では・ なぜ従業県数 で除 した利潤率の場合 に,集 中度変数 に対 して有意
な 正 の回 帰 係 数 値 が得 られ る の で あ ろ うか。 この問題 に対 して答 を用 意 す
るに は,以 上 か ら では情 報 が不 十 分 で あ り,さ らに別 の 分析 を必 要 とす る。
そ して,よ り広 い情 報を得 る には,信 用 組 合 な どの他 中 小企 業 金融 機 関 に
っ い て も分 析 対 象 に組 入 れ る こ とが の ぞ ま しい といえ よ う。14)
ま た,利 益 とい う指標 も,税 引 後 当期 利 益 だけ で な く,経 常 利益 を も採
用 した り,そ れ に関 連 して,人 件 費 や物 件 費 な ど経 費 は 関 す る 分 析 を 行
うこ と に より,一 層 多 くの情 報 が得 られ る こ と と思 わ れ る。
この よ うな接 近 は,い くぶ ん かtentative左性質 を持 っ てい る もの か
も知 れ ない が.わ が国 の銀 行 業 に関 す る 「規 制 の効果 」 の測 定 や 分析 とい
った産 業組 織 面 に お け る研 究 に対 して は,1つ の興 味 あ る情 報 を提 供 す る
もの で あ る と考 え られ る。
14)もし,か りに信 用 金 庫 に お い て独 占的 利 潤 が あ る と して も,そ れ が.
「護 送 船 団 行 政 の下 に あ っ ては例 え ぱ全 国 銀 行(都 市銀 行 及 び地 方 銀行)
、
、 、
な どに お い て,一 層 大 き左独 占的 利 潤 と 左 る で あ ろ う」,と い う こ とを必
ず し も意味 す る とは限 らない 。 この点 との関 連 も「含 め て,あ る い は地場 産
業 を含 む地 域 経 済 の動 向 との関 連 に お い て,信 用金 庫 をは じめ と した中小
企業 金 融 機 関 に関 す る分析 は,今 後 の課 題 の1つ とい え よ う。
141
補 遺
q)「 わが 国 に 齢 け る試 み 」に おい て用 い られ た変 数以 外 の.参 考 とな る変
数 は,次 の 通 り で あ るo
CAS:信 用金 庫 自己 資本 総 額
RLS:〃 貸 出 金 対預 金 比率
BRS:〃 店 舗 数
DPZ:全 国銀 行 預 金
DPG:政 府 金 融 機 関預 金
LT:金 融 機 関総 貸 出金
LP:民 間 金 融 機 関貸 出金
LZ:全 国 銀 行貸 出金
LG:政 府 金 融 機 関 貸 出金
BRZ:全 国 銀 行 店 舗 数
BRG:政 府 金 融 機 関 店 舗 数
BRT:金 融 機 関 総 店 舗 数
AY:人 口1人 当 た り県 民 所得
RDPSP:対 民 間 金 融 機 関 信 用金 庫 預 金 比 率,
RDPSP=DPS/DPP
RNFL300T:大 企 業 比 率,
RNFL300T=NFL300/NFT
(2)変数 問 に 於け る単 綿 関係 数 は,次 の表 に示 され てい る。
㍉ 、
なお,表 中 に あ る よ うに,右 上 部 の数 字 は相 関 に おけ るケ ー ス数 で あ る。
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第8章 中 小 企 業 金 融 機 関 と 金 融 自 由 化
1は じ め に
規制 と産業 組織 につ いては,近 年Shepherd&Wilcox〔12〕をは じめ
Baumol,Panzar&Willig〔2〕な どにおいて も主 と して市 場 競 争 と効 率
の観点 か ら理論 的分 析が お こなわれ てい る。
また,規 制産 業 と して代 表的 な銀行業 につ いて も,de-regulationに関 し
てい くつ かの研 究 がお こな われてお り,た とえばRhoades〔11〕の よ う な
社 会的厚 生損失 に関 す る分析 に もわが 国 との制度上 の違 い はあ る と して も興
味 深 い ものが あ る。
わが 国銀行 業 に おけ る規制 緩和 につ いて考 え る とき,そ の接 近 には さ まざ
まな角度か らの もの が可能 であ ろ う1)たとえば,金 融市場 を中心 とす る信用
秩序の維持や,金 融政策 の諸手段 に関する有効性 の問題,資 金 配分 におけ る効
率の増大 な ど とい った観点が そ の一 部 として あげ られ る。
そ こでは,マ クロ的 ない しは ミクロ的接 近の ウェイ トの違 い に もよるが,
規制 の持 つ 意味や そ れが各経 済主体 の行動 とりわけ銀行 行動 に対 して与 える
効果 を控 除 して考 え るこ とにつ いては いずれ も難か しい こ とが らで あ る。
また,経 済の 高度成長 期以 降 におけ る個 人 ・家 計部 門や 中小企 業部 門の金
融行動 につ いて は。 たと えば消 費者信用や 小 口預 貯金,ベ ンチ ャー ・キャ ピ
2) _3)
タル等 多 くの 論 点 が 考 え られ る。 同 時 に,大 企 業 に お け る 直 接 金 融 方 式 の 拡
*本 論文の原型は,現 代経済研究会(1984年2月,於 京都大学)に おけ る報告の一部に
もとつ くものである。
望4?
大や 設備 資金需要 の低迷 な どに もとつ く全国銀行 とりわけ都 市銀行 の融資 戦
略 におけ る変化,す なわ ち有 力 中小 企業 をめ ぐる中小 企業金融 機関 との競争
拡 大 な どもあ げ るこ とが で きる。
本稿 では,わ が国銀 行業 におけ る規制緩 和 に関 して,特 に それが 中小 企業
金融 お よび 当該 金融機 関に与 え るい くつかの イ ンパ ク トにつ い て考察 する も
の であ る。 そ して、 それ は同時 に中小 企業 金融 や 中小 企業 金融 機関 に関 して
の一 層詳細 な 分析へ の基礎 的役割 を担 うもの で もあ る。
まず,次 節 にお いては 中小企 業金融 機関 に関す る規制に つ いて考 える。続
く第m節 で中小 企 業金融 と当該 金融機 関の特 徴 をみ たあ と,第IV節ではそれ
との関 連 を含 めて 規制緩 和の もた らす インパ ク トについ ての考察 をお こなう。






II中 小 企 業 金 融 機 関 に関 す る規 制 に つ い て
金融仲 介機関 の経 済活動 に対 す る公的 規制 の根 拠 には信 用秩 序の維持 とい
うこ とが最 も重要 な 目的 の一 つ にあ げ られ る。
と りわけ銀行業 につ いては.証 券業や 保険業 な ど他 の金融 仲 介業 以上に規
制 され た産 業 であ う とみ な され て きた。
その背景 どしで銀 行業 が信用 創造 の担い手 と しての機能 を持 って いること
が指 摘 され るの は い うまで もない こ とで ある。
また,当 該産 業 内部 におけ る 自主規 制 な どの私 的規制 につ い て も,例 えば
過 当競争 の排 除 をは じめ,経 営 の健 全性 に 資す る もの と してな されてい ると
も考 え られ る。
4)
中小企 業金 融機 関 は銀行業 の一部 分 を構 成す る もので あ る。 した が って,
148
従来 のい わゆ る護送船 団方式 にあ っては,例 えば その船団 亀速度'の 決定 な
どに おい て大 きな 影響 力 を持つ もの であ った。
戦 後わが国経 済の高度 成長や二 重構造 の存在 な ど とい った中小 企業 とその
行動に 影響 を与 えて きた諸要 因は,ま た中小企業 金融 を通 じて間 接的に 中小
企業 金融 機関の 行動様式 に も関与 して きた もの であ る。
したが って,逆 に 金融 取引 を通 じて,中 小企業 に対す る特定 の 金融政 策の
発動 若 し くは調 整 も必ず し も不可能 な もの では ない といえ る。
他 方,資 金配 分に おけ る効率 の増 大には,金 融 市場 の構造 や 取 引様 式,構
成 員企業(銀 行業 に あっては,個 別 銀 行)の 内 部組 織 な どにおけ る非効 率
(いわ ゆ るX一非効率 を含 む)要 因の排 除が先 ず有効 とされ る1)
す な わ ち,市 場 におけ る競争 原理 の導 入 拡 大 が もた らす 効率 の増大 は そ
れ に よるマ イナ ス効 果(当 該規制緩 和に よ り減 殺 され る政 策効 果 分)よ りも
大 きい な らばその 限 りに おいて規制 緩和の純交力果が あ る とみ な し うる。
ここで,中 小企業 金融機関 につ いてみ る と,次 節 で詳述 され る よ うに,民
間金融機 関 と政 府 系の それ とがあ る。 前者に は,相 互 銀行,信 用金庫,信 用
協同組 合,全 国信用 金庫連合 会,全 国信 用協同組 合連合 会,労 働 金庫,労 働
金庫連合 会が あげ られ る。商工組 合 中央金庫,中 小企 業金融 公庫,国 民金融
公庫 は後者に属す る もので ある。
_6)
また,農 林 漁業 金融機 関 に ついて は,中 小企 業金融機 関 とは区別 して こ
れ に含 まれな い.し か しなが ら,「中小企業」 の 定義 に も依 存 す るが,農 林
漁 業に おけ る兼業 のケー スな どの 資 金 需要 区 分 ない しは 資 金 管 理 が 企 業主
に よ って必ず しも明確 にお こなわれ る とは限 らない とい う問 題 があ る。そ し
て,少 くと も指 摘 し うる こ とは,こ れ ら中小企業 あ るいは 農林 漁業(の 事
業主)に 対す る金融 取 引 と りわけ預 金 貸付 業務 にお いては,中 小 企業金融
機 関 と農 林漁業 金融 機関 とが競合す る場合が 少 くない とい うこ とで あ る。
しか も,こ の こ とは,都 市 周辺や その近郊地 帯 にお いては 普 通銀行(都 市
銀行 な らびに地 方銀行)を も含 む形 でお こなわれ て いるのは 周知 の通 りであ
る。
したが って,貸 出 をめ ぐる競 争は,価 格(貸 出金利)に 関 す る規制 のあ り
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方 と密 接 に関係 してお り,そ の 緩和 は貸出 コス ト面か ら も金融機 関の経営 に
直接 影響 を与 え うる もの となって い る。
次に.わ れ われ は銀行業の なか の中小企 業金融機 関 に関 す る規 制 について
概 観 してお こ う。 後にみ る よ うに,当 該産業 や市場 の組織 的側 面か らの考察
をお こな うこ と もあ って種 々の規 制 について は次の よ うに基本 的 な分 類 をお
こな う。
(A)市 場 参 入に関す る規制a)新 規 参 入に関す る場 合b)関 連 ・
周辺業務(い わゆ る垣 根問題)に 関 す る場合(B)価 格 設定 に関 す る規制
a)預 金金 利 に関 す る ものb)貸 出金利 に関す る もの(C)営 業 活 動 に
の
関 す る規制a)新 規商 品販 売の 認可b)設 備 投 資につ い てc)広 告活
動 に関 す る もの(D)財 務管理 に関 す る規制a)利 益 処 分 ・配 当に関す
る ものb)増 資に関 す る ものc)株 式保有 につ い てd)大 口融 資に関
す る もの(E)そ の他 の規制a)中 小 企 業 金 融 機 関 と しての 専 門 化 規
制8㌦)企 業成 長に ともな ういわ ゆ る ・卒 業生、 金融 に関す る規制91。)そ
の他
これ らの うち,(E)a),b)に つ いては(A)b)に 含 まれて よい もの
であ るが,次 節 以 降に おけ る中小企 業金融機 関 を中心 とした考察 のため もあ
って特 にあ げて お くもので あ る。
以上 にお け る諸 規制 につ いて,そ の緩和 プ ロ グラムが いか な る ものにな る
の であ ろ うか。
それに は.い くつ かの要 因が介 在 してこ よ う。す なわ ち,わ が 国 における
金融 業(市 場)の 効率 化 の程 度,実 物経 済(非 金融)部 門の金融 行動 の推移,
サ ー ビス貿易 にお け る収 支バ ラ ンス(特 に 対 米 お よ び対EC)・ 金 融業の活
動 に関す る国際 間調整 内容 と交 渉速度 など とい った こ とが あげ られ る。
したが って,た とえば中小 企業金 融機関 をは じめ としたわが 国金融機 関の
国際競 争 力が若 し問 わ れ る よ うな場 合 に も信 用秩 序 の維持 を可 能 とす るシ
ス テムが機 能す る ところ とな ろ う し,ま た他 方 で は 当該 産 業 に属 す る企 業
(すな わ ち個別 金 融機 関)の 経営体 質の強化が 進行 す るで あ ろ う。
ただ,そ の よ うな準備 的対 応の程度 と緩和 プ ロ グラムの 内容 との関係 につ
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い て は,た とえ ば 預 金 保 険 機 構 の拡 充 を い か ほ どに 設 定 す る か 等 に お い て み
られ る よ うに,具 体 的 な事 項 の 積 み 重 ね か ら な され る とこ ろ の 少 く と も相 互
依 存 的 な 性 格 を持 つ もの で もあ る と い え る。
た と え段 階 的 緩 和 方 式 が 採 用 され る と して も,よ り効 率 的 な 信 用 制 度 や よ
り広 範 囲 の 金 融 仲 介 機 能 の 制 度 化 に 関 す る そ の 整 備 実 行 プ ロ グ ラム が 検 討
され る こ とに な る。 そ こ で は,情 報 通 信 サ ー ビ ス業 の 発 展 や そ れ と も関 連
す る産 業 構 造 の 変 化 とい った こ とが らが,単 に 大 き な ウ ェ イ トを持 つ 要 因 と
して だけ で な く,そ れ ら を軸 と した 企 業 系列 や 市 場 集 中 の 動 向 な ど とい う産
業 組 織 や そ の 変 化 に 関 して 影 響 をお よぼ し う る もの に な る とい つた 意 味 に お
い て も関 心 の 払 わ れ る要 因 と して考 え られ るの で あ る。
注4)銀 行業とは原則 として保険業,証 券業に属 さない金融仲 介機関の うち少な くとも決
済機能を有 して預 金 貸付業務等を行 なうものか ら構成 されるとする。 なお,以 下,
金融の制度的側面については,日 本銀行調査局 〔10〕に もとつ く。
5)効 率に対す る規制の効果については,た とえばShepherd&Wilcox〔12〕をみよ。
6)農 業協同組合,信 用農業協同組合連合会,農 林中央金庫,共 済農業協同組合連合会,
全国共済農業協同組合連合会,農 林漁業金融公庫,漁 業協同組合,信 用漁業協同組合
連合会,森 林組合,森 林組合連合会がある。
7)こ れに関 しては,特 に創業者利得の問題が指摘され る。製造工業部 門にあっては,
例 えば特許権等に関する法的保護が与 えられているが,金 融サー ビス商品の開発 生
産 販売に関する場合には必ず しも容易でない面がある。 それは,商 品属性に もとつ
く差別化の識別や効 果,開 発費用の算定 と区分,販 売認可の対象 と認可時間 などの決
定に関する明確 な基準が設定 し難いとい うことに も依存 している。
8)こ の点に関 して,堀 内 倉沢 〔7〕が興味深い。
9)成 長の結果,企 業規模がた とえば大企業 クラスへ移行 したため それまでの中小企業
金融機関 との取引関係に制約 を受け るとい うことで,広 義には(E)a)に 含められ
る。
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III中小 企 業 金 融 に っ い て
わが国 の中小企業 は,昭 和52年4月 以 降の 区分 で資 本金1億 円以 下 又は従
業 員(常 用)300人以下 の法 人 ・個 人企業 とな って い る.
但 し,卸 売 業につ いては資 本金3,000万円以 下,100人以下 で あ り,小 売業
・サー ビス業 につ いては1,000万円以下,50人以下 の もの であ る。
それ らは,一 般 に,生 産 ・販売 ・財 務 ・人事労 務 ・資 材 ・R&D(研 究 ・
開発)を は じめ とした経営管理 面 の全般 にわ た って大企 業 との格差 に甘 ん じ
て きたが 高度経 済成長 に よる財 務体 質の強化 をは じめ経営 戦略 の成功に よっ
て規模 の拡 大 ない し大企業 分類へ の移 行 を果 た した もの も少 な くない碧)
一 般に,中 小企 業の 多 くが個 人経営 的 であ り生 産性 や 貨金水 尊.も低 く,資
中 小 企 業 金 融 機 関 の 規 模 側 立.億円)
繍 店舗数無壼獅 欝 舳残礪1犠畿 留撚
bc
相 互 銀 行722,76639132,20026,4269.55367
昭








金 融 機 関31457873706,46244・572・154
bc
相 互 銀 行723,3471,143159,408124,76737.281,733
昭
和 信 用 金 産4724
,6311,889211,921164,96735.6235。50
年 転 犠1816。233 ,95。34,316423.6534,31612
月 錨 翻53直, ,,。41,24268,72753,41919.7699
末
政 府 系d,
金 融 機 関41722,0333,74948,700283.1412,175
(注)a.全 国 信用 金庫 連 合会 を含 むb.掛 金 を含 むc給 付 金 を含むd環 境 衛
生金 融公 庫 を含む(日 本銀 行 調 査 局 〔10〕他 よ り作成)
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金調 達につ いて も資本 市場 か らの調達 力が 弱 いため 金融機 関か らの借 入マ イ
　け
ン ドは恒 常 的に強 い.さ らに,資 金需 要に つ いて も小 口の ものか 多 く,経 営
基盤 の弱 さとい うこ ともあ って貸出 金利は 高 目 とな りが ちであ る。 また、景
気 の引締め期 ない しは金融の逼 迫期 には大 企業 優先 とい った よ うな金融機関
に よる営業 戦略 の影響 を受けや す い.
しか しなが ら,企 業 規模が小 さ く,家 族 ない しは同族経 営 であ って も,生
産 技術 製造 設備 市場 調査 商 品企画 自己資金 調達 な どにお いて競争 力
にす ぐれた とこ ろが あれば安定 的取 引関 係が 金融機 関 との間 に成 立す るこ と
は も とよ り可能 であ る。 さらには,mainballkを持 つ こ と(あ るいは,融
資側 としてはmainbankの地位 を確保 す る こ と)の メ リッ トが保 証 される
こ とに もつ なが って くる。
企業成長 に関 しては,最 適 企業規模 が どの位 の もの であ るか とい う問題が
あ るけ れ ど も,そ れ は各産業 に よ り異 なる上 に各市場 に おけ る競争状 態す な
わ ち集 中度 をは じめ とした構 造的諸要 因 に依 存す る とこ ろか大 きい.た だ,
現 実の金融 取 引関係 にお いては,そ の よ うな観点 よ りも長 中期 の設備資金
や 短期の運 転資金 をめ ぐる利益 計画 の検討 に ウ ェイ トが おかれ る とい ってよ
い 日
中小企業 金融 にお いては,貸 付金す なわ ち融 資 した資 金の 貸倒 れ等の リス
クを予 め低 減 し,同 時 に取 引企 業の 育成 ・成長 をはかるために,金融機関は少 く
とも融資 前に 当該 案件 に関 して生産 資 金回収 計画 を含 む経営 諸 資料 を独 自
で,な い しは企業 と合 同 で検討 す る。
これは 銀行の 供給 す る一種 の金融 サー ビス とみ なす こ とが で きる。 ただ,
この場 合 の価 格 は名 目貸 出金 利に含 まれ て い る と考 え られ るが,他 方 で金融
機 関 による取 引先 企業に 対す る無料 の非価 格サー ビスの一 つ とも解釈 で きる。
とい うの も,通 常,融 資 を受 け る場 合 には何 らかの 金融取 引関 係 が既 にあ
12)
るか 若 し くは例 えば拘 束性 預 金の よ うに融 資 と同時 に新 た な取 引 を結 ぶ とい
うこ とが 多いか らで あ る。
もっ とも,こ の こ とは,取 引関係 の程度 や あ るいは 金融サ ー ビス供給側の
競 争状 態や その 認識 に よって も変化 しうるわ け で,金 融機 関 か ら顧客企業 に
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対 して提供 され る情報 もその 内容に おけ る量 と質(水 準)や 時間(タ イミング),
伝 達(配 送)方 法 な どにお いて 異な って くるであ ろ う。
中小企業に対 す る安 定的長 期 資金供 給は,企 業 の経営資源や その管理能 力
等 に も依 存す るが 中小企業 向け 金融 を実 際に担 当す る金融機 関の資 金保 有 ・
収集 力 とその 中小 企業配分 の程度 に も左右 され る。
中小 企業金融 機関 のほか に も,既 にみ た よ うに都 市お よび地 方銀行,政 府
系金融機 関(環 境衛 生金融 公庫),さ らに,信 用 を補 完す る ための 中小 企業
信用 保険公底 信用 保証協 会 な どが中小 企業 向け金融 をおこ なっているが,
長期 金融につ いて は短期の 更新 ・継続 とい う方式 が少 な くない。
わが国の金融 構造 におけ る一つ の特 色 と して 「企業 集団 と系列金融」が あ
げ られ る。企業 集 団につ いては,通 常,都 市 銀行や 信託銀 行 をは じめ生 命保
険 会社,損 害保 険 会社,商 社 な どか構成 貝 とな っていて グルー プ内部におけ
る金融 活動 を行 な ってい る。
エの
松下 グルー プや トヨタ ・グルー プ などの独立 系企業 集団 は も とよ り先の企
業集団 あ るい は単 独 の大企業 に おいて も.系 列 ・関連 企業(子 会社,下 請企
業 な ど)に 対す る設備 資金 あ るいは運転 資金の融 資 ない しは信 用保 証は それ
　　ラ
それの系列 ・関 連の程 度に応 じて従来 よ りお こな われて きたこ とで ある。 こ
の場 合に も,系 列 ・関 連会社 で ある中小企業 はそ こでの金融 関係に おいて一
般 に景 気変動 や 金融情勢 の影響 の波 を大 き く受 けやす い立場 に ある といえる.
企 業が成長 して上場 企 業 とな った り,あ るいは財務体 質が 向上 してか な り
の余 剰資金運 用益 を計上 しうる(い うまで もな く本業 にお け る生産 活動 にお
いて も継続的 に あ る一定 の正 の経常 利益 を計上 していなけ れば そ う呼 ばれ な
いが)優 良企業 とな って行 くの に伴 ない,通 常,金 融取 引の主 た る相 手先 も
中小企業 金融機 関か ら地方 銀行,そ して都市 銀行 あ るいは長 期信用 銀行へ と
移 って行 く傾 向 がみ られ る。 さ らに,直 接 金融 方式 をお こ な うにつ れて大手
証券 会社 も加 わ る よ うに なる。
周知の よ うに,都 市銀行 な どにお いては 銀 行 法 に も とつ く広 範 な 業務 を
担 当 で きるの に対 して,中 小 企業 金融機 関 にあ って は貸出相 手先 企業の規模
や 貸付 限度,あ るいは店舗 設置 の地域 的制約 な ど とい った 諸規制 が存在する。
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さ らに,法 的 側面 を含 む金融 制度 の歴 史的推 移 か らみ て も,金 融機 関 を業
態別 に区分 した とき財 務 力 を含む経 営 基盤に 夫 々の特徴や 差 異が 存在す るの
は理 解 で きよ う。あ る意 味で は,企 業 規模 の分類 にお いてた とえばその尺度 を
資本金や 従業員 数,店 舗数 な どで とる と,都 市銀行,長 期信 用銀行,地 方銀
行,湘 互 銀行,信 用 金庫,信 用組 合 な どとい った よ うな並 び方 が生 じるか ら,
銀行業 にお いて も大 企業v.s.中小 企業 とい う区 分 な い しは二 亜構 造 とい っ
た ものが存在 しよ う。
ただ,前 節 でみ た規制(D)に よって,他 産 業 に お い て 見 られ る よ うな
「系列 関 連」度 の強 い企業間(即 ち,銀 行間)関 係 は 見 られ ない として も,
資金 系列 を媒 介 とした弱い結 びつ きであ れば特 に低成 長経済 下 にあ っては十
15)
分考 えられ る とこ ろであ る。
中小企業 との金融 取 引 とりわけ融 資業務 につ い ては必ず し も中小企業金融
機関 のみが担 当す る ところの もの では ないか ら,金 融 緩和期 や経 済の低成長
期 ない しは不確 実性 の 存在下 におけ る民間 設備投 資水 準の低 位推 移期 にあっ
ては一部分 の有 力中小 企業 をめ ぐる貸出 競争が 強 くな る傾 向が あ る。
そ こでは,貸 出金利(実 効 金利水準)と い った価格 面のみ な らず,非 価格
金融 サー ビス面 にお け る競争 条件 の高度化 を もた らす こ とに な る。 そ して,
それは金融サ ー ビス供給 の コス ト上昇 を通 じて直接 に銀行経 営 に影響 をお よ
ぼす か ら,少 くとも原価低減行 動 を含 む企 業体 質強化 をは か る こ ととな り企
業(銀 行)に おけ る経営 効率 の向上 を通 じて 内部組 織の非効 率 の排 除につ な
が る。
ここにおいて,た とえば規制 緩和 が価格 面 につ いて お こなわれ るとすれば,
貸出金利 その もの をめ ぐる競 争が加 わ る こ とに な り一層 市場 にお け る銀行 間
競争 が拡大 され る・こ とに な るの であ る。
それ では,次 に,中 小企業 金融 とその 担 い手 であ る中小企 業 金融機関 に対
して規 制緩 和が いか な る もの を もた らす の であ ろ うか とい うこ とにつ いて考




12}ある意味では.実 効 金利の上 シ1・分が企業の 支払 うサー ビス ・コス1を 含むことにな
る。
13)小林 〔9〕をみ よ。
14)同一企業内部において も,た とえは1喋 部制の もとでは桂内金利の設定に より部門
間資金配分や信川授受 を行な う}ヒ内金融制度か採川 されてい るところか少なくない。
15)たとえば,銀 行系列の効果に関 ポる分析については.拙 稿 〔15〕参照の
IV規 制 緩 和 の イ ン パ ク ト に っ い て
規 制 緩 和 が お よぼ す 影 響 の 範 囲 に つ い て は,必 ず し も規 制 対 象 金融 機 関 に
限 定 され る わけ で は な い 。 非 金 融 部 門 に あ っ て も,そ れ ら金 融 機 関 との 取 引
関 係 を通 じて,な い し は 金 融 機 関 行動 や そ の 成 果 を通 じて 間 接 的効 果 か もた
ら さ れ る.あ るい は.緩 和事 項 に よ っ て は.非 金 融 部 門 企 業 が 市場 へ の 参 入
ユの
を計画 し実行 に移 す とい った直接 的行動 も考 え られ るこ とに な る.
しか しなが ら,先 ず 第1段 階 としては.実 際に は業態聞 乗 り入れや、 銀行
業 お よび証券業 間 にお いて顕 著 であ る よ うな 「垣 根」規制 の撤 廃 に よる両業
務 の営 業す なわ ち金融 サー ビスの 品揃 えの拡 大 な ど といった金融仲 介業 内部
に おけ る相 互乗 り入れ が考 え られ る。
また,第3次 産業 部 門 とりわけ 流通 ・小売 業 にお いてみ られ るよ うな割賦
販売等 の消 費者 信 用 につ いて も,金 融サ ー ビスの供給 とい う点 では今 後の展
開方 向 とその 内容 に関心 が よせ られ るであ ろ う。
そ して,こ れは 機 械 化 お よび情 報化 の進展 と密 接 に関係す るものである。
も とよ り,第1～3次 オ ン ・ラ インに み られ る よ うに,銀 行業 に おけ る機械
化は大規模 銀行 を は じめ として 中小 企業金融 機 関に まで浸透 しつ つあ る。
この よ うな動 きは,テ レ ・コ ミュニ ケー シ ョン等 ニ ュー ・メデ ィア に もと
つ く機械 化 ・情 報 化の 進ん だ シス テムが実 用化 され て その 利用可 能性が拡大
す る と共に一 層高 度化 され るこ とに な る・二 同時 に,そ れは,金 融 業 内部 は も
とよ りその 周辺 ・関連 部 門や 他 の第3次 産 業 部門 を も包括 す るよ うな形で,
その よ うな システム を媒 介 とした新 た な企 業 間関係 が 発生 し編 成 あるいは改
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組 され る可能性 の あ るこ とを意味 す る。
そ こでは,そ うい った システム 化に 伴 な うコス ト負担 の 面か らの情 報系列
(もし くは,シ ステム 系列)な どの タイプ も含 まれて くる.
ただ,そ の よ うな動 きが いか な る企業 や企業 間結合 に よって先導 され よ う
と,『中小 企業 あ るいは中 小企業 金融機 関が その地 位 を代 替 し うるiif能性 は小
さ く,何 らか の結合 に もとつ く共 同組織 や施 設の 設置 をお こな うか それ と平
行 した(又 は独 立 した)個 別 行動 を選択 す るか とい ったこ とが 考 え られ る位
となろ う。
とい うの も,一 般 に,中 小企業 したが って中小 企業 金融 機関 につ いては前
節 で もみ た よ うに その経済 活動 領 域 ない しは営 業 区域が 比較的 小 さい ものが
多いか らであ る。 た とえば,中 小 企業 金融機関 の店 舗配1置に して も,殆 ん ど
の場 合が 本店所 在地 を中心 と した周辺地 域 とな ってい る。
しか しなが ら,当 該地域 に関す る良質かつ 詳細 で広 範囲 の情 報 をいかに収
集 蓄積 し管理 して行 くか とい うこ とは営業上 きわめて重要 な要 因 として認
識 され て くる。
い わゆ る伝統産 業 を含 む地場 産 業 につ い て も同様 であ るけ れ ど も,こ の こ
とは例 えば海外情 報 な どの ウェイ トの軽 減 を必 ず し も意味 す る もの ではない.
それは,輸 出比率 を高 め よ うと計 画 してい る企 業 につ い て考 え るな らば 自明
であ ろ う。
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中小企業 金融機 関 の営業戦 略 と しての地域 中心 主 義(い わ ゆ る地 域主義)
は,地 域 内中小 企業や 個 人 家計 部 門 との金 融取 引 を通 じて地 域 の産 業 経
済 の発展 に寄与 す る こ ととい われて い る。 ただ,既 にみ た よ うに,地 域の広
さに おけ る拡 大 も含 め て規模(即 ち経営規模)の 拡大 と経営 効率 の 向上 とい
った 目標 間の調 整 は規制 緩和が 進 むにつ れて高 度経 済成長下 の よ うには容 易
で な くな って くる。
さ らに,市 場 競争 の状況 に よって は,い ずれの 目標 に も到 達 で きずに事 業
閉鎖 あ るいは売却 ・合 併 破 産 とい った事態 の可 能性 も決 してゼ ロでは な く
存在 しうるこ とで あ る。
逆 に,若 し緩 和 の進 んだ状 態 にお いて,た とえば都 市銀 行 と都市 部に おけ
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る中小 金融 機関 とがequalfootingにもとつ く競争状 況下におかれ た として
も,い わゆ る両者 の 「棲み分 け」 が成立 しえ ないこ とに はな らない。
これ までの専 門化 ない しは特 化 され た地 域 中小企業 金融に おけ るさま ざま
な ノウ ・ハ ウの蓄積 は その管理 能 力 と相侯 って重 要 な経営 資源(資 産)の 一
部 を構成 してい るはず だか らであ る.
若 し,す べ ての 規制が撤 廃 され た として も実 際に は業 態 ない しは専 門分野
が 異な った りあ るいは規模 の著 し く違 う金融 機 関につ いて,そ のすべ てが同
じ市場 条 件.顧 客 に 関 す る競 争 状 態 に 直而す るとは限 らない。 とい うのは.
顧客 に とっての部分(地 域)市 場 が 金融サ ー ビスへ のア クセ ス度 に対応 して
亀主観白ザ であれ 形成 され るか らであ る
.周 知 の よ うに,こ の ことは市場が
不 完全 であ るこ とに もとつ いて い る。
ぼ ラ
イデ アル ・テ ィプ ス と しての市場 を想定 す るな らば,た とえば企業 分割 と
ヱ　ラ
しての上位都 市銀行 の分 割 も考 え られ よ うが、workablecompetitionなど
を考 え るな らば潜 在的競 争の増 大要 因 を も示 唆す るBaumol〔1〕のcon-
testablemarketsが完全 競争 市場 よ りもヨ リ現 実 に 近 い もの とい え るで あ
ろ う。
また,た とえば上位 都 市銀行 と信用 金庫 とで は与 信 力に差 が あ りす ぎて競
争 相手 とは な り難 いが,地 域金 融 もし くは 中小企 業金融 にお いては後者 の地
域 情報 に もとつ く競 争力 の相対 的大 きさは評 価 され うるところ とな る。 した
が って,何 らか の金 融 ネ ッ ト ・ワー クの よ うな組 織の もとで はかな りの成果
が期待 で きる もの と して考 え られ る。
そ こでは,中 小金融 機 関に よる地域 主義 戦略 があ る一定 区域 にお け る顧客
に対 して幅 広 い金融 お よび非金 融サー ビス(た とえば.隣 町 の スーパ ーのバ
ー ゲ ンにつ いて,、とい うよ うな情報 の提 供 さえ含 まれ る)の 継続的 供給が取
引関係 の維持や シェア確 保に大 き く寄 与 して くるの であ る。
この よ うな営 業戦 略は,そ の結果 と して,一 つの参 入障 壁 を形成 す ること
に な る.そ して,若 し顧客 との長期 にわ た る継 続的 取引関 係に おけ る情報や
ノウ ・ハ ウの蓄積 効 果が 大 き くなれば なるほ ど,そ れに も とつ く参 入障壁 も
大 きな もの とな る。 す なわ ち,参 入抑 止 力が生 じることに なるといってよい。
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こ うい う場 合 に は,Baumo1〔1〕 に お け るhit-and-runentry(以後,
HRE)は 必 ず し も容 易 で は な くな る。
凋 知 の よ うに,Baumolの い うcolltestabihtyは,競争 的 参 入 で あ るHRE
の 厚 生 効 果 を通 じて 不 完 全 競 争 市 場 に お け る社 会 的 便 益 を改 善 させ る こ とが
可 裾 で あ る。
HREに っ い て,い ま少 し彼 の 議 論 をな が め て み る と,参 入者 へ の い か な
る 費 用 差 別 も な く,潜 在 的 参 入者 が 事 前 価 格 で 参 入 に よ る収 益 性 を評 価 で き
　 　
る とい う自由参 入 と、 無 費用退 出が 可能 で参人 リス クを排 除 しうる とい う意
味 での退 出の 自由 を併せ 持 つ.そ して,い か な る一時 的利益 機 会に おいて も
潜 在的 参入者 が市場 参 入 を行 ない、 既 存者 に よる価 格調 整前に 退 出 を完了す
るの であ る。
したが って,そ こでは 資源配 分の 非効率やX一 非 効率,不 完 全操業,産 業
の非効率組 織 な ど とい った生産 の非効率 が 存在せ ず,も しそれが あれば参 入
が生 じるこ とにな る.ま た,価 格pと 限 界費用mcの 長期 にお け る関係は,
P≧mc
とい うコンテス タブル均 衡の ケー スで あ り,供 給 者が 複数存在 す る ときには,
これ は,
P二mc
となって,い わゆ る最適 ケー ス とな る。若 し,既 存者 が独 占の場 合 には,p
と販売 量qは 需要 の 弾 力性 に制 約 され,参 入者 に よ るq+ε(ε>o)だ け
の販売 は価格低 下 を生 じさせ うる。 こ こで,供 給者 が複数 に な った とす る と












を得 るこ とが で きる。
さて,Spence〔13〕が整理 した よ うに,HREに おけ る2つ の仮定,す な
わち価格 調整時 間 は埋 没時 間 よ り大 き く,価 格変 化に対 して需要 が即 時に 反
応す る といった なか で,前 者 は投 資 の部分的 不換性 の存 在 な どのために,そ
して後者は需要 の 反応不 足が市場 支配 力や参 入障 壁 を生 じるために経験的 に
は満 た され 難い ところがあ る。 しか し,彼 は,サ ー ビス業 の中に は これ らの
仮定 を満 たす もの も考 え られ る として い る.
では.銀 行 業 と りわけ中小企 業 金融 に関 して は ど うで あ ろ うか。
機械 化に よる情 報 設備(ハ ー ド ・ウェア)が リー ス されて い る もの であれ
ば.そ の契約 期間 の取 扱いの問 題 は残 る ものの ソフ ト ・ウェアほ どの障害 と
は な らない。
ソフ ト ・ウ ェアにつ いては.少 な くともその管理 ・運 用に 関す る各金融機
関独 自の開発(ソ フ ト・ウェア ・メー カーや 他行 との共 同開 発 も含 む)分 が
あれ ば,そ の汎用性 の程度 に も依 存す るが,投 資 の一 部不 換性 を内在 しうる。
さ らに,中 小 企 業金融機 関 の場 合 には.既 にみ た地域 主義 に もとつ く営 業
戦略 の実行が顧 客 企業 との取 引関係 を通 じて,た とえば それ ぞれの 地理 的,
歴 史的お よび社 会 的地 域特性 との関 連 を織 り込 み なが ら地域 金融情 報の蓄積
を推進 して行 くもの となってい る.し た が って,こ の蓄 積 され た情報(厳 密
には,そ の 中の あ る部 分)と その蓄 積 お よび管理 に関す る固有 の ノウ ・ハ ウ
につ いては.単 に通常 の意味 での 参 入障 壁 とな るだけ でな く,わ れ われの議
論に おいて もそ のか な りの部 分が埋 没 費用化 し不換性 を構 成す る もの と して
考 え られ る。
また,価 格差 に関す る需要 の反 応の大 きさ と速度 につ い ては,地 域 を中心
22)
と した市場 構造 に もとつ く競争 の程 度や,取 引関係 の強 さ ・取 引様 式の属性
な どに依 存す るほか,顧 客側 の金 利選 好 をは じめ 資産選 択行動 に も影響 され
る もの で ある。
したが って,こ の点 につ いて も,価 格変 化 に伴 な う需 要 の即時 的反応 は必
簿0
ず しも期待 しが たい面が あ る。 その 意味 では,規 制 緩 和 が地 域 金融 取 引へ の
市場 競争要 因の 増大 をあ る程 度 まで保、証す るよ うな もの で ない限 りHREに
対 して それほ ど有効 な もの とは な りえない。
規制緩和 に よる参 入につ い ては,そ れか業態 に関 す る もの で あれば例 えば
年 金問題 に もか らむ信 託業務 あ るいは 金融債 発行 と も関 連す る長 期金融 業務
等 々が 考 え られ る。 業 種(産 業)に 関す る もの で あれば例 えば 証券業務 や
保険業務 と銀行 業務 におけ る新 規 混合 型(若 し くは,合 成型)金 融商 品の開
発 販売 をは じめ とす る業務 等 々が考 え られ る。
そ こでは金融 サー ビス とい う商 品 におけ るい わば 多数 財(サ ー ビス)供 給
が1企 業(金 融仲 介機関)に よって 行 なわれ るこ とにな る。 したが って,そ
の 多数財(サ ー ビ ス)費 用構造 に よ っては、 ス コー プの経 済(economiesof
scope)が存在 しうる。
これにつ いて は,い ま,
P={Tl,T2,…,T々}










な らば,ysにおい て区分Pに 関 す るス コー プ の経 済が 存在す る。 ここに,C
()は 費用 関数yは 産 出量 であ る。
す なわ ち,こ れ は,1企 業 でysを 生産 す る方が 複数 の企業 に よってysを
生産 す るよ りも安 上 が りであ るこ とにほか な らな い.
また,単 一 財 の場 合 と異な り多数財(サ ー ビ ス)供 給 にお け る規模 の経済










これ よ り,規 模 に関す る収 獲 は.
SN>1逓 増 の ケー ス
SN=1一 定 の ケー ス




を定 義 し.tに関 す るf(t)の点 弾 力性 か らt=1で の産 出}i{:に関 す る費 用
の弾 力性 よ りSN(y)を 導 出す る。す なわ ち,
dIogf(t)y▽C(y)
dl。9・=C(y)≡1/S・(・)
と して,SN(y)が定義 され る.
この よ うな 多数財(サ ー ビス)供 給 におけ る規模 の経 済に関 して,そ れが
中小 企業 金融機 関の場 合に は いか なる大 きさに なるか等の 計測 につ いては別
の機会 に譲 るこ とにす るが,各 種 金融サー ビ ス(商 品)の 供給 を行 な う金融
機 関の 生産(お よび販売)活 動 に お いて もそれ ら商 品の属性 と相 互の関連 を
詳 しく検 れば ス コー プ の経済 がか な りの可能 性 で存在 す るの ではな いか と推
測 され る。
これにつ い ては・,例えば 製造工 業 部門 と第3次 産 業部 門(特 に.金 融 ・サ
ー ビス業)に お け る諸種 の産 業特性 の 比較 とそれ に もとつ く接 近 をも含めて
今 後の 課題 となる もの であ る.
また,規 制緩 和 の程度 に応 じて,中 小企 業金 融機 関の営業 領 域 におけ る特
化戦 略 と新 旧業 務 の ウェ イ ト配 分.あ るいは新規 商 品の開 発 ・販売 の位置づ
け を どの よ うに決定 す るか とい う具 体 的行動 も変 化す るは ず であ る。
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した が っ て,そ の あ り方 に 関 して も,緩 和(も し くは 規 制)水 準 と各 種
(業極 別 な い しは 業 態 別)金 融 機 関 間 の 意 思 決 定 に お け る差 異 との 関 係 や,
あ る い は ス コー プ お よび 規 模 の 経 済 に 対 す る 影 響(す な わ ち 規 制 緩 和 の イ ン
パ ク ト)の 違 い とい った こ とに も依 存 す る もの で あ る と考 え られ る。
そ して,こ れ らの ポ イ ン トは,い ず れ も中 小 企 業 金 融 機 関 に 関 す る ケ ー ス
だ け で な く他 の 金 融 仲 介 機 関 に つ い て 考 え る場 合 に も応 用 し う る よ うな 興 味
あ る 情 報 を提 供 す る もの とい え る で あ ろ う。
注16)従来,企 業の 多角化については本業 との周辺 関連分野への進出が生産 販売にお
ける技術や ノウ ハ ウの蓄積 と総合力を活用で きる点で一般的であった。 しか し,例
えば テイク オーパー を含む企業合併や 異業種間 提携 な ど新 た な企 業結合 やその 多
様化の もとでは,金 融 サー ビス業の産 業構造的1購而 ともあわせ て新た な信用制度 と
それに関する規制のあ り方が検討されることになろ う。




20)すべ ての資本が,使 用料 と減価償却 を除 き何 らの損失 もな く売却 再利用できる。
したがって,こ れに もとつ く退出の 自由は参入の 自由 を保証す るための一つの条件 と
なる。 なお,埋 没費用(sunkcosts)と固定費用(flxedcosts)につ いて,前 者が参
入障 壁 を形成す るためHREに よ る市場成果が制約 される とい うWeitzman〔14〕
の批判がある。
21)若し.複 数の供給者がperfectcontestablemarketに存在す るな らば,P=mcは
均衡 条件となる。なお,こ れは長期均衡の場合には正の利潤や非効率 が存在 しないこ
とと斉合的であ り,厚生に関す る限 り完全競争の一般化 を構成 す る としている。






本稿 では.中 小 企業 金融に つい て,と りわけ 中 小企業 金融機関 に関す る視
制 緩和 とその インパ ク トが どの よ うな もの で あ るか とい うこ とを中心 に考察
を行 なった。
金融業 に対 す る規制一 特 に、 法 令や 行 政 指 導 な どに も とつ く公的 規 制
につ いては,信 用制 度の維 持 ・管 理の も とに い くつか の規制 手段が採 用
されて いる.し た が って,金 融 構造や 経済 環境 の変 化に伴 な って規制ノ}Gl{を
緩 和 す る場 合 に は,そ れ が 規 制 の 対 象であ る経済 主体の行動 や 市場 構造 な
い しは成果に どの よ うな経済的効 果 を与 え るの か とい う問題 を考 え るこ とに
な る。
す なわ ち.金 融 市場 におけ る資金配 分の効 率 を高め た り,X一 非効率 の要
因 を排除 す る とい ったプ ラスの効 果 を もた らす 反面,緩 和に よるマ イナ ス効
果 が それ よ りも十 分容 認 され うるほ ど小 さい もの であれば そのか ぎりにおい
て経済的純効 果の あ るその規 制緩 和 プ ロ グラム は実行 され る意 味 を持つ。
ただ,実 際 の プ ロ グラムにお いては,国 内お よび海 外の さま ざまな経済的
あ るいは非経 済的 要 因に よって,た とえば 預金金 利現制 緩和 にお いて議論 さ
れ てい る大 口預 金 か ら小 口預 金へ とい った よ うな,段 階 的緩和 とす る方式が
採用 され易 い。 もとよ り,プ ロ グラムの 内容一 緩和事 項 とその時期 な ど一
一 につ いては,さ まざ まな選択 枝や代 替案 が考 え られ,事 前評 価 もあ る程度
付与 され る もの で あ る.
中小企業 金融機 関 に関 す るわれわ れの考 察は,緩 和(も し くは規制)水 準
や あ るいはその プ ロ グラム作成 基準 につ いて考 察す る うえで一 つの予備的考
察 を提 供す る もの・とい え る.
競争 条件 に対応 した さ まざまな中小 企業 金融機 関 の経営 戦略 の うち,特 に
地 域主義 に もとつ く営 業戦略 に は.業種や業 態 をこえた金融 仲介機関間の競争
や あ るいは機 械化 ・情 報化 の進展 に伴 な う システム 系列化 にお いて も 「棲み
分 け」の存 在の 可能性 を示唆 す る もの といえ よ う。
また,そ れ に もとつ く地域 金融取 引 での 固有の 情報蓄 積 ・管理 については,
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そ の ノ ウ ハ ウ を も 含 め て,か な りの 部 分 で 参 入 障 壁 と な る だ け で な く,埋
没 費 用 化 す る と い う 意 味 に お い てhit-and-run参入 を 制 約 す る もの と な ろ う.
さ ら に,た と え ば 預 貸 金 利 な ど の 価 格 変 化 に 対 す る 需 要 の 反 応 に つ い て も,
地 域 金 融 を め ぐ る 市 場 競 争 の 程 度 や 取 引 様 式 な ど が 現 制 緩 和 に よ っ て 反 応 の
拡 大 を み た り 反 応 速 度 を 上 げ る 方 向 に 作 用 し た り し な い 限 り,HRE効 果 へ
の 期 待 は 小 さ くな ら ざ る を え な い と考 え ら れ る.
金 融 サ ー ビ ス に お け る 多数 財(サ ー ビ ス)供 給 のeconomiesofscopeは 、
規 制 緩 和 が 中 小 企 業 金 融 機 関 の 新 旧 金 融 サ ー ビ ス(商 品)シ リー ズ の 生 産
販 売 に どの よ う な 変 化 を もた ら す か に も依 存 す る 。
ま た,そ こ で の 規 模 の 経 済 に つ い て も,費 用 構 造 や そ の 変 化 が 緩 和 の 程 度
に も とつ い て い か な る 関 係 を 持 つ も の で あ る の か と い っ た こ と か ら独 立 で は
あ り え な い.
こ れ ら の 点 に 関 す る 説 明 は,中 小 企 業 金 融 機 関 の 行 動 様 式 を め ぐ る 他 の い
くつ か の ポ イ ン ト と 共 に 一 層 詳 細 な 理 、論 的 お よ び 実 証 的 研 究 に お い て な さ れ
る と_ろ の 課 題 と し て 考 え ら れ る の で あ る 。
(昭 和59年4月)
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第9章 中 小 企 業 金 融 と 地 域 情 報
1ζま じ め 尋こ
地場産業をは じめ とす る地域産業の活動 は 、その水準や展開を通 じて地域におけ
る実物経済部門のみ な らず 、金融部門に対 して も直接的影響を与える ものであ る。
これは 、とりわけ中小企業金融においていっそう明確に 観察 されるところの もので
あるとい ってよい、
もとよ り、中小企業金融の担 い手であ る中小企業金融機関(注1>の行動には 、イ
ノターバ ンク ・マ ネーマ ーケ ッ トへの参加が含まれてお り、これにどの程度の ウェ
ー トをお くか とい うこ とは 、地域産業の活動水準か らの 影響度を変化させる要因の
一っに数えることが できる。
しか しなが ら、都市銀行など と異な り、中小企業金融機関は必ず しも全国的ない
しは広域的 ネッ トを専 らの店舗サー ビスに基づ く営業 領域 とする もの ではない 。む
しろ 、た とえば 、ア メリカにおけるSMSA(齪 〉やcountyのよ うな中小都市 とそ
の周辺をは じめ とする都道府県単位よ り狭い町村 レベル までの区域 において 、主 と
してその活動が行わ れている。
したが って、中小企業金融機関に とって地域経済の動 向とそれに基づ くイノパ ク
トは、これを除去する ことがむずか しいばか りでな く、逆にそのような行動は 当該
地域市場にお ける競争への弛緩 効果 もしくはそこか らの退 出を もた らす ことに もっ
なが るであろう.す なわ ち、少な くと も当面の行動計画 においては地域経済に関す
る諸要因との関連を 排除 して考え ることがほ とん ど不可 能な ものになっているので
ある。
そ こで 、本稿では 、金 融に関する規 制緩和(注3>、すなわち 自由化が進展 しっつ
あ るなかで中小 企業金 融 とりわ け中小企業金 融機 関の行動 にっいて 『地域重点主
義 」戦略と、それ に関連 した地域情報が もっ意 味を検討す ることに しよ う。
H専 門 倦 と し て の 「 地 域 重 点 主 義 」
1三 つ の専門性
中小企業金融機 関にお ける 「地域 」性は 、他の金融機 関例えば地方銀行において
考え られている ものよ りも、より狭い地理的領域に基づ くものであ る。同 じ地域金
融機関 と しての機能に大 きな差異がな くて も、取引対 象であ る顧客(企 業や個人 ・
家計 、地方 自治体な ど)や 金融商 品の種類 、ロッ トの大 きさ等(注4)においては 、
それぞれの業態 と しての特徴がみ られ る。
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い うまで もな く、地方銀 行は都市 銀行 と基本的 には 同様 の業務内容を もってい
る。ただ 、従前にお ける一県一行主義のよ うな歴 史的制度的経緯か ら、主たる営業
区域が 県庁所在地 など地方の 主要都市とその周辺地域 となってお り、その意味では
地方銀行が地域金融機関 としての機能をその特色の一っ と した り、あ るいは地域金
融の専門性に基づ く営業戦略を展開する ことは 、銀行行動 として十分意味のあ る も
のといえる。




とい う三っをあ げ ることが できる。そ して 、これ らの専門性はいずれ も相互に密接
な関係を有す るものである。
周知のように 、(1)はた とえ ば信 用金庫 にお ける会員組織や信用組合の組合員組織
とい ったいわゆ る共同組織原理や理念に基づいて取 引関係が結ばれ るところの もの
であ る。
(2)にっいては 、(1)の結果 と しての意味 と、零細企業を含む他の 中小企業ない しは
家計 ・個人部門 との取 引関係に関す るものであ る。これは 、と りわ け高度経済成長
期において専門性(1)が形骸化 された傾向やその結果 とか ら無縁で はない 。
(3)にっいては 、中小企業金融機関の各業態ない しは値別企業(金 融機関)の 歴史
的制度 的要因お よび(1)と(2)の結果か ら十分説明され る もの といえ よ う。ただ今後の
機械化や情報化が 高度に しか も迅速に進展するな らば 、ポーモルが指摘 した タイプ
の参入 に関する応 用ケース(注5>として 、地域 専門性か らの独立の タイプの金融サ
ー ビス ・商品の 供給機関(企 業 〉が生 じる可能性 も考 え られ るよ うになる。
しか し、このよ うな専門性は 、他方においてた とえ ば銀行のデパー ト化 でい うと
ころの フルバ ンキ ング ・サー ビスとい った生産 ・販売 活動において 、その品揃えに
制約 を もた らす原國 となる ものであ る。ただ 、その 業務内容の拡 張に っいては 、金
融に関する規制緩和の進展度に も依存するが 、顧客 ・需要側のニ ーズの多様性や大
きさといった ものに も関係 して くる。
さらに、それが 必要 とする各 種 ノウハ ウの取得 ・管理や機械化および情報化に要
する コス トは 、規制緩和に伴って要求 されるであろ う競争力増大のための経営体質
強化 にとって 、必ず しも小 さな負担ですむ もの とは限 らない 。む しろ 、経営の独立
性を損 なうほどの もの とな りうるか もしれないのであ る。
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2.地 域専門性と顧客
地域性による専門化についていま少 し考えると 、すでにみ たように これは専門性
(1)および(2)に基づ くものであ ることが わか る。(1)にっいては 、中小企業金融機関が
もっ最 も基本的な固有の専門性であ り、これに基づ く経営戦略の重要性やその展開
による効果は十分考慮 され てよい 。 しか も、その戦略は(3)に基づ く もの とほ とん ど
において対立する ものではないのである 。
(1)や(2)における顧客は また地域 社会の構成メ ンバ ーであ り、逆に地域 社会の他の
残るメンバーが(1)および(2)としての 新規取引先とな りうること ももちろん考え られ
るわけであ る。すなわち 、顧客については 、A… 過 去において取引関係にあ った も
の 、B… 現在 、取引関係にあ る もの 、C… 将来において取引関係が結ばれる もの と
い う三期間にお ける取引関係の有無による分類がで きる。
そ して 、地域社 会にお けるすべての分割 された経済 主体のなかか ら、と くに顧客
もしくは潜在的顧客 に対 して営業戦略上なん らかの 基準によ り顯 にラ ンク付を行う
ことができる 。いま 、A、B、Cを 顧客に関する集合 とずると、基本的に優遇すべ
き顧客の集合Slは 、
S1≡ABC
と表わ され る。次いで重要な顧客Sgは 、
S。≡ABC
乙
そ して 、第3番 目の顧客S。は 、
S3≡ABC
であ る。ここに 、A、Bは 、それぞれA、Bの 補集合であ る。そ して 、残 る分割に
属する経済主体のすべてに対 して取 引関係の成立を働 きか けた結果 、顧客 もしくは
潜在的顧客の中か ら営業部門が得る第4番 目の顧客S4は 、
S4≡ABC
である。
そこでは 、S1、'・'…・、S4に応 じた諸種の顧客アプ ローチが展開 され ることにな
るが 、実際の渉外活動にお ける主要な 目標の一っは 「いかに大きな集合Cを 獲得す
るか 」とい うことがあげ られ る 〈注6>。
すなわ ち、規模の拡大 と しての営業エ リア拡張の ケー スを含ん で 、あ る地域内で
の継続的渉外活動 しては 、現在の顧客水準を 低減 させ ることな く過去にお ける取引
相手の チ ェ ックと再 度の アプ ロー チを行 った うえで 、将 来への取引先をいかに開
拓 、確保 するか とい うことが重要 な担 当事項にあ げ られているのであ る。
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そ こでは 、所定の渉外担当地域 に関す る情報管理 とその蓄積が大 きな役割を もっ
て くる。なかで も、地域か ら得 られ る情報以上に 、地域に対 して与え られる情報の
内容 と、それが 及ぼす効果を評価 、検討す ることは 、その 基準が営業戦略ひいては
経営理念 とむす びついた ものであ るだけに 、個別金融機関の経営能力をい っそ う反
映 させることにな る。
しか も、その よ うな システム 、は取引企業がその活動領域を拡大するような場合
に も、たとえばRM〈 リレー ションシップ ・マ ネジメン ト)に おけ る顧客総合情報
管理への応 用とい う形で有効とな るか ら、たとえ外国貿易や海外直接投資とい った
事業領域 で も、それ らに関する諸 種の情報収集や蓄積を促進 させ る効果を も生ぜ し
めることにな る。
皿 「 地 域 重 点 主 義 」 の 効 果
1自 由化との関連 において
地域重点主義 に基づ く中小企業金融機関の行動は 、少な くと もその専門性(!)から
(3ぽでを政策 目標 として設定 し、それぞれに有効な手段を対応 させてあるいは組み
合わさせて作成 され る包括的ない しは総合的経営政策 に基づいてなされ るところの
ものであ る。
したが って 、政 策効果の評価にっいては 、地域 重点 主義戦略による部分を抽出、
測定す るのは困難である ことが予想 され る。
しか し、詳細は別の機会に譲 ると してここでは地域 重点主義戦略に基づいて考え
られ る諸効果にっいて規制緩和 との関連か ら少 し眺め てみよ う。
規制緩和が中小企業金融ない しは 当該金融機関に与える影響(注7>にっいてはわ
が国経済の低成長化や金融仲介業にお ける機械化 、情報化 とも相ま って 、普通銀行
(都市銀行および地方銀行 〉の 中小企業 シフ トをは じめ証券業や銀 行業での企業間
結合(業 務提携や系列化 、合併 、再編成を含む 〉な どの さま ざまな ものが考え られ
る。
なか で も代表的な規制緩和の ケースは参入と価格に関す るものであ る。参入につ
いては垣根問題を含む担 当業務 内容 とその枠組みに関す るもの であ り、価格につい
ては主と して預金金利 と貸出金 利に関す るものであ る。
この うち 、地域 重 点主義戦 略の 効果が考え られ るのは前者 の参入に対 してであ
る。
もとよ り、都市銀行や地方銀 行による中小企業取引 くと くに融資)業 務は可能で
あって 従前よ り行われてい るが 、規制緩和の程度に も依存するけれ ども 、新たに証
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券業や 保険業 とい った金融仲介機関あ るいは他の第三 次(サ ー ビス)産 業部門な ど
の企業が一般銀行業務を行うべ く当該市場「の参入計画を 立て ることは十分考え られ
るところであ る。
一般に 、教科書的にいえば 、市場での資源配分 にお ける非効率(い わゆ るX一 非
効率 〉は市場構造のあ り方 と関係 してお り、競争水準が 高まるのに 伴い 、通常それ
らは低減ない し排除 される性格を もっ(注8>.
したが って 、た とえば預金保険制度の拡充や行政 面にお ける適切 な対応の もとで
は 、競争拡大によ るX一 非効率の低減や資金配分 によ る効率の増大 は 、い っそ う大
きな経済的厚生を社会に対 してもた らすことを意 味する。
すなわ ち、あ る水準に信用秩序が保持 され 、市場 メカニ ズムに 基づ く競争が行な
われ るところでは 、自己責任に裏づけ られた旺盛な企 業家梼神の果 たす役寄1には 、
金融部門において も依然 と して大きな ものがあ るといってよい 。
2.参 入 と情報効果
上の意味にお いて 、参入は大 きな意味を もって くる。代表的規制産業の一っ とい
われ るわが国銀 行業 にっいて も、新規企業の設立を含む外国および国 内企業の参入
は 、少な くともその 限 りにお いてプラスの効果を 社会 に もた らす もの といえ る。
そ こでは 、市場競争力にっいて 、既存企業 と参入障壁を克服 して薪たに登場 した
参入企業 とが比 較され ることになる。いうまで もな く、市場競争力は企業が市場に
おいてその活動を行 なう場合に保有する諸種の経営 資源に 基本的に依存する もので
あ る。そ して 、この経営資源は、人材や物質資産お よび金融資産 、技術 、情報 、…
…などか ら構成 され てい る。経営能力にっいては 、人 的資源や経営 管理に関す る技
衛および情 報を抽 出、総合 して これを経営資源の一っ とす る場合 もあ る。
参入に関 しては 、既存企業の市場競争力 自体が一種の参入障壁 とな りうる。そ し
て 、それが強大な場合には 、同時に大きな参入抑止力を 伴うことに なる。 したが っ
て 、企業が経営資源の一部と して保有 もしくは利 用可能 とす る情報 にっ いては、直
接的に 自らの企業活動 成果に影響するだ けでな く、既 存あ るいは新規 参入を図る他
の企業 の行動 さらには市場構造に対 して も、なん らかの 間接的効果を及 ぼす ところ
の もの とな る。
われわれが考察の対象 としてい る中小企業金融機関 に関 しては 、企業 行動にっい
ての通常の情報管理に加えて 、と くにその専門性(1)から(3)まで に関する情報の重要
性が指摘 されてよい 。そ して、あ る意味では専門性(3)に関する もの が(1)および(2)よ
り広い領域を カバーす るもの と して考え られ るか ら、本来固有の 戦略である(1)を中
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核に して(2)を加えた うえで(3)の地域情報の総合的管理が 行われ ることになる。それ
は 、営業活動に用い られて情報の 価値評価の見直 しや フ ィー ドバ ック等のプ ロセス
を絶えず経ることによ り、い っそ う実 用的で生産性の 高い総合的 な地域金融情報 シ
ステ ムとな ってゆ く。
その 作成作業やプ ロセスに関す る ノウハウおよび システム設計 とその利用に関す
る基準にっいては 、個別金融機関(企 業)の 独自性 となん らかの 業態 内部での共 同
機構(情 報セ ンターな ど 〉や 共通ルールに定反)る部分 との調整が 必要 となる、情報
の送受 、保管にお ける安全性の保持にっいて も同様 であ る。
そ して 、情報収集か らシステム作成 と管理に至 る作業 、プ ロセスの うち当該金融
機関の活動の独 自性 、および当該地域情報 自体の他地域 との比較における固有性に
っいて 、それ らが 多大であればあ るほど、当面の経営 戦賂 と行動 に対 して 、よ り寄
与す るだけでな く、潜在的な もの も含めた 市場 参入への阻止要因 と して作用するよ
うになる 。
すなわち 、それは 、地域情報 シテスムの作成 、管理 に対す る投資が一部埋没費用
化す ることによ って部分 的不換性を生 じるか らであ る.
さて 、ここで も規模 と成長にっいて個別金融機関 〈企業)レ ベルでのそのあ り方
や戦略をめ ぐって、とりわけ経営成果 との関連で多 くのポ イン トが議論の対象とな
ろ う。ただ 、その場 合に も、市場にお ける競争水 準は一 っの大 きな検討材料であ
り、既存企業の有す る情報 とい う経営資源が どのよ うな ものであ るのかとい うこと
は 、と くに(参 入者だけでな く既存者にとって も〉重 要なポイン トとなって くる 。
そ して 、それには単に地域情報の収集 ということか ら総合的情報 システムの運営ま
での一連の情報管理能力が含まれ るのはいうまで もない ことであ る.
また 、スケール メ リッ トやそれぞれの地域特性あるいは地域間共通性の取 り扱い
にっいて も、機械化 、通信情報化の進展に対応 して変化 してゆ くことになろう。
地域の風土や歴史に根 ざ した商習慣など経済行動の特色の他に も、政治 ・社会全
般あ るいはと くに生活様式 、風俗 、文化 といった輻広い情 報群 も、取引に関す る第
一次情報 と結合 しうる 形で第2 、第3次 情 報と して管理 、蓄積 され ることが 、情報
システム全体の付加価値を高め 、地域重点主義戦略に貢献するこ とになろ う。
IV行 動 と 展 開
地域 情報の 収集 は 、前節 にお ける システム 管理 に とって重要 な基礎的役割を担
い 、それは基本的なデ イ リー ・ル ーテ ィンワー クと して 位置づ け られる 。そ してそ
の主要部分は通常の店 舗サー ビスの 供給による取 引業務や顧客関係な どを通 じて と
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り行われ る。ここに い う店舗サー ビス供給 とは 、店頭および渉外部門の両面にお け
る金融サ ー ビス ・商品の 供給を意味する。
すでにみたよ うに 、地域情報の内容は従来か らの金融取引業務の記録のほかに派
生的な関速諸情報や取引先の 同業 ・多地域他社をは じめ とする調査記録など、顧客
への アプ ロー チに関 する ものか ら、地域文化 な どの一 般情報(そ れ に対す る考え
方 、経営方針の再検討を含む)に 至るまで多種多様にわた っている 。
したが って 、その収集 、整理 、分析 、加工 、保管など一連のプ ロセスは管理技 術
の不断の対応 と高度化を要求するであ ろう。そ こでは 、機械化や通信情 報化の進展
とそれへの対応に関 して 、企業内部で決定 されるなん らかの統一的基準に基づ く一
元的 もしくは多元的管理方法が採用 され るであろ う。
すなわ ち 、それは 、営業部門のみにせよあるいは本部機構 、関節部門を も包括す
るもの にせよ 、た とえば事務規定の特殊な形を とるよ うな全社的ルールと して位置
づけ られ 、機能 してゆ くもの といえる 。
また 、システムおよびその管理に対 して情報やその 価値に関する常 時見直 し(再
評価 〉制度や 、フ ィー ドバ ック機構を付与する ことは 、情 報の非 対称性やそれに関
連するモラル ・ハザー ド(道徳的危険 〉な どの要因にっ いて 、経営成果へのそれ ら
の もつマ イナス的影響をわずかで も低減す る方向に作用するであ ろ う。
地域情報の収集は 、他方でまた地域振興 ・開発 ・援助 といった視点 に基づ く行動
に も少なか らず依存する。それには 、たとえばベ ンチ ャー ビジネスを は じめ とす る
新 しい産業分野 にお ける企業の設立 、育成 、自治体等に よる中小企業 向け製造工業
団地や流通セ ンター等へのマスタープ ラン作成段階か らの参画 、住宅 団地造成 ・分
譲計画への参加といったことが あげ られ る。 〈注9>
地域社会の一員 で もあ る中小企 業金融機関は 、地域金 融機関 と して地域社会に直
結 した営業体制 ・基盤を維持する意 味を も含めて 、産業 、経済の分野以外の領域に
も、その経営 資源を有効利用することが協力 ・協調関係の推進に直結 するばか りで
な く、情報収集活動および本来の営業活動にとって も間接 的にプ ラスの効果を もた
らすことが予想 され る。(注10)
また 、情 報収集活動を行 うにっいては 、システム管理 にかかわ る部 門以外に 、一
般営業 職員 とりわ け渉外部門職員の担当業 務内容の拡大やその水準の 高度化 、すな
わ ち 「多能職員 」化が要求 されて くる。さ らに 、これ と関連 して機 械化 に伴 う店 舗
間ウ ェー トの調整や再配置 、渉外職員の研 修と適切な配 属な どを継続 的に、効果 的
かっ 円滑に行 う方法 も検討 され ることになる。














低成長経済下の都市銀行等によ る中小企業向け融 資 シフ トに加え て 、他業態や他
産業か らの参入 も考え られるようなケースでは 、中小企業金融機関の専門性ωおよ
び⑦に立脚 した 「地 域重点主義 」戦賂が もっ意味に は大 きな ものがあるといえ る。
即 ち、店頭および渉外活動にお ける取引や顧客関係を遥 じて収集 、管理 、蓄猛さ
れた総合的地域情報は 、直接に営業活動に寄与 し市場 競争力の補強に結び付 くだけ
でな く、それ 自体間接的に参入障壁の形成に作用する もの とな る。
業態 内外 にお ける共 同情報セ ンター等の設置や 、それ とのかかわ り方において
も、あ るいは合併を含む再編成を考え る際の一っの 「資産 」と して も蓄積された取
引 ノウハ ウを含む地域情報が もっ価値については 、少な くとも軽 視すべか らざるも
のがあ るといえ よう。
そ して 、それ には通常の営業活動のほかに 、地域社会の一員 として地域発展のた
めのプ ラ ンナ ーや コーテ ィネー ター 、オーガナ イザ ー 、デ ィベ ロッパ ー、ボラン
テ ィア等 々の役割を も併せ担うよ うな多面的経営政策の実行が有効になって くるも
の と考え られ るのであ る。
(注)(1)個別機関 と制度的位置づ けにっいては 、日本銀行 調査局 「わが国の金融制
度 」第6章 を 参照 。
(2)Standard}letropolitanStatistica正Area。




(4)日本 銀 行調 査 局 、前掲 書 参 照 。
(5)参入 者 に な ん らの 費 用 差 別 が な く しか も無 費 用 退 出 で き る と い う 「自由参
入 ・退 出 」が 仮 定 され 、いか な る一 時 的 利 益機 会 も潜 在 的 参 入 者が 参 入 し既 存






⑥ 規 膜の 経 済 が 存 在 しない 場 合 や 、資金 需 要 の 利 子 弾力 性 、審 査 能力 、預金 者
の 金 利 選 好の 高 ま りと 貸 出競 争 水 準 によ る利 ザ ヤ縮 小 な どの 状 況 に よ って は必
ず し もあ て は ま らな い ケ ー ス も生 じるで あ ろ う 。
(7)主と して 、参 入 、価格.営 業 活動(新 商 品販 売 、設 備投 資 、広 告 な ど)財
務 管 理 〈増 資 、配 当 、株 式 保 有 、大 日融 資な ど 〉に 関 す る諸 規 制 を緩 和す る こ
とに よ って もた ら され る経 済 的 諸 効 果が 考え られ る 。中11・企 業 金 融 との 関 連に
っい て は 、拙 稿 「中 小企 業 金 融 と規 制緩 和 」 『経 営 と経 済 』第64巻 第2号 、
昭 和59年 を 参 照 。
(8)たとえ ばHay』.A.andXorris,B.」.IndustrlalEconolnicsTheoryand
EvidenceOxfordUn三v.Press,'80などを 参 照 。
(9)ベンチ ャー ビ ジ ネス にっ い て は その 資金 的 側 面 も含 め て 、東 洋 経 済編 『ベ ン
チ ャー ・キ ャ ピタ ル&ベ ンチ ャー ・ビ ジネ ス 』東 洋 経 済 新報 社 、昭 和58年 を
参 照 。
⑲ た とえ ば 、伝 統 的 郷土 芸 能 保 存 とい う事 業 活 動 へ の 協 賛 に も単 な る寄付 行 為





減する効果を持 つ。 ただ、そのた めには、 価格
や参入などに関する規制緩和が市 場競争を拡大
しその水準を高めることが必要とな る。総合化
ないし専門 ・特化型銀行行動は、 エコ ノミーズ
・オブ ・スコープ(範 囲の経済性)へ の配慮 も




第10章 銀 行 競 争 と エ コ ノ ミー ズ ・ オ ブ ・ス コ ー プ
i銀 行 業 と エ コ ノ ミ ー ズ オ ブ ス コ ー プ
1エ コノミーズ オブ スコープ
8伽 配o1〔1〕は、多数財生産 におけ る費用構造 をとり上 げ、規模の経済性(エ コノ ミーズ オブ.
スケ ール)1)や費用 関 数 の劣加法性、 自然独占との関連にっいて分析をおこなった。 そこでは、多数
財生産 において、その費用関数の劣加法性の存在が費用節約やエコ ノミーズ オプ スコープ(範 囲
の経済性)さ らには自然独占を与える上でのク リテ ィカル コンセプ トであ るとしている。 そして、
8απ綱01,Pαηzo7αη4〃「〃!∫g〔3〕では、エ コノ ミーズ オプ スコープの定義や源泉などに関す
る理論が展開 されている。
この エコノミーズ オプ スコープとい うことばを初めて著わ したのは、Pαηεσγoη4防!〃〃8
〔18〕であった。2)
いま、単純化の ために二財1,2の 生産 を考 えよう。 晩'1〃g〔29〕によれ ば、
C(σbσ2)<C(4、,o)+C(o,σ、),σ、>o、9,>o
であるな らば、エコノ ミーズ オブ スコープが存在す る。 ここに、C(σbσz)は、与 えられた要素
価格で財1を σ1単位,財2を σ2単位結 合生 産 する企業の最小費用 である。
そ して、 その大 きさの程度は、
36=〔C(σ旦,o)十C(o,σ2)-C({11,σ2)〕/C((71,{72)
として表わ されろ。財2の 生産 に関 して ヨリ少ない増加 費用 ほど、 ヨ リ広い範囲(ス コー プ)を 有す
ろ企業に享受 され るか ら、 この効果 はスコープ エコノ ミーズ参入障壁 を生 じる可能性があろとい え
よう。
ある財の生産 に用い られ る人的又は物的資本は、他財の生産 に対 して余剰 能力 として残 った り、公
共的生産要素 としてみなす ことがで きるか ら、いま公共的要素価格が プの とき、多数財生産の費用関
数は、
c(σbσ2)=喫 〔四4bκ)+y2(4・ ・κ)+7κ)
とな る。 ここに、γ∫(マら1(γは、公 共 的 要素 のκ単位が利用可能で ある ときの φ の生 産 費用 であ
る。
これ よ り、 もし、
〆(φ,κ)=〆(φ)9(κ),8〆 〈o
ならば、スコープ エコノ ミーズを持つ ところの
C(σ1,42)一・τ〔∫1ω ≠ ω 〕,7>・,T・<・
了77
な る費用関数を生 じる。
また、新 たにPoπ2αプαπ4似z"∫g〔20〕では、ヨリー般化 された π財モデルにおけるエコノ ミー
ズ ・オブ ・スコープの定義や多数財生産で共通に投入 され る生産要素(準 公共的生産要素)の 役割が
検討 されている。 そして、そ こでは、例 えばいかなる市場取引費用や垂直的統合 も共通生産要素サー
ビスを自家生産することが効率的 または利益をあげ うる代替物 とな る、 とい うこどを導 き得 るとして
いる。
2銀 行業におけるエコノミーズ オプ スコープ
銀行業 は一つの産業であ り、銀行業の諸活動 に関 して産業組織 の観点 からアプ ローチすろ研究 も特
に近年多 く行なわれるようにな って きた。
たとえば、0〃 ∂8π〔12)においては、さまざまな市場構造が銀行の活動成果 とどのよ うにかかわ
ってい るか という従来の産 業組織論のパ ラダイムに属するテーマに関 して多 くの実証研究をとり上げ
てそのサーベイをお こなっている。
そこでは、市場集中の指標 と測定,市 場構造 と銀行行動や成果 との関係,銀 行の費用構造な どに関
す る多 くの実証分析が適切に比較 一整理 してまとめ られてい る。
そ して、産業組織論にお ける新 しいパ ラダイムに属す るエコノ ミーズ オブ スコープ。の理論 とそ
の応用研究 ない し実証分析 については、銀行の費用構造に関 して例 えばスケール エコノミーズな ど
に次 いであ らわれ た新 しい研究 ステ ージに登場 して きた もの として整理 してい る。3)
もとよ り、エコノ ミーズ オブ スコープの概念 は金融部門の諸産業にのみ固有の ものではな く、
広 く製造 ・工業部門 をは じめとする一般事業部門におけ る産業について もその対 象に考 えられる もの
である。
金融業においては、銀行業では績金業務や貸 出業務、その他仲介 サービスなどの付帯 ・周辺業務が
あ り、証券業 では株式 ・債券等証券売買業務(デ ィーラー業務)や 引受 け業務(ア ンダーラィター業
務),委 託 媒介 ・取次 ぎ ・代理業務(ブ ローカー業務),募 集 ・売出 し業務(デ ィス トリビュータ
ー業務)な どの主要4業 務 がある。保険業について も、生命保険では死亡保険 や疾病保険,傷 害保険
などがあ り、損害保険では海上保険,火 災保険,自 動車保険,盗 難保険などの形態区分 による業務分
類があろ。また、保険金支払 い前の保険料資金総額のある割合 に対す る運用業務全般(審 査,融 資,
投資,企 画,調 査等)、について も企業内部に おけるウェイ トを一層 高めて行 くことが予想 される。
このような金融業の主要3業 種にあって、銀行業は代表的な金融仲介機関 として信用創造 ・媒介や
決済な どの諸機能を併せ持っ産業であろ。 したがって、 その業務 として も、預金や貸付,振 込み,送
金,外 国為替,証 券売買な ど幅広い領域に及んでいるp
これ らの業務活動 は、利子収入 や手数料収入,売 買差益な どの形で利益ない しは経営成果 を構成す
るところ となる。ただ、金融 自由化の進展が、業種や業態間の垣根を実質的に低 減 させ、業務に関す
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る相互乗入れや参入の増大 を招 くよ うな場合には、長短金融や信託併営,(総 合的)証 券あるいは保
険業務な どを もあわせ行なうケースも考 え られよう。4)
その場合には、個別企業(銀 行)が 、い かなる基準でどの分野 市場に どの程度(の 経営資源を投
入するつ もりで)参 入するのか、等の意思決定をおこなうことになる。そ して、後にW節 で とり一ヒげ
られるように、参入のための諸条件が事前 に検討 され ることになる。
一般の事業多角化や業務の多様化と同様に、銀行が新しい金融商品 サービスを開発 販売 した り
新 しい業務分野や市場 を開拓 創設す る以外に も、他業種 業態 におけ る既存分野 ・市場 に参入す る
場合には、従来からの営業活 動において習得 し蓄債された業務ノウハ ウや各腫(顧 客の信用に関する
ものか ら一般 世界情勢までの さまざまな)情 報、あるいはその銀行に嗣有の経営 システム5)が有効に
活か されるケースを優先 させることが少な くない。
たとえば、新設 され る投 資顧問 業については、銀行 も何 らかの形 でこれをお こな うところが多いで
あろ う。 この場合 に も、既に有す る人材や情報 を含む経営 資源の活用が基本的に大 きく意 思決定に作
用す るもの と考えられ る。
このよ うな十分 に活用が可能 とされる経営資源は、今後一層多様化 と高度化が予想 される通信 情
報化や機搬化の環境変化に対応 して ます ます多面的な役割や機能 を併せ持つよ うにな って くるであろ
う。
それは、総合化や専門化の方向 をそれぞれい かに設定 するか とい う問題 を検討す る場合に も、何 ら
かの ヒン トあるいは制約条件 として登場 して くることになる。
これ らの直接および間接部門において有効 利用力河 能な共通の経営資源は、複数ない し多数の財
サービスの結合生産に とって、少な くともある一つの財 サービス生産 で費用節約 を伴な う共通要素
として投入 されることが期待 され る。
銀行における金融サ ービスの多様化につ いて も、そのよ うないわば共通の(準 公共的)生 産要素に
よって結合生産 での費用効果すなわち利益への貢献が期待 され ることは十分考 えられ ることである。
このことは、銀行業にお いて もエコノ ミーズ オブ スコープが、例 えば預金業務や貸付業務間に、
あろいは預貸業務やその他付帯 ・周辺業務 間に存在する可能性 を提起す るもの となる。
しか も、金融 自由化の進展い かんでは、多様化す る預金業務 内部で も、あるいは貸付業務やその他
業務、 さらに他業種 ・業 態での業務などとの関連において も結合生産での費用補完性 ないしスコーフ。
エコノ ミーズの存在が可 能であるか も知 れないの である。
次節 では、このような銀行業におけるエコノ ミーズ オプ ・スコーフ。の検出 に関す るこれまでの実
証研究例をみろことに しよ う。 そこでは、Cα〃θ∫,C加∫3'θ鰐 碑 伽4丁 紹 酌6ωαア〔9〕が検討6)し
たように、近年よ く用い られ る トランス ログ型関数にもとつ いた分析がなされて いる。
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注Dエ コノ ミーズ オブ スケールに関する研究は、古 くしか も数多くの文献をみ ることができる。
金融部門 とりわ け銀行業につ いては、た とえばβθπ詑oπ,〃αηω66 α々ηゴHπ用帥 プθノ〔6〕が新し
く、しか も従来の コプ ダグラス型ない しC・E・3型費用関 数と異な りヨリー般化 された トランス
ログ型費用関 数を用いておこな っている。 そこでは、銀行の産出物は、∠万加∫彪 ∫π46∫,預金及
び貸出口座数,預 金及び貸出高に もとついて定義 され る。∠万加∫詔 ∫η4εxは、Fθ4θプ副1～θ5召7
-oo'εFoπo舜oπα1Co5L肋 α1ッε∫3プログラム デ ータにおける5種 の銀行業サー ビス(要 求
払預金,定 期 貯蓄性預金,不 動産貸付,分 割払貸付.商 工業貸付)の 口座 数を川いて計算 された。
総費用は、FC、4デー タ で の5つ の預金およ び貸出サービスに対する利子支払い以外の全ての営業
支出の合計である。4ケ 年次(1975～78)クロスセクション・データへのサンフoル数は747～852の
銀行数であった。費用関 数モデルは、次の通 り。
!・τc=α τc+毎 ・Q+β9Q透 一(!・Qア+α β1・β
+β ββ 一ムー (1πβ)2+β8Q加 β πQ+α 、4!η/1
+β ん4一ケ(1η ノ1)2+β〆1Q1η・41πQ+α〃1∫
+β 胎H1箆 β+ろ αブ1ηPブ+ろ βブQ!ηPブ1箆Q
+ダダη 々吉(∠鳩!・P々)(ブ ・々 一 乙,κ)
ここに、7「Cは総 費用,Qは 銀行産出高,β は銀行事業所数,!1は預金と貸出口座の平均規模,H
は〃2μ〃ψ1860漉 肋14加9CO〃ψσπア系列 ダ ミー変 数,1ラ'は労働 と資本の要素価格である。推
定は、0ム5噛に もとつ いてな され、 スケール エコノ ミーズは、次式か ら計算 された。
3CE=∂1ηTC/∂1πQ=αQ+βQQ1ηQ
+β8Q1η8+β 〆1Q1π〆1+ダβブQJπら(ブ=乙 ・κ)
εCE値が1よ り大 きい(小 さい)と き規模 の経済性(不 経済性)を 示す。
分析結果 から、銀行事業所の最適又は最小費用規模は存在 して、安定的であ り、預金高1,000万
ドルか ら2,500万ドルの銀行に対 して成立す る。 スケール ・エコノ ミーズは、一般に小規模ク ラス
の銀行が有し、大規模行では規模の不経済性がある。支店銀行(67απoぬ3!o'θ6αηん)は 規模 が
小 さいためプラン ト・レベルでの規模の経済を、単一 銀行(μ"ゴ'∫'σ'6δα72々)は規模の不経済 を




4)い うまで もな く、これは規制緩和の水準や内容、お よびその速度に依存す る。
5)労 使慣行や経営方針,経 営風土 などを も含 む広義の経営管理上の生産技術 を体系づ けた もの。
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6)彼 らは、C加 ガ3'θπεθη,ノ0798π∫oπσπ4乙αμ〔10〕に よって提起 された トランスログ型関数
形 をはじめ、βκrgθ33〔8〕,乙αμ〔15〕,81αo々076y.ρ擁初o曜 απ41～μ∬6!〔7〕などを検討 し
て一般化 された トランスログ型多数財生産費川関 数形を提示 している。
四 外 国 に お け る 計 測 例
エコノミーズ オブ ースコープDに関す る外国における実証研究は、1980年代前半 で、いくつかの
成果 をみ ることがで きるにとどまる。すなわ ち、この理論は1970年代半ぱにあ らわれてか ら、特に
1980{「代に入 って関心を高めたが、実証分析 については、金融部門産業を対象 とするもの も含めて
きわめて新 しい研究分野 であるか らにほかな らない。7)
ここでは、それらの うちか ら特 に興味深い と思われ る研究例を とりあげてみることにしよ う。
いうまで もな く、エコノ ミーズ オブ スコープの計測 よ りもエコノ ミーズ オブ スケールに関
す る実証研究の方が、その歴 史 も古 く検証結果 もはるかに数多い ものが得 られてい る。 それ らは概ね
スケール エコノ ミーズを検出しているが、小規模 クラスの金融機関(企 業)を 対象にした場合の方
にみ られ るという結果が多い。
また、分析方法においては、従来コブ ダグラス型費用関数を用いて計測 される ことが多かった3)
が、1980年代 に入 って例 えば βθπ5'oη,H伽ω60 σ々π4∫伽 駕ρ々紹ッ〔6〕な どか らトランスログ型
費用関数にもとついて推定作業がおこなわれ るようにな って きた。
エコノ ミーズ オブ ースコーフ。の検証について も、 トランスログ型の費用関数が用 い られてい る。
ル勉 ププαア碗4W屠 彰 〔16〕について み よ う。 これは、 カナダのブ リテ ィッシュ コ ロンビアで営












によって なされる。 これを満たす産生物の組合せによる結合生産は、費用補完性 を享受す ることにな
ろ。
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総費用Cに は、 支払 利子 や配当,賃 金,実 物 資本への支出が含 まれろ。産出物は、ア、に抵 当貸 付
をとり、 これは信用組合の 全資産の大 部分 を占める。ア3にはそれ以外の貸付が とられ、全 資産の30
%以 内 となってい る。 ア3は、余剰 資金 に よる投資が とられてい る。
(投入)生 産 要素価格には、資本支出合計 を平均預金高で除 した資本価格(△),労 働サービスの
時給 をとった労働 価格(ρ2),要求 払 預金への支払利子率 をとった要求払預金価格(ρ,),定 期性預
金への支払利子の過重 平均 をとって得 られた利子率によ る定期性 預金価格(ρ4)があ て られ る。
また、追加的に支店変数 として、 βRんVCHIは事業所数に等 しく、81～んVCκ2は その対 数値 、
β1～んVCθ3はダ ミー変 数で1を 多事業所 を有する信用組合、0を 単一事業所の信用組合 に対してと
られてい る。
危険変数 として、貸付資産選択の リスク効果 をみるために、危険勘定 引当金の大 き さで代理 させて
いる。 さらに、成長変数と して、1977年の総資産 を1976年の それで除して対 数値 をとった ものが
採用 されている。1Dこれ らの追 加変数は、費用に対 して負の作用をなす結果が出たが統計的に有意で
はなかった とされてい る。
推定に用 いられるクロス セー クシ 司ン データは、1976年一1977年期間にわ たる信用組合の監
査報告書か らとられた。そ こでは、記帳事務な どに電子計算機利用が(少 な くとも業務の25%は)
おこなわれてい るもの に制 限 されている。
推定は、基本的に0乙5'にもとついて行なわれた。推定結果では、一 α、α,+σ,2のパ ラメータ推定
値は一〇.0516(1.98)(()内は近似 ≠一統計量)と なってお り、尤度比検定 で も一 連 の制 約条件つ
き推定 で∂、∂2午σ、,=0の とき尤度44457,統計値77,07とな りスコープ エコノ ミーズのない仮
説 を棄却 していろ。12)
すなわ ら、抵当貸付 と他の貸付業務間においてエコノ ミーズ オブ スコープが検出 された。 これ
にようて、消費者貸付 や抵 当貸付 といった全領域 を担当する信用組合は費用 節約 をな しうる ものであ
るとしてい る。
他方、投資 と貸付間には費用補完性 の弱い検証がみ られたが、統計的 に有意でなか った。13)
これ らの検証結果か ら、成長 と多角化 を禁 じるよ うな規制 は市場効率 に反す るものであるという政
策的含意が提起 されている。それは、産業に対する公的規制 の緩和が進む中で、費用効率ないし市場
効率の点 か ら市場競争 のあ り方などの問 題に関係す る興味深 い指摘 であるとい えよ う。
では、次 に、0〃 〃gαη,5噛煽 〃ooんαπ4必σプ5α々〃 〔13〕につ い て みることに しよう。 これ も、
多種(金 融)サ ービスの結合生産をお こなう銀行の費用関数 を推定 してエコノ ミーズ ・オプ スコー
プを検出しようとす るもの である。
それは、 たとえば預金 口座 を有す る顧客 の信用分析は口座 を持 っていない人 よ りも少ない費用です
むといったような費用 補完性が存在 しそうであるという問題意識 にもとつくもの であろ。
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費用関数は、次のよ うな トランスログ型関数 であ る。
・・c-%+菖蜘 畷 βノ… 吃i讐 ・ノ・吻
・壱 攣
1ηノ卿 ρノ九攣1防・1剛・ρ・
ここで、 アは産出物(刎 固)で 、 クは投入要素価格(π 個)で ある。14)
費用に関す るデー タは、FC/1プログ ラム15)の1978年版 か らとられ、欠損値 を除 くと標本数は、
714銀行であった。費用には、預金及 び貸付業務に配分 された非利子支払の総額がとられた。また、
産出物 としては、預金 と貸出サービスで あるが、推定 には それぞれの口座数と平均残高が採用 されて
いる。なお、投入要素価格には、工業部門時間賃金率 と事業所建物の(平 方 フ で一 ト当りの)賃 貸料
が用い られた。16)
推定方法 は、投入要素価格の同次性制約条件付 き0乙3に よる。17)推定結果か ら、δ量,の値は単一銀
行の州 で一〇.232(1.70)、支店銀行の州で一〇.855(3.65)であった。()内 は!一 統計量で、それぞ
れ10%5%水 準 で 有意 であった。
そして、いずれの州に対 して も、非結合性の制約 が尤度比統計量に もとづ き検定 され た。単一銀行
では4.06、支店銀行では9.11の値 を とってお り、この費用関数への制約は5%レ ベルで棄却 された。18)
したが って、この ことは、銀行産出物の結合生産がエコノ ミーズ オブ スコープによ り特徴づけら
れていることを意味する ものであるとしている。
このよ うに、銀行 の貸借対照表か らは有意な費用補完性が存在 している。 そして、銀行規模が増大
する とき、追加的費用補完性 を生 じるところの(デ ータ加工 処理のような)新 しい生産 ラインに拡
張 をはかることは可能 となるか も知れないと述べている。
これ らの研究のほかに、βθπ訂oπ,β67gθ7,∫∫伽 ωθ盈oπ4Hπ ωρ加 の 〔5〕も同様 にエコ ノミ
ーズ ・オブ スコープの検証 をお こな ってい る。
これ も、やは りトランス ログ型費用関数を用い、FG4プ ロ グ ラムにおける銀行 を対象 としてい る。
産出物 としては、 βθπε如 π,Hαπωθ6 侃々 ゴ 砺 吻 加砂 〔6〕に準 じて、5つ の銀行サービス(要 求
払預金,定 期 貯蓄性預金,不 動産貸付,分 割払貸付,商 工 業貸付)に もとついて設定 された。そし
て、 これ ら業務間においてエコノ ミーズ オブ スコープが存在 することを検証 した。また、結合生
産の費用効果すなわ ち結合費用19)の存在 を検出するための トランスログ型関数形に対する問題につい
て も検討 をおこな ってい る。
注
7)た とえば、β翻 脚1,Pσπ忽〆o認 既 〃ゴg〔3〕な どを参照。
8)Clo7 〔々11〕では、 βoκ一Co∫型 費用関数が用い られてい る。
9)こ のモデルでは、費用関 数として全ての生産要素価格に関 して線形同次,班 とρノについて増加
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ρブにて凹 でなければならず・同雄 条件備 たされ・のは謬 砺1,陶 一・かっ翫 一
切 ηZ〃2η2ノ ノ ブ
o(または・顛 ゴ ηゲ 琴 η・=oこ こに価蔽 応は対舳 でη・=耐 のときであ・・
な お 、 ス コ ー プ ェ コ ノ ミー ズ に 従 う蟹コ}鴛関 数 は 劣 加 法 性(50∂ σ44ガ蜘 〃 ツ)を 示 す 。
10)Pαπzαプ 伽4W〃 〃g〔19〕参 照 。
11)こ れ は 、 短 期 不 均 衡 に よ り生 じ た 異 常 な 費 用 の 動 き を 調 節 させ る た め に 加 え ら れ て い る。
12)カ イ2乗 分 布 で の0.05信 頼 水 準 のo万 〃601びα伽6は 、3-84で あ っ た 。
13)一 α1α3十 σ【3では 、-0.028(1.U),一 α2α3十 σ23では 、-0 .014(0.57)のパ ラメ ー タ 推 定
値 と な っ て い る。 ま た 、 α1α3+σ13=0で は 、483.06,0.08,α2α3+σ23=0で は 、482.82.
0-56でい れ も帰 無 仮 説 を 棄 却 し え な い.
M)推 定 式 は 、 次 の 通 り。
/ηCO∬ ε=α 。+α ・1ηOEP+α、/π乙0/W+逐 一δ1、(∠πOEP)2
+÷ δ,、(∠η乙0んV)・+δ 職,1πDEP♂η乙0んV+Co/舶 レ00Eρ
+遷 一CIα π.4γGOEρ)・+C1,!崩レ00EP/ηOEP+40/網 レα0溜
+造 一4,(/朋 レα0酬)2+41,1舶 レα0謝Wπ 乙OAκ
+β1!糾 ウr/10E+β2∠πc/1P+号rr,,(!πロノ}40E)2
+遷 一r、,(1πc!1P)2+712動脇OE∠ ・CAP+ρ 。1・聰0肋OEP
十ρ121π旧防40E〃z乙0ノ包〉十ρ21〃zC〆1P∠πOEP十ρ22∠ηC〆11⊃/π乙0ノ叙V
ここに、CO37'5嘲は預金 貸付等へ配分 された非利子支出の総計、 ∠)EPは要求 払 い及 び定期性預
金の総 口座数、 乙OAVは不動産 ・商業 ・分割払貸付の総口座数、、4γGDEPは要求払い及び定期性
預金の合計額をDEPで 除 したもの、、4レC乙0謝Vは不動産 商業 ・分割払貸付の合計額 を五〇酬 で
除した もの、助1GEは1978年に銀行が立地す ろ州の工業部門賃金の平均時給、C、4Pは資本 の置
換費用を把握す るよ う意図 され、銀行近辺 における店舗 スペ ースの賃貸費用である。
15)Fθ4θプα11～θεθプ〃 εFππo'露πσJCoεL4πσ砂3∫3餌og紹駕で、資料提 出は加盟銀行の任意
による。
16)州内では職業間の労働移動性があ ると予想 されるためであ るとしている。
17)すなわち、β1+β2=1,ρH十 ρ、2+ρ2置+ρ22=0,ハ1+ハ2=r12+722=0
18)いず れの場合 もぐ・有意水準5%の07f'加1"σ1〃6は3.84となってい る。
19)0〃勿 プ'〔12〕参照。
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田 わ が 国 に お け る 計 測 例
エコノ ミーズ オプ スコープをわが国の金融業について実証分析 した例 は少な く、 首藤 〔24〕,
〔25〕,粕谷 〔14〕な ど を あげ るにとどまる。 これに対 して、従来の産業組織論において主要テ ーマ
の一っであったエコノ ミーズ オブ スケールの計測は、金融業について、西川 〔17〕,田村(26〕,
蝋lLl岩根 〔21〕,筒井 〔27〕,吉岡 中島 〔30〕を は じめい くつかの研究が なされて きた。 しか し、
製造 ・工業部門に関す る場合 と比較すれば、やは りその数は少ない とい ってよい。
それには、データの利用可能性 などに関す る諸制約や個別金融ll1」介機関ないし産業 としての金融業
全般 におけろ公的規制の強 さなどの諸要因が影響 していると考え られる。
エコノ ミーズ オブ スコープの応川研究について、わが困 においては、金融部門は もとよ り製造
工 業部門において もその数が少な く、いわばこれか らの研究領域とい って もよいで あろ う。
では、先ず、首藤 〔24〕につい て ながめてみよ う。これは、分析対象 を銀行業 とりわけ普通預金20)
に限定 し、業務複合化の利益 と複数業務にお ける規模の経済性の検証 を行なった ものである。
そこでは、規μ〃ψ プ04〃σ'万7初として銀行 をとらえ、各種金融サー ビスの総合化 において考 えら
れる利益の増大効果を測 ろうとしたものである。
預金業務 と貸出業務 は、銀行の持つ最 も基本的な金融仲介機能であるが、蓄積 され た情報や顧客関
係な どは確かに両業務に共通のインプットとして利用可 能である。のみな らず、 それ はまた、近い将
来に営業が認可 され る可能性 のある証券 ・信託 ・投資顧問 ・長短金融などの諸業務 に進出 参入する
場合に も有用な もの とな りうる。
業務の多様化では、現在の ところ預貸業務,外 国為替業務,国 債窓販業務.そ の他諸種の金融仲介
サービスなどが行な われてい る。2Dこれ らの うち、預貸業務 を中心業務 とし、外為関係 債券売買関
連 その他手数料業務等 を周辺業務 として区分する。そ して、 この中心 および周辺両業務の結合生産
における費用節約効果 を、銀行の金融サービス総合化の利益 として と らえ、 トランス ログ型費用関数
の推計によ り検出を試みてい る。
推定 モデルは、次のよ うに特定化 されてい る。
1πC=α 。+α,1η 呂+α,!・ γ,+去 ∂1(!πγ1)2
+ナ6,(zπ}り 至+c1πY、!娼+40+π







、鍛 一毒{、論 舞珍+鍔 ・畿}〈 ・
でなければならない。
ここで、通常、C/γ1玲>0だ か ら、{}〈0で なければな らな い.
要素の相互補完性の必要条件1πC/1π呂1ηγ,<0を 満 たす1981年普 通銀行の推定結果 を川いて
も、{}が 負の値 とな らず、 したが って、預貸業務 とその他業務間のエ コノ ミーズ オブ スコープ
は検出 され えなかった。
すなわ ち、スコープ エコノ ミーズの存在へ の必要条件は かろ うじて成立 した ものの、有意な業務
複合化利益の検出はで きなかったとしている。
それには、わが国の金融 サービスの総合化が十分 に進んで はいないことが考 えられるとして、たと
えば業務多様化の進んでい る都市銀行 に関する詳細な分析が 今後の課題であると結んでいる。
次に、粕谷 〔14〕についてみるこ とに しよ う。
まず、エコノ ミーズ ・オプ スコープについて、 これまで に蓄 債 された情 報や/ウ ハウを利用 しう
る情報産業等へ銀行が多角化 して収 益をあげるような作用をな し、従来の銀行行動理論 における 「規
模の経済性(エ コノ ミーズ ・オブ ・スケール)」 にとってかわ る考 え方 として とらえている。24)
そして、その源泉 を、ある生産物への住産 要素が他の生産物 に無費用で転用可能であることとして
いる。銀行業の例 としては、貸出業務での企業ない し産業情報やノウハ ウを証券業務等へ利用するこ
とをあげている。25)
さらに、複数財生産での 自然独占は、規模の経済性 と複数財生産の経済性 に関係す るものとなるが、
これを直 ちに市場の非競争化 と結 びつ けろのは適当でな く、個々の事例 に即 して コンテスタビリテ ィ
を も含 めて事前的検討 と事後的監視が必要であるとしてい る。
ただ、マーケ ッ ト コンテスタビ リテ ィについては、次節で もみるように ∫襯 々co訂 の存在や需
要の価格弾力性の大 きさと反応時間などの問題があ り、必ず しも自由参入 退 出の可能性が常に保障
され るとは限らない。
しかしなが ら、多数財生産の経済性が もた らすか も知 れない市場への非競争効果に対 しては、新た
な視角 による理論的基礎付 け となることは明らかであ り、金融市場 に対 する競争政策のあ り方に も影
響を及ぼす もの とな るであろう。
さて、都市銀行 と地方銀行に関 して、費用補完性 の検出が費用構造分析 から試 み られている。都銀
13行と地銀64行 の クロス セ クシ ョン ・データによ り昭和50年3月 期か ら60年3月 期まで各年度
ごとに計測 がおこなわれた。
生産物 としては、貸出金収益(貸 付金利息 と手形割引料)をyr1、経常収益(有 価証券売却 償還益
,外国為替売買益等控除後)か ら呂 を差 し引いた もの をγ2とす る。 生産要素価格は、資金調達利率
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(ρ鳳),物件費価格(ろ),人 件費価格(名)と す る。26)用い られ た費用関数形は、
　 ゆ
1πC=α 〇九 三(有'!πアゴ+ン三 βブ'1πρブ
個 攣1曜 顔 ・・… 吉,塁,η・幅 幅
であ る。27)
計測結果では、都銀において概ねエコ ノミーズ オプ スコープ(費 用補完性)が 有意(5%水準)
に検出 され、しか も増大傾向にあるとしてい る。他方、地銀では、59年.60年 を除いて費用 補完性
が検出 されなか った。それは、共通生産要素の蓄積が都銀 と比べ小 さく、取引先情報の転用可能性が
さほ ど大 きくなか った為で、最近時では自由化進展による業務多様化の影響で検出 されたのであろ う
としている。28)
なお、金融の地域的独占へのチ ェックに加えて、顧客(投 資家)保 護等の観点か らする利益相反の
回避が業務分野規制に関す る根拠 として有力であ り、 このよ うな必要最小限の規制 を工夫 した上でエ
コノ ミーズ オブ スコープの活用をはかることが適 当であるとい う点は全く適切な指摘であるとい
ってよいであろう。
では、最後に、銀行業に関す るこれ までの2つ の研究 とは異な り、わが国証券業における首藤 〔25〕
の実証分析をみることにしよう。
証券業 では、1980年代 にお いて野村,大 和 日興,山 一の4大 総合証券会社への売買業務集中が
生 じただけでな く、引受業務で も寡占化がみ られた。そ して、総合証券 グループ内での規模格差 も拡
大 したとしていろ。
総合 証券化の メ リットは、従来における債券および株式の売買業務での スケール エコノ ミーズか
ら、売 買業務 と引受業務におけるエコ ノミーズ オブ スコープにあるとす る。 そして、情報 システ
ム と顧客関係 の一体化 を目 ざして系列 ・提携とい った企業間結合が進み、 ヨ リ多面的な競争が展開 さ
れる可能性が示唆 されるとしてい る。確か に、これは十分に考 え られうることであるといえよう。
さて、エ コノ ミーズ.オ ブ スコープの検証は、α}引受業務 と売 買業務、および②株式業務 と債券
業務について、 トランスログ型費用関数 を用いて、大 手4社 の時系列デ ータとクロス ・セクシコン ・
デー タをプールす ることによ りおこなわれた。29)モデル は、次のよ うに特定化 されてい る。
1・C-・ 。+・11幣Y1+6、 繊+謬r61(1η}〆 匹)2+一参6,(1幽)2
十 σ1πγ11πy亀十 π
ここに、Cは 総費用、 γはサー ビス産 出水準、 πは確率撹乱項である。Cの 代理変数に税引 き経費 を、
呂 には(1)で証券売 買高、(2)で株式売買高を、 珍 には(Dで証券引受高、(2)で債券売買高がそれぞれと
られてい る。
推計か らは、売買業務 と引受業務において強い費用節約効果がみ られ、エ コノ ミーズ ーオブ スコ
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一プが存在す るとい う結果 を得ていろ。 他方、株式業務と債券業務については、Cの 推定値が5%水
準でも有意でな く、 したが ってス コープ ・エコノ ミーズは確認 され えなかった。30)
この売買および引受両 業務 にお けるエコノ ミーズ オプ スコープの追求が.大 手4社 の相対的地
位を高める一つの要咽 であった と実 証づ けている。そして、その源泉は、顧客関係の強化 を通じて情
報力と販売力を一体化 し、 リス ク負担力 を弥化 している点に求め られ ると椎論 している。
また、今後の課題として、大手の顧客関係 とエコノ ミーズ オブ スコープとの関係の分析や、業
務複合化における共通の インプッ トは何か といったことに関する詳細な実証分析な どをあげている。
この うち、前者については、通信 ・情 報化や機械化の進展 と も相倹 って、例えぱ機関投資家あるい




21)近 年の銀行利ザヤ縮小傾向に対 して、諸手数料収入 と外国為替売買益は銀行 収益の下支 え要因
とな6て いるとしている。
22)要 素価格デ ータの制約か ら、パ ラメータ条件(要 素価格 の1次 同次性)は 満 た されていうもの
と仮定 している。 また、サンプル は、大和,東 京,沖 縄,琉 球 を除 く都銀11行,地 銀61行 で
あ る。推定方法は、制約条件なしの0乙εが用 い られている。
23)統 計的に有意な負の値は、1981年普通銀行のケースにおいてのみ得 られてい ろ(有 意水準5
%)。 回帰係数の推定 値 と有意水準は、次 のよ うになってい る。 αo=0.445(5%),σ1=0.693
(1%)¶α2=0.353(1%),δ篭=0.064,62ニ0.084(1%),C=-0.095(5%),ol=0.128
(1%),1～2=0.993
24)複 数財生産の経済性 は静態的概念 としてのエ コノ ミー ズ オブ スコーフ。と限界的概念 として
の費用補完性か ら成る とす ろ。
25)共 通生産要素の市場取引が可能で、他財生産での限界利益を超 える売却益が見込 まれるな らば・
その共通生産 要素 を用 いて多数財結合生産 をおこな うマイン ドは減殺 され るケース もありえよ う。
26)a一霧 講 ・&一動 羅 平残 ・&一誌 諾 残 による・
27)2階 の条件(ηん(∫,h=1・2・3)=0)の制約,要 素価格の1次 同次性,交 叉項対称性,制 約条
件付 き計測がな された。
28)50年3月 か ら60年3月の11期 中、都銀で検出されたのは、52,54,57,58,59,60年である。
50,51,55,56年にみられなか ったのは、第1,-2次石油危機直後の数年で強 い金融引締の政策
によ る銀行行動様式が通常 と異なっていた可能性がある としているが、 ヨリ詳細 な分析が期待さ
れよう。なお、最近時、60年3月 の都銀 と地銀の計測結果は、次の通 りとなってい る。
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都 銀 … … α。-0.136×10-6(0.29×10-4),α1-0.471(3.48),α,=0.458(1.43),。、1
=0 ・578(1・43)・σ12=『 α578(1・43)…2-0・578(1・43).β1;0.448(4.76),β,-0.049
(0.867),β3=0,504(6.24),ム12=0999,ε.E.;0.0玉7
地 銀 … … α。-0.322×10一5(0.88×10『3),α1=0.490(5.53),α,-0.455(5.19),。、【
;0 ・250(2・64)・σ12=-0・250(2・64),σ22=0.250(2.64),β1-0.683(15.74),
β2=0.025(1.27),β3=0.292(6.40),1～2=α998,ε.E.=0.029
い ず れ も、()内 は'値 の 絶 対 値 。
29)自 己 相 関 と分 散 不 均 一 を 排 除 す る た め 、 観 測 値 を一 般 化 最 小 臼乗 法 に よ り2段 階 で変 換 し て 得
られ た サ ン プ ル(64個)に0ム5亀 を 適 川 し て い る。
30)推 計 結 果 は 、 次 の よ うに な っ て い る 。
(D-一 ・。-0.748(0,434),・、-0.670**(0.025),・,一 〇.015(0.015),∂、-0,268*
(0.119),δ,-0.512**(α196),C--0,373*(0,153),/～・-0.994
(2)… ・。一 一 〇,044*(0.021),・,一一 〇.123(0.787),。、-1.974**(0.739),δ、-0.139
(0.114),62=-0.066(0.044),C=-0.039(0.067),1～2=0.997
()内 は 標 準 誤 差,**有 意 水 準1%,*有 意 水 準5%
IV銀 行 競 争 と コ ン テ ス タ ビ リ テ ィ
1銀 行 競 争 と 金 融 自 由 化
金 融 の 自 由 化 が 進 展 し て 行 く な か で は 、 金 融 部 門 の 各 産 業 内 部 な ら び に 産 業 間 に お け る競 争 水 準 が
高 度 化 し 、 か つ そ の 内 容 も多 様 化 す る こ と は 十 分 予 想 さ れ る と こ ろ で あ る。
そ れ は 、 た と えば 投 資 顧 問 業 務 や 国 際 金 融 業 務 な ど に 対 す る 企 業(金 融 機 関)サ イ ドの 組 織 改 革 を
は じ め と し た諸 種 の 経 営 戦 略 に あ ら わ れ て く る と こ ろ か ら も 明 らか に 読 み と る こ と が で き ろ。
通 常 、 企 業 は 、 労 働 と資 本 を用 い て あ ろ技 術 水 準 の も と で そ の 生 産 活 動 を お こ な う組 織 と し て と ら
え る こ と が で き る。 そ して 、 こ の 生 産 技 術 に つ い て は 、 他 企 業 に もみ られ るよ うな い わ ば 普 遍 的 な 性
格 を 持 つ 技 術 と、 そ の 企 業 に の み 固 有 の もの と に 区 分 し うる 。 こ れ は 、 経 済 の サ ー ビ ス 化 に 伴 な っ て
拡 大 す る第3次 産 業 部 門 の 産 業 や 企 業 に 対 し て も同 様 で あ り、 直 接 部 門 と間 接 部 門 の い ず れ の 技 術 に
つ い て も あ て は ま る こ とで あ る。
企 業 行 動 に お け る意 思 決 定 は 、 諸 種 の 企 業 環 境 条 件(企 業 の 内 部 環 境 に お け る もの を 含 む)の も と
で 何 ら か の きま り(ル ー ル)に も と づ き経 営 者3Dが こ れ を お こ な って い る と み な し う る 。 した が っ
て 、 こ の よ う な 意 思 決 定 に 関 す る技 術 す な わ ち ル ー ル や 能 力 な ど に つ い て も同 様 の こ とが 指 摘 され る
こ と に な る 。
189
もとよ り、企業組織 においては、殆ん どすべ ての構成員がそれぞれに何 らかの意思決定機能に関与
す るから・例えば稟議書方式によるケースや逆に オフ レコーデ ィング方式 による場合 をも含めて、
全従業員に対して も関係す るところ とな って くる。32)
構成員(特 に経営管理者や重点部門従業員)の 教育 研修や適正配分(配 属)待 遇にっいては、
ヨリ流動的で複雑な対応が必要 とな って こよ う。それは、総 合化 あるいは専門 特化の方向づけ をい
かなる経営方針ないし経営計画の もとで どのように行な うのか とい うことを決定す る個別企 業(銀行)
の選択フ。ロセスに も依存 してくるか らであ る。
そ して、さらに、新規若 しくは参入先の金融 サービスの生産 における(付 加価値あるいは労働)生
産性 や収益構造が少な くとも初期のある期間においては 事前に十分把握 しが たい面 も考 えられるから
で ある。
金融業における競争増大要因には、 まず参入のケ ースがあ り、次いで価格規制の緩和に もとつ くも
の、そして、新規商品 サービスの販売 に関する ものな どが考 えられる。これは、銀行業に関して も
同楼であ る。
したが って、これ らに対応す るために必要な人材や新 たな資本 といったもの以上に求 め られるのは、
業務に関す るノウ ハウやそれに用い られ る情報な らびに金融サービス生産 をサポー トしうる直接及
び間接部門 による効果的な連携 システムである。
このよ うなシステムは、その金融商品 サービスのための生産管理技術 としてだけでなく経営管理
全般 にわたる企業独自の経営 システムと融合 して生産技術体系 ともい うべ きものを形成す ることにな
る。
そ して、そのシステムにおいてみ られるよ うな連 携効果が、全社的なそして固有の生産技術体系部
分 との間において も何 らかの成果をもた らす ことが今後一層 考え られ る。 しか も、その企業固有の生
産技術 との関係が強 いほ ど、 もし市場におけるシェアが ある程度大 きい ものであれば、それは潜在的
参入企業に対 して参入抑止効果 を与 えることになるか らであ る。
公的規制の緩和に もとつ く金融自由化が進展すれば、銀行業に属す る各業態の企業(銀 行)に とっ
ての競争相手は異業態における企業 だけでな く他業種他産業の企業(証 券会社や保険会社,ノ ンバン
ク バンクな ど)に まで直媛に市場 でのライバルとみなす ことになって くる。
全 く新 しい金融機能 を備 えたような新規の商品 ・サ ービスか ら既存の ものの組合せによう合成型の
もの まで多種多様な金融商品 ・サービスが、単独企業ないし複数企業(異 業種 ・業態 に属す る企業と
の提携 も含む)に ようて一層盛んに開発 ・販売 され るよ うにな るから、この面での競争 も高度化 し拡
大 されろことになろ。
この ことは、設備投資や入材の育成 ・確保が そのよ うな銀行の生産活動に必要な一連の技術的条件
を満た しうるものであ ることを要求 する。 この場合の生産枝 術 とは、 さきの普遍的な もの とその企業
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に固有な もの とをあわせた総合的 な技術の ことである。
通 信 情報化や機械化の進展にあっては、情報管理部門業務の ウェイ1・には経営方針やそれに もと
つ く戦1略の而から過大で もな く過小で もない適IEな評価付 けが 与え られることが重要 となる。そこで
は、企業環境や経営資源に関する諸制約の もとでの長期およ び短期利益計画ない しは経営計画の作成
作 業が大 きな意味 を持つもの とな って くる。
情報にっいては、①顧客,② 地域,③ 市場 、④ その他一般情 報に大別 され る。①は、すべての顧客
に関する取引や信川等 の実態記録 とそれ らを整理 した もの であ り、②は、個別営業 エ リアか ら全国,
国際地域(各 国 及 びECな どの経済地域や共同体)に 関 す る諸特性(取 引様 式 ・商慣習か ら社会
文化 民族性 まで)を 含む幅広い もの である。③ は、個別金融市場における取引実績や市場動向に関
するもの で、競争相手先企業に関 する1諸種の情報や その市場行動におけるパ ターンを含 む企業特性 な
どの諸情 報 もカバーし蓄積 され ることにな る。④は、景気動向か ら財政 ・金融政策や労働 通 商な ど
を含む経済政策、その他内外における政治 ・経済 社会情 勢に関す る一般情 報である。
これらの情 報は、必要に応 じて外部か ら購入 した り、企業内部で独自の情報管理 システムとして整
備 蓄積することがで きる。そ して、それは、審査部門 を含む直接部門の営 業活動や企画 調査 閉
発等の部門 において も十分活用に耐 えうる ものでなければな らない。
この情報管理 システ ムの あ り方や設置 作成プロセスは、ハー ドおよびソフ ト面におけるあるレベ
ルまでの普遍的な もの とそれ以外 におけ る企業独自の開発によ るいわば固有の ものか ら構成 され響)
営業活動における業務ノ ウ ハ ウについては、個別取引に関 する ものか ら個々に共通 の ものや複数
業務を包括するよ うな管 理業務面に関す るもの を含 めて考え ることがで きろ。そ こでも、他社におい
ても行なわれていろ同様 の もの とその企業にのみ固 有の手法 ・技術によるもの とに区分すろことがで
きる。
このことは、間接部門の諸業務について もあてはまることであ る。経営戦略策定におけ る意思決定
プロセ スでは、 ヨリ固有の ものの ウ占イ トが高 くなるこ とは、ある程度 トップ マネジメン トの権限
の拡大に伴なって生 じうることとい えよう。
このよ うな金融サー ビスの供給における生産技術は、た とえば情報管理や営業管理、 さらには一般
の経営管理な どにおける個別システム ・技術を総合的に体系 化 した ものとしてみなす ことがで きる。
そして、その体系化 ブρセ スに も普遍的な ものと各企業 に固有の特徴づけ られた部分の両者を見出す
ことが可能 である。
さて、これらの生産技術ない しその水準は、各企業 によって さま ざまな内容や形態,高 さなどにそ
の差異がみ られ よう。しか も、一般の営業 やある特定の リスク マネジメン ト,合併 買収 ・提携等
企業結 合 とい うような何 らかの 目的別に も活用が可能な ものである。
したがって、競争増 大に対応するための市場戦略と りわけ市場 シェア(占 有度)拡 大を含む市場支
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配力の強 化をはか るといった計面に もその援用が期待 され うることになる。
企業結合に関する問題については別の機会に譲 ることとして、次 に、市場支配力の増大が もた らす
著 しい不完全競争状態 としての独占ないし寡占といった市場構造にっいて考 えてみ よう。
2競 争とマーケ ット コンテスタビリテ ィ
8伽 脚!,1)α麗σプαη4階 〃ガg〔3〕では、自然 独占に もとつ く均衡解のケースについて も述べて
いるが、その ためには参入 退出の 臼山を与え るマーケ ッ ト コンテス タビ リテ ィが必要となる。 ス
ケール ・エコノ ミーズ とスコープ エコノ ミー ズが形成する とされる自然独占について、晩 〃ガg〔29〕
は、費用の劣加法性 とスコープ エコノ ミーズ、さらに広範囲に逓増する規模 に関す る収穫 との関係
を分析 し、 自然独占の存続可能性 を意 味す る条件 を検討 した。34)
ここに、自然独占の 「自然」 とは、 β儲 初01〔1〕によれば、ある産 業が規模の経済性 を持つ場合、
そしてその場合に限 り、 ヨ リ低い社会的費用で産1自物 を提供で きるとい うことであ る。
ただ、劣加法性(7αンないし ぴαη∫一γの35)におけ ろ)が(多 数財結合生産 での)自 然独占に要求
されるの は、各財が単一企 業によ り最 も安 く生産 され るためで あるが、 もし 〃αηε一紹ッ断 面 が多 く
の最小値を持つな らば複数企業による生産(す なわ ち寡占や多占)が 安上 りとなるケース もあ りうる
ことになる。
しか し、通常では、多数企業による生産が独 占による生産よ り も大 きな費用 とな る(費 用関数の劣
加法性)産 業において 自然独占が定義 され る状況を与 えるケースが多い。
いわゆ る独占の場合には、市場 におけろ価格決定が独占価格 とな って適正利潤 をはるかに上 まわる
独 占利潤を形成 し、消費者余剰の低減や社会的厚生損失の増大 をもた らす といった問題がある。
したが(て 、一般 には、 そのような産業や地域独占のようなケースに対 して、 その価格決定は個別
企業の意思決定 に任すのではな く、政府等公的機関 によ る許 一認 可を必要 とするなどの規制や制約が
付与 され る場合が殆ん どで あるとい ってよい。
さて、 もし、ある独 占企業が限界費用 と限界収入の等 しいところに価格を決 めるとすれば、少な く
とも正の利潤に もとつ く潜在的競争増大の誘因 は生 じないことになる。 したがって、長期 にわた りそ
の価格政策 をとるな らば、 その限 りにおいて、その独占の存続は可能 となろ う。 この場合、長期均衡
における利潤はゼ ロとなる。
すなわ ち、市場 が潜在的参入の誘因 を有 し、既存企業に対 して何 らかのインパ ク トを与えうること
が考 えられ るならば、独占や寡 占といった不完全競争市場で もその市場効率の水準が改善 されること
が可能 となる。
80襯o!〔2〕が提起 した コンテス タブル ・マーケ ットの概念は、その ような厚生成果や社会的便益
が完全競争下でな くて も改 善されうることを競争的参入による厚生効果 として示 した ものである。
そ こでは、参入企業への費用差別がな く、参入前価格 で参入の収益性 を評価 で きるという自由参入、
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および、無費用退 出が可能な退出の 自由が前提 となってい る。 いわゆ る加'oπゴァ伽 参入 では 、 い
かなる一時的利益機会に も潜在的参入企業が参入 し既存企業による価格調 整前に退出す ろとされる。
また、その厚生的特性 としては、α)利潤率は非正(一 時的参入企業は既存企業よ り低価格を設定)、
(2)生産の 非効率な し(資 源配分の非効率,X一 非効率,不 完全操業産 業の非効率組織 なし)、(3)価格
は限界費用 を下まわ らない(oγo∬εμ∂∫湿フ不可 能 ゆ え反 トラストや規制の経済学に重要な意味 を
侍つ)、 などをあげて いる。
また、5噂ρθ鷹 θ〔23〕は、競争の動学的側面に影響する5雄 々60∫!∫(埋没費用)の 存在 が参入障壁
となりえた り、 厄 ごα雇r朔 参入が産業の技 術的 非 効率 や超過利潤を排除す るものであ るとした上
で、投 資の部分的不換性が存在す ることや需要の反応不足が市場支配力 参入 障壁を生 じることなど
の反論が あるとしてい る。
しかし、マーケ ッ ト コンテ スタビ リテ ィの理論は多数財産業の市場構造分析に貢献するところが
大 きく、完全競争理1論への一つの代替であ りヨ リ現実的で強い厚生基準を与 えうるものと評価 して、
今後の応用で は、(D分割 市場と国際競争、(2)垂直的費用構造、に関する研究36)をあ げ てい る。
このコンテスタビリテ ィ理論に対 して、馳 〃2堀侃 〔28〕は、5雄 々oo5'∫と万κ8460∫'∫の区 別
について述べ 、競争に よる市場成果 を制約す るのは万鴛4`o訂∫によ る参入障壁だとした。そして、
規'σ η4枷 η参入 を含 む企業の競争的行動を可能 とするよ うな純粋の 万切4ω ∫爲 は存在 しない と
している。
さらに、3酌 ωαプた απ41～θアπo1d∫〔22〕は、参入の恐 威が利潤ゼoと し、近似的最適効果が保 証
されるとしなが らも、必 要条件であろ(α)参入 ラグな し、(6)既存企業 によろ価格調整 ラグが退出 ラグよ り
大 きい、とい う点 をとり上げて論 じてい る。すなわら、既存企業が参入 を予知するな らば、退出か価
格調整への準備が可能 であ り退出 ラグまたは価格調整 ラグはな くな るであろ う。また、条件 を緩めて、
(α)不成立で⑦)成立の場 合、既存企業の価格 政策 は競争的水準(利 潤ゼ 〔],参入阻止)ま たは独 占的水
準(参 入 と損失が発生 して も参入前に独 占利潤 を穫得)で 行なわれ る。37)次に、④.(∂)共に不成立の
場合、参入発生 しないこともあ りうるが、既存企業の価格設定 は独 占的水準 とな る。ただ、実際には、
価格調整 ラグがないか、退出ラグよ りも小 さい ものである としている。
これ らの論点について、 β餌 燗01,Poηzα7σ認 研 〃∫g〔4〕は、サービス等の在庫は不可能で あ
り、しか も時間の可分性 を代替す る技術 は適用で きない として、貯蓄可能で最 も効率的バ ッチ生産に
対する不可分の一定時 間を必要 としない財に限 り規模に関 して収穫不変 であ ると述べていろ。38)そし
て、何 らかの実行可能な契 約が ある場 合、(退 出のために も)資 産売買契約 を要求 して も 厩'σπ4
7微 参入の可能性 は減少 しない し、 ε観 々ω3'εの存在 も意 味しない。実行可能な契約のない場合で
も、規制の存在や価格改訂の広告費用などによ り既存企業の効果的価格反応が遅れるな らば 厩`0π4
紹 η参入は可能であ ると反論 している。
重93
また、資本埋没性度 につ いて、ぜ 口(α=β,Pθ=αo)か ら(α=0,Pθ〉 σo)まで を考慮 して
い る・既存企業価格PゴがPθの とき参入はな く、潜在的参入企 業に望ましい価格(Pθ)の 水準 は、
∫朋 々oo舘∫の大 きさに依 存す るとした。 ここに、 αは単位廃物価1直、βは単位購入価格で α≦β 、
セ ロのと き販売 フローは期間 丁にわた り保障され、その後α=β の償却 資本 を持 つ、完 全埋没の とき
参入企業の埋没費用によ り既存企業はαo(平均費川)よ り高い価格づけが可能 とな る。39)
さらに、広告費について、参入による価格低下は広告効 果を減少 させて広告費 を埋没 させ ることに
なると例示 している。
最後に、5'魏ωα7陀αη41～θッηo昭5の条1骸σ),(∂)は完全な コンテスタビリテ ィには必要でないと
して、(o),(δ)は5κη々 oo訂∫不在 の結 果で もな く、完全なコンテスタビリテ ィを応用可能 とするため
の市場属性で もないとす る。 すなわ ち、(α),㈲な らば完全な コンテスクビリテ ィは保証 されるが必ず
しも必要な ものではない と反論 している。
なお、殆ん ど 躍 η々oo5億がない市場は殆ん ど完 全にコンテ スタプルであ りうるが、それは今後 に
経験的検証 を残す ものであ ると結んでいる。
以上においてみたよ うに、市場の コンテスタビ リテ ィは不完全競争における厚生水準の改善に貢献
することが明 らかに されているが、そのためには、 ∫雄 々oo3なや需要の価 格反応(時 間および弾力
性),潜 在的参入企業の行動要因(価 格政 策.収 益予測 と評価,そ の他参入障壁の大 きさ).既 存企
業の行動要因(参 入予知,価 格政策),あ るいは、その他市場構造ないし競争状態 に関す る動学的要
因、な どの理論的諸条件および現実的諸問題が満た され、検討 されなければならないことにな る。
実際 には、銀行業 についていえば、殆ん どの生産活動において供給 されるのは財とい うよ りもサー
ビスとしての金融商品 サ ービス(信 用創造や決済機能に もとつ く金融仲介サ ービス)群 である。 そ
の生産技術について も例 えば製造 工業部門におけ る特許権等に もとつ く生産方法や製造設備 を伴な
うケースは殆ん どな く、創業 者利潤の 稼得 も後発申請者へ の許認可までの期間 に依存する位であろ う。
ただ、既にみた情報およ び済報管理システムをは じめ とする一連の経営 システム体系は、それ自体
が潜在的参入企業に対 して単 に参入障壁 となる とい うだけでな く、その企業に固有の システ ムの ウェ
イ トが大 きいほどある意 味では εμπ々605総と しての性格 が強 くなるであろ う。すなわち、単に価格
政策におけ る広告費用のケースだけでな く、顧客 との取引活動 に要す るコス ト全般について も、参入
・退出 などの市場競争状況 に応 じて埋没性に変化を受 けるところの ものとみな されろ部分を持つか ら
であろ。
また、近年 における金利 選好の高 まりは、需要の価格弾力性が増大 しつつあるよ うに も考えられ る。
しか し、地域の違 いによる家計の考え方や行動 における差異,所 得階層や金融機関への アクセスの差
異,銀 行の金融商品 サ ービス群における選択基準 と一般的なポ ー トフォリオ選択 基準 との調整,あ
いはこれ らの経時的な特徴、な どがいかな るものであ り、また、それらが何にようて どのように変化
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するものであるか、 とい ったことをも含めて実証 的に調査 ・分析することも有益な情 報を提供するで
あろう。
さらに、マーケ ット コンテスタビリテ ィに関係するその他の諸要囚について も、制度r白および実
証的 にヨリー層詳細に研究 され る余地が大 きいと考 えられ る。
それは、単に銀行行動 に関 して経験的 検証に もとつ く記述的説明を増加 させ るためでな く、経済効
率や社会的厚生の増大 をはかる意味で も銀行業におけ る独 占ない し不完全競争状態 に対す るチ ェック
やその要因分析が有効 とな るか らである。
しか も、諸外国やわが国の銀行業などにおいてエコノ ミーズ オブ スコープやスケール エコ ノ
ミーズが検出 されつつあ り、それ らの生産費川構造の特性が 市場におけろ独占力 と独 立ではな く逆に
関係する もの である以上 、その役割は適正な競争 を維持 管F1三す る方向にとって一層重要性 を増す こ
とにな るといえる。
次節では、結びにか えて、規制 と競争政策 に関す る若干の考察がおこなわれる。 そして、今後の課
題についても、そのい くっかが指摘される。
注
31)企 業家で もよい。実際 には、経営会議や常 務会,役 員会 な どでなされる場合が多いけれども、
決裁権限の内容 と レベルに依存する。 ただ、株式会社組織にあっては、最終的 には株主総会にお
いてな される。
32)こ の点で、 τQ.C.運 動な どは、組織能力の向上や活性化 をめざす意味で もその好例で あ ろ
う。
33)し たが って、いずれかの領 域において、分類区分 された情報 自体 もしくは何 らかの レベルにお
ける情報管理 システム自体 を汎用化 して他 に販売 することも可能となる。
34)費 用の ∫7απ∫一プαノ凸性(あ る費用関数は、超平面 Σの の=々,傷>0上 の産 出物 σ*.
g**のいかなるベ ク トルや0≦ λ≦1に 対 して も
C(λ9*十(1一 λ)4**)≦λC(σ*)十(1一 λ)C(9**)
な らば、その超平面に沿 って 〃 απε一7αア凸である)と 全 体的 スケール ・エコノ ミーズの存在 は、
スコープ エコノ ミーズが生産特化の規模の効果にまさっていることを保 障す る。すなわち、参
入の利益性が妨げちれる。
また、費用の劣加法性 とは、βo醐01〔1〕によれば、 もし亙財に関す るいかな る規個の産出物
ベ ク トルァ1,…,ア用に対 して も
c(プ+…+ノz)〈c(プ)+…+c(ア 規)一
な らば、財κ=1,…,π の集合においてある費用関数C(ッ)は 厳 密 にか つ広範に劣加法的であ
る。 そ して、 この劣加法性 は、 自然独占の ための必要 ・十分条件 とな ろ。なお、規模の経済性は・
で95
劣加法性に対 して必要で もなければ十分 でもない。
35)80πη20!〔1〕よ りも8αμ規01,Pαπzα70π4レ匹!〃gr3〕が、ξ羊しい。
36)q}…異な る市場の生産者 による 「規模の経済性」の もとでの生産はスコープ。 エコノ ミーズ を
生 じ、戦略 ・相対費用 ポ ジシ ョン 比較優位 ・政策 などに影響を与 える。(2)…垂直的統合を包括
す る産業構 造に対 して1頃に影響する規模 とスコープの経済性 を発生 させる構造の研究(費 用構造
の分析や費用関数の特性 とその含意 の考察な ど)。
37)い ずれ も、既 存企業の現在価値最大化は可能である。
38)∫zxθ400∫な につ いては、機械サービス レンタル市場での置換 も可能であるとしている。
39)均 衡価格の変化が小 さいためには潜在的参入企業が潜 在的顧客に供給す ろ契約が投資前にな さ
れ ることが必要で、その価 格はPθ≦Pzで 期間τにお よぶ。
V競 争 政 策 な ら び に 今 後 の 課 題
金融業 と りわけ銀行業においては、信用創造や決済機能 といった基本的な金融1中介機関の特性 を著
しく損 うことな く、その経済効率や社会 的厚生 を増大 させ ることが求 められる。
すなわ ち、公的規制の緩和に もとつ く金融 自由化は、必ず し も全ての規制 を撤廃 して全 く自由な企
業行動 を許容 し、そ こでの取引管理 を市場 メカニズ ムに一切委 ねて しまうことを意味す るものではな
い。
なぜな らば、そこには次のよ うない くつかの 考慮すべ きポ イン トが あるか らである。まず、上の基
本的な産業特性が信 用秩序の著 しい崩壊によってある一定の必要な レベル を維持 されな くなるとい う
事態 を回避す るためである。第2に 、従来の銀行業は例 えば製造 ・工業部門産業にお けるような本来
の競争状態 を経験せず、 しか も護送船団方式や横並 び意識等によ り経営効率化が十分達成 されないた
めX一 非効率ない し産業 の非効率組織が存在 しえた。ただ、それ らを排除するあまりに急速な 自由化
は国際競争 に慣れ広範な金融業務 ノウ ハウの豊富な外 国銀行 ・金融機関 を利す ると同時にわが国の
銀行 に多大のダメージを与 える可能性が大 きく、その結 果としてマイナスの政策効果 をもたらすこと
が予想 される。そ して、3番 目には、市場 メカニズムにのみ依拠 した自由競争が、市場に対 して独 占
な どの不完全競争状態を その構造的特徴 として もたらす こともい くば くか考 えられ るか らである。
したがって、外国政府 との交渉をも含めて 自由化 プログラムの作成 と実行に も経時的 に逐次 ・漸次
的な もの となるケ ースが多 い。すなわち、当該産 業全体 ない しそれに属す ろ個別企業(銀 行)の 国際
競争力 を速成 させなが ら段階的に諸外国か らの自由化要求 に対応せ ざるをえないところ とな るのであ
る。
そして、何 らかの レベルをこえるような不完全競争状態の進行は、少な くとも市場成果 を回復 し厚
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生水準が改善され うるに十分適 切な競争水準を維持し管理す るよ うな競争政策が必要 となるの であ る。
この競争政策の内容は、 単に従来における反独占ない し独占禁1ヒの もの だけでな く、前節において
みたよ うな産 業ない し企業 レベ ルの費川構造の諸特徴 との関連か らす るチェ ック ポィン トも新たに
包括するのが ヨリ効果的 である。
いうまで もな く、競争政策 も公的規制の一腫 としての性格 を侍つか ら、新たな政策項 目の追加は最
小限の ものに とどめ られることになろ う。
す なわ ち、市場機構に もとつ く円滑 で効率的 な取引活動 を保障す るための枠組み管理に加 えて、企
業の費用 構造を含む生産技術体系の特質の チェック、産業組織 や産業構造の変化 とその要因分析にも
とつ く対応などである。
技術革新や国際経済交渉.社 会情 勢の変化などさまざまな要囚によって、例 えばI」1然独占産業が競
争的産業に移行するよ うなケース40)も考 え られ るな ど、産業や企業をとりま く市場競争や行動 成
果の状態は今後 さらに大 きく変化 して行 くことが予想 される。
と りわけ、第3次 産業部門(サ ービス部門)に おいては、通信 ・情報化 や機械化,レ ンタル方式 な
どの進展によ って一層新 しい市場 あるいは産業が発生 したり、従来分野の総 合化や統合化がなされた
りする余地が大 きいと考えられ る。
このよ うな傾向にあっては、競争政策 自体が、産業に対す る規制(公 的およ び自主的規制)内 容
やその根拠 と有効性(マ イナス効果 ・弊害等を含む),緩 和 とその効果,新 しい規制体系(目 的 ・手
段 ・効果等)の 見直 し作業 を経て、例 えば大幅な規制緩和を必要 とするよ ラなケ ースを導 くこと も少
なくない。
また、従 来における競争政策 ない し独占禁止政策 との関連では、家計などの小 口預金者や劣勢企業
などに対す る取扱いおよぴ公 正取引の保障をはじめ企業結合 やその活動の影響力(と りわけ市場支配
力)へ の公的監視 と対応が特 に必要 とされる。
銀行競争が拡大 し高度化す るのに伴 ない、銀行戦略 としては、情 報管理システ ムをは じめ とす る一
連の経営管理 システ ムを体系化 しながら全ての経営資源 を活用 して経営の効率化 を一層推進す る必要
に迫 られる。
それ と同時に、生産費用構造 にお いてみ られ る費用節約すなわ ら費用補完性の効果 を利 用 してスコ
ープ エ コノ ミーズ を享受 しうるような事業展開や営業戦略 を遂行 ・拡充す るこ とも重要視 され るこ
とになる。
そこでは、多数の金融商品 ・サー ビスの生産 において共通に投 入 される生産要素 に関 して、いかな
るものが、 どれほ どの範囲 にわたって、どのよ うな限界 生産力 を持つ ものであるか、 などが検討 され
ることになる。
さ らに、 スケール ・エ コノ ミーズの追求 もあわせて行なわれるケース もあろか ら、 市場 シェアの増
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大 を意図 し市場支配力 を増 大 させる行動は少な くと も他業穂 業態の企業や外国銀行などの(潜 在的
参入 をも含む)市 場参入に対 する積極的な対応行動の一つであ るといえよう。
金融サー ビスを供給 する銀 行の生産技術 において 、その銀行に固有の技術ない しシステムは、ある
割 合をこえる分が ∫μπ々σoεご∫として均投 化 し投資の不換性 を生 じることにな うが、同時に市場にお
ける参入障壁を形成す る一つの要因 とな りうる。
したが って、マーケ ッ ト コンテスタビ リテ ィが十分に機能する ところとはな らず、複数の要因の
動向い かんでは不完全競争水準が著 しく進行 して市場集中を高め、寡 占ない し独占とい った市場構造
が導かれ るケースも生 じえよう。
また、銀行間や銀行 と証 券会 社 保険会社,銀 行 とノンバンク バンク、な ど銀 行を介在 した企業
結合41)が拡大 して展開 されるよ うなケースでは、単に金融部門だ けでな く非金融部門産業に も影摯蓼を
及ぼすよ うな活動水準や領 域を持つことが予想 され る。
その よ うな場合には、市場集 中だけでな く一 般集中(経 済集中)の 観点か らのチェックが必要 とな
るか ら、競争政策 について も別にそれに対処す る内容項 目が組み込まれ ることになるであろう。
そこでは、企業結合が市場競争や複数市場成果におよぼす影響 がいかな るものであ り、どのような
要因 に依存 して変化す るのか、とい う点の 考察 が必要 となる。そして、 ヨリ複雑ではあるが、人的お
よび資本面における経営資源 と並んで生産技術に関 して企業結合全体か らする調査 ・分析が不可欠の
もの となって くる。
それは、銀行業に関す る産業組織研究へ 多大の情 報を提供する と同時 に、この比較的新 しい研究分
野 がカバーす る今後の研究課題の一つに も数えられ るもので あろ。
とい うの も、β佛 脚1,Pαπzσ7,W〃〃gが指摘す るまで もなく、それ はコンテス タビ リテ ィへの
諸条件 要因 に関する実証的研究42)の一部分にほかな らず、しか も動学化への応用可能性 を検討す る
ための基礎的情報や検証結果 をもた らす ものになるか らであ る。
なお、彼 らがい う買手行動モデル43)との関連で、消費者 としての家計や企業について も需要サイ ド
か らコンテスタブル マーケッ トにお ける行動様式につ いて考察 してみろことも興味深い課題といえ
よ う。
さらに、5噛ρθπoθが述べたよ うに、全ての市場での費用構造の研究 はともか くとして、サー ビス産
業など5撚 々605齢が叢 小と される産業の記述的分析や均衡 の規範的特性の分析 もとり上げられてよ
い ものである。44)
また、自由参入は産 業費用が均衡 において最小化 され ることを保証するとい う翫 〃fgの結論45)に
対 して、現実に参入 「自由」の近似が許容 しうる産業について何 らかのシ ミュレーシ ョンを試み るこ
とも可能か もしれない。
エコノ ミーズ オブ ・スコープに関 しては、費用分析 とりわけ営業費用 を用 いてな されるケースが
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多かったが、8餌 ε'oπ,H伽ω66々,飾ゆ 加 θyがい う不便 さの ような顧客の忍耐費用の取扱い46)
など も何 らかの形 で分析に組込むことは興味ある試みとい えよ う。
さ らに・他衆業におけ る動向 とりわ けテ レコ ミ_ニ ケーシ コンやエ レク トロ メカニ ックス、報道
ない し放送など電 気通信業 や情報産業等 における技術革新の進展をフォo一 することも必要となる。
なぜな ら、金融サービスの開発 販売 をお こな う銀行の生産 技術やその水準,方 向にどのよ うな影
響 を与え、相互に関連 しあ うもの となるの か、 とい う問題があるか らである♂7)
最後に、 これまでに考察 され た論点や課題には、唯に民間部門の産業や企 業に対 してだけでな く、
公的部門の企業体や組織について も直接にあるいは何 らかの適当な取扱いや処理 を施す ことによって
適 用され うるところの ものが少な くない。
それは、公共財 サービスの供給 とい う基本的役割の拡大 または縮小 とい うポイン トの児直 しとも
関連す るものである。 と同時に、公共部門の諸 活動における効 率化に対 して も、その検討材料 として
の興味ある情報を提示す ることが可能 となりかつそれが期待 されることに もなるか らである。
そして、それ らの情 報が待つ意味は、技 術革新をは じめとす ろ経済環境の変化が公企業の民営化や
市場競争水準の高度化を促す方向に作用す るとき、あろいは逆のケース を生 じた りす る場合には さら
に、 ヨリー層活用 され るウ_イ トを拡大す るもの と考 えられ るのである。
注
40)た とえば、テレ コ ミュニケーシ コンや エァ ラインな ど。






47)こ れは、必ず しもわが国の非金融部門産業の企業による銀行 業への参入可能性 を考えるためだ
けでな く、多国籍企業(銀 行)が 複合企業体(コ ングロマ リッ ト)であるよ うなケースを想定す
れば、そこでの結 合生産における利益効果 ないし費用補完性の大 きさの変化 をみる場合の情報を
与 えることに もなるの である。
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第11章 金 融 自 由 化 と 市 場 競 争
1は じ め に
わが国における金融 自由化 につ いては,館 〔16〕,鈴木 〔15〕に よるまで
もな く,資源なかんず く資金の効率的配分 をヨ リー層市場 メカニズムに委ね
ることによって進展させ ようとい う考え方にその基礎的認識 をみ ることがで
占 ▼董)
さ ⇔。
ここに い う金融 自由化 とは,主 と して金融 部門 とそ の活動 に関す る公的 規
制 の縷和 に も とつ くもので ある。そ こで は,自 由化 の もた らす 効果 と して,
金 融部門 を中心 と した市 場な い し産 業にお け る経 済効 率 の増 大 や金 融仲 介機
関 であ る個別 企業 の(内 部)組 織 にお け る非効率(い わ ゆ るX一 非 効率)の
わ
低減な どがあげられる。
すなわち,新 商品 サー ビスの開発 販売 をは じめとして,取 引様式の多
様化や市場参加者の増加,費 用ないし収益構造の変化な どがヨリー層顕在化
し,そ してこれ ら諸変化が相互に関連す る形 で市場構造一行動一成果 という
ヨラ
関係に動学的要因として作用す るものとなって くるのである。
従来,信 用創造や決済機能 を実現す る担い手 としての産業特性か ら厳 しく
規制 されてきた金融部門の活動は,規 制緩和の内容や時期の問題,国 内及び
外国経済主体のニーズの変化,通 信 情報化の進展な どに依存 しながら新 し
い競争状態 を惹起 させっつあ る。
そこで,こ のよ うな規制緩和 をは じめとしたわが国金融部門にお ける自由
化の動向が,他 部門の経済主体 とのつなが りも含めていかな る影響 を与える
のか とい うことが問われている。本稿でほ,こ の問題にっ いて,主 として市
場競争な らびに競争政策 との関連 から考察することに しよう。
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ま ず,次 節 で 金 融 部 門 に お け る 自 由 化 の 効 果 に つ い て み た あ と,第m節 で
は 金 融 構 造 の 諸 変 化 を調 べ る 。 そ して,第IV節 に お い て 金 融 機 関 行 動 と市 場
競 争 に 関 す る考 察 をお こ な う 。 第V節 は,若 干 の 補 足 事 項 が 結 び に か え て 述
べ られ る。
注
1)た とえば,一 般における珪論分析 としてHarberger〔7〕,Posner〔9〕な どがあげ
られる。
2)も とよ り,例 えば対外貿易交渉での当該部門に関す る政治経済的効果な ども含まれ
⇔ ぐのつフ。





を瑳大 させ るこ とがあげられる。すなわち,資 金配分における効 率の増大 を
ヨコ
市 場 メカニ ズム に もとつ いて一 層推 し進 め る とい うこ とで ある。 次に個別 の
企業 行動 に関 して,市 場 競争 に おい て,あ るい はそ の結 果 として企 業の組織
の
効 率の 向上 が もた らされ る。 これは,X一 非効 率 の低減 に よる もの であ る。
この よ うな市 場効 率 の増大 は,す なわ ち社会 に おけ る経済 的厚 生損失 の レ
の
ベル を縞小させ ることとなる。これには,市 場における競争水準 がいかほど
のものであるのか という点が密接に関係 して くるものである。すなわち,そ
れは,市 場参入および退出の容易 さの程度な どをは じめとす る市場構造やそ
のあ り方に関す る問題にほかな らない。
金融 自由化は,金 融仲介機関やその行動 をは じめ金融部門にお ける各経済
主体や市場の栓類 と規模,取 引方法な ど活動の全般に関す る公 的ない し私的
規制の綾和のあ り方 に基本的に依存す るものである。
したがって,自 由化のイ ンパク トにっ いても,基 本的には規制緩和の水準
や個別内容 と密接に関係 して くる。そこでは,た とえば銀行業 と証券業にお
ける垣根問題や総合化あるいは専門 ・特化への経営戦略な どに直接影響 をお
よぼす緩和プ ログラムに対 して,関 係主体間の意見調整 を含めて とりわけ信
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用秩 序の維持 ない し国民経 済厚 生 の増大 といっ た 観点 か らの検 討 が な され る
こ とにな る。
この よ うな経 済的効 果 は,後 にみ るよ うに主 と して規制 緩和 に もとつ く競
争拡 大 によっ て もた らされ る とこ ろが大 きい 。 しか し,金 融部 門 の企業 な い
し産 業間 にお け る競争 結 果 としての著 しい不完 全 競争状態 の発 生 に よって は
期 待 され る効 果の い くば くかの 割 合が減殺 され るケー ス も十分 考 え られ る。
す なわ ち,金 融仲 介機関 間 にお け る市場 行動 が,競 争 を通 じて ない しはそ
の結 果 として逆 に競争 水準 の低 下 を もた らす よ うな市 場支 配力 を有す る企 業
(欝)の 発 生 とい う独 占や 寡 占型 の市場構 造 を導 くこ ともあ り うるか ら,あ
る意 味 では これ もまた 自由化 が与 え るか も知れ な い効果(マ イ ナ スの効果)
の一つ とい えよ う。
また,政 治 経済的 な効果 と して,他 国 と りわけ米 国 をは じめ とす る国際 経
済交 渉 にお け る コ ンフ リク ト解 消 ない しその レベ ルの低減 への 作用 もあ げ ら
れ て よい 。た とえば,日 本 と米 国 間にお け る貿 易摩擦 問顕 は,単 に貿易収 支
に関す るアイ テムの交 渉 だけ でな く貿易 外収 支や 資 本収支(長 期 な らびに短
　　
期を含む)と いった分野 をも対象にされるようになつてきた。したがつて,
金融に関 して国際的側面における規制緩和の推 進は,サ ービス部門における
経済交渉に対 して自由主義貿易の立場にプラスの作用が期待され ることにな
るのである。
ただ,こ の場合 も,国際関係に対するいわば経済的安全保障の配慮は考 え
るとしても,た とえば国際的な市場効率の向上 という観点か らす る競争原理
がどの程度に受容され うるものか といったことに基本的に依存 してこよう。
しか も,各国企業ない し産業の持っ国際競争力の推移と評価,あ るいは産業
む ユ
政策や通商政策のあ り方およびその内容に関する意思決定問題な どとも関係
す るか ら,市 場メカニズムに全てを委ねる形 で他国間交渉がお こなわれ ると
は限 らないのである。
注
、)飴 市場論 勘 証獅 嚇 を包括す砿 義におけ。金融市場を、
す 。また,取 引形態にっ いては,集 合型市場取引や個別型相対(あ いた い)取 引等に
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もとつ く区分 をここでは必ず しも厳密にお こなわない。
5)一 般における理論分析としては数多いが.た とえばScherer〔10〕な どを参照。
6)先 駆的業績 としてのLeibenStem〔8〕に よるまで もな く,い わゆ る内部組繊のスラ
ックの減少に依存す る。
7)ComanorandLelbenste血〔5〕な どを参黙。
8)た とえば,日 米間 の金漂業務取扱いの差異 な どに もとつ く相互主義の考え方は代表
的なケースであ ろう。例えば,総 合研究 開発援構=プ ル ッキングス研究所 〔12〕な ど
参照。
9)通 常 の産業構 造改善 ない し産業組織のチニックや長期的重点 産業の育成な どに関す
る政策項 目を含む。
皿 金 融 構 造 の 変 化
わ が 國 に お け る金 融 構 造 とそ の 変 化 に つ い て は,戦 後 期 と りわ け 高 度 経 済
　の ロ
成長鶉 を中心 に していくつかの特微が見出されている。'民間企業部門(非 金
融部門)に おける資本蓄積ない し自己資金謁達力が低水準であったことや,
復興か ら成長経済への発展過程 を考慮すれば,国 際競争力の向上 と輸出の増
大そ して外貨準備の蓄積,設 備投資の拡大による有効需要増および供給能力
の拡大などの諸政策 目標に対 して,い わゆる人為的低金利政策の採用は間接
金融方式 を定着 させると同時に企業行動における資金的制約を軽減す る作用
をな した といえよ う。
もとよ り.規制金利体系や請種 の公的規制の存在は,た とえば金融市場の
後類の少なさやその小規模なことによる諸制約にあっては,そ れ に対応す る
か ぎりにおいて金融政策手段の一部 としてきわめて有効であ りえた といって
よい。 しか し,他 方では,そ れ らの存在によって便益分配の帰属に関する問
ユユ　
題が生 じたことも指摘 されてよい ものである。
金融構造の変化は,主 として金融市場 を中心に してその展開 をみ ることが
できる。ここにい う金融市場 とは,い わゆる資金市場 とも呼ばれる狭義の金
融市場と,公 社債な らびに株式の両市場 を含む証券市場 を包括するところの
ロ コー般に広義における市場 をさす。
したがつて,た とえば短期金融市場における市場性(非 規制)金 利の存在
や市場種類 とその規模の拡大,国 債発行残高の累増傾向と公社債市場の発展
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な どは,昭 和50年代 以前 にお いて既 にみ られ た特徴 であ ったが,近 年 では,
特 に金融商 品 の新規 開発 販売 に よ るい わば 新 しい市 場 の発生 と もい うべ き
ロ 　
現象が ヨリー層顕在化 しつつあるといつてよい。 この点につい ては,た と
えば国債発行残高の増加が もた らす影響 とも関連 して,銀 行や証券会社な ど
の引受シンジケー ト団の企業が負担す る(も とよ り機会費用 をも含めた)コ
ス ト意識の変化や業後 業態間の垣根 をこえた企業結合への動 き等によ り国
債 を組み 合わせた金融商品が販売 され るようになった。
さらに,垣 根問題について も,国債の販元 を促進するため即ち流通性 を高
めるための 目的 もあって銀行に対す る窓 ロ販売や証券会社への国債ファン ド
の認可がなされた。このような垣根の低下ない し相互柔 り入れへ の傾向は,
企業行動におけるさまざまな経営戦略面か らの行政サイ ドへの要請 と相侯っ
て一屠一般化 して行 くことが予想 される。
また,他 方 では,家 計部門の動向に もい くっかの興味 ある特僕 をみ ること
ができる。まず,高 度成長期 を経て,家 計部門の保有する金融資産の内容が
厚み を塔 したことであ り.しか も,流動性よ り収益 性へのシフ トが見えは じ
めてお り例えば現 預金か ら信託 株式等への選好が うががえる。
次いで,低 成長経済への移行にともない賃金収入等の所得にお ける伸び率
の鈍化は家計の金利選好 を高める方向に作用す る。そこでは,家 計において
発生 しうる主 として小 口の余剰資金 をヨリ効率的に運用 して金融収益 を堵大
させよ うとする動機が存在 し,諸種の情報収集 を含 むいわゆる取 引コス トの
積極的負担が可能 となって くる。
ただ,家 計に対 して,企 業経営においてみ られ るよ うな行動基準ないし原
理がそのまま適用 され うると考 えるのはい くぶん現実的でない面がある。た
とえ頗 蘇 隻 に対してもあるいは経常的収支嘲 一の考え方についても,
通常では,利 潤動機に もとついて行動す る企業 よ りも家計は収益性 よ り安全
性に ヨリ高いプライオ リテ ィを与えるもの とみなす ことが妥当である。
したがって,金 融 の自由化が進めぱ進 むほど,家 計の負担す る取引の総 コ
ロリ
ス トは上昇す ることが予想 されるが,そ こには家計の持っ機会費用の上昇に
もとつ く分 も少なくないのである。また,信 用秩序の維持 との関連 で も,た
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とえば預金保 険機 構の拡充 が仮 にイ ギ リス型の よ うに預 金者へ の負担 を も要
求す るタイ プ とな る場 合には,家 計の取 引 コス ト(と りわ け情 報 管理 コス ト)
は そ うでない ケー スよ りも一 般 に上 昇す るこ とが明 らか であ る。
この ように,家 計 にお ける経営 管理す な わち家 計管 理 はその 重要 さない し
必 要性 を増 す こ とにな る。そ こでは,生 活設 計 のあ り方 をも含 めて長 期お よ
び短期における家計言+画の作成が必要 とな爆 ・そ して・家言+を融(も し
くは 所属)す るメ ンバー間 の価 値観 か ら麟 費 貯蓄行動 にい た る までの意見
調 整 プ ロセ ス を経 るこ とが必要 とな るの であ る。
金 融構造 にお け る他の変化 で は,国 債発 行残 高 の増 大 が直 接 あ るいは関 接
的 に ク ラ ウデ ィン グ ア ウ ト効果 や 公 共 部門 の 金融 な い し経 済 全般 の パ フ
オー マ ンスに 占める割 合の壊 加 をもた らした こ とをあ げ るこ とが で きる。
この うち,前 者 にっいて は,特 に フ ローに 関す る意味 で一 時 的に民 間企 茱
部 門 の資金需 要 に対 して,国 内 にお け る市場 資金 をは じめ一 都 は海 外部 門か
ほコ
らも公的資金需要の方に優先的に振 り向けられたともみ なされ る。これは,
金融市場において 「市場の完全性」が仮定 され るようなケースとは異な り,
国債の発行条件や購入参加老(引 受けシ ンジケー ト団)の 決定な どに規制に
もとつ く制約が付与 されていたことによるものであ る。
後老については,も とより混合資本主義体制における経済が持っ本質的特
性の一つ といえるが,そ の急速な ウニイ ト変化は例えば産業構造の円滑な葦
換等に対 して公的部門 をも含めて諸産業部門間 に過度のイ ンバランス を生ぜ
しめないような産業政策上の配慮 を必要 としよ う。
次に,金 融の国際化については,貿 易 をは じめとす る経済の国際化に続 く
もので,海 外への直接及び関接的投資や国際資本移動全般に関す る事業展開
が含まれ る。
これは,円 のL国際通貨 としての受容性(ア クセプタビリテ ィ)の 向上や取
引 決済手段 としての役割が拡大 したこと,さ らには円の外国為替市場にお
ける交換価値が安定 上昇 したこと(円 高傾向)な どといったいわゆる円の
国際化 とも関連す るものであ る。
また,金 融の国際化には,わ が国および外国の金融仲介機関 をは じめとす
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る金融部門諸産業が扱 う海外 国際業務の社内業務全般に占めるウェイ トの
増大や,そ れ らの関連会社 としての海外におけ る現地法人企業 の設立増 とそ
れがおこな う金融業務内容の多様化 と拡大 によって大きく推進 されてい る。
そ して,こ れはまた,例 えばオフシ。σ7謁 な ど開かれ姻 際金融市場 をわ
が国 にお い て開設す る場 合に も必要 とな る条件 とい えよ う。
ここで,国 際間 の経済 交渉 をつ け加 え るな らば,貿 易交渉 と金融 自由化に
関 す る交渉 をあ げ るこ とがで き る。前者 は,国 際収 支 と りわ け経常 収支 にお
いて大 きな ウェイ トを占 める貿 易収 支 をめ ぐる もの であ る。 しか し,例 え ば
日米 貿易摩 擦問題 にみ られ る よ うな他 の国 際収 支 項 目へ の影響 も無視 で きな
い.そ れ は,サ ー ビス貿 易 をめ ぐる(貿 易外収 支に関 す る)交 渉 内容 と全 く
ヨゆ
独立 であるとは限 らないか らである。
このような総合収支における改善ない し向上への戦略は,資 本取引に関す
る ものをは じめ とした金融業務全般にわた る自由化への交渉 を促進 させる働
き もしよう。
したがって,金 融における国際化は,総 合的 多角的貿易交渉による自由
化 との関連か らも併せて進展 される性格 を持っ ことになる。
一方,国際協調に もとつ く金融政策の発動 にっいては,例 えば外国為替市
場 におけ る自国通貨の交換 レー トや主 として国内金融市場における金利水準
への配慮 対応な どにみ られ るが,民間金融機関 をも取 り込んだ形 としては,
ニお
例 えば,発 展途上国の対外債務問題への対応な どが指摘されてい る。
企業部門との関連については,そ の一部 に金融の国際化 を推進する要因が
存在する。すなわち,そ れは,海 外市場にお ける事業社債の発行な ど企業の
直接金融に もとつ くものであ り.ま た他方では,余 剰資金 の海外での運用な
どをあげることができる。
高度成長期および昭和40年代以降では、企業金融 も直接金融方式によると
ころが優良企業 を中心 に一般化 したが.こ れ には企業部門での資本蓄積や財
務体質の向上,そ して市場サイ ドでの建設国債発行残高の累増な どによる公
社債市場(特 に流通市場)の 発展等に負 うところが大 きい。
ただ,昭 和50年代後半か ら最近にかけては,不 確実性のもとでの設備投資
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諜 鷺 欝 聯 鷺 讐 つて本来の辮 益に加えて余資
この よ うな傾 向は,単 に資本 コス トの 低減 な ど金融費 用 の見 直 しをはか る
だけでな く,自 由化の 進展 に伴 な って増 大す る金融 商 品群 の利 用や 企業 金融
にお け る新 しい 方法 手 設の採 択 な どに よ り加 速す るこ とが予想 され る。
非金 融部門の 企業 が,た とえ ばア メ リカの ノンバ ンク バ ン クの よ うに,
金 融部 門の諸産 業 分野 に進 出 参 入す るケー ス も十 分考 え られ る。そ の場 合
に は,当 該分野 にお け る規制緩 和 内容 をいか な る もの にす るか とい う点 で,
当該企 業の事業 目的 内容 につ いて一般事 業部 門 との関 連の 程 度や 経営 の健
　 ト ロレ
全髄 労 露 ・これは,金 融の舳 化1・先立つて予想され る営業面 を含
iむ一連の事務合理化にもとつ くもので,と りわけ店舗政策や顧客戦略に関係
1して企業噸 対策 となつているものである。 しか い 一 ドおよび ソフ ト
　
陣 における技術革新に加 えて,例 えば通信の 自由化な どの制 度的改革が予想
1
ド れ る場合には ・企業単 独 もしGま 共 同 で汐 ・か な る鵡 と規模 の.い カ・ほ
1どのコス ト負担のシステム導入が適当であるか等々のポイ ン トが一層厳 しく
Lニー 上 τよ、 ._一_検討さ
れる{に一定のルール付けが必要 となってこよ 九
また、金融部門内部において も,た とえば銀行業 と証券業の垣根低下 に伴
な う兼業的色彩の濃い企業の設立や営業内容の多様化 と拡大が予想 されるな
らば,合 併 畏携な ど企業結合の問題 も含 めて何 らかの競争テェックのガイ
　　 め
ド ライ ン設置 が検討 され るで あろ う。
最 後 に.次 節 にお い て も考 察 され るよ うに,金 融部 門 にお け る企業 やそ の
カぐぞ9'乏、
活動 に顕著 な現 象 として,機 械 化 と通 信 情 報化 の進 展 をみ るこ と(⑩
この こ とは,と りわ けメイ ン ・バ ンクヤ 主幹事 会 社の地位 を確 保 ・維持 し
よ うとす る銀 行や証券 会社 に とって も大 きな営 業サ ー ビス上 の ポイ ン トとな
つて くる。 とい うの も,そ れ は 今後 ヨ リ多様 化 し複雑 化す るで あ ろ う各種 の





な どの投 資主体,そ して特に間接金融方式の優勢 な もとでの金融仲介機関た る鑑行の
三者に大別 できる。規制金利体系な らびに人為的低金 利政策は,一 般に家計部門に帰
属す る便益分配のpartidonを本来の水準 よ りも低位に もた らす傾 向があ った とされて
いる。そ して,こ の低下分が銀行か企業の少 な くとも一方 に どれほ どの割合 で移転す
るものであつたか とい う貞 も含めて,こ れ ら諸問題の実 証分析は今後の課題 といえよ
う。
12>い うまで もな く,外 図為替市場 などの対外金融取 引や国際的金融 市場におけ る諸活
動に も国内および海外金融溝造の変化 と密接に関係す る ものが多い。
13)銀 行茱や証券業,保 険業な どといった異なる産集 におけ る企業が合同 で開発 販売
す る新規 もしくは合成(例 えば,既 存商品の組み 合わせに よる)商 品は,原 則 として
既存分類の市場区分において集 計され るがその高 品属性 や(販 売)残 高規槙の大 きさ
等によっては一つの(小 さな分類区分にな る)新 しい市場の(創 設 〉ケー スとみ なす
こともできよう。
14)こ こでは,金 駐市場や産業 経済に関す る一般情 報か ら具体的 な取引(相 手や商品,
の条件等)に 関する個別情報の収集や分析の為の情 報 コス ト 投資 コン'ナルテ ィング
や 意忌決定に関する=ス ト.実際 の取引行動 に要す るコス トな どが含まれ る。また,
援会費用 をも併せ て考慮す るこ とも経営 戦略上必 要であ る。ただ,い わ ゆる投資対象
物件(資 産)に もとつ くリスク コス トにつ いては,一投 資案件の属 性条件 と して(予
想)利 回 りゃ(期 待)収 益率な どと併せて考慮 され るべき ものであ り,情 報管理の対
象 ともな りうるものである。
15)こ れ は,と りわけオイル ・シ ョック以降の長期的不 況期ない し低成長期 に赤字霞債
の発行、鰍 ・遮 捲 ・た昭和・・年代に登場・,公共部門の経蘭 役割・
も併せて多 くの議論がなされた。
16)た とえば,Shelp〔11〕参照。
17)こ のよ うなカ ン トリー リス ク問題 と しては,リ スケジニー リングな どの措置 をと
らざる をえないケースが少なくない。IM.Fを 中心 とした一時的対応 とい う形
であるが,債 権者の審査能力を含む責任 負担の考 え方は 自由化の進農 と相侯 って 今後
ヨリ増大す る㌔ のと考えられ る。
18)同 一又は異な る業種 一業態に属す る企業の買収 合併な どに よ り,産 業緯織 と9わ





わが国 では,従 来 か ら金融部 門 の主要 産業 にっ い ては,一 部 の 製造 ・工 業
部 門産業 にお け るよ うな不 完全 競 争(独 占ない し寡 占)の 著 しい タイ プの市
鵬 造ばあま 蜆 られなかった碧[し・・し,公 的規制の緩和 が進 癒 ば各羅
業態の内部お よびそれ ら相互間の競争 を通 じて新たな市場構造の変化が生
じる可能性もあると考 えられる。それでは,い かなる要因が どの ような影響
を与えなが ら変化 をもた らすのであろ うか。ここでは,それ らの問題の うち,
い くっかのポイ ン トについて考察す ることに しよう。
規制綬和が もた らす効果にっいては既にみた通 りであるが,個 別の金融援
関である企業にとっては市場 を中心 として企業間競争がヨ リー層高度化 しか
っ分野的にも競争相手の幅が拡大す ることが予想 される。
そこでは,た とえば従来 におけるようなシェア対策だけでな く,長 期的な
視野に立った経営戦略が計画 され ることになる。すなわち,従 来 よ りおこな
われてきた人件費や物件費比率の見直 しゃ低減 といった合理化 改善努力に
加えて,譲 客管理や情報管理に関す る費用 を含 む総合的取引コス トの個別漂
準(値)の 改訂,店 舗政策にもとつ く改編計画の作成,新 規事業(へ の参入)
緬 長鰹 営謳 の見直しと効率的綴 一の織 磯 ㌦ 事 教謂 度の
改善などの諸項 目が整合性 を持ち うるような形 で実行されるこ とが求められ
る。
なかでも,特 に重要 とされるのは,通 信 情報化への組織的対応 と新現事
ヱリ
業への参入計画の作成作業であろ う。
前者は,国 内お よび海外の政治 ・経済 ・社会の一般情勢から内外における
金融市場の動 向は もとよ り個別取引先企業にいた るまでの広範囲の情報 を管
理す るものである。そ して,こ れは機械化の進展によ りホーム バンキング
や ファーム ・バンキ ング等の営業システムと結 びつ け られ るか ら,各 金融援
関独 自の商品開発や組み合わせ による商品シ リー ズの販売が一層容易 となっ
て くる。
すなわち,そ れは後老において,周 辺 業際 分野だけでな く異なる産業や
市場への進出 ・参 入ひいては提携や合併な どの企業結合に とつて も有効に活
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用 しうるもの とな る。
一 般に,後 者 では,長 期 ない しは 短期 にお け る利潤 率や投 資収 益率 な どい
くつかの指標にもとついて,(鐸t入 および退出・ス トな どを勘案 した上で
参 入問題が検 討 され る。
と りわけ金融部門 にお いて は,信 用秩 序や 決済 機能 な どへ の 対応や取 り扱
い をめ ぐ り慎 重 に規制 綾 和 が検 討 され るか ら,予 め緩和 プ ログ ラムの予 想
ケー スにそれぞれ応 じた形 での参 入計画 とな らざる をえない.
従来 のよ うに,規 制金利 体 系 をは じめ とす る市場 や,多 くの規制 が適用 さ
れて きた産業 にあって は,例 えば護 送 船団方 式 と呼 ばれ た り,い わ ゆる横 並
び意議 の存在や 質的 経営 よ りも量 的拡 大志 向 が強 い営 業 政策 が採用 され る よ
うな環澆 が形成 され て きた 。
そ こでは,例 えば預 金量 の拡大 がそ の まま 貸 出増 につ なが り,イ ンターバ
ンク マネー マー ケ ッ トへ の 分 も含 めて,収 入増 す なわ ち利 益増 をもた ら
す もの であった 。つ ま り,経 営諸 指標(尺 度)に お いて蔑模 の拡 大 に もとつ
く経営成果へ の貢献 は,産 業 にお け る参 入(お よ び退 出)が 実 際 にはかな り
制 約 され た もの であった こ ともあ って,長 期 に わた りスケ ール メ リッ トの
追 求 とい う行動様式 を一般 化 させ たの であ る。
この ような状 況にお け る市 場競争 では,資 金 量 の確 保 拡 大 とい うこ とが
大 きな ウニイ トを占 める こ とに な り,預 金 獲得 やそ の為 の店舗配 置 を含 む営
業 政策 が重要 視 され,し た がって,企 業間競 争 もいわ ば限 られ た範 囲 にお い
て(時 には過 当に)展 開 され る もの であ った とい え る。
そ こでは,費 用構造 につ いて も,業 態 に よって異 な りはあ る ものの,企 業
規 槙 に対応 して 概ね 類似 の タイ プ をみ るこ とが で き る。す な わ ち,「規模 の
経済」 の存在 が うか が える もの の中小 規模企 業 が著 し く経営上 の劣 勢に苦 慮
してい るとい うわ けでは なか ったの であ る。
この ことは,必 ず し も,大 規 模企業 と中小 クラ スの企業 間に 経営戦 略の 内
容や遂 行能力 に有意 な差 がみ られな い とい うこ とを意味 す る もの ではな い。
た だ,市 場 シ ェアの増 大 に よ り市場 支配 力の拡 大 をはか るこ とが,同 質 化
が進 む中 にあ つて は企 業 戦 略 と して は きわ め て リー ズナ ブ ル な もの で あっ
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た。そ して,ζ れは国際業務面について も同様にあてはまることであった。
自由化の進展にあっては,市 場参加者の数が増 え,他 部門 ・業種 ・業態に
属す る企業による潜在的参 入が顕在化す ることで市場競争水準の高度化を容
易に予想す ることができる。 もとよ り,市 場におけ る取引方法 をは じめ と
して企業行動のあ り方について も規制緩和 に もとつ く影響がみ られるであろ
うか ら,そ こでの競争のあ り方については,さ ま ざまな供給者による多様な
商品 サー ビスの開発 販売 を通 じて,ニ ーズの変化に対応 しうる形でおこ
なわれ るはず である。
金融市場において,需 要側のニーズの多様化 とその変化は,単 に一般企業
(非金融部門)の 資金調達や運用に関 して生 じるだけではない。政府ない し
地方 自治体な どの公共部門におけ る経済主体や個人ない し家計部門において
もそれぞれ類似のことがいえるであろ うし,外 図の政府,企 業,個 入等か ら
の作用 も少なか らず存在するはずである。
そ こでは,金 融仲介機能について も,従来 の ものに加 えて何か新 しい もし
くは合成型の機能が発生す ることも考 えられ る。
い うまでもな く,各業種 ・業態 ごとに分断ない しは専門化によ り区分 され
た市場での役割 ・機能の分担は,相 互 の乗 り入れや業際分野の開拓 発展な
どと併せて ヨリ複雑 化す ることが予想される。
しか も,既 にみたような通信 ・情報化や機械化の進展は,こ れ らの多様化
し大規模化す るいくつかの金融商品 サー ビスの市場情報や取引に関す る事
務処理 と顧客管理システムの実行 を可能にす るか ら,こ の面におけ る設備投
資ないしは ソフ ト面での開発投資の重要性が指摘 され ることになる。
ただ,全 ての企業が総合的多機能実行型の金融機関になることは必ず しも
要求されてはいない し不可能で もあろ う。 しか しなが ら,複数の企業群 が共
同で行な うケニスや,各 業態内部の自主的機関が中心 となってサー ビス ネ
ッ ト ワークを形成 して補完す ることは十分可能 である。
このような総合化と専門化の考 え方にっ いては,い ずれの戦略がふ さわ し
いか とい う問題が,個 別企業の経営資源 ・能力 ・環瞳な どの諸要因に依存す
るものであるが,ク リテ ィカル ・エ リアにお ける場合の選択や意思決定は最
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終的 に経営会 議 ない しは株主総 会 にお いてな され る ところの もの であ る。
こ こで,信 用秩 序 の維 持に関 係す るか否か を問 わず,企 業 結 合 がお こな わ
れ るよ うな ケー スに ついて少 し考 え てみ よ う。
まず,商 品の 開発 販売 に関す る業 務提携 は既 にお こなわれ て お り,異 業
セ ヒ
種間でもこのよ うなケースをみることができる。これは,今 後ます ます増加
す ることが予想 され る。同時に,垣 根問題の動 向 と併せて総合化あるいは専
門化戦略が最 もよ く反映されるところとなって くる。
とりわけ,顧 客開拓 を含めて顧客への情報サー ビスや取引様式の改善 を目
的 とした一連の機械化投資においては,単 独で行な うのかグルー プ(企 業集
団)も しくは他の金融機開(同 業 他社あるいは異業種 業態の企業など)と
共同 して実施 して行 くのかといった意思決定が まず先行するこ とになる。
ハー ドおよび ソフ ト面における営業ない し経営管理システムや ノウ ハウ
の導入 蓄積には,少なか らぬ資金 と人材が長期的に必要 となる場合が多い.
もっとも,それぞれの企業の経営能力や方針に応 じた範囲でおこなわれるか
ぎりでは,少 な くともその為の資金管理が経営上 のネ ックとなることはあま
り考えられないであろう。
ただ,人 材の育成にはある程度の教育 研修に要す る時間が必要であるか
ら,例 えばスカウ トなど臨時の人材募集作業がおこなわれた り,育成 プログ
ラムの見直 しがなされた りす ることになる。
資本あるいは人材面,さ らには何 らかのハー ド又はソフ ト システムやそ
の ノウ ハウ蓄積に関 して,他 企業 との結合関係 を作った り,強 化するとい
う行動は,そ れが産業 レベルでみて水平的であれ垂直的なものであれ,産 業
組織上少なか らぬイ ンパク トを市場参加者や他市場に対 して与 え うるもので
ある。
しか も,そ こでは,企 業間競争の内容や水準 に,例 えば取 引方法の変化や
価格ない し費用構造の変化などがもたらす複合的影響の強さを反映す ること
にな る。
したがって,総 合化 された大規模な企業が何 らかの形で市場 シェアの拡大
を図った り.他業種 業態への参入に成功 してある程度の市場支配 力を増大
2ず5
させるような場合には,い わば一般集中に近いタイ プの問題 を生 じることが
考え うるであ ろう。
さらに,そ の企業が,資 金や人材,通 信 情報システム,顧 客管理ない し
営業管理システムな ど諸種の経営政策上 の/ウ ・ハ ウや関連設備の利用 を媒
介に して、新たなタイプの金融企業集団を形成す るようなケースが発生する
余地 も存在す る。
その場合には,例 えば不 公正な取引な ど独 占禁止政策においてみ られ る禁
止事項の発生やその対処に一層のチニックない し公的対応が必要 となってこ
よう。
このことは,同 業他社 との市場競争のあ り方 と,市 場参加者の うちその企
業が供給す る商品 サー ビスの需要者に対す る取 引様式な ど取引実態への影
響 について も,何 らかの基準 に もとつ く競争政策上の有効なガイ ド ライ ン
の設置が検討 され ることになろ う。
金融部門における諸種の個別市場 を集合的に包括 して広義の金融市場 とし
てだけとらえそこに市場集中(も しくは産業集 中)に ついてのみ配慮す ると
い うこ とよりも,金 融市場が今後一層多様化 し新 しい市場の創出 も見込まれ
そ して拡大す ることが予想され る状況にあっては,む しろ一般集 中に準 じた
取扱いをする方がヨリ現実的に競争政策の対応がはかられるもの と考 えられ
るのである。
そこで,次 に市場競争 と競争政策について考えてみ ることに しよ う。
市場撞造が不完全競争 タイ プの ものであ ることは現実に殆んどの市場 を観
察すれば明 らかである。これは,す なわ ち,完 全競争市場の概念 自体がいわ
ばイデアル ・ティプス として の理論的枠組み において構築 された ものであ
嫉 際そこには磁 藩 るものを・まじめ諸勧 強い仮定がおかれている
のである。
規制綾和によって,新 たな企業間競争の状況が展開 されるであろ うが,金
融市場 を中心 として所期の目標 とす る効果が どの程度達成 されるかは市場競
争のあ り方やその水準にも依存す るもの である。
したがって,緩 和 プログラムの実施においては,経 時的にある一定のタイ
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ム スパ ンで競争 レベル を測 るための い くつ か の基準 に よっ て市 場構 造や そ
れ に影 響 を及 ぼ し うる諸要 因の 変 化 をチ ニ ックす るこ とが必 要 とな って く
る。
ハ レ
従来 において一般的であった集中度指標の利用 について もこれは可能であ
り,金融部門の各市場に対 してもそれが製造 工業部門の生産 販売過程や
取 り扱い商品属性な どにおける差異ゆえに指標の適用にとって不適 当である
とは考え難いものであ る。
ユリ
また,ワ ー カ ブル コ ンペ テ ィ シ ョン につ い て は,た と え ば,従 来 よ り普
お ひ ヱち 　
通銀行における預貨業務な どで大手都市銭行の ウェイ トが寡 占的 であるとは
みなされていないが,自 由化の進展により何 らかの意味 である特定市場(な
い し分野)で 寡 占化が進むことも予想され る。その場合には経済的厚生損失
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の大きさと寡占下での競争状態のチェックが必要 となって くる。
この ような作業は,ほ かに証券業や保険業 な どの主要金融業において も,
あるいは業際におよぶ産業区分や複数の産業 を包括す るような区分になる場
　 ラ
合 で も必要 とな ってこ よ う。 特 に,複 合的企 業や それ が多数 出現す るよ う
な ケース では,そ の市 場支配 力や取 引様式 の 内容 に関す る詳 細 な経時 的調査
が競争状 態 を把握す るた めに不可 欠の もの とな る。そ こ では,こ の よ うな企
し29}
業間に発生す るか 榊 ない何 らかの反競争的行為㌔ ヨリ下位 の企業(た と
えば同一産業に属す る中小規模の企業)や 購買力の小 さな中小需要家 などに
対 して独占禁止法に抵触す る不公正な取引の彊要な どのチェックと監督の必
要性を生 じるであろ う。
金融 自由化の うち,市 場参 入や退出に関す る規制の暖和ない し撤廃は,市
サロ
緯 へのイ ンセ ンティブを高 める方向に作用す る。 しか し,実 際の参入行
動 は,そ の市 場 にお け る既 存企 業の利 潤率や そ の推 移,参 入障 壁 の高 さ,退
出の コス トの犬き さ等 々に依存 す るところ とな る。
きの
もし,い わゆ る 「自由」参 入 退 出が可能 で あれ ば,従 来 の市 場競 争に 関
す る構 造的 条件や その アプ ローチ とは異 な る新 しい考察 が可 能 とな る。
それ は,Bau皿olたちが提唱 した コ ンチ ス タブ ル マー ケ ッ トの概 念 に も
とつ く競争理 論 であ り,そ こでは仮 に独 占下 に お いて も市場 効 率 が達 成 され
21?
コユ リ
るよ うな利 潤 ゼ ロとす る均 衡価 格 の存在の ケー スが示 され てい る。
た だ,寡 占 を も含 む不完 全 競争 の市場構造 に おい て,こ の よ うな極 めて効
果 的 な競争 状態 を可能 にす るた めには,少 な くと もsunkcost(埋没費用)が
存在 せず,従 って 退 出行動 に何 らの費用制 約 も存在 しない とい う仮 定 が満 た
ユユ　
され な けれ ばな らな い。
しか しな が ら,金 融機 関 にお け る企業行動 に あ っては,製 造 工 業部 門 に
お け るほ どでは ない として もこのs㎜kcostがゼ ロであ るよ うな ケー ス をみ
るこ とは殆 ど難 しい とい えよ う。
とい うの も,土 地 ・建物 諸 施設な どの有形 固定資 産にっ い て は比較 的埋
没 の程 度 は小 さい こ と も考 え られ るが,1の れ ん」や 各種 商権 な ど無形 資 産
の形 成 維 持 に要 した投 資費 用 は か な り高い埋 没 レベル に な る と推 定 され
る。
さらに,営 業政 策 にお いて採 択 された専門化 あ るいは特化戦 略 では,た と
えば特定額 客 層(産 業,地 域,企 業 グル ープな ど)を 対象 と して清 報管理 を
は じめ さま ざまな継続 的取 引活動 が行 なわれ て い る。 したが っ て、 それ らの
営業 活動全 体 に あ ってその 金融機 関 に固有の 領域 や帰属 分に 関 して投 下 され
た開 発 ・維 持 コ ス トは,こ れ また埋 没度 の高い性 格 の もの であ る と考 え られ
るであ ろ つ。
この よ うに,単 純 なケー スに お ける ヒッ ト ・エ ン ド ラン参 入 に も とつ く
競争 効果 は,何 らか の特定市 場 にお けるケー ス を除 けば通 常sunkcostの存
在 ゆえ に必 ず し も実際 に は十 分 期待 しえない場 合が少 な くな い こ とにな る。
しか し,投 下 費 用 が極 めて短 期間 に回収 され うるよ うにな れ ば,こ の点 に
関す るか ぎ りにお い て参 入 退 出の 「自由」 性 は増 大す るこ とに な るのであ
る。
そ のた あに は,た とえ ば営 業 管理 にお いて蓄積 され た顧客 情報 や 取 引に関
す る諸情報 な どが高 い市場価 値 を持 ち,情 報パ ックない しシ ステ ム と して あ
る程 度 の流 通 性 を持つ もの と して認識 され るよ うにな るこ とに よっ て もい く
ぶ んか可能 性 領域 に接近す るこ とになろ う。
金 融の 自由化 が 各業 種 ・業態 の枠 をこえて拡大 ・進展 して 行 け ぽ,そ のよ
218
うな ケ ー ス も過 渡 的 又 は 常 態 と して 生 じて く る こ とが 予 想 され る の で あ る 。
注
19)こ こでは,銀 行業,証 券業,保 険業 をさす。
20)た とえば,辰 巳 〔17〕な ど参照。
21)投 資額問茱はその代表的ケースといえる。信託銀行,都 市銀行,長 期信用銀行,証
券会社(証 券投資信託委託会社,証 券投資信託販売 会社),生 命保険 会社,損 害保険会
社な どが従来か らの資産運用の ノウ ハ ウを活か して,あ るいは新 しく導 入 蓄積す
ることによ り進出 を計画 している。
また,証 券業務での引受 ディー リング茱務、 国際 証券業務一般,長 期ない し短期
麟 駒 扱 い とその組入れに 瑠 誘 ン ド.法 人向け。.ン ド.お よび厳 。.ン ド
へ の決済機能の付与の問題,保 険金信託,変 額 保険の拡大 な どにっ いて も,異 業穫
ロ
業態か らの潜 在的参入の対象 と(ぢそ毎 えられるもの である。
22)銀 行,保 険全社,証 券全社な どの相互の絶台わせに よるものが中心である。
例えば,/ン バ ンク パ ンクの存 在や製造 工業部 門の大企業が行な う資金運用行
動な どが金融市場 に与 える影響,あ るいは,逆 に大 現摸金融機関やそ の金融 企業集団
が非金謹部 門のある産業に 及ぼ しうる影署などを指摘す ることができる。
23)た とえば周知のハーフィンダール ・イ ンデックスなど。
24)た とえば,Clark〔4〕をみ よ。
;::麺灘 難 轄 募嘉 ㌦ 畝 三菱.三噺)な、.
27)た と え ば,独 占 と の 関 係 で は,Bergson〔3〕,Worcester〔18〕,Cowlingand
Muener〔6〕な どが あ る 。
28)こ こ で は,多 産 業 に お い て 生 産 な い し 販 売 等 の 事 業 活 動 をお こ な う企 業 。 通 富,多
調 諜 雛(い わゆ。享業部制組織)をと。企業をさす、・洞 績 本系藤 禦。持
株会社患織 での(複 数企業か ら構成 され る)企 業紹合体 を意味 した り,ま れ に地域的
展開をなす関連会社緯識か ら梼成され るいわゆる多国籍企業体 をいう場 合 もあ る。
29)た とえば あ る特 定の情報 サー ビスに関す る手数料の設定におい て,結 託や談 合な
どいかなる共同行為がいつ どのよ うに行なわれ るか とい う点への配慮 は競争阻害要因
の排除にとって重要な意味 を持つ。なお,合 併との関連 では,Stigler〔13〕な どを参照。
30),31)Ba㎜ol〔1〕およびBa㎜ 。1,P㎜ 孤dWmlg〔2〕参照。
32)たとえば、 ヒッ ト エン ド ラン参 入 を意図す る潜 在的参入の効果が市 場効率 を高め
るケー。.(轟 。la惨 照.
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V結 び に か え て
こ こでは,前 節にお いて考 察 した ポイ ン トに若干 の追加 をお こ ない,併 せ
て規制 緩和 に対す る補 足的説 明 を述べ て結 びにか え るこ とに しよ う。
前 節 でみ た新 しい 市場競・争の タイ プは,市 場 にお け る既 存企 業 の価 格政 策
が いかな る もの であ り,ま た需要 の価 格弾 力 性 が どれ ほ どの大 き さの もの で
あ るか とい うこ とに も依存す る。
す なわ ち,市 場需 要 が価 格変化 に対 して ご く短 時間 に 反応 し,か っ き わめ
て大 きな弾 力性 を持 ち,し か も参 入企業 の退 出前 に既 存企 業 の価 格に お け る
対応 がな され ない場 合には 新 しい競争形態 が 意味 を持 っ て くる。
さらに,Baumolたちは,従 来 にお ける規模 の経 済(economiesofscale)
の概 念 に加 え て範囲 の経済(economiesofscope)とい う新 しい概 念 を提示
した。 これ は,同 一企 業が 多数 財 サ ー ビス を生 産す る方 が複 数 企 業 に よ り
個別 に生 産す るよ りも安上 が りであ る ことを意咲 す る。
した がって,あ る業 種 業 態 に属 す る金融 機関 が 他業種 業 態 の市 場 に参
入 した り,新 たな市 場 を創 設 して生産 販売 活動 を行な う場 合,経 済 的合 理
性 に も とつ く企 業行動 原理へ の理論的 根拠 を与 え る とこ ろの もの とな る。
そ して,こ れ は,た とえば共通 的経営 資源 の有 効利 用 に も とつ く ところが
あ るとすれ ば,民 間 企業 に限 らず公 企業 や公 共部 門 の組織 に対 して もあて は
ま るこ とにな ろ う。
い うまで もな く,そ のよ うな経営 の効率化 を必要 とす る行動 は,い わ ゆる
X一 非効率 の 低減 ・排除 に も寄与 す るこ とにっ な が る。なぜ な ら,実 際 に は
総 合化 ない し多角化 企業 と専 門化 ・特 化型専 業企 業 間 におい て は,例 え ば市
場 シェア をめ ぐるよ うな企 業 間競争 が一層拡 大 して展開 され るこ とが予 想 さ
れ るか らであ る。
諸 種の 規制 緩和 に もとつ く金融 の 自由化 がそ の傾 向 を促進 す る一つ の契 機
とな りうるもの であ る とい って もよい 。 しか し,市 場 概能 の円 滑 な働 き を も
阻害 す るよ うな市場 内部 お よび 外部 的諸要 因 のチ ェ ック と管理 を可 能にす る
制 度的枠 組み ゃ公 的 規制 につ い ては,何 らか の形 で強 く存続 がは か られ る こ
とにな るはず で あ る。
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ただ,そ のために公的規制 のあ り方や内容 をいかな るものにす るかは,各
種市場に対す る競争政策のあ り方やその重要性 とも関連 させて検 討 され るタ
イ プの問題 であるといえるのであ る。
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